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Ⅰ はじめに 

足立区では、行政評価の客観性を高め、区政の透明化と区政経営の改革・改

善を進めることを目指し、平成 17年度より公募による区民委員と学識経験者か

らなる足立区区民評価委員会（以下「評価委員会」という。）を設置しました。 

今年度の評価委員会では、区長から諮問を受けた「重点プロジェクト事業」

に該当する 46事業と一般事務事業のうち 12事業について、詳細な評価を行い、

令和 3年 9月に「足立区区民評価委員会活動報告書」をまとめました。 

この度、この報告書の中で出された「重点プロジェクト事業に関する提言」

や「一般事務事業に関する評価意見」に対する区の考え方・取組み、各事業単

位の評価に対する反映結果をまとめましたので、お知らせします。 

区は今後も引き続き、行政評価制度を活用し、区政経営の改革・改善に取り

組んでいきます。 

Ⅱ 「重点プロジェクト事業に関する提言」と「一般事務事業に関する

評価意見」に対する区の考え方・取組み 

１ 「重点プロジェクト事業に関する提言」に対する区の考え方・取組み 

  重点プロジェクト事業について、各分科会からの提言（概要）とそれに対

する区の考え方・取組みは、以下のとおりです。 

（１）ひとと行財政分科会からの提言（概要・要旨）

ア 横と縦の広がりとさらなる連携【提言１】

① 足立区放課後子ども教室の従事者のために作成した、発達支援児

の支援に携わる職員用の研修動画を学童や児童館など子ども向け施

設のスタッフに横展開を期待したい。また、子どものための情報交

換を学校、児童館、放課後子ども教室、学童という関係者で実施し

ていただきたい。 

② 縦の連携としては、保幼小中の連携を期待したい。小学校のそだ

ち指導員のような個別支援が中学校にも導入されるとよいのではと

考える。 

③ 事業統合をした「№6 子どもへの多様な体験機会の充実」は、各

事業前後に効果測定を行っているが、体験活動直後の短期的な影響

のみではなく、子ども達の経年的な体験量や自己肯定感や主体性の

変化を客観的指標としてとらえる必要があると思われる。 
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⇒【提言１】に対する区の考え方・取組み 

① 「発達支援児の支援に携わる職員用の研修動画」は発達支援児への

対応を主眼に作成されており、必ずしも学童や児童館に通う児童への

対応に資するものではないため、それとは別に現在支援管理課におい

て「特性を持つ子どもたちを理解するための動画」の作成を検討中で

す。発達支援児対応職員向けの動画よりも汎用性が高いことから、こ

ちらの活用を関係所管と検討してまいります。 

「子どものための情報交換」については、現在も必要に応じて関係者

間で情報共有を行っています。コロナ禍以前に実施していた、学校、児

童館、放課後子ども教室、学童保育室の交流についても、感染状況をみ

ながら再開に向けて検討していきます。 

② 区では、子どもたちの発達と学びを幼児教育から小学校教育へつな

げていくための「幼保小連携活動」と小学校から中学校への円滑な移

行と児童・生徒の学力定着のための「小中連携事業」を実施していま

す。 

提言をいただいた中学生の個別学習支援については、生徒 1 人 1 台

のタブレット配布が完了したことから、時間や場所の制約がなく、一

人ひとりの理解度に応じて、つまずきの原因となっている学習内容に

遡った学習ができる AI ドリル（*p.169 参照）を活用しながら、教員

が支援を行うことにより、学力の定着を図っていきます。 

③ 子どもたち一人ひとりの経年的な体験量を測り続けることや、体験

事業を通してどのように成長したのかを個別客観的に測ることは困難

であるため、毎年度実施する「学習意識調査」で自己肯定感に関する

質問を設けてその回答割合を成果指標としています。自己肯定感や主

体性の醸成には、体験機会の充実はもちろん学校や家庭、地域の大人

との関わりも大きく影響すると考えています。今後も、子どもたちの

意見を聞きながら、成長段階に応じた様々な体験活動や大人との関わ

りの機会をこれまで以上に質・量ともに充実させていきます。 
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イ 分野ごとの事業 PR 動画の作成とインフルエンサーとしての区民評価委

員 OBの活用【提言２】 

① 重点プロジェクトに取り上げられる事業の意義を区民に伝達する

ため、各事業の PR動画の作成を行っていただきたい。 

  作成した動画は、一方的に上映するのみではなく、例えば保護者

会や入学式などで先生から一言、足立区の事業について話題にして

いただき、その中で各学校がどのような取り組みをしているのかを

話していただけるとより効果的だと思われる。 

② 区民評価委員のOBの活用を提案したい。区民評価委員OBに協力い

ただきながら、事業PR動画を活用し区民に直接広報していただく機

会や区が抱える課題を考えるコミュニティミーティングの開催など

を実施してみることを提案したい。 

⇒【提言２】に対する区の考え方・取組み 

① 重点プロジェクト事業のあらゆる施策にＰＲ動画を作成することは

考えておりませんが、情報発信における動画の活用については今後積

極的に検討していきます。 

たとえば、ご提案をいただいた、小・中学校の保護者会や入学式をは

じめ、多くの方にお集まりいただく住民向けの事業説明会などでは、動

画に合せて説明することでよりわかりやすく伝えることができると考

えられます。それぞれの事業に最も適した方法で動画を効果的に活用し

ていきます。 

② 区民評価委員 OBの方の活用については、令和 4度の区民評価委員の

公募では、OB の方のご協力により公募案内の記事に体験談を掲載させ

ていただきました。今後も、お一人お一人のご意向を尊重しながら、

広報媒体への参加のご協力のほか、区の各種審議会の区民委員の公募

のご案内やパブリックコメントのご案内を送付させていただくなど、

ご負担のない範囲で継続的に区政にお力添えをいただける機会を設け

ていきたいと考えています。また、来年度は区制９０周年であり、OB

の方々に次なる１００周年に向けて区へのご意見をいただく機会も検

討していきたいと考えます。 
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ウ 当事者主体の教育と職員サポートの充実【提言３】 

① 支援やサービスの対象者となる当事者の意思決定場面への主体的

参加を求めたい。子どもに関わる事業※であれば、当事者である子ど

もの参加を促しながら、子どもの視点を取り入れた体験や教育内容

の充実を期待する。 

※ 「子どもへの多様な体験機会の充実」「学力向上対策推進事業」「待機児童解

消の推進と教育・保育の質の維持・向上」「学童保育室運営事業」など 

② コロナ禍では、感染症対策として職員に過度な負担がかかってい

ることから、職員のストレスチェックや心理的サポートの充実、物

理的サポートの検討をお願いしたい。 

⇒【提言３】に対する区の考え方・取組み 

① 区が提供するサービスをより充実させるためにも、サービスの対象

者から意見をいただき、事業改善を図ることは重要であると考えてお

ります。措置事業のように当事者が意思決定に関わることが難しいも

のもありますが、できる限りサービスの対象者からのご意見を伺う機

会を設けることやアンケートなどから対象者の思いをくみ取りながら

事業を進めて行くよう、庁内に働きかけてまいります。 

ご提案いただいた子どもに関する事業については、上記の考え方を

踏まえつつ、子どもたちが将来の夢や進路に対して興味を持つことが

できるよう、子どもの参加や視点を取り入れた体験や教育内容を充実

させ、子どもたちの主体性を育んでまいります。 

② 区職員の心理的サポートとしては、コロナ禍に限らず、健康診断や

ストレスチェックの結果を踏まえた、保健師や産業医による面接など

を実施しています。また、次年度からは職員が心身の不調に関する悩

みを他者に知られることなく外部の専門家に直接相談等ができる「職

員支援プログラム（ＥＡＰ）」を委託事業として試行で開始するなど、

多様なツールで職員のサポートを行っていきます。 

民間運営施設の従事者に対して区職員と同様のサポートを行うこと

は困難ですが、区で行っている心理的ケアの手法などを積極的に情報提

供することで、従事者が相談しやすい環境の実現に協力してきました。 

コロナ禍の物理的サポートとしては、各施設に対して、感染症予防

のための備品や消耗品の現物給付や購入費用助成、感染症対策に当た

る職員・従事者の追加配置やそのための人件費補助などを行いました。

また、区が作成したマニュアルを民間施設とも共有し、職員・従事者

の負担感の軽減に努めました。 

区として引き続き、最前線の現場で働く職員・従事者の心身の健康
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保持のためのサポートの充実を図っていきます。 

（２）くらしと行財政分科会からの提言（概要・要旨） 

ア 区民目線で適切な目標値を設定【提言４】 

「なぜこの目標を設定したのかが区民にもわかる」ように目標値を

設定し、目標値の適切性を所管課が説明できる機会が必要である。現

在の評価作業では、その機会が少ないと考えられるため、次年度以降、

調書やヒアリングでの工夫を期待したい。 

⇒【提言４】に対する区の考え方・取組み 

現在、評価調書の見直しを進めています。事業が目指す最終成果と

そこに至るまでの中間成果や活動内容の関係が一目でわかるように改

善します。事業ヒアリングの進め方についても今後は「目標値の設定

根拠や適切性」について必ず説明することを共通事項とします。また、

委員のご意見もうかがいながら、評価委員向けの研修や事前レクチャ

ーのなかでフォローアップさせていただくことを検討していきます。 

イ 活動指標・成果指標の課題と見直し【提言５】 

くらしと行財政分科会では、評価活動に対する所管課の理解や参加

についての議論を行った。表は、あくまで一例だが、区民評価委員が

所管課に期待する理解や参加の内容や具体例として、知っておいても

らいたい。 

【区民評価委員会の評価活動に対する所管課の理解や参加の内容と具体例】 

理解や参加の内容 具体例 

①わかりやすい説明 

・ パワーポイントや実物の資料等を用意して具体的に説

明している 

・ どのようなことを知って欲しいかを明確にして説明し

ている 

②課題の伝え方 

・ 現状と課題をそのまま示し、課題に向き合う姿勢が 

ある 

・ 目標値や実績値を巧妙に調整し、課題を見えないよう 

にしない 

③意気込み、本気度 
・ 評価を得て、事業を更に推進しようとする熱意がある 

・ 目標が達成できていない状況をそのままにしていない 

④事業成果の伝え方 
・ 数字だけではなく、事業の成果を具体例で説明している 

・ 評価委員に伝えようとする熱意がみられる 
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⇒【提言５】に対する区の考え方・取組み 

提言をいただいた「評価のポイント」については、行政評価報告会

（今年度は動画視聴方式で実施）でも分科会長よりご説明をいただき

ました。動画を活用して庁内に周知し、委員の評価活動に資する説明

を行えるようにしてまいります。今回は「くらしと行財政分科会」か

らの提言でしたが、次年度は区民評価委員会全体会にお諮りしたうえ

で、委員会の総意として事業課に通知することを検討しています。 

ウ オンライン化実践事例のノウハウの全庁的共有・標準化【提言６】 

① 新型コロナウイルス感染症の影響により、研修会、交流会、講演

会、相談会、会議等の対面での実施が、中止や規模の縮小等をせざ

るを得ないことから区としてオンライン化実践事例のノウハウを全

庁的に共有する機会を設けることを提言したい。 

② オンライン化に必要な設備や機材等も、様々な所管課が積極的に

利用できるように整備を期待したい。区庁舎の Wi-Fi 環境整備が進

められているようだが、加えて映像や音響に関わる機材を備えた専

用スタジオのような特化したスペースを用意することも一案であ

る。「コロナ禍でもできること」を実践する「攻め」の戦略への転換

が求められる。その契機として、オンライン化実践の全庁的な推進

を期待したい。 

⇒【提言６】に対する区の考え方・取組み 

① 区民を対象とした会合や相談会、外部の方を交えた会議などのオン

ライン化については、令和 3年度から ICT戦略推進担当課長に外部人

材を登用し、庁内各課に対して、専門的な知見に基づいた助言や導入

への働きかけを行いました。 

今後は、全職員が閲覧することのできる「職員掲示板」を活用して、

ノウハウの共有や平準化を進めることにより、さらなる導入促進を図

っていきます。 

② オンライン会議は主に外部の方との打ち合わせでは珍しくなくな

り、Ｗｅｂ会議用の機材の貸出実績は、令和 2年度の 738件から 1,365

件（令和 3年 4月から 12月まで）と大幅に増えました。 

また、令和 3 年 9 月に区庁舎の Wi-Fi 整備が完了し、よりスムーズ

にオンライン会議を行える環境を整えました。引き続き、オンライン

会議用端末やウェブカメラなどの周辺機器についても改善を図って

より快適な利用環境を整備するとともに、機材貸出状況把握などによ
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り、オンライン会議が庁内で推進されているかも随時チェックしてま

いります。 

 

（３）まちと行財政分科会からの提言（概要・要旨） 

ア ニューノーマル（*p.169 参照）への対応【提言７】 

コロナ禍が続いている中、日常の生活もニューノーマルへの対応か否

かが求められている。重点プロジェクト事業が継続する中、活動自体や

目標の捉え方のピントがややずれてきている事業もあるように思う。 

例えば「№36 ワーク・ライフ・バランスの推進事業」は、これを

契機に、リモートワークや時差出勤などの働き方改革など、新しい生

活様式の実践が叫ばれるようになり、仕事や家庭を取り巻く環境が大

きく変化したと感じている。この機会を逃すことなく、区民や事業者

の意識変革に繋げていただきたい。 

「No.34 販路拡大支援事業」や「No.35 就労支援・雇用安定化事

業」等では、これまでの取り組みや目標ではもはや物足りない。より

海外に向けた展開や実際のアドレスや滞在場所に囚われずこれまでの

常識外の大胆かつ迅速な対応をすることが区民のみならず、区外にお

いても評価を高めることにつながるのではないだろうか。 

⇒【提言７】に対する区の考え方・取組み 

コロナ禍によって注目されはじめたニューノーマルに限らず、区は社

会情勢や区民意識の変化に応じて、常に最適な施策を考え続けていかな

ければなりません。重点プロジェクト事業を含むすべての事業において、

時節に合わなくなった目標や指標の見直しはもちろん、古くなった事業

手法を根本的に見直し新しい手法を導入するなどスピード感を持って

取り組んでいきます。 

提言のあった「№36 ワーク・ライフ・バランスの推進事業」につい

ては、テレワークや時差出勤経験者を中心に働き手の側の意識が大きく

変容している今、実現事例を紹介するとともに、企業や働き手の意識変

革や行動変容に繋がるきっかけとなる講座を実施していきます。 

「No.34 販路拡大支援事業」については、ニューノーマルへの対応

はチャンスとして捉え、ＥＣやオンライン見本市・展示会等のデジタル

活用はもとより、海外現地パートナーに向けオンライン・映像を活用し

たＰＲを進めたことで日本文化として区内製品のワークショップが開

催されるなど、これまでにない展開も生まれています。こうした事例を
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積極的にＰＲすることで、区民・区外の方々の評価を高めることにつな

げていきます。 

「No.35 就労支援・雇用安定化事業」については、区内中小企業人

材確保支援事業において、企業の魅力を紹介した動画配信や求める人材

のオンラインでのアピール等を新たに事業に盛り込み、区内企業に対す

る求職者の関心を高める取り組みを行っていきます。 

 イ 「協創」を根付かせ、「協創」を担う人材を育てる【提言８】 

「No.30 緑を守り、育む人づくり事業」等に見られるように、決し

て多くの方を巻き込むような形ではないとしても具体的に協創体制を

推進する方々や団体を見据えて活動を促していくことが重要ではなか

ろうか。より具体的な対象者や事業内容を指標に盛り込んで頂きたい。

既存の活動や団体の方々をうまく活かしつつも、これまで興味を抱か

なかった方をうまく取り込むプロモーション展開や新しい枠組みを作

っていくことが重要である。 

⇒【提言８】に対する区の考え方・取組み 

それぞれの施策や事業において、具体的な協創パートナーや内容を

イメージできるように指標を改善します。また、新たに生み出された

協創の事例や成果を、訴求力の高い効果的な手法で発信することによ

り、これまで興味を抱かなかった方や、何かしたいけれど最初の一歩

のハードルが高い方に働きかけることで協創の裾野を広げていきま

す。 

区のあらゆる施策や事業において、より多くの区民が負担なく自分

にできる方法で関わることのできる多様な機会と場を創出すること

が重要と考えます。そのため、既存の団体への働きかけはもちろん、

旧来の発想にとらわれず協創の視点で行動することのできる職員を

育成します。 
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ウ 区内に留まらずより外に向けた発信【提言９】 

区外に向けた発信や活動が、区全体の評価を高めることに繋がると

考える。他区等とも比較した上で、区がどういった将来像を見据える

のか明確なビジョンを示すことが重要である。各事業の取り組み自体

もアウトプットの目標だけではなく、より成果を伴うものにしていく

ことが重要である。 

対外的な評価を高めていく上では、先進的な事例の研究や良い部分

の取り入れは欠かせないのではないだろうか。日本のみならず世界に

目を向けた事例の研究、最新の技術や動向を、単に言葉の採用に留ま

らず具体的な内容を伴って取り入れ、実施していくことが重要である。 

⇒【提言９】に対する区の考え方・取組み 

区外からの評価を高める取組みのひとつとして、令和 4年 1月に足

立区外の在住者 3千人を対象に「区外からの足立区イメージ調査」を

実施しました。現在の足立区のイメージとその要因に関する調査によ

り、区外プロモーションの効果測定の起点数値とするとともに、要因

（イメージを持つようになった理由）について分析し、区外に向けた

プロモーション戦略に生かしていきます。さらに、令和 4 年度には、

民間のノウハウを取り入れた広報・メディア戦略の構築を検討してい

ます。区民の誇りを高めるため、区のプラスイメージに寄与する情報

については、既存の情報発信に加え、Web 媒体等に確実に掲載される

手法を活用し、戦略的に情報を拡散していきます。 

また、「どこの自治体も似たような事業をやっているけれど、足立

区は特にここに力を入れている」「5 年後、10 年後、30 年後に足立区

はこんな風に変わっている」というわかりやすいビジョンを区内外に

示していきます。 

さらに、先進的な事例や最新の技術を取込んだ新しい事業への取組

みはもちろん、既存の施策や事業について客観的なデータで成果を示

すことで、区内外からの評価を高め、誰もが住みたい、住み続けたい

と思えるまちの実現を目指します。
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２ 「一般事務事業に関する評価意見」に対する区の考え方・取組み 

一般事務事業について、一般事務事業見直し分科会からの評価意見（要旨）

とそれに対する区の考え方・取組みは、以下のとおりです。 

（１）総括意見（要旨） 

ア デジタル化における効率性と公平性への配慮 

【評価意見】 

〇 行政のデジタル化は、利便性が大いに高まる分野から優先して

進めていく一方で、必要な場合は従来のサービス提供の方法を維

持する（たとえば、紙の書籍を同時に備える）などして、効率性

と公平性の双方への配慮が望まれる。 

〈指摘された課題〉 

① 住民基本台帳事務 

住民票等の発行は、オンライン申請、電子決済の具体的な

導入を検討していることから、今後の利用者ニーズに合った

事業と評価できる。 

② 区政資料室運営事業 

オープンデータ化がなかなか進まない理由は何か。 

③ 図書館図書資料貸出・整備事業 

    電子図書が利用できるかどうかは家庭環境による格差が本

よりも電子のほうが生まれやすい。 
 

⇒【評価意見】に対する区の考え方・取組み 

① 住民基本台帳事務 

手数料を電子決済で徴収する申請手続きのＩＣＴ化の仕組

みを令和４年度稼働に向けて検討しています。 

② 区政資料室運営事業 

各事業の所管課が資料のオープンデータ化を進めているこ

とから、今後も利用状況等を注視し、利便性向上を図るととも

に、既存の紙資料のデータ化については、費用対効果や優先順

位を検討していきます。 

③ 図書館図書資料貸出・整備事業 

電子書籍の導入については、図書館に行かなくても読書が楽

しめるというメリットを活かしつつ、家庭環境による格差が生

まれぬよう、区立小中学校の全児童・生徒に配付したタブレッ

トとの連携を検討していきます。また、書籍、資料のデジタル

化については、デジタルと紙のバランスに配慮しつつ、国や都

のデジタル化の動向を注視しながら、実現にあたっての課題を

整理していきます。 
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イ 時間の経過に伴う事業手法の再検討 

【評価意見】 

〇 事業開始時の事業手法が、時間の経過に伴って問題が生じる

ようになっている、あるいは、今後の時間経過とともに問題が

生じる可能性があると認識した場合に、事業の転換方法を、担

当部署内部で見つけ出す努力が望まれる。 

〈指摘された課題〉 

① 学習支援ボランティア事業 

 区立校での教育実習と連携した学習ボランティア応募

には限界もある。今後もニーズが高いならば、他の働きか

けの模索が必要となると思われる。 

② 駅前等公衆喫煙所整備事業 

コンテナ等の設備の拡充を続けるよりも、むしろ、携帯

灰皿の配布など、喫煙マナーの向上を促進するほうがより

進歩的なのではないか。 

③ Ｊステップ支援事業 

 就労促進につながっていない点について、専門家にも意

見をもらいつつ、事業手法を再検討してはどうか。 
 

⇒【評価意見】に対する区の考え方・取組み 

① 学習支援ボランティア事業 

教育実習生、学校ＯＢの活用やＰＴＡ、開かれた学校づくり

協議会への呼びかけ強化など、学校でのネットワークを活かし

たボランティア確保に加え、シニア世代の社会人への対象拡大

等様々な方法について検討していきます。 

② 駅前等公衆喫煙所整備事業 

美観に配慮した喫煙所の整備と併せて、マナーの啓発やパト

ロールを行っていきます。 

③ Ｊステップ支援事業 

社会福祉協議会・あしすとにおいて、「ステップアップ」に

向けた移行先の検討、フォロー、ステップアップ後の定着支援

等の調整を行っていきます。 
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ウ 補助金の効果を高めるためのさらなる工夫 

【評価意見】 

〇 過去に区民評価の指摘を受けて、助成メニューを新設して申

請件数の増加につなげた環境計画推進事業は、ＰＲのしかた等

で、改善すべき点が残されているとの意見があったことから、

補助金の効果を高めるためのさらなる工夫を期待したい｡ 
 

⇒【評価意見】に対する区の考え方・取組み 

◆ 環境計画推進事業〔環境基金助成〕 

企業向けの周知強化に加え、ホームページやＳＮＳ等に活動

事例を掲載し、基金助成対象の活動を知ってもらうとともに、

ファーストステップ助成を受けた活動のステップアップには

一般助成が活用できる旨を案内し、活動の継続や発展を促して

いきます。 

 

（２）視点別評価結果（要旨） 

ア 事業の必要性 

【評価意見】 

○ 区民防災力向上推進事業、住民基本台帳事務は法令で実施が

義務づけられており、必要不可欠であると判断された。 

○ 事業系廃棄物処理事務、消費者支援事業、公園・親水施設等

の維持管理事業も区民の安全な生活の維持に不可欠な事業で

あると判断された。 

○ 環境計画推進事業、図書館図書資料貸出・整備事業、Ｊステ

ップ支援事業は、それぞれ豊かな区民生活に寄与するもので、

必要性が高い事業と評価された。 

○ そのほか３事業についても、一定の必要性が認められる。 
 

⇒【評価意見】に対する区の考え方・取組み 

区民の安全で豊かな生活を維持するために必要な事業を今後も

実施していきます。また、法令に定められた事業については、引き

続き適切な事業の実施に努めていきます。 

⇒主な個別の取組み 

◆ 事業系廃棄物処理事務 

排出指導や廃棄物管理責任者講習会開催時等に、雑紙含め排

出物の再利用化に関する具体的な事例の提示及び再利用のメリ

ット説明等、再利用化の働きかけを継続していきます。 
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◆ 消費者支援事業 

若者向けの相談事例集を作成し、若者が消費者被害に遭わないた

めの啓発及び周知を図っていきます。 

イ 事業手法の妥当性 

【評価意見】 

○ 事業系廃棄物処理事務は２つの指標の達成度が高く、堅実で

効果的な事業手法が十分妥当であると評価された。 

○ 区民防災力向上推進事業、住民基本台帳事務、図書館図書資

料貸出・整備事業も、事業手法の妥当性が高めの評価となった。 

〇 区政資料室運営事業、学習支援ボランティア事業、Ｊステッ

プ支援事業、駅前等公衆喫煙所整備事業、公園・親水施設等の

維持管理事業の５事業は事業手法を見直す必要があると判断さ

れた。 

○ その他の事業は、事業手法は概ね妥当であると判断した。 

〈指摘された課題〉 

① 区政資料室運営事業 

窓口の問い合わせは、ベテラン再任用職員でなければ対応

できないものなのか、何か工夫できないのか、一般応募のス

キルでは何故だめなのか。 

② Ｊステップ支援事業 

障がい者のステップアップが十分に達成できていない現

状に対して、効果的な取り組みが行えていない。 

③ 公園・親水施設等の維持管理事業 

事故発生後の情報公開のしかたについて、改善が必要。 

④ 学習支援ボランティア事業 

学習支援ボランティアの募集方法の再検討が必要。 

⑤ 駅前等公衆喫煙所整備事業 

コンテナ・パーテーションの増強に頼らない他の方法の模

索。 
 

⇒【評価意見】に対する区の考え方・取組み 

評価の低かった事業については、事業手法の見直しを行い、より

効果的に事業を実施できるように取り組んでいきます。また、全事

業において、時代の変化に合わせた、最適な事業実施手法を模索し

ていきます。 
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⇒ 主な個別事業の取組み 

① 区政資料室運営事業 

窓口の職員と体制については、多岐にわたる行政事務と公文書に

不案内な利用者に対するレファレンス機能を充実させる必要がある

ため、事務事業に詳しいベテランの非常勤職員（再任用職員）の配

置が不可欠です。 

② Ｊステップ支援事業 

当該事業就労者のステップアップに向けて、社会福祉協議会側が

あしすとの介入があると良いと思われる方については、あしすとも

一緒に移行先の検討に関わっていきます。 

③ 公園・親水施設等の維持管理事業 

公園の事故とその対応については、ホームページ等で公表してい

きます。 

④ 学習支援ボランティア事業 

教育実習生、学校ＯＢの活用やＰＴＡ、開かれた学校づくり協議

会への呼びかけ強化など、学校でのネットワークを活かしたボラン

ティア確保の仕組みが浸透するよう学校へ働きかけていきます。 

    ⑤ 駅前等公衆喫煙所整備事業 

喫煙所がないことで路上喫煙行為が増え、却って受動喫煙被害、た

ばこのポイ捨て等が増えることが懸念されるため、喫煙所の整備基準

を定めて整備していくとともに、マナーの啓発やパトロールを行って

いきます。 

 

ウ 受益者負担の適切さ 

【評価意見】 

○ １２事業中、受益者負担が必要とされる５事業の評価を行っ

た。 

○ 住民基本台帳事務は、各種証明書発行手数料が十分に適切な

受益者負担を導入していると判断された。 

○ 事業系廃棄物処理事務の手数料や消費者支援事業の講演・講

座等参加費についても、受益者負担は適切であるとした。 

○ 区政資料室運営事業の刊行物代金、公園・親水施設等の維持管

理事業の使用料の受益者負担は、概ね適切と評価された。 
 

⇒【評価意見】に対する区の考え方・取組み 

区民評価を受けた５事業において、適切である、または概ね適切

であるとの評価をいただきましたが、今後も、受益者負担の設定が

必要な事業については、適切な基準を設定していきます。 
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エ 事業の周知度 

【評価意見】 

○ 住民基本台帳事務、事業系廃棄物処理事務、図書館図書資料

貸出・整備事業は、区の広報ツールの効果的な活用、独自のパ

ンフレット・ポスター等の作成、キャンペーンや講習会の実施

等が、周知度の高さにつながっているという評価となった。 

○ 消費者支援事業、環境計画推進事業、青少年対策事業、Ｊス

テップ支援事業については、区民や対象者等に対して、事業内

容に関するわかりやすく十分な周知がされておらず、創意工夫

により、効果をもっと高める広報活動が必要であると判断した。 

○ その他５事業は、一定の周知度は認められると判断した。 

〈指摘された課題〉 

① 消費者支援事業 

くらしのおたすけ隊の募集案内について、具体的な役

割・活動内容や、援助の受け方が明確に書かれていない。 

② 環境計画推進事業 

  助成金の広報や事業例等があると、個人申請がもう少し

増えるのかもしれない。 

③ Ｊステップ支援事業 

指標「保護雇用就労者数」は、受動的な目標値となって

いる。担当者の活動が見えない。能動的な指標が必要であ

る。指標に、どのような活動を行っているかを表すものを、

追加したほうがよい。特に、区による就業支援活動に関す

るものを追加してはどうか。 

  ④ 青少年対策事業 

年間利用者数が少ない広場について、周りの公園を利用し

ている児童が多いのか、年少人口が減少しているからか、分

析が必要である。 
 

⇒【評価意見】に対する区の考え方・取組み 

引き続き、広報やホームページ、ＳＮＳ等、様々な手段を活用し、

より分かりやすい表現で情報を発信していきます。また、より効果

的な情報提供が可能となる手法について、引き続き検討していきま

す。 

⇒ 主な個別事業の取組み 

① 消費者支援事業 

くらしのおたすけ隊の具体的な役割・活動内容などについては、

ホームページや啓発チラシ等でさらにわかりやすい周知を行い、
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合わせておたすけ隊の意欲と向上に繋がる周知啓発を行います。 

② 環境計画推進事業〔環境基金助成〕 

ホームページ、ＳＮＳ等に活動事例を掲載し、基金助成の対象

となる活動のイメージを持ってもらうことで申請しやすい環境

を整えます。 

③ Ｊステップ支援事業 

令和４年度より、ステップアップに向けて実施した事業数と参

加人数を指標とします。就労に関わることを主に、生活の質を向

上させるような活動内容も検討し表記します。 

④ 青少年対策事業〔民間遊び場設置事業補助〕 

年間利用者数が少ない広場について、令和４年度を目途にその

理由を分析し、広場の運用方法の見直しや、縮小について検討し

ていきます。 

オ 補助金等の有効性 

【評価意見】 

○ 区民防災力向上推進事業の防災区民組織に対する活動助成

は、必要性や事業目的達成等の観点から、有効性は高いと判断

した。 

○ 民間遊び場の提供者に対する補助金（青少年対策事業）、環

境基金助成（環境計画推進事業）、消費者団体への活動助成（消

費者支援事業）、障がい者保護雇用事業補助金（Ｊステップ支

援事業）は、補助要件や対象等を再検討する余地があるが、一

定の有効性はあると判断した。 

○ その他の７事業については、事業の性格上、補助金を支給する

ものではないと判断した。 

⇒【評価意見】に対する区の考え方・取組み 

評価対象となった５事業については、実績や効果等が検証できる

資料や数値の確認を行い、その有効性を評価した上で、適切な支出

を行っていきます。 

⇒ 主な個別事業の取組み 

◆ 青少年対策事業〔民間遊び場設置事業補助〕 

年間利用者数が少ない広場について、令和４年度を目途にその

理由を分析し、広場の運用方法の見直しや、縮小について検討

していきます。 

◆ 環境計画推進事業〔環境基金助成〕 

令和４年度の第２期募集では、他課との連携により、募集時に

類似する助成事業（新製品・新事業開発補助金）と案内を相互に
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行うことで、目的に合った助成金の活用につながるよう配慮して

いきます。 

カ 予算計上の妥当性 

【評価意見】 

○ 住民基本台帳事務、事業系廃棄物処理事務、図書館図書資料

貸出・整備事業の３事業について、区民ニーズ、地域・社会情

勢、過去の決算状況、行政評価結果等を踏まえ、妥当性をもっ

た予算を計上していると評価した。 

○ その他の７事業については、概ね妥当性をもった予算を計上し

ているとした。 

⇒【評価意見】に対する区の考え方・取組み 

予算規模の適正化を図り、妥当性のある予算計上に努めていきま

す。社会経済情勢や区民ニーズの変化を的確に把握し、事業等の必

要性の有無や適正な規模を積極的に見直すことで、財源や人材の効

率的な配分を進め、区民が真に必要とする事業への重点化を図って

いきます。 
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Ⅲ　重点プロジェクト事業　成果指標の達成状況

指標名 種別

基本的生活習慣が身について
いる小学１年生の割合

増加目標 91% - 88.4% 98% 90%

「早寝・早起き・朝ごはんを心
がけるようになった」と回答した
方の割合

増加目標 - - 68.3% 105% 65%

体力測定値(ﾃﾆｽﾎﾞｰﾙ投げ･立
ち幅跳び)が全国平均値を上
回った園児の割合

増加目標 45% 46% 50% 83% 60%

「全国学力・学習状況調査」に
おける国の正答率との差（小
学校６年・国語）

増加目標 - -0.6ポイント - - 2ポイント

「全国学力・学習状況調査」に
おける国の正答率との差（小
学校６年・算数）

増加目標 - 1ポイント - - 1.5ポイント

「全国学力・学習状況調査」に
おける国の正答率との差（中
学校３年・国語）

増加目標 - -0.4ポイント - - 0.5ポイント

「全国学力・学習状況調査」に
おける国の正答率との差（中
学校３年・数学）

増加目標 - -2.2ポイント - - 0ポイント

「自分から積極的に発言、意見
を出し合うことができたと思う」
児童・生徒の割合

増加目標 - 66.9% - - 68%

相談児童数のうち、関係機関
と連携できた割合

増加目標 90% 97% 97% 100% 98%

発達支援児の行動上の課題
が軽減又は現状維持と判断さ
れた割合

増加目標 89% 94% 95% 100% 95%

校内委員会での協議に基づく
指導によって、状況が改善した
児童・生徒の割合

増加目標 - - 32% 64% 50%

登校サポーター派遣で別室登
校支援をし、状況が改善した
児童・生徒の割合

増加目標 68% 66% 68% 97% 70%

学校以外の教育機会の場で支
援し、状況が改善した児童・生
徒の割合

増加目標 70% 75% 74% 98% 75%

給食の時間が楽しいと感じて
いる子どもの割合

増加目標 - - 79% 82% 98%

学校栄養士からみた「あだち食
のスタンダード」の定着度

増加目標 - - 53% 76% 70%

栄養バランスの良い食事を選
択できる子どもの割合

増加目標 84% 86% 85% 97% 88%

ごはん、みそ汁、目玉焼き程
度の料理を自分で作ることが
できる子どもの割合

増加目標 75% 79% 70% 88% 90%

給食のときに自ら一番はじめ
に野菜を食べる子どもの割合

増加目標 57% 61% 60% 86% 70%

「足立区学力定着に関する総合調査」
で「自分には良いところがあると思う」
に肯定的な回答をした割合

増加目標 68.6% 71.5% - - 70%

放課後子ども教室の利用者満
足度

増加目標 99% 98% 99% 100% 99%

新しい体験や様々な交流を通じて、放
課後子ども教室に参加して良かったと
回答した児童の割合

増加目標 - - - - 60%

大学連携によるプログラム等の体験活動後
に「今回の体験をとおして、これからも新し
いことを知ったりチャレンジしたいと思った」
と回答した子どもの割合

増加目標 - - 90% 100% 90%

自然教室で自信を持つことが
できたと感じた児童生徒の割
合

増加目標 - 75% 75% 96% 78%

分野 重点目標

№2学力向上対策推進事業

№3発達支援児に対する事業
の推進

次年度目標
（R3年度）

重点プロジェクト事業名

№1幼児教育推進事業・家庭
教育推進事務

成　　果　　指　　標　　推　　移

H30年度
実績

H31年度
実績

R2年度
実績

成果指標 R2年度実
績対R2年
度目標

№5小・中学校給食業務運営
事業（おいしい給食の推進）

№6子どもへの多様な体験機
会の充実

№4不登校対策支援事業

ひと 家庭・地域と連携し、
子どもの学びを支え
育む
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Ⅲ　重点プロジェクト事業　成果指標の達成状況

指標名 種別

分野 重点目標
次年度目標
（R3年度）

重点プロジェクト事業名

成　　果　　指　　標　　推　　移

H30年度
実績

H31年度
実績

R2年度
実績

成果指標 R2年度実
績対R2年
度目標

待機児童数（総合戦略KPI指
標）

低減目標 123人 3人 0人 100% 0人

保育士確保の状況 増加目標 66% 100% 100% 100% 100%

指導検査の改善状況 増加目標 100% 97% 100% 100% 100%

受入可能数が学童保育需要を
満たさない地区の数

低減目標 - 21地域 18地域 - 17地域

１年生および２年生の学童保
育室待機児童率

低減目標 - - - - 1.9%

学童保育室入室者数 増加目標 4,727人 4,768人 4,825人 90% 4,830人

子育ては楽しいと感じる割合 増加目標 71.6% 71.1% 74.6% 99% 75%

子育てを負担に感じたりイライ
ラする割合

低減目標 5.8% 6.1% 4.6% 109% 4.5%

早期（３７週未満）に産まれた
子どもの割合

低減目標 6.0% 5.9% 5.7% 95% 5.4%

こんにちは赤ちゃん訪問事業
の貢献度

増加目標 94.6% 95.5% 97.0% 101% 97.0%

商業施設等内及び単独型子
育てサロンにおける利用者満
足度

増加目標 91% 93% 96% 103% 96%

児童館子育てサロンの乳幼児
活動の平均参加組数

増加目標 20組 16組 12組 - 12組

児童虐待該当件数 低減目標 745件 815件 910件 82% 840件

児童虐待解決率 増加目標 73% 79% 66% 83% 80%

児童虐待予防講座の参加人
数

増加目標 188人 184人 71人 34% 200人

ひとり親家庭向け事業が困り
ごとの解消につながったと回答
した参加者の割合

増加目標 - - - - 50%

ひとり親家庭向け交流事業年
間参加世帯数

増加目標 409世帯 273世帯 218世帯 45% 480世帯

ひとり親家庭向け就労支援事
業を活用して就労した人数

増加目標 22名 25名 18名 72% 25名

№10子育てサロン事業

№9あだちスマイルママ＆エン
ジェルプロジェクト（ASMAP）
の推進事業（妊産婦支援事
業、こんにちは赤ちゃん訪問
事業、3～4か月児健診事業）

№8学童保育室運営事業

№7待機児童解消の推進と教
育・保育の質の維持・向上

妊娠から出産・子育て
まで切れ目なく支える

№12ひとり親家庭総合支援事
業

ひと

№11養育困難改善事業（児童
虐待対策等）
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Ⅲ　重点プロジェクト事業　成果指標の達成状況

指標名 種別

分野 重点目標
次年度目標
（R3年度）

重点プロジェクト事業名

成　　果　　指　　標　　推　　移

H30年度
実績

H31年度
実績

R2年度
実績

成果指標 R2年度実
績対R2年
度目標

体感治安が「良い」と感じる人
の割合

増加目標 53.4% 58.3% 61.6% 103% 62.0%

区内刑法犯認知件数 低減目標 5,230件 4,764件 3,693件 127% 3,650件

体感治安が「良い」と感じる人
の割合

増加目標 53.4% 58.3% 61.6% 103% 62%

区内刑法犯認知件数 低減目標 5,230件 4,764件 3,693件 127% 3,650件

ごみがなく地域がきれいになっ
たと感じる区民の割合

増加目標 - - - - 50%

結核り患率（人口10万対） 低減目標 13.9 15.6 9.5 175% 16.1

最流行期（２月）のインフルエン
ザ定点報告数（警報レベル30
未満）

低減目標 - - - - 30

区内の医療機関からの感染症
発生届の期日内での提出率

増加目標 - - 89% - 90%

区内家庭部門の年間CO2排出

量（オール東京62市区町村の
温室効果ガス排出量）

低減目標 85万ｔ-CO2 87万ｔ-CO2 83万ｔ-CO2 108% 89万ｔ-CO2

省エネルギーを心がけている
区民の割合

増加目標 45.8% 50.3% 46.4% 75% 64%

太陽光発電システムにより賄
える世帯の数

増加目標 4,573世帯 4,752世帯 4,978世帯 101% 5,162世帯

区内のごみ量（区収集ごみ量
＋事業系持込ごみ量）

低減目標 177,724t 178,658t 177,741t 94% 165,400t

区民一人1日あたりの家庭ご
み排出量

低減目標 530.5g 533g 547.2g 91% 490g

資源化率 増加目標 19.08% 19.05% 19.98% 97% 20.9%

介護が必要になっても今の地
域で安心して暮らし続けられる
と思う高齢者の割合

増加目標 - - 66% - 67%

地域包括支援センター職員か
らみた足立区の地域包括ケア
の進捗度

増加目標 - - 44% - 45%

体力測定会で移動機能低下と
判定されなかった人の割合

増加目標 - - 26% - -

みんなで元気アップ教室から
自主グループにつながった人
数

増加目標 - - 0人 - -

孤立状態から地域社会や支援
につながった世帯数

増加目標 3,955世帯 4,220世帯 4,396世帯 102% 4,400世帯

「わがまちの孤立ゼロプロジェ
クト」実施団体数

増加目標 81団体 94団体 95団体 86% 110団体

「高齢者の孤立防止や見守り
活動に協力したい」と回答した
人の割合

増加目標 17.5% 18.6% 19.8% 99% 20.0%

№21生活困窮者自立支援事
業

就労等決定者数（就労決定・
進路決定者数）

増加目標 266人 294人 229人 76% 250人

高齢者障がい者など
の生活のサポート体
制を充実する №18地域包括ケアシステムの

推進

№14ビューティフル・ウィンドウ
ズ運動（美化推進事業・生活
環境保全対策事業）

環境負荷が少ないくら
しを実現する

№16エネルギー対策の推進
（温室効果ガス排出削減）

№19介護予防事業（パークで
筋トレ・ウォーキング教室、は
つらつ教室、はじめてのフレイ
ル予防教室）

№20孤立ゼロプロジェクト推進
事業

№13ビューティフル・ウィンドウ
ズ運動（地域防犯力の向上・
防犯まちづくり事業）

くらし

№15感染症対策の充実

区民の命や財産を守
り、くらしの安全を確
保する

№17ごみの減量・資源化の推
進
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Ⅲ　重点プロジェクト事業　成果指標の達成状況

指標名 種別

分野 重点目標
次年度目標
（R3年度）

重点プロジェクト事業名

成　　果　　指　　標　　推　　移

H30年度
実績

H31年度
実績

R2年度
実績

成果指標 R2年度実
績対R2年
度目標

自分は健康であると感じている
区民の割合

増加目標 - 66.4% 69.1% 100% 71.0%

国民健康保険の一人あたり療
養諸費

低減目標 104.0 103.1 102.7 101% 102.5

集計・分析結果の活用事業数 増加目標 - - 7件 100% 8件

６歳臼歯にむし歯がある児童
の割合（小学３年生）

低減目標 8.6% 9.8% 9.1% 95% 8.6%

６歳臼歯にむし歯がある児童
の割合が10%以上の学校（小
学３年生）

低減目標 - 30校 22校 100% 19校

糖尿病を主病とした年間新規
透析導入患者数

低減目標 47人 57人 57人 96% 55人

野菜の摂取量 増加目標 233g/日 221g/日 229g/日 92% 250g/日

ヘモグロビンA1c7%以上の割
合

低減目標 4.80% 5.47% 5.91% 74% 4.40%

足立区自殺者数 低減目標 121人 125人 112人 108% 109人

「つなぐ」シートのうち自死に至
らなかった者の割合

増加目標 99.7% 99.7% 100.0% 100% 100.0%

災害に備えて水や食料等の備
蓄や防災用具等の用意をして
いる区民の割合

増加目標 67% 66% 73% - 75%

地区防災計画策定済み地区
の割合

増加目標 29% 40% 46% 88% 65%

女性防災士が未配置の避難
所運営会議の割合

低減目標 78% 75% 74% 95% 70%

水害時を想定したコミュニティ
タイムラインの策定地区数

増加目標 - - 2地区 - 4地区

水害の恐れがある際に避難所
以外で非難する場所を事前に
決めている区民の割合

増加目標 - - 62% - 65%

「『足立区洪水ハザードマップ』
を見たことがある」等の回答し
た区民の割合

増加目標 29% 37% 51% - 55%

【密集】重点的に取り組む密集
市街地の不燃領域率

増加目標 55% 56% 62% 89% 64%

老朽家屋の危険解消数 増加目標 42件 79件 107件 306% 45件

住宅の耐震化率 増加目標 86% 86% 91% 96% 92%

くらし

まち

№23健康あだち21推進事業
（糖尿病対策）

健康寿命の延伸を実
現する

№25震災に対する防災力向
上事業（防災訓練・防災計画）

№27震災や火災などに強いま
ちづくりの推進

災害に強いまちをつく
る

№22データヘルス推進事業

№24こころといのちの相談支
援事業

№26地域と一体となった水害
対策
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Ⅲ　重点プロジェクト事業　成果指標の達成状況

指標名 種別

分野 重点目標
次年度目標
（R3年度）

重点プロジェクト事業名

成　　果　　指　　標　　推　　移

H30年度
実績

H31年度
実績

R2年度
実績

成果指標 R2年度実
績対R2年
度目標

都市計画道路整備の進捗率 増加目標 28% 28% 34% 100% 34%

自転車利用者の走行マナー 増加目標 - 24% 30% 115% 32%

空き家解決件数 増加目標 - - 2件 6% 17件

空き家解決に向けた対応方針
を提示した件数

増加目標 - - 18件 26% 34件

まちの中の花や緑が増えたと
感じる区民の割合

増加目標 - - - - 29%

緑化活動に参加した区民の割
合

増加目標 11% 16% 14% 90% 15%

みどり豊かな景観形成に新規
に取り組む区民・団体数

増加目標 - - 16区民・団体 107% 30区民・団体

よく行く、または行きたい公園
がある区民の割合

増加目標 43% 46% 48% 96% 50%

公園施設長寿命化計画の進
捗率

増加目標 73% 5% 18% 106% 22%

区民団体等が主体となって新
たに実施したイベント数

増加目標 143回 143回 184回 76% 307回

自然を大切にしようと考えた人
の割合（アンケート）

増加目標 89% 99% 96% 101% 95%

生物多様性について理解が深
まった人の割合（アンケート）

増加目標 83% 95% 86% 91% 90%

特定創業支援等事業を受けた
ことの証明書発行部数

増加目標 21部 23部 22部 122% 19部

創業プランコンテスト採択者の
うち、売上が上昇した企業の割
合

増加目標 - - 50% 71% 70%

創業支援施設退室後の区内
定着率

増加目標 75% 50% 66% 66% 100%

見本市等の出展により取引に
つながったまたはつながる可
能性のある割合

増加目標 81% 64% 61% 87% 70%

見本市等出展ブースへのバイ
ヤー訪問件数

増加目標 390件 310件 195件 61% 320件

「輝くお店セレクション」への推
薦店（品）件数

増加目標 1,660件 896件 702件 70% 250件

マンスリー就職面接会の就労
決定率

増加目標 24% 21% 0% 0% 23%

人材確保支援事業で出張コン
サル支援を受け課題が解決し
た企業数

増加目標 35社 58社 19社 73% 20社

産業技術・経営研修会助成事
業における研修での資格取得
者数

増加目標 16人 47人 44人 147% 45人

仕事と仕事以外の生活の調和
が取れているとする区民の割
合

増加目標 - - - - 37%

足立区WLB認定企業の数 増加目標 57件 85件 100件 100% 110件

WLBを推進し認定企業を目指
して取組を始める中小企業数

増加目標 1件 2件 2件 40% 5件

まち

地域の特性を活かし
たまちづくりを進める

地域経済の活性化を
進める

№33創業支援事業（産学金公
ネットワークによる起業・創業
支援）

№34販路拡大支援事業（区内
産業・製品のＰＲ）

№31パークイノベーションの推
進

№28交通環境の改善事業（都
市計画道路及びバス・自転車
走行環境の整備）

便利で快適な道路・
交通網をつくる

№35就労支援・雇用安定化事
業（区内企業の人材確保支援
等）

№36ワーク・ライフ・バランスの
推進事業

№30緑を守り、育む人づくり事
業

№29空き家対策事業

№32自然環境・生物多様性の
理解促進事業
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Ⅲ　重点プロジェクト事業　成果指標の達成状況

指標名 種別

分野 重点目標
次年度目標
（R3年度）

重点プロジェクト事業名

成　　果　　指　　標　　推　　移

H30年度
実績

H31年度
実績

R2年度
実績

成果指標 R2年度実
績対R2年
度目標

町会・自治会加入世帯率 増加目標 50.9% 49.3% 48.3% 81% 60.0%

公益活動げんき応援事業助成
数

増加目標 30% 37% 18% 56% 30%

「協創」の仕組みを理解してい
る区民の割合

増加目標 13.2% 15.2% 16.1% 64% 20.0%

協創プラットフォームに参加し
たことで活動に活かせた団体
の割合

増加目標 - - - - 100%

協創につながるコーディネート
の意識が高まった受講職員の
割合

増加目標 - - - - 100%

№39大学連携コーディネート
事業

連携事業の参加者満足度 増加目標 4.5点 4.6点 4.3点 93% 5点

業務の効率化や区民サービス
の向上に対する満足度

増加目標 - - - - 35.0%

オンライン申請が可能な事務
手続におけるオンライン申請
率

増加目標 - - - - 5.0%

会議録作成に要した作業時間
数

低減目標 - - 6,238時間 - 4,990時間

ＥＢＰＭの考え方を身に付けた
職員の割合

増加目標 - - - - 100%

事故・ミス・懲戒処分の件数 低減目標 - - - - 125件

世論調査における職員の接客
態度に対する満足度

増加目標 63% 67% 75% 107% 75%

「来庁者アンケートにおける職
員の接客態度に対する評価」

増加目標 88% 90% 86% 95% 90%

研修を受講して接客への意欲
が向上したと答えた職員の割
合

増加目標 - - - - 85%

区実施研修の受講者評価（職
務への意欲）

増加目標 - - - - 85%

区実施研修の受講者評価（研
修目的に対する効果）

増加目標 81% 85% 88% 104% 85%

提言研修において実施可能と
された提言

増加目標 67% 67% 0% 0% 75%

各職場で実施した職場研修・
学習会等の回数

増加目標 1,238回 1,260回 810回 62% 1,300回

区政に区民の意見が反映され
ていると思う区民の割合

増加目標 24.6% 28.6% 29.4% 98% 30.0%

世論調査を実施することで、区
政の改善につながると思う人
の割合

増加目標 60.8% 62.1% 64.6% 92% 70.0%

「区民の声」に対する満足度 増加目標 69.2% 60.0% 72.1% 90% 80.0%

パブリックコメントに寄せられた
意見の数

増加目標 308件 1,225件 845件 - 650件

行財政 多様な主体による協
働・協創を進める

№43広聴機会の充実と区政
への反映

戦略的かつ効果的な
行政運営と情報発信
を行う

№41組織能力の向上と組織
風土の改善

№40ＩＣＴを活用した区民サー
ビスおよび業務効率の向上

№42人材育成事務（職員研修
事業、職員の能力を活かす人
事）

№37町会・自治会、ＮＰＯの活
性化支援

№38協創推進体制の構築
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Ⅲ　重点プロジェクト事業　成果指標の達成状況

指標名 種別

分野 重点目標
次年度目標
（R3年度）

重点プロジェクト事業名

成　　果　　指　　標　　推　　移

H30年度
実績

H31年度
実績

R2年度
実績

成果指標 R2年度実
績対R2年
度目標

足立区に誇りを持つ区民の割
合

増加目標 49.7% 52.6% 53.4% 97% 56.0%

足立区をよいまちにするため
に何かしたいと思う区民の割
合

増加目標 52.3% 52.8% 54.0% 100% 55.0%

足立区をよいまちにするため
に何かの行動をした区民の割
合

増加目標 - - - - 15.0%

広報やホームページなどによ
る区政情報の提供などに満足
している区民の割合

増加目標 62% 65% 76% 101% 78%

必要なときに必要とする区の
情報が得られていると思う区
民の割合

増加目標 72% 72% 74% 101% 75%

閲覧者の行動につながったツ
イッター・フェイスブックの投稿
記事件数

増加目標 260件 510件 749件 187% 500件

情報発信に関する課題の解決
率

増加目標 85% 85% 81% 108% 75%

収納率（特別区・都民税、軽自
動車税）

増加目標 95.77% 96.20% 96.59% 101% 96.20%

収納率（国民健康保険料） 増加目標 70.96% 75.99% 77.33% 115% 75.99%

収納率（介護保険料） 増加目標 93.86% 94.55% 95.50% 101% 96.08%

収納率（後期高齢者医療保険
料）

増加目標 97.60% 97.79% 98.41% 103% 97.79%

№44シティプロモーション事業

№46４公金収納金の収納率向
上対策（税・保険料）

№45情報発信強化事業（各種
広報媒体の充実・情報発信力
の向上等）

区のイメージを高め、
選ばれるまちになる

行財政

次世代につなげる健
全な財政運営を行う
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紙面構成の都合により、本ページ余白 
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● 視点 ひと・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２７ 

● 視点 くらし・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ５１ 

● 視点 まち・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ７５ 

● 視点 行財政・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ９９ 

 

Ⅳ 重点プロジェクト事業 

  事業別評価の反映結果 

令和３年９月に報告された、区民評価委員会の重点プ

ロジェクト事業評価に対して、「評価の反映結果」を

まとめました。 

 

※重点プロジェクト事業評価調書の「投入資源」欄にある金額は決算数値ですが、人件費 

算出のための平均給与（常勤、非常勤とも）のみ、調書の作成時期の関係で予算上の数 

値としています。 

※システムの都合上、「平成 31年度」の表記が残っている部分があります。 
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）
【指標①】概ね目標を達成した。新型コロナウイルス感染症に伴い、休園や園行事の中止、遊びの縮
小や制限、外出の自粛等を余儀なくされ、子どもたちの経験が例年より量的に減少したことや、飛沫
感染・接触感染を防止するための配慮を重視せざるを得なかったことが、実績低下の主な要因と考
える。
【指標②】令和２年度は、従来の年齢別研修に運動遊び研修を加えて充実させると共に、定員を
1300人から1700人に拡大したことにより、参加職員数の増（区立園997人、私立園1,327人参加）につ
なげることができた。研修内容については、区内園の実践の様子を撮影した動画に講師が解説を加
える形式を用いて分かりやすさに努めたほか、１月の緊急事態宣言下ではオンデマンド研修も取り
入れ、学びを止めない工夫を行った。なお、指標外ではあるが、接続期研修は定員450名のところ
426名（区立園118名、私立園181名、小学校127名）の参加を得ることができ、子どもの連続した発達
などについて情報を共有できた。
【指標③】今年度からの指標である。保育園等では55.41%（前年度取り組んだ園等にアンケートを配
布し回答のあった74園の中で「各家庭で心がけるようになったと感じられる」と回答した園41園)、保
護者では「１年間版カレンダー」に取り組んだ家庭では72.05%、「4週間版チェックブック」に取り組んだ
家庭では77.43%の保護者が「早寝・早起き・朝ごはん」を心がけるようになったとの回答があった。ア
ンケートを実施した結果目標値を上回ることができた。
【指標④】「早寝・早起き・朝ごはん」の取り組みの意義をリーフレット等で伝えてきた。4週間版の
チェックブックの取り組み園は増加したが、１年間版のカレンダーはアンケートの結果からみると園や
保護者の負担感が大きいことが伺え、取り組み園数は減少した。【参考】令和2年度実績:158/223園
71%
【指標⑤】区立園児640人を対象に測定した結果、全国平均を上回ったのは立ち幅跳び366人、テニ
スボール投げ269人となり、２種目の平均値が49.6％となった。令和２年度は、実践に活かせるよう子
どもの発達に必要な動きを学ぶ年齢別運動遊び研修を取り入れ、公私立を含めて合計355人が参加
した。さらに運動遊びをテーマに区立園４園で実施した園内研修には、公私立を含む合計189名が参
加した。その結果、平均を上回った割合が半数に近づいたものと考えられる。
【指標⑥】全ての園で年間指導計画に沿って運動遊びに取り組み、目標を達成した。身体を動かす
遊びの重要性については、運動遊び研修等を通じて私立園も含め広く呼びかけることで、運動遊び
の時間確保を促進していく。
※指標④の令和2年度目標値を222園から223園に変更した。

研修の進め方について、参加者からはグループワークでの検討や
意見交換を求める声が多かったが、新型コロナウイルス感染症の影
響により、そうした場面を設けることが難しかった。研修方法の更な
る工夫が必要である。
「早寝・早起き・朝ごはん」カレンダーは期間は短いものの毎日の
チェック項目を４項目に増やした4週間版は好評で、取り組み園は増
加した。しかし全体での増加にはつながっていない。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
【短期】研修については、新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえつつ、参加者の理
解が深まる構成を検討していく。オンデマンド研修は今後も導入を予定しており、パワー
ポイント資料と音声に加え写真を用いるなど、より一層理解しやすい方法を講師と一緒
に考えていく。幼児教育の情報発信については、園の保護者を対象としたチラシ配付等
について検討していく。
「早寝・早起き・朝ごはん」4週間版チェックブックについては、実施園では好評であった。
保護者や園等のアンケートの実施(１１月頃)も含めて取り組み園の拡大を図る。(令和３
年度園の内訳：区立保育園・こども園31園、私立保育園126園、私立幼稚園・こども園51
園、認証保育所13園)
【中長期】保育者と教員が接続期における子どもの育ちの連続性や変化を共有し、互い
の教育・保育内容の理解を深めることができるよう「あだち幼保小接続期カリキュラム」
を現場へ浸透させていく。
「早寝・早起き・朝ごはん」カレンダーアンケートの中でカレンダーに取り組んでいないと
回答した方向けのアンケート項目の見直しを行い、取り組まない理由の分析を行う。ま
たカレンダーは4週間チェックブックを中心に実施しつつホームページ等で一年間カレン
ダーの使い方の工夫について周知していく。

達成率

　 実績値

⑧ 目標値

達成率

　 実績値

⑦ 目標値

達成率 100% 100% 100% 100% -

31 30 30 31

活
動

実績値 34 31 30 30

⑥ 年間を通じて身体を
動かす遊びをする時
間が一日１時間以上
の園数

園

年間を通じて身体を動かす遊びをする時間が一日１時間
以上の園数
目標数＝対象園数（区立保育園、こども園）
※4月1日現在

目標値 34
達成率 64% 64% 77% 83% -

70 60 60 60

成
果

実績値 45 45 46 50

⑤ 体力測定値(ﾃﾆｽﾎﾞｰﾙ
投げ･立ち幅跳び)が
全国平均値を上回っ
た園児の割合

％
運動遊びの効果として、5歳児が年度2回目の体力測定に
おいて全国平均値と比較して数値が上回った子どもの割
合(区立保育園･こども園での2種目の平均値)

目標値 70
達成率 87% 73% 72% 71% -

193 201 223 221

活
動

実績値 156 141 145 158

④ 早寝・早起き・朝ご
はんカレンダーの
取り組み園数

園

「早寝・早起き・朝ごはんカレンダー」の取り組み園数
4、5歳児の在籍園
目標数＝対象園数（令和2年度 区立保育園･こども園30園、私立保育園
127園、私立幼稚園･こども園51園、認証保育所15園）※4月1日現在

目標値 180
達成率 - - - 105% -

- - 65.0 65

成
果

実績値 - - - 68.3

③ 「早寝・早起き・朝ご
はんを心がけるよう
になった」と回答した
方の割合

％
保育園・保護者等に実施したアンケートで、「早寝・早起
き・朝ごはんを心がけるようになった」と回答した方の割合
【新規指標】

目標値 -
達成率 116% 141% 102% 195% -

1,400 910 1,190 2,100

活
動

実績値 1,397 1,978 932 2,324

② 教育・保育力向上研修（年齢
別運動遊び研修を含む）へ
の参加職員数（保育士、幼
稚園教諭等）

人

教育・保育力向上研修（年齢別運動遊び研修を含む）に参加した
職員数（保育士、幼稚園教諭等）
（※目標値は研修定員数の7割程度を想定）
【３年度から定義変更】

目標値 1,200

109% 114% 0% 98% -

80 80 90 90 90

3

① 基本的生活習慣（挨拶
や返事・姿勢良く座る・
静かに話を聞く）が身に
ついている小学1年生の
割合

％
基本的生活習慣（挨拶や返事・姿勢良く座る・静かに話を
聞く）が身についている1年生の人数÷1年生の児童総数

目標値

幼児教育振興事業・家庭教育推進事務

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 87 91 -

29 30 31 2

88.4

達成率

教育指導部就学前教育推進課就学
前教育推進担当
子ども家庭部青少年課家庭教育係

事業名 №１　幼児教育推進事業・家庭教育推進事務
電話番号 03-3880-5431(直通)

E-mail syugaku-zen@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

人間形成の基礎をつくる最も重要な幼児期においての基本的な生活習慣を身につける取組みや接続を
意識した就学前教育を推進することで、質の高い保育を実現する。 庁内協働

子ども施設運営課・私立保育園課・子ども施設入園
課と基本的生活習慣を身に付ける取り組みや幼保
小連携について協働している。また、衛生部と協働
し、早寝・早起き・朝ごはんカレンダーに食育とむし
歯予防の内容を掲載している。

内
容

園と家庭の連携により子どもたちが基本的生活習慣を身につける取組みを推進するとと
もに、幼保小連携による幼児と児童の交流活動、教員と保育者の交流研修等により、相
互が理解を深め、教育・保育に活かし、子どもの学びの構えを育む。 根拠

法令等
保育所保育指針等
子ども・子育て支援事業計画

対応する予算事業名

視点 ひと 再掲

重点目標
①家庭・地域と連携し子どもの
学びを支え育む

重点項目 就学前教育の充実 記入所属
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標①は概ね達成している。基本的な生活習慣であるため引き続きフォローを
していただきたい。
　指標②は大幅に達成しており、教育・保育力の向上につながったと評価した
い。緊急事態宣言中にオンデマンド研修を取り入れ実施し、参加しやすい状況
になっているのが読み取れた。保育職員はコロナ禍によりさらに多忙で時間も限
られているため、動画形式の研修は参加しやすいと考える。今後、オンラインと
対面のハイブリッド形式を検討していただきたい。
　指標③は目標に達成した。新規指標であり、前年との比較ができないが引き
続き期待したい。
　指標④は未達ではあるが、実績値は増加しており、保護者の啓発につながっ
ている。負担が少ない4週間版を年に数回行うなどして1年間の継続を図ると良
いのではと考える。達成率が減少傾向にある点は検討事項である。
　指標⑥は目標値を達成しており評価できるが、実績値が増えていないことが気
になる。遊びを通じた健康な体作りは大切であるため、さらに私立園へ広めて、
足立区の子どもたちの体力づくりを推進していただきたい。

　オンデマンド型研修の充実も重要だが、オンライン型の実施も検討して
いただきたい。さらに質の高い保育を目指すため、動画の活用を積極的
に進め、保育者のみならず、保護者の方にも情報発信を行って意識を高
めてほしい。
　早寝・早起き・朝ごはんカレンダー4週間版を紹介しながら、その必要性
については、引き続きホームページ等で周知していただきたい。
　「早寝・早起き・朝ごはん」チェックブックの配布・アンケートについて、引
き続き私立園も実施し、比較調査を続けてほしい。また、運動遊びについ
ては、私立園も含めた指標を検討していただき、足立区の保育の質の向
上に努めていただきたい。

反映結果・反映状況
・前回要望のあったオンライン型の研修については、遠方の講師と研修会場を繋ぎ令和３年１２月に実施した。なお、オンラインと対面のハイブリッド形式は、通信不具合対応による
研修中断の恐れや、会場とパソコン画面上の受講者双方に講師が気を配る必要があることから、講師の負担増が懸念されたため、緊急事態宣言等発令中はオンデマンド型により
実施した。オンデマンド型は「繰り返し視聴できる」と受講者に好評であるが、一方的な講義が続くことから対面型再開を希望する声も上がっている。対面型は、受講者理解度を確
認しながらの講義や巡回によるグループワーク意見の聞き取り・講評などに加え、研修後における講師への個別質疑や受講者同士の雑談による情報共有も有効であり、理解をよ
り深め保育実践に繋がりやすい機会になっていると考える。今後は、受講者の要望に沿った型で研修計画を進めていきたい。
・幼児教育の取り組みに関する情報発信については、子どもたちの発達に合わせた保育や様々な取り組みを保護者に分かりやすく伝えることができるよう、動画作成を検討してい
く。
・運動遊びに関する指標の設定については、私立園を含めた内容となるよう検討していく。
・「早寝・早起き・朝ごはん」カレンダーは短期間の4週間版チェックブックを中心に紹介し、ホームページ等で好事例をまじえながら周知していく。また、生活リズム確立のため、アン
ケートで効果を分析し、啓発リーフレットやチェックブックの見直しを継続的に行うことで活用促進を図り、基本的生活習慣の定着につなげていく。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　保護者や地域の方々に対して、運動遊びを含めた幼児教育の実施に
関する情報発信の強化・工夫のために、SNS等を利用し運動遊びの紹介
等を行った点は評価できる。
　従来の方法に加えて5歳児の保護者を対象とした講演会なども検討さ
れているが、前回提案した「対象年齢別の動画作成」をはじめとする、ア
クセスのしやすさや理解のしやすさにも配慮された情報発信に期待する。
　保育者研修について、コロナ禍でも参加しやすい方法を考え実行した
結果、参加数が増加した点は評価できる。一方、グループワークや意見
交換を求める声が多くあがったことから、オンラインでもペアワークやグ
ループワークが可能な機能を使うなど他のアプローチの仕方も検討する
ことで、より良い研修につなげていただきたい。
　接続期カリキュラムを活用した取り組みを引き続き継続させ、幼児と児
童、教員と保育者が、相互に関係を充実させ、学びの力を育んでほしい。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

③ 主な内容 足立っ子　すくすくガイドの製作・印刷委託 金額 1,755 千円

② 主な内容 生活リズム啓発 金額 2,188 千円

① 主な内容 浴場組合連携事業委託 金額 3,888 千円

0 0 0 0 -

9,576 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 1,435 1,503 1,518 1,572 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　指標②について、コロナ禍においてもさらなる指導力向上を目指し、研修内
容の充実のみならず、オンデマンドを用いるなど研修方法も工夫し、コロナ前
よりも高い実績を挙げたことは評価できる。
　指標④は、取り組み園が減少している「早寝・早起き・朝ごはん」の1年間版
カレンダーについて、負担感の原因を分析し、活用方法等を改めて検討して
ほしい。指標⑤については微増が続いているが、区立園ではすでに「運動遊
び」の取り組みが浸透しているため、今後は私立園での広がり状況を把握し、
可能な取り組みを実施してほしい。
【今後の事業の予定、方向性への評価】
　研修については、オンデマンドの課題を分析し、必要に応じて可能な範囲で
対面研修も組み合わせながら、効果的に実施してほしい。あだち幼保小接続
期カリキュラムについては、私立園も巻き込みながら、コロナ禍でも実施可能
な取り組み等の好事例を共有するなど連携をさらに強化し、子どもたちが小
学校教育へ滑らかに移行できるよう取り組んでほしい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 15,921 17,591 16,268 12,900 17,846
総事業費(a+b) 70,552 78,216 87,385 80,157

-

-
人数 2.50 3.00 4.00 3.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 8,970 11,037 14,508

60,625 71,117 67,257 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 54,631

計 45,661 49,588 56,609 57,681 -

-
人数 5.20 5.60 6.50 6.50

17,846

令和３年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

重点項目 確かな学力の定着 記入所属

視点 ひと 再掲

重点目標
①家庭・地域と連携し子どもの
学びを支え育む

目
的

児童・生徒に「わかる授業」「魅力ある授業」を届けるため、教員一人ひとりの授業力や指導力の向上を図
る。また、児童・生徒の基礎的・基本的学力の確実な定着や学習意欲の向上を図る。 庁内協働

ＩＣＴの活用は教育指導課と協働

内
容

　学力調査結果等から得られる個々の学習状況の把握と分析に基づき、教員の授業力向上による「わかる授業、
魅力ある授業」の実現と、きめ細かい学習指導や学習支援でつまずきを解消する「個に応じた指導」の充実を図
り、児童・生徒の基礎学力の定着と向上につなげる。
　また、児童・生徒一人１台のタブレット端末等を活用した授業を通じて、協働的な学び（子どもたちが相互に学び
合い、教え合いながら、様々な人達と協力して課題に取り組む学習）を実現し、学力の向上につなげる。

根拠
法令等

教育基本法、学習指導要領、各
事業実施要項、会計年度任用職
員設置要綱、足立区ＩＣＴ教育推
進の基本方針対応する予算事業名

達成率

教育指導部学力定着推進課学力定
着推進係、教育政策課学校情報化推
進担当

事業名 №２　学力向上対策推進事業
電話番号 03-3880-6717(直通)

E-mail gaku-tei@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

-0.6

29 30 31 2

-

学力向上対策推進事業の一部、教職員の研修事務、教育政策管理事務の一部、電子計算組織管理運営事
務の一部

指標名 単位 指標の定義（算出根拠） 3

① 「全国学力・学習状
況調査」における国
の正答率との差（小
学校6年・国語）

ポイント

「区全体の正答率」から「全国における全体の正答率」を
差し引いた値（小学校6年・国語）
【新規指標】

目標値

成
果

実績値 - -

- - - - -

- - - - 2.0

② 「全国学力・学習状
況調査」における国
の正答率との差（小
学校6年・算数）

ポイント

「区全体の正答率」から「全国における全体の正答率」を
差し引いた値（小学校6年・算数）
【新規指標】

目標値 - - - - 1.5

成
果

実績値 - - 1.0 -

達成率 - - - - -

③ 「学校の授業はわか
る」に肯定的な回答
をした児童の割合
（小学校）

％
「足立区学力定着に関する総合調査」で「学校の授業はわ
かる」に肯定的な回答をした児童の割合（小学校）

目標値 91.0 91.0 91.0 - 90.0

活
動

実績値 89.7 89.3 87.8 -

達成率 99% 98% 96% - -

④ 「全国学力・学習状
況調査」における国
の正答率との差（中
学校3年・国語）

ポイント

「区全体の正答率」から「全国における全体の正答率」を
差し引いた値（中学校3年・国語）
【新規指標】

目標値 - - - - 0.5

成
果

実績値 - - -0.4 -

達成率 - - - - -

⑤ 「全国学力・学習状
況調査」における国
の正答率との差（中
学校3年・数学）

ポイント

「区全体の正答率」から「全国における全体の正答率」を
差し引いた値（中学校3年・数学）
【新規指標】

目標値 - - - - 0.0

成
果

実績値 - - -2.2 -

達成率 - - - - -

⑥ 「学校の授業はわか
る」に肯定的な回答
をした生徒の割合
（中学校）

％
「足立区学力定着に関する総合調査」で「学校の授業はわ
かる」に肯定的な回答をした生徒の割合（中学校）

目標値 75.0 75.0 75.0 - 80.0

活
動

実績値 73.3 73.9 67.4 -

達成率 98% 99% 90% - -

⑦ 「自分から積極的に発
言、意見を出し合うこと
ができたと思う」児童・生
徒の割合

％

「足立区学力定着に関する総合調査」で「グループ活動や
ペア活動では自分から積極的に発言したり、みんなで意
見を出し合ったりすることができたと思う」に肯定的な回答
をした児童・生徒【新規指標】

目標値 - - 64.0 - 68

成
果

実績値 - - 66.9 -

達成率 - - 105% - -

⑧ 協働的な学習の中で
児童・生徒にプレゼ
ン機能を活用させた
教員の割合

％

「ICT機器活用に関する年度末効果検証」における「協働的な学習の中で発表やその準
備のため子ども達にプレゼン機能（Googleスライドやドキュメントなど）を活用させた頻度
（実施したおおよその授業時数／協働的な学習の総授業時数)」の設問に「５割以上」と
回答をした教員の割合
（小：３年生以上のクラス担任、中：５教科担当）【新規指標】

目標値 - - - - 50

活
動

実績値 - - - -

達成率 - - - - -

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

　指標①②③④⑤⑥⑦についてはいずれも、新型コロナウイルス感染症拡大
に伴う学校の臨時休業により、学力調査・意識調査の一斉実施は中止とした
ことから、実績値が測定できない。

指標①②③④⑤⑥：休校期間中は、各小・中学校において、児童・生徒にプリ
ント等の学習教材を配布した上で学習計画を示し、個々の学習を進行管理し
た。区としては、授業動画の配信や区オリジナル学習教材の提供により学校
の取組を支援した。学校再開後は、中止した区学力調査問題を校内利用し、
学習の定着状況の把握・分析を行い、つまずきへの早期対応に取り組んだ。
参考数値ではあるものの、学力は一定のレベルを維持している傾向が見ら
れ、休校期間中の取組に一定の成果を見ることができた。その後も感染対策
で教育活動の制限を受ける中ではあったが、行事の精選など教育活動の重
点化が図られ、児童・生徒は比較的落ち着いた環境の中で学習に取り組むこ
とができた。
指標⑦：コロナ禍の令和２年度は、休校や分散登校、感染拡大防止対策のた
め、児童・生徒がグループで意見を出し合う協働学習を行う機会を充分に確保
できなかった。その分、全体の中で個々の意見を述べる活動は多くなった。
指標⑧：令和３年度の１人１台の端末整備に伴い、本指標を新たに設定し、検
証を進める。

【指標の達成率について】
指標①②④⑤の達成率は、区正答率÷（国正答率＋目標値）×100で表す。

　感染対策が続く中で協働的な学びの場面を設定しづらい面がある
が、工夫を講じながら足立スタンダードに基づく授業実践を追究する
とともに、ＩＣＴ機器を活用した新しいスタイルの協働学習を推進し、
「わかる授業」「魅力ある授業」を児童・生徒に届けていく必要があ
る。そのためにも、まずは、教員が授業の中で実践的に１人１台のタ
ブレット端末を活用できるよう、段階的な研修等を通してノウハウを
身につけさせていく必要がある。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
（短期）
　教科指導専門員制度等に加え、指導主事等の巡回、研修等により
教員のＩＣＴ機器活用の促進を図り、教員の授業力向上に繋げていく
とともに、プレゼン機能等活用の好事例の横展開を図り、児童・生徒
のＩＣＴ機器の活用促進も図っていく。また、「個別最適な学び」の面
では、ＡＩドリルをモデル導入し、効果検証を進めていく。
（中・長期）
　ＩＣＴ機器を様々な場面で有効活用しながら、足立スタンダードを基
盤とする「教員の授業力向上」と「個に応じた指導」の実践により、基
礎学力の底上げを図っていく。また、自らの考えを他者に伝え、他者
の考えを理解するコミュニケーション能力を児童・生徒に身につけさ
せていくためにもＩＣＴ機器の有効活用を図っていく。

29

Ⅳ　重点プロジェクト事業 事業別評価の反映結果



■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

人数 2.90 3.10 2.60 6.65

1,375,060

常
勤

総事業費(a+b) 320,253 788,013 785,812 749,679

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 35,734 65,231 64,971

-

698,198

722,782 720,841 714,170 -

平均給与 8,781 8,855 8,709

-

-
8,874

人件費(b) 284,519

-

3,192

計 259,054 695,331

計 25,465 27,451 22,643

人数 72.20 189.00 192.50
655,158 -

税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0 0 -
受益者負担金 0 0 0 0 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679

【目標・成果の達成度への評価】
　コロナ禍のため、全体的に実績値が取れないのは残念であるが、休校
を余儀なくされた中でも、家庭での学習計画の提示、授業の動画配信や
オリジナル学習教材の提供など、各学校と区が一丸となって取り組み、
学力が維持傾向にある点は評価に値する。また、新たに設定した【指標
①②④⑤】は、これまで指標としていた区学力調査結果の「委託事業者
が変わると問題の難易度が変わり比較ができなくなる」という課題がクリ
アできるため、指標を変更した点も評価したい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　ＩＣＴの有効活用を進めていくという方向性は、先が見通せないコロナ禍
への対応という点においても評価できるが、活用にあたっては、学校間格
差が生じないよう、各学校へのきめ細かい指導・支援をお願いしたい。ま
た、ＩＣＴだけでなく、これまで効果のあった手法なども組み合わせながら、
「足立スタンダード」に基づく授業を磨き上げていってほしい。

1,375,060

-
205.25

① 主な内容 数学チャレンジ講座 金額 22,313 千円

② 主な内容 英語チャレンジ講座 金額 11,691 千円

③ 主な内容 小中連携事業 金額 856 千円

59,012

35,509

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標に関しては、令和２年度は学力調査・意識調査が中止された
ことおよび新規指標により実績値がない。次年度に事業分析と評価
を実施する。
　なお、参考値ではあるが、学力は一定のレベルを維持できていた
という分析であった。令和2年度は学力調査・意識調査を中止したも
のの、その学力調査問題を校内利用した分析と休校期間中のフォ
ローは適切だったのではないかと評価できる。しかし、中学校に関し
ては全国平均を下回る結果が例年続いているため底上げを図って
いただきたい。
　指標⑦は実績値がないが、コロナ禍で協働学習を行う機会が、十
分確保できなかったとのことであった。令和3年度以降の指標⑧協
働的な学習でのICT機器を活用した取り組みに期待したい。

　足立区は一人一台の端末整備によるICTの活用が都内の中では半年
近く出遅れているため、他自治体と比べ、特に家庭学習での遅れがある
のではないだろうか。そのため、ICTを活用した授業とともに家庭学習へ
の対応を早急に進めていただきたい。
　なお、ICT活用による学習には健康被害、視力、コミュニケーション等に
関するメリット・デメリット両方があることを児童・生徒にも伝え、配慮した
取組みを進めていただきたい。
　ICT機器の活用を、児童・生徒の学力向上のみにつなげるだけではな
く、自らの意見を他者に伝え、他者の意見や考えに触れ、コミュニケー
ション力を身につけるためにも活用していただきたい。
　これまで取り組んできた足立スタンダードを基盤とする「教員の授業力
向上」「基礎学力の底上げ」に加え、教員の機器の活用促進に努めてい
ただきたい。

反映結果・反映状況
　ICT活用について、夏季休業中から端末持ち帰りを開始し、休業明けにはリモート学習を実施したことで、他自治体と同等の水準に追い付いたと考える。今後も授業や放課後補習等での校内
ICT活用を進めつつ、持ち帰りの定着により、家庭学習も充実を図っていく。
　ICT機器をコミュニケーションツールとして活用するため、教員への研修を通じてgoogleスライドやJamboardのアプリケーションの授業活用を促進し、児童・生徒の相互理解を深めるとともにコ
ミュニケーション力を高める授業を実現していく。
　健康被害等によるデメリットへの対応として、健康に配慮したタブレットの適切な使用方法を、活用のルール等の冊子を配布することなどにより、児童・生徒及び保護者に周知している。今後も
国や都が示すガイドライン等から情報収集しながら、健康への影響について注意喚起を継続していく。
　現在の足立スタンダード型授業実践に加え、ＩＣＴ機器を活用し、子どもたちがビジュアルを共有しながら多様な考え方に触れることで、「アハ体験」のような新たな気づきを得て、更なる「わかっ
た」「できた」の体験に繋がるよう、足立スタンダードのブラッシュアップと良い取組事例の横展開を行っていく。
　中学校における個別支援は、AIドリルの活用などにより、個々のつまずきの予防・解消を図ることと併せて、学力の底上げを図っていく。
　受容的なコミュニケーションについては、児童・生徒や保護者の心に寄り添う指導の大切さを踏まえた研修を初任時から職層に応じて段階的に実施しており、今後も学校現場の実態に合わせ
て研修内容を見直しながら実施していく。
　情報発信については、当事業が「課題のある生徒への支援」という側面がある点も踏まえ、生徒の心情に細やかに配慮しつつ内容をブラッシュアップしていく。

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　本事業は、昨年度の3事業をまとめたものである。3つの事業の今後の方向
性についての提言を、①研修、②保護者への発信、③教育内容の充実の視
点から検討していく。
　①研修：MIMの教員研修、受容的なコミュニケーションの研修、教科指導専
門員による授業の質向上に関する研修の継続を提言した。コロナ禍にも関わ
らず多くの研修がなされていたが、受容的なコミュニケーションに関する研修
は報告されていなかったのが残念である。
　②保護者への発信：HPの掲載を行ったことは評価できるが、HPへのアクセ
スは関心層のみであろう。関心が薄い層には、動画でわかりやすい発信など
が求められる。今後もさらなる工夫を検討いただきたい。
　③教育内容の充実：デジタル教材の活用やアハ体験ができるような教育内
容の充実を求めた。授業動画の配信や、区のオリジナル教材の提供は行わ
れていたが、アハ体験の充実は検討不足であったと思われるので、引き続き
検討してほしい。また中学生のつまずき解消に向けては、昨年度に引き続い
て小学生のそだち指導員と同様の個別支援を中学生でも期待する。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果 達成度 方向性

3,627

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

視点 ひと 再掲

重点目標
①家庭・地域と連携し子どもの
学びを支え育む

重点項目 子どもの状況に応じた支援の充実 記入所属
子ども家庭部
こども支援センターげんき
支援管理課 発達支援係

事業名 №３　発達支援児に対する事業の推進
電話番号 直通番号（03-5681-0134）

E-mail kodomo-sienkanri@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

児童の特性を早期に捉え、適した対応をすることで児童の自己肯定感を育み、二次障がい（心身症、不登
校、集団不適応等）の要因を早期に予防していく。 庁内協働

発達支援検討委員会での連携
あだち未来支援室・政策経営部・地域のち
から推進部・福祉部・足立福祉事務所・衛
生部・教育指導部・子ども家庭部

内
容

発達支援児（0～5歳児）及びその保護者に対し、身近な地域で適切な支援が一貫して出
来るよう、総合的かつ切れ目の無い相談支援を行っていく。 根拠

法令等
足立区発達支援検討委員会設置
要綱

対応する予算事業名

3

① 相談児童数のう
ち、関係機関と
連携できた割合

%
保護者同意のもと、児童の特性を捉え必要に応じ、関係
機関と連携できた割合
（相談連携件数／連携が必要な相談件数）

目標値

発達障がい児支援事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 67 90 97

29 30 31 2

97

達成率 112% 129% 102% 100% -

60 70 95 97 98

活
動

実績値 3,870 4,095 4,297 4,255
②

相談児童数 人
げんきへの来所・電話相談、保健センターでの相談、就学
前施設での相談（巡回指導、発達支援相談、４歳児対象
の気づきのしくみの相談）で受理した児童の延べ人数

目標値 4,000

達成率 97% 101% 105% 98% -

4,050 4,100 4,320 4,300

成
果

実績値 5 89 94 95

③ 発達支援児の行動
上の課題が軽減又
は現状維持と判断さ
れた割合

%

前年度に引き続き発達支援委員会で判定を受けた児童の
うち、保育上の配慮を行ったことで、支援の程度が軽減又
は現状維持したと判定された児童の割合(支援軽減･維持
人数/継続支援児数)【30年度から定義変更】

目標値 10

達成率 50% 119% 104% 100% -

75 90 95 95

活
動

実績値 503 569 643 549

④ 在籍園における発達
支援児に対する指導
内容への助言件数

件
発達支援委員会で判定、検討された指導内容を在籍園等
に助言した回数

目標値 456

達成率 110% 112% 111% 84% -

510 580 650 600

　 実績値

⑤ 目標値

達成率

　 実績値

⑥ 目標値

達成率

　 実績値

⑦ 目標値

達成率

　 実績値

⑧ 目標値

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

「気づく」「つなぐ」「支える」の３つの視点から発達支援事業に取り組み児童の自己肯定
感を育んでいる。
感染症予防の観点から２か月ほど来所相談・訪問支援事業共に制限を行ったため、従
来通りの支援事業は実施できなかった。
【指標①】目標は達成した。
来所相談後、不安が高い保護者に対しては、定期的に電話等で連絡を行い不安軽減に
努めたことで、適切な支援機関につなげることができた。
【指標②】目標はほぼ達成した。
「気づきの仕組み」の訪問は例年より開始時期が遅くなった。集団で行う座談会を中止
し、保護者と専門職(心理士）との個別面談の回数を多くとった。そうすることで保護者の
子育て不安に対し、具体的に助言をすることができた。
【指標③】目標は達成した。
行動の問題が改善した児童（14％）・ゆるやかに発達している児童（81％）あわせて95％
の児童の成長が見られている。児童の発達特性を保育所等が理解し対応できているた
め、問題行動の軽減につながったと思われる。
【指標④】目標は下回った。
感染症予防のため、訪問時の制約はあったが実施でき、発達支援委員会での審議の
際、児童に必要な支援を検討できた。重度心身障がい児の入園が増加傾向にあり、対
応策に苦慮する保育所が増加している。保育者・心理士・作業療法士が連携しながら支
援児保育を考えていく必要がある。
【その他】
地域に対しては,令和元年度実施し好評であった子育てサロンでのプログラムの実施は
令和２年度は実施できなかったが、感染症予防対策を実施し、令和３年度は計画してい
く。足立放課後子ども教室の従事者向けに研修動画を作成し、いつでも視聴できるよう
にしたため、従事者同士の学びの一助となった。

【指標３】コロナ禍の中での保育であったが多くの児童の成長が見取
れた。さらに支援が必要になった5％の児童のうち、年齢の経過よ
り、知的発達が遅かった児童が3％である。残りの2％の児童は知的
な遅れはないが、行動面での配慮が多くなっている。専門職が訪問
した際、保育所が計画をした支援策を検証し、就学先へつなげる手
法を確立する必要がある。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
発達支援について3つの視点から取り組む①「気づく」相談しやすい
窓口の設置・気づきと理解の促進②「つなぐ」就学前から学齢期へ
途切れのない情報の連携・つながる支援③「支える」成長段階や特
性に応じた支援と療育の場の充実。
（短期）
入学後に適切な支援が受けられるよう、学校生活支援シート（個別
指導計画）を適切に作成できるツールを試行導入し計画の質の向上
を図る。
特別支援教育ガイドラインを作成し、必要に応じて動画配信やオンラ
インによる支援を行っていく。
学校とのオンライン相談を試行し、多様な支援施策を検討していく。
（中長期）
ライフステージに沿ったつなぐ支援の手法を検討していく。

達成率
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

20,165

令和３年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

95,781 106,659 119,574 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 74,592

計 35,124 44,275 52,254 62,118 -

-
人数 4.00 5.00 6.00 7.00 -

-
人数 11.00 14.00 15.00 18.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 39,468 51,506 54,405 57,456 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 2,854 4,829 34,534 40,478 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①②③はコロナ禍で来所相談・訪問支援に制限あったが、
いずれも概ね達成できており評価できる。
　指標④は、休園により訪問できない期間があったため助言件数
の減となった。支援児への保育とともに、休園中においても、幼児
の行動上の課題が軽減、現状維持できるよう引き続き取り組んで
いただきたい。
【今後の事業の予定、方向性への評価】
　「気づく」、「つなぐ」、「支える」の視点で、取り組む方向性は概ね
妥当である。成長段階・特性に応じた支援と療育の場の充実とと
もに、げんきから療育機関への情報共有を確実に行い、つないだ
後の支援についても、引き続き協力して行うことを期待する。支援
が必要な子に対して、自己肯定感を高めることも肝要である。相
談の中で子どもを認め、自己肯定感を育んでいくとのことであった
が、引き続き丁寧な寄り添いも行ってほしい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 2,854 4,829 14,976 11,436 20,165
総事業費(a+b) 77,446 100,610 121,635 131,010

① 主な内容 サポート体制の充実 金額 7,290 千円

0 0 0 0 -

③ 主な内容 連携支援事業 金額 2,955 千円

② 主な内容 相談支援事業 金額 6,621 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　昨年度の提言を受け、発達支援児に対する支援体制の強化の
ために、放課後子ども教室スタッフ向けに研修動画を作成した点
は高く評価できる。また、本動画は学童や児童館など同様の子ど
も向け施設のスタッフにも有効活用できると考えるため、横展開を
期待したい。
　コロナ禍の状況を鑑み、保護者の不安に寄り添う相談体制の改
善のための第一段階として、関係機関とのオンライン相談を開始
した点は評価できる。また、保護者の不安に寄り添うため、オンラ
インでの相談の成果を期待したい。
　なお、発達支援児の進路選択の柔軟性については、具体的な
検討がなされていないように見受けられたので、今後の継続審議
を期待したい。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　コロナ禍で通常の園訪問や各種相談が行えない中、工夫を凝らし相談回
数を重ねたことは大変素晴らしい。不安を抱える保護者、関係機関にとって
大きな心の支えとなったことであろう。
　指標②はコロナ禍で「気づきのしくみ」の開始が遅れたものの、ほぼ予定
どおり実施することができた。集団で行う座談会は中止したが、別途専門家
との個別面談の場を多く設けたことにより、保護者に寄り添った対応ができ
ており評価する。
　指標③④は、保育上の配慮を行い、支援の程度が軽減・現状維持される
など発達支援児の保育の支えとなったことは素晴らしい。コロナ禍でも心理
士が保護者と個別面談を行い、子育て不安に寄り添った助言を多く行ったこ
とを評価したい。一方で、指標④は未達成となった。重度心身障がい児の入
園の増加傾向がみられることなどから、コロナ禍においても、支援児や彼ら
に携わる園を支援する取り組みを続けていただきたい。
　本事業の目的である「自己肯定感を育む」ことに対応する指標がない。活
動指標、成果指標の設定をしてもいいのではないか。

　「気づく」「つなぐ」「支える」3つの視点から発達支援事業に取り
組んでいる。特別支援教育ガイドラインの作成を行い、発達支援
強化のため研修動画配信の支援を進める方向性は妥当である。
　学齢期においての「つなぐ」では、地域の方々の理解が必要と考
える。放課後子ども教室、学童、児童館で直接子どもに関わる
人々、および区民全体にも情報発信を積極的に行っていただきた
い。なお、重要な情報発信源であるげんきのホームページ内の情
報がわかりにくい。理解促進のため、視覚的にわかりやすいホー
ムページを期待したい。
　昨年度提案した発達支援児の進路選択の柔軟性については、
インクルーシブ教育に基づいた柔軟な対応について引き続き検討
をお願いしたい。また学校、地域を含めた理解を期待するため、
地域の理解促進にも努めてほしい。

反映結果・反映状況
　ライフステージに沿った支援の継続を進めている。
・　教員や一般区民の方を対象とした動画作成について検討中であり、学童や児童館などの子ども向け施設のスタッフにも有効活用できないか、合わせて関係所管と検
　  討している。
・　感染症対策として、先ずは継続的に支援をしている当事者とオンライン相談を開始した。1年以上マスク越しの面談から、顔を見ながら話す安心感が互いに感じられ、
    良好であった。ケースの状況に応じ、今後も継続していく。
・　区ホームページに、こども支援センターげんきの情報をわかりやすく掲載するため、関係所管に相談し視覚的に工夫できないか検討していく。
・　児童・生徒の学びをインクルーシブ教育に基づき支援するために、モデル校において、ポジティブな行動支援の手法を試行していく。
・　今年度30校で試行した「個別の教育支援計画・個別指導計画作成システム」の活用で、60％以上の教員から、適切な計画が作成でき、有効であると回答を得た。令
　　和4年度に全校に導入し、校内において特別な支援が必要な児童・生徒の特性分析や目標を設定することで、児童・生徒の状態に合わせた適切な指導が可能とな
　　る。それにより進路選択の一助にもなることから、適正な就学への支援にもつながる。
・　本事業の目的である「自己肯定感を育む」ことに対する指標については、今後検討していく。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

視点 ひと 再掲 ひと

重点目標
①家庭・地域と連携し子どもの
学びを支え育む

重点項目 子どもの状況に応じた支援の充実 記入所属
子ども家庭部こども支援センターげん
き教育相談課不登校施策担当係

事業名 №４　不登校対策支援事業
電話番号 直通（03-6807-2216）

E-mail kodomo-
kyouikusoudan@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

不登校児童・生徒の学校復帰と社会的自立を目指し、本人や保護者、学校に対する支援を行い、登校状
態の改善を図る。 庁内協働

教育指導課
児童・生徒の情報を共有してい
る。

内
容

不登校の未然防止や早期解決に向けて、学校や関係機関と連携し、登校しぶりの児童・
生徒には登校サポーターを派遣するとともに、学校以外の教育の場での支援を行ってい
る。 根拠

法令等

登校サポーター派遣事業実施要綱
チャレンジ学級設置要綱
教育相談員設置要綱他各種非常勤
設置要綱対応する予算事業名

3

①
校内委員会での協議に基づ
く指導によって、状況が改善
した児童・生徒の割合

%
校内委員会で支援方針について協議し、指導した結果、
学校以外の教育機会の場での支援や別室登校、学級復
帰など状況が改善した児童・生徒の割合

目標値

教育相談事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 - - -

29 30 31 2

32

達成率 - - - 64% -

- - - 50 50

活
動

実績値 - - - 5,287
② 校内委員会において

支援方法等を協議し
た延べ回数

回
長期欠席児童・生徒状況表を作成した児童・生徒につい
て、校内委員会で支援を協議した延べ回数

目標値 -

達成率 - - - 88% -

- - 6,000 6,000

成
果

実績値 62 68 66 68

③
登校サポーター派遣で別室
登校支援をし、状況が改善
した児童・生徒の割合

%
登校サポーターを派遣し別室登校をした児童・生徒のう
ち、部分的な教室復帰や学級復帰等、不登校の状況が改
善した児童・生徒の割合

目標値 70

達成率 89% 97% 94% 97% -

70 70 70 70

活
動

実績値 1,720 1,852 1,813 2,409

④ 別室登校支援をした
児童・生徒へ登校サ
ポーターを派遣した
回数

回
登校できるが教室に入れない児童・生徒を支援する別室
を利用した児童・生徒に登校サポーターを派遣した延べ回
数

目標値 1,500

達成率 115% 82% 91% 120% -

2,250 2,000 2,000 2,000

成
果

実績値 70 70 75 74

⑤ 学校以外の教育機
会の場で支援し、状
況が改善した児童・
生徒の割合

%

あすテップ、チャレンジ学級、居場所を兼ねた学習支援で
支援した児童・生徒のうち、先生やSCに会うための短時間
登校や別室登校、部分的な教室復帰、学級復帰等、不登
校の状況が改善した児童・生徒の割合

目標値 70

達成率 100% 100% 107% 98% -

70 70 75 75

活
動

実績値 1,654 1,362 2,044 1,711
⑥ 学校以外の教育機会の場に

つながった不登校児童・生
徒に対し働きかけを行った
回数

回
あすテップ、チャレンジ学級、居場所を兼ねた学習支援へ
通えるようになった不登校児童・生徒に対して個別の教育
相談、見学、体験等による働きかけを行った延べ回数

目標値 1,620

達成率 102% 84% 126% 68% -

1,620 1,620 2,500 2,200

　 実績値

⑦ 目標値

達成率

　 実績値

⑧ 目標値

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

平成30年度から、長期欠席児童・生徒状況表（連続3日以上、累計5日以上の
欠席者の状況を毎月学校から提出）により、定期的な状況把握を行い、学校と
の連携による、不登校の未然防止や早期解決に努めている。また、令和2年
度からは、特に不登校率の高い不登校支援重点校の校内委員会に、定期的
に常勤心理職が参加している。その他、令和2年度には、不登校児童のため
の家庭学習支援事業の事業者選定を行い、令和3年度から令和6年度までの
不登校支援におけるICT活用実施計画を策定した。
①②不登校の児童・生徒に対する校内委員会での指導や支援の効果を把握
するため、前回から指標の定義を変更。校内委員会の協議回数については目
標値の9割近く、状況改善率については目標値の6割超の実績となった。なお、
長期欠席児童・生徒状況表を作成した人数は、児童831名、生徒1,108名、計
1,939名で、前回の1,628名から20％弱増加した。
③④児童29人（11校）、生徒159人（23校）が登校サポーターの派遣を受け、別
室登校支援を利用した。別室登校をした児童・生徒の不登校状況改善率は
68％であり、前年度と比較すると微増となった。また、サポーターの登録数や、
利用者数の増加により、派遣回数は、前年度から600回近い増となった。
⑤⑥学校以外の学びの場として、平成30年度から居場所を兼ねた学習支援
事業を実施。今年度は北部地域にも開設し、合計4箇所となる予定である。ま
た令和元年度には、チャレンジ学級竹の塚教室を開設。西新井教室、拡張し
た綾瀬教室とあわせ、3箇所で実施している。さらに令和2年度には、第十中と
花保中内にあすテップを開設した。通級先は増えたものの、学校の休校にあ
わせて4月と5月は閉室していたため、児童・生徒への働きかけの回数は昨年
度から減少した。なお、進学や学校復帰など、状況改善に至った割合は微減
にとどまっている。

①②関係者が不登校児童・生徒の状況を共有し、個々に応じた支援
方法を検討する場として、校内委員会を有効に活用する必要があ
る。
③④サポーターが希望する勤務地域と、サポーターを必要とする学
校との間に不均衡がある。サポーターと学校との円滑なマッチングに
取り組む必要がある。
⑤⑥今年度は学校以外の学びの場が平成30年度の4.5倍の9箇所
になり、定員も100人以上増えて220人となる予定である。受け入れる
場所や人数が増えても、個々の児童・生徒の気持ちに寄り添い、支
援の質の維持や向上に取り組む必要がある。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
（短期）SCやSSW等が参加する校内委員会を通じて、学校と課題を
共有し、事業や支援方法の提案を行っていく。登校サポーターに対し
ては、手引きの内容を周知徹底し、支援の質の向上に努める。ま
た、令和2年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響で行えな
かった連絡会について、状況を見ながら開催を検討する。
（長期）各校の教育相談コーディネーターを中心としたチーム体制の
充実を支援し、不登校の児童・生徒に必要な支援が届くよう、働きか
ける。また、別室登校支援では、教室復帰に向け、SCやSSWとの連
携を強化する。今年度から、外出できない子ども達へのアウトリーチ
支援（不登校児童のための家庭学習支援事業）を開始する。またＩＣ
Ｔを活用した不登校支援を開始し、自宅にいながら学習できる仕組
みを構築する。

達成率
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

76,755

令和３年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

377,694 434,565 523,938 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 360,876

計 70,248 79,695 104,508 115,362 -

-
人数 8.00 9.00 12.00 13.00 -

-
人数 81.00 81.00 91.00 128.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 290,628 297,999 330,057 408,576 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 26,393 29,738 27,106 31,563 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　指標⑥⑤は、コロナ禍による学校の休校にあわせて4月と5月は閉室し
ていたため、児童・生徒への働きかけの回数は昨年度から減少したもの
の、状況改善に至った割合は微減であった。コロナ禍での働きかけはさら
に複雑なものであったと思うが、回数の評価のみではなく児童・生徒の気
持ちに寄り添った取り組みにより状況が改善した割合はほぼ横ばいであ
るが、目標に届いており評価できる。
【今後の事業の予定、方向性への評価】
　SC(*)やSSW(*)等が参加する校内委員会を通じて、学校と課題を共有
し、事業や支援方法の提案を行っていく方向性と、令和３年度から外出で
きない子どものアウトリーチ支援を開始し、さらに不登校対策事業もＩＣＴ
化を進めていくなど多方向からの支援体制は妥当である。また、不登校
対策のICT化により、将来自宅でも学校の授業をオンラインで受けられた
り、通学している生徒との交流ができるなど、様々な可能性が見えてき
た。今後も引き続き児童・生徒の声を聞き、保護者、学校に対する支援を
行い、登校状態の改善に努めてほしい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 27,345 50,626 79,308 51,935 76,755
総事業費(a+b) 388,221 428,320 513,873 575,873

① 主な内容 居場所支援事業委託 金額 23,250 千円

0 0 0 0 -

③ 主な内容 あだちっ子弁当経費 金額 2,679 千円

② 主な内容 竹の塚事務室にかかる使用料及び賃借料 金額 11,395 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　登校サポーターの人材確保のため、SNSやチラシで呼びかける
とともに、手引きを作成し質の維持に努めた点は評価できる。令和
３年度は連絡会を行う予定とのことだが登校サポーターに手引き
を渡すだけでなく、理解度のチェックやオンラインを含めた研修な
どフォロー体制を充実させていただきたい。
　学習の場の選択肢として、学校以外の教育機会が充実し通級先
が増えた点も評価したい。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標①②は目標には達していないものの、校内委員会で丁寧に支
援方針を協議・指導したことにより、別室登校、学級復帰など一定の
改善が見られた点は評価できる。
　指標③は目標にわずかに届かなかったものの、昨年度実績値を
上回った。コロナ禍で難しい状況にありながらも、実績値を伸ばして
おり評価できる。
　指標④は、コロナ禍であるにも関わらず、サポーターの派遣回数
は目標を大きく上回り評価できる。
　指標③④ともに、登校サポーターが個々の児童・生徒の気持ちに
寄り添ったことの成果であると考えられる。長期的な不登校に陥る
前に登校を習慣づけるためにも、登校サポーターの人材確保に努
めてほしい。
　指標⑥は、コロナ禍の閉室により目標未達であったものの、指標
⑤の改善状況は前年同程度を維持しており評価できる。

　登校サポーターの積極的活用や、居場所を兼ねた学習支援の場の新規開
設、ICTを利用した不登校支援が新たに加わることで、様々な角度から子ども
たちの支援を積極的に行えることが期待でき評価したい。特に自宅にいなが
らオンラインで学習できることで、児童・生徒の多様な学習機会の確保、拡充
となるため今後に大いに期待する。
　その先に、オンラインで学校の授業に参加できるような仕組みと体制づくり、
学校に登校している生徒との授業内での交流など場所を選ばない個に応じた
学習環境づくりを望みたい。
　登校サポーターやICT活用等により効果的な不登校支援をするためにも、学
校と家庭の連携に努めていただきたい。
　学校が楽しい場所であれば自然と学校に行きたくなる。コロナ禍で喫食など
本来楽しい学校生活の楽しみである部分が制限されている状況は仕方ない
が、学校生活に何か楽しみが見出せるよう、学校現場での工夫もお願いした
い。
　また、今後は外国をルーツに持つ児童・生徒が安心して学校生活が送れる
よう、様々な場面での配慮も検討していただきたい。

反映結果・反映状況

・　令和3年度は教育相談員・ＳＣ・ＳＳＷ等による従来からの支援に加え、家庭とげんきとをオンラインでつないだ教育相談や、チャレンジ学級・あすテップ間
　　のオンラインによる授業配信など、ＩＣＴを活用した不登校児童・生徒への支援を開始した。
・　登校サポーターの確保については、サポーターの数を維持するための募集を継続しつつ、支援を必要とする学校にサポーターを派遣できるよう調整を行っ
　　ていく。
・　8月に登校サポーター連絡会を実施し、各サポーターが業務の理解度をチェックし、互いに情報を交換できる場を設けることで、個々のサポーターが孤立し
　　ないように取り組んだ。
・　家庭からも学校の授業に参加できるよう、学校にオンライン活用を働きかけるとともに、オンライン授業の仕組みや体制について、学校も巻き込んで検討し
　  ていく。ＳＳＷやＳＣを中心に、家庭と学校や、各事業相互の連携を強め、引き続き、個々の課題に対応していく。
・　外国をルーツにもつ児童・生徒に対しては、教育相談の場面等で寄り添った支援を行っている。引き続き、すべての児童・生徒に魅力的な学びの環境を提
　　供をできるよう、関係機関と連携していく。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

子どもたちの食への関心、意識を測るため、指標①を新規設定した。これまで楽し
かった給食の時間が、新しい生活様式により前を向いて話さず喫食することとな
り、給食時間が楽しいと感じる児童、生徒が減少した（前年比▲15%）。
新規指標②により、学校栄養士の視点での「あだち食のスタンダード」の定着度を
測っていく。令和２年度は目標値を下回った。各学校の栄養士は、あだち食のスタ
ンダードの取り組みの定着度は低いと感じており、コロナ禍での家庭科授業時間数
や、食に関する取り組みの減少が原因と思われる。
指標③は目標値を下回ったが、令和元年度とほぼ同割合となった。児童、生徒の
「あだち食のスタンダード」への意識が維持されているが、さらなる向上が必要であ
る。
指標④は目標値を下回った。夏休み期間の短縮など、厳しい応募条件となり、応募
数が減少したが、テーマを「家族や友だちが元気になる給食」としたことにより、児
童、生徒の健康と食への関心が高まった。
指標⑤、⑥は目標値を下回った。あだち食のスタンダードである指標⑤の達成率は
減となったが、指標⑥では在宅時間の増加などに伴い、家庭での料理作りの実践
や食への関心が高まり、令和元年度より実績値が増加したと考える。
指標⑦は目標値を下回ったが、令和元年度とほぼ同割合を維持できた。各学校に
よるこれまでの取り組みが浸透していると思われるが、さらなる啓発、意識の向上
が必要である。
指標⑧は目標値を下回った。コロナ禍での「ひと口目は野菜から」の取り組みにつ
いては、感染防止に注力するなど、これまでどおりの取り組みや積極的な呼びかけ
等はできなかったが、令和元年度と同割合を維持できた。
また、給食残菜率については、30年度より指標から除外したが、引き続き残菜率の
低減や学校間の差異を解消していく。
(残菜率)　　平成20年度(当初)　　29年度　　30年度　　元年度　　2年度
　小学校            9.0%　　　　　　　  2.6%　　　  2.4%　　　  2.2%　　 　1.8%
　中学校　　　  　14.0%　　　　　　  　5.8%　　　  5.2%　　　　4.6%　　 　4.4%
　小中平均　　　 11.5%　　　　　　　　3.9%　　　  3.7%　　　　3.4%　　 　3.1%

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、学校行事や授業、
給食などに大きな影響があった。コロナ禍での新しい生活様
式や学校現場の実情をふまえながら、学校及び家庭内にお
ける子どもたちの食への関心、意識を低下させることのない
よう、おいしい給食・食育の取り組みを継続することが必要で
ある。
また、引き続き残菜率の推移を見守り、無駄にせず食べるこ
とや、フードロスに関する意識を醸成するとともに、子どもたち
の食への意識、意欲を高めていく。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
（短期）デザインを刷新した「ひと口目は野菜から」（マグネット式）ポス
ターを作成し、給食時間に掲示するとともに、校内放送での呼びかけな
ど、野菜摂取の啓発を強化する。また、おいしい給食・食育事業を円滑
に実施できるよう、校内の役職、職種に応じた役割とチェック項目を設け
た「（仮）おいしい給食取組みガイド」を作成配付し、各校で均一に取り組
めるよう支援する。さらに、おいしい給食検討会及び食育リーダー研修
において、おいしい給食指導員のこれまでの指導助言事例を周知し、学
校栄養士、食育リーダーのスキルアップを図る。
（長期）子どもの時期からの望ましい食習慣が、将来の健康につながる
ため、平成２９年３月に策定した「あだち食のスタンダード」を基に、様々
な機会、場において食育を推進し、中学校卒業までに３つの実践力（「１
日３食野菜を食べるなど、望ましい食習慣を身につける」「栄養バランス
の良い食事を選択できる」「簡単な料理を作ることができる」）の定着と、
さらなる向上を目指していく。

達成率 - 115% 87% 84% -

84 100 104 104

活
動

実績値 - 97 87 87

⑧ 「行動計画書」におけ
る各校の具体的な対
応策が実施できた学
校数

校
「おいしい給食・食育行動計画（ＰＤＣＡ）」において「ひと口
目は野菜から」の指導など具体的な対応策が実施できた
小・中学校数

目標値 -
達成率 64% 81% 87% 86% -

70 70 70 70

成
果

実績値 45 57 61 60

⑦ 給食のときに自ら一
番はじめに野菜を食
べる子どもの割合

％

給食のときに自ら一番はじめに野菜を食べる子どもの割
合
※全校(小学６年生及び中学２年生）を対象にアンケート実
施

目標値 70
達成率 98% 78% 73% 88% -

9,402 9,772 9,818 9,778

活
動

実績値 1,315 7,373 7,151 8,602
⑥ 長期休業期間中に「わ

が家のシェフになろう」
で子どもたちが実際に
調理した食数

食
長期休業期間中に「わが家のシェフになろう」で子どもたち
が実際に調理した食数。小学６年生及び中学１年生また
は２年生を対象に実施。

目標値 1,340
達成率 85% 94% 99% 88% -

80 80 80 90

成
果

実績値 68 75 79 70

⑤ ごはん、みそ汁、目
玉焼き程度の料理を
自分で作ることがで
きる子どもの割合

％

自分一人でごはん、みそ汁、目玉焼き程度の料理を作る
ことができる子どもの割合（中学２年生）
※全校（中学２年生）を対象にアンケート実施（R4目標値
100%）

目標値 80
達成率 107% 102% 98% 69% -

6,900 7,100 7,100 7,100

活
動

実績値 6,835 7,072 6,980 4,884

④ 「給食メニューコ
ンクール」の応
募数

作品
栄養バランスのよい食事を子どもたち自ら考え、料理を作
る「給食メニューコンクール」を実施した際の応募総数

目標値 6,400
達成率 120% 99% 101% 97% -

85 85 88 88

成
果

実績値 84 84 86 85

③ 栄養バランスの良
い食事を選択でき
る子どもの割合

％

栄養バランスの良い食事を選択できる子どもの割合
※全校（小学６年生及び中学２年生）を対象にアンケート
実施
（R4目標値90%）

目標値 70
達成率 - - - 76% -

- - 70 70

成
果

実績値 - - - 53
② 学校栄養士からみ

た「あだち食のスタ
ンダード」の定着
度

％
各学校の栄養士からみた「あだち食のスタンダード」定着
度の平均値【新規指標】
※学校栄養士を対象にアンケート実施

目標値 -

- - - 82% -

- - - 96 98

3

① 給食の時間が楽し
いと感じている子
どもの割合

％
給食時間が楽しいと感じている子どもの割合【新規指標】
※全校（小学６年生及び中学２年生）を対象にアンケート
実施

目標値

小・中学校給食業務運営事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 - - -

29 30 31 2

79

達成率

学校運営部
学務課おいしい給食担当

事業名 №５　小・中学校給食業務運営事業（おいしい給食の推進）
電話番号 03-3880-5427(直通)

E-mail kyuushoku@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

給食を生きた教材として、子どもたちの健全な心身の成長のため、「１日３食野菜を食べるなど、望ましい
食習慣を身につける」、「栄養バランスの良い食事を選択できる」、「簡単な料理を作ることができる」を目標
とする「あだち食のスタンダード」を達成する。 庁内協働

教育指導課、衛生部こころとから
だの健康づくり課、子ども家庭部
子ども施設指導・支援担当課と連
携し食育の取り組みを実施

内
容

すべての子どもが正しい食習慣、食事摂取ができるよう、ひと口目は野菜から事業、家
庭科学習指導案、わが家のシェフになろう、野菜の日、もりもり給食ウィーク、小松菜給
食の日、給食メニューコンクール、おいしい給食レシピ集、学校給食を題材とした「おいし
い給食指導集」の活用などを実施する。

根拠
法令等

おいしい給食推進委員会設置要
綱

対応する予算事業名

視点 ひと 再掲

重点目標
①家庭・地域と連携し子どもの
学びを支え育む

重点項目 健やかな身体づくり 記入所属
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標①は特別給食の取組みは評価できるものの、未達であった。コロナ
禍での喫食による影響と推測されいたしかたない。
　指標②の「あだち食のスタンダード」の定着について、コロナ禍による家庭
科授業の減少等が大きな要因とのことだが、目標値にはほど遠い。他の形
でのフォローは必要だと考える。
　指標④⑤⑥は目標値が未達であった。給食メニューコンクールのテーマを
「家族や友だちが元気になる給食」とし、生徒の健康、食の関心が高まった
点は評価できる。在宅時間の増加で家族での料理づくり、食への関心も高
まったことは素晴らしいが、さらなる保護者へのアプローチも必要である。子
どもが見てわかりやすい動画等のコンテンツを使用しコロナ禍でも可能な取
り組みを継続していただきたい。
　指標⑦⑧は昨年と変わらずポスターの取り組みはしているとのことだった
が、「あだち食のスタンダード」の促進、ひと口目は野菜からの重要性を全
学年がわかるような取り組み、および保護者に対してもアプローチが必要と
考える。
　残菜率については引き続き軽減ができており、大変評価できる。

　「あだち食のスタンダード」定着を目指す方向性は概ね妥当であ
る。一方、コロナ禍で学校内での調理実習等食に触れる機会への
制限は当面続くと思われるため、家庭でフォローがしやすいような
食に関する仕掛けを希望したい。例えば「№6　子どもへの多様な
体験機会」と連携し、足立区内の農家をゲストスピーカーに招いた
り、食育として生徒の農業体験を増やすなど、食への関心を中心
とした多様な働きかけを行ってみてはどうか
　令和３年度中にはタブレット端末がひとり一台貸与されることか
ら、動画による啓発も有効と考える。子どもたちへの啓発と同時に
子どもから家庭へと啓発できれば足立区民の健康増進に繋がる
と考える。
　食習慣はそのまま将来の健康状態につながるものである。様々
な機会・場を設け、食べる楽しみや作る楽しさを身につけられるよ
うな指導を継続していただきたい。

反映結果・反映状況

　令和３年度中に全ての児童、生徒にタブレット端末が貸与されることから、足立区内の農家とのリモートによる交流や、家庭への啓発も視野
に入れた動画の活用など、家庭でのフォローがしやすい多様な働きかけを行うことで児童、生徒、家庭の食への関心を高めていく。
　また、食習慣の指導としては、令和３年度から小学校１年生を対象として実施した「ひと口目は野菜からチャレンジシート」の取り組みを、小、
中学校全学年を対象とし、野菜摂取啓発の拡大に向けた準備を進めていく。
　さらに、区制９０周年におけるイベントを通じて食べる楽しみや作る楽しさを体験することにより、将来を健康に生き抜くための「あだち食のス
タンダード」のさらなる定着、向上に繋げていく。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　令和２年度区民評価委員会評価対象外事業のため「反映結果
の評価」記載なし。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

③ 主な内容 金額 千円

② 主な内容 おいしい給食ＰＲ等 金額 73 千円

① 主な内容 給食メニューコンクールの開催 金額 1,994 千円

0 0 0 0 -

0 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0 0 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　【指標①】について、登校の大きなモチベーションともなる給食の時間を、2割
の子どもたちが楽しいと感じていないという結果は非常に残念である。難しい
かもしれないが、新しい喫食スタイルにおいても子どもたちが「楽しい」と感じ
ることができるような仕掛けを考えてほしい。「食のスタンダード」の定着を図
る指標について、【指標②】の栄養士から見た評価と、【指標③⑤⑦】の子ども
たちの自己評価との間に乖離が見られるので、何がギャップを生んでいるの
か、分析して事業に活かしてほしい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　「食のスタンダード」の定着に向けては、今後、1人1台配付されるタブレット
の持ち帰りも始まるため、学校だけでなく家庭における啓発等にもぜひ活用し
てほしい。また、食に関心のある親ばかりではないので、例えば夏休みに子ど
も食堂で給食メニューを考えるイベントを開催するなど、学校外の団体等とも
連携しながら子どもたちをサポートしていく視点も持ってほしい。残菜率はここ
数年減少し続けており、高く評価できる。学校間格差の解消に努め、さらに上

を目指してほしい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 2,808 3,646 2,408 2,067 3,660
総事業費(a+b) 15,980 16,929 15,472 15,378

-

-
人数 0.00 0.00 0.00 0.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 0 0 0

13,283 13,064 13,311 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 13,172

計 13,172 13,283 13,064 13,311 -

-
人数 1.50 1.50 1.50 1.50

3,660

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

視点 ひと 再掲

重点目標
①家庭・地域と連携し子どもの
学びを支え育む

重点項目 遊びと実体験の場や機会の充実 記入所属
学校運営部学校支援課学校地域連携担当
学校運営部学務課自然教室係
子ども家庭部青少年課体験活動調整担当

事業名 №６　子どもへの多様な体験機会の充実
電話番号 学校支援課03-3880-5347

E-mail kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

実績値 68.9 68.6

29 30 31 2

事
業
の
概
要

目
的

放課後に子どもたちが安心して活動できる場を確保し、遊びや学び交流等の活動を通じ、地域社会の中
で健やかにたくましく生き抜く力を育む環境をつくる。集団生活・自然・文化・歴史・社会・野外活動等の実
体験を伴う学びをとおして、子ども達の心身の健全育成と学習意欲の向上を図る。 庁内協働

執行委任(住区推進課）常勤0.7人
分含む
生涯学習振興公社職員20人

内
容

地域の方々の参画（実行委員会組織・安全管理員の配置等）を得て、小学校施設を活用した放課
後の安全・安心な居場所を提供し、自由遊び、自主学習、学年を超えた交流活動等の機会を提供
する。各小学校に学校担当を配置し、運営支援を実施。
自然教室（鋸南・日光・魚沼）、体験活動事業（生活・文化体験、野外体験、社会体験）の実施。

根拠
法令等

(国)学校・家庭・地域連携協力推進事
業費補助要綱､東京都放課後子供教
室推進事業費補助要綱､あだち放課
後子ども教室実施要綱対応する予算事業名 放課後子ども教室推進事業【経常】、小・中学校自然教室事業、体験学習推進事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠） 3

① 「足立区学力定着に関する
総合調査」で、「自分には良
いところがあると思う」に肯
定的な回答をした割合

％
足立区学力定着に関する総合調査で、自分には良いとこ
ろがあると思うと肯定的回答をした子どもの割合
【新規指標】

目標値

成
果

-

- - - 68.5 70

成
果

実績値 99 99 98 99
② 放課後子ども教

室の利用者満足
度

％

達成率 - - - - -

71.5

99 99 99 99

成
果

実績値 - - - -

参加児童へのアンケート（希望制）のうち、参加することが
「楽しい」「少し楽しい」と答えた児童の割合【令和元年度か
ら定義変更】

目標値 99

達成率 100% 100% 99% 100% -

- - - 60③

⑤

活
動

実績値 40 43 45 0

達成率 - - - - -

新しい体験や様々な交流を
通じて、放課後子ども教室に
参加して良かったと回答した
児童の割合

％
参加児童へのアンケート（希望制）のうち、「放課後子ども
教室に参加して、新たな体験や交流が出来て良かった」と
回答した児童の割合【新規指標】

目標値 -

- - - 69④ 放課後子ども教
室の体験プログ
ラム実施校数

校
全小学校のうち、放課後子ども教室で体験プログラムを実
施した学校の数 　※年間８回以上
【新規指標】

目標値 -

- - 90 90

実績値 - - - 90

達成率 - - - - -

活
動

実績値 - 25 30 11

達成率 - - - 100% -

大学連携によるプログラム等
の体験活動後に「今回の体験
をとおして、これからも新しいこ
とを知ったりチャレンジしたいと
思った」と回答した子どもの割
合

％
大学連携によるプログラム参加者に占める、新しいことに
チャレンジしたいと回答した子どもの割合【新規指標】

目標値 -

- - 26 27⑥

成
果

達成率 - - - 42% -

大学連携による
プログラムの提
供回数

回
青少年課による大学連携の体験活動事業のプログラム提
供回数【新規指標】

目標値 -

⑦ 自然教室で自信を持
つことができたと感じ
た児童生徒の割合

％
自然教室において「最後までやり遂げた」「自分の役割を
果たした」「友達と協力することができた」などと回答した児
童生徒の割合

目標値 - - 78 78

成
果

実績値 - - 75 75

達成率 - - 96% 96%

78

870 900 900 900

達成率 102% 104% 98%

905 882 205

23% -

-

⑧
自然教室におけ
る体験学習数

件
各学校の体験学習数の合計（野菜の収穫、日光彫、田植
え、稲刈り、笹団子づくり、磯の生物観察、文化遺産見学、
ハイキング等）【平成29年度から定義変更】

目標値 860

活
動

実績値 876

【放課後子ども教室推進事業】
　大人数の子どもが自由に活動する特性上、感染への不安から実施に慎重な姿勢を示
す実行委員会が多くある中で、実施場所を校庭に限定したり、参加制限を設けたりする
などの感染症対策を講じながら変則的な運営を余儀なくされた。新型コロナウイルス感
染症収束後、通常運営に戻すためには、これまで以上に丁寧なサポートが必要となる。
【体験活動推進事業】
　各大学との連携事業についてはコロナ禍の情勢を見極め実施形態を協議する。今後
オンライン実施の場合も、大学生との交流を入れるなど、子どもがより興味関心を持つよ
うな工夫をしていく。
【自然教室事業】
　コロナ禍で活動が制限される中であるが、壮大な自然や文化に触れる自然教室は子
ども達にとって貴重な直接体験の場であるため、感染予防対策をとり、工夫して実施す
る。

【放課後子ども教室推進事業】
（短期） 新型コロナウイルス感染症への不安に対し、児童とスタッフの安全確保に努め、
運営方法等に柔軟性を持たせながら、生涯学習振興公社によるサポートを続ける。
（中・長期）安定した運営を維持継続するため､公社を通じ、実行委員会の事務や 学校と
の連絡調整、事故発生時の対応等の支援を行っていく。
【体験学習推進事業】
（短期）コロナ禍のため当面各大学とは対面・オンラインを併用した事業形態を実施して
いく。また参加しづらい環境にある家庭の子どもにも情報が届きやすくなるように豆の木
メールやSNSでの周知を充実させるなど関連所管と密に連携していく。
（中・長期）子どもの「生きる力」を育むために、将来や進路をイメージできるテーマを吟
味するとともに体験事業の内容を一層充実させていく。
【自然教室事業】
（短期）鋸南・魚沼：地元自治体と協働し、コロナ禍での体験活動を工夫して実施する。
日光：歴史や自然に直接触れ、子ども達の興味関心を引き出す体験活動を実施する。
(中・長期)区有施設（日光・鋸南）を利用する自然教室のあり方について、他自治体等の
情報収集を行い、多角的に検討していく。

指標① 各事業における経験・体験を通じて、子どもの自己肯定感を測る指標として新た
に設定した。新型コロナウイルス感染症により、学力定着に関する総合調査を中止した
ことから、実績値をとることができなかった。
【放課後子ども教室推進事業】
指標② コロナ禍においても引き続き高い結果となった。放課後の安全・安心な居場所づ
くりのため、安全管理スタッフが協力して感染症対策を取りながら、実施内容を工夫し開
催した成果である｡
指標③ 新しい体験や様々な交流が児童の自己肯定感につながるよう、新たな指標とし
て設定する。
指標④ 児童の日常の生活における体験機会の充実のため、全校での実施を目指して
いる。コロナ禍により活動はできなかったが、 ＮＰＯや企業等との連携、地域人材等の
活用により､  ビブリオバトル体験、将棋教室、楽器体験等の体験プログラムを準備し
た。
【体験学習推進事業】
指標⑤ 大学連携事業における体験が、子どもの生きる力につながるように新規の指標
として設定する。子どものチャレンジ精神を引き出す事業を実施した。
指標⑥参加人数18,998名。
新型コロナウイルスの影響で予定していた対面事業が出来なくなったため、回数減と
なった。各大学と話し合い、後半にオンラインでの事業を企画したが、科学ものづくり教
室などプログラムによっては例年以上の参加者増となる成果をあげることができた。
【自然教室事業】
指標⑦ 新型コロナウイルス感染症により宿泊による自然教室を中止し、小学5.6年生が
日帰りによる一日自然体験教室を実施した。実績値は、大きく減少することなく、概ね達
成できた（小5：80％、小6：71％）。ほとんどの学校行事が中止・縮小される中、実施した
数少ない校外学習であり、子ども達の意欲や意識が高かったと考えられる。
指標⑧ 日帰りで実施した一日自然体験教室での体験数であるため、目標値を達成する
ことができなかった（小5:79件　小6：126件）。

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

37

Ⅳ　重点プロジェクト事業 事業別評価の反映結果

mailto:gakumu@city.adachi.tokyo.jp
mailto:gakumu@city.adachi.tokyo.jp
mailto:gakumu@city.adachi.tokyo.jp
mailto:gakumu@city.adachi.tokyo.jp
mailto:gakumu@city.adachi.tokyo.jp
mailto:gakumu@city.adachi.tokyo.jp
mailto:gakumu@city.adachi.tokyo.jp
mailto:gakumu@city.adachi.tokyo.jp
mailto:gakumu@city.adachi.tokyo.jp
mailto:gakumu@city.adachi.tokyo.jp
mailto:gakumu@city.adachi.tokyo.jp
mailto:gakumu@city.adachi.tokyo.jp
mailto:gakumu@city.adachi.tokyo.jp
mailto:gakumu@city.adachi.tokyo.jp


■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

【目標・成果の達成度への評価】
　3つの事業を1つにして【指標①】を設け、様々な体験事業を実施
することで「子どもたちの自己肯定感を高める」という大きな成果
目標をはっきり打ち出した点は評価したい。大学連携事業では、
コロナ禍で活動指標の実績が低い中でもリモートやオンデマンド
を活用するなど工夫をし、高い成果を挙げたことは評価できる。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　それぞれ方向性は妥当と考える。放課後子ども教室について
は、コロナ禍により通常の活動ができない期間が長くなり、再開後
にレベルや質が下がってしまう懸念があるため、ノウハウが継承
されるよう丁寧な対応をお願いしたい。大学連携事業について
は、子どもの貧困対策担当とも連携しながら、参加機会が乏しい
子どもたちにも参加してもらえるような工夫も検討してほしい。

　以下の３事業のほか、体験事業の包括評価については、区の様々な事業を通して、子どもの自己肯定感や主体性を醸成できるよう引き続き取り組んでいく。また、各事業において子どもの成
長段階に応じた体験活動の機会を充実させていく。
【放課後子ども教室推進事業】
　生涯学習振興公社による多彩な体験プログラムの提供と子どもたちの自主性を尊重した地域の大人の見守りにより、体験・交流活動を充実させながら、放課後の安全で安心な居場所づくりに
取り組む。
【体験学習推進事業】
　参加した子どもたちの事後アンケート等の意見も取り入れ、大学と協議し、専門性を活かした特色のあるプログラムを実施していく。その際、子どもたちが将来や進路をイメージできるような
テーマを取り入れるなど、事業内容を充実させていく。また、子ども１人１台配布されたタブレットに、体験活動の告知をデータ配信するなど工夫することで、保護者や子どもが目にする機会を増
やしていくとともに、対面とオンラインを併用して引き続き実施していく。
【自然教室事業】
　現在、感染予防の観点から、他学校との交流事業を実施することは難しいが、体験学習の内容のさらなる充実を図るため、学校の代表者で構成する自然教室運営委員会の中で、前例にとら
われない体験活動メニューを検討していく。

平均給与

29 30 31 2 【庁内評価委員会の評価】

≪評価結果≫

-
8,781 8,855 8,709 8,874 -

-

3
536,099

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 433,349 425,925 457,248 210,582 536,099
人件費(b)

総事業費(a+b) 491,078 485,499 505,148 259,389

57,729 59,574 47,900 48,807

常
勤

-
人数 0.50 0.50 0.00 0.00 -

48,807 -計 55,935 57,735 47,900
人数 6.37 6.52 5.50 5.50

-

0 0 0 0 -
85,995 -

受益者負担金

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 1,794 1,840 0 0
税
外

収
入

国都負担金・補助金 125,106 134,249 131,738

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　体験活動事業に参加しづらい環境にある子どものために、メー
ルやSNSを通して働きかけることも１つの手段だが、直接的な情
報伝達のため、引き続き学校を通じて、対象児童にチラシを配布
し、保護者にも事業周知を行って欲しい。
　大学との連携事業は対面のみでなく、引き続きオンラインでも行
うことを望みたい。
　自然教室では体験学習の内容充実を検討していただきたい。例
えば他の学校との交流を推進させるなど、社会体験の充実を望
む。
　各体験事業を包括していく必要がある。そのためには、一つ一
つの事業評価のみでなく、足立区の子ども達の経年による実態調
査により、体験事業の包括評価が可能となる。子どもへの多様な
体験活動を通じて、どの子どもにも生きる力、チャレンジ精神が育
成されることを望む。

　指標①③④は、新規指標であるため達成度の評価ができないが、体験・
交流活動を通じた自己肯定感の向上に可能性を感じる。今後の結果に期
待したい。
　指標②は、コロナ禍でもスタッフが協力して安心・安全な居場所づくりに努
めたことにより、参加することが楽しい（＝満足度）に結びついたといえる。
　指標⑥は、コロナ禍により未達であったが、オンラインで企画した科学もの
づくりが好評であり一部のプログラムは例年より参加者が多かった。引き続
き、大学の特性を生かした体験学習を継続させていただきたい。
　指標⑧は、日帰りでの実施となったものの、小学校5・6年生の一日自然体
験教室は、貴重な直接体験の場となった。結果、指標⑦「自信を持つことが
できた」と感じた児童生徒の割合を維持することができたことは評価したい。
　コロナ禍で先行きが不透明ではあるが、引き続き感染予防対策を徹底し、
子どもたちが安心して活動できる場所の確保を望みたい。

千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】

ﾊﾞｽ借上費用 金額 52,813 千円

① 主な内容

区
民
評
価
結
果

③ 主な内容 東京藝術大学連携事業 金額 17,043 千円

② 主な内容

反映結果 達成度 方向性

【反映結果の評価】
　令和２年度区民評価委員会評価対象外事業のため「反映結果
の評価」記載なし（令和３年度統合事業）。

放課後子ども教室謝金等 金額 126,720

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

①待機児童数は０人となり、目標を達成した。
②保育定員数は、目標値を87人下回ったものの、令和6年度までに必要な保
育定員数は確保できている。未達成原因は、小規模保育1所（定員19人）の整
備実現、各施設での定員増（計4人）に対し、認証保育所・家庭的保育の廃業
（▲91人）があったためである。
③保育定員数に見合う保育士数が確保できている保育施設の割合を算出す
る。保育士数に欠員が生じ、保育所に入園できない状況を回避するためであ
り、該当なしであったため目標を達成した。保育士確保は、保育の質を向上さ
せるための必須条件であり、待機児童解消にもつながる。
④保育士確保・定着のため、保育士奨学金返済支援事業(95園233人)、住居
借上げ事業(151園717人)を実施し、昨年に比べ１.３倍増となったが、目標は下
回った。また、これらの事業を紹介する「ほいくえん」リーフレットを作成し、全国
591校の保育士養成校へ配布PRを行った。
⑤指導検査を実施した１０６施設のうち１９施設において文書指摘を発出した。
その後、改善状況報告書が１９施設全てから提出され改善を確認した。
⑥認可保育所４７園、小規模保育１４事業所、家庭的保育４５事業者に対し指
導検査を実施した。家庭的保育において受託児ゼロにより検査対象外となっ
た施設が１事業者あったため目標を下回った。

※投入資源：令和2年度事業費を修正。850,452千円→903,000千円

【保育定員計画】人口減少や新型コロナウィルス感染症拡大等の影
響により、保育需要数は大きく減少し、定員に空きが多く発生してい
るため、今後は、詳細な保育需要分析と、適正な保育定員数確保・
維持策の検討・実施が必要となる。
【保育士確保・定着対策】引き続き経済支援策を継続し、働きやす
い、短期退職しない職場作りを支援していく。
【指導検査】保育施設等の運営形態が多様化する中で、教育・保育
の質の維持・向上のため、計画的に指導検査と施設への助言を主
目的とした巡回訪問を実施していく必要がある。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
【短期】令和3年度以降も地域ごとの詳細な保育需要分析を継続す
るとともに、人口推計、妊娠届出時の意向調査結果等を踏まえ、ア
クションプランの改定を行い、保育需要数を見直していく。保育士確
保については、保育士等が子どもを保育施設に預けやすくするた
め、入所調整指数の加算や数年就労で返金免除となる東京都の貸
付制度を引き続き実施していく。指導検査においては、文書指摘と
なった内容を全施設へ周知し共有を図るとともに、改善状況につい
ては、巡回訪問により確認していく。
　【中・長期】
　教育・保育の質の維持・向上にむけ、子ども・子育て新制度に移行
していない幼稚園や認可外保育所等にも指導検査を進め、各施設
等の課題を分析・共有し、巡回訪問等において寄り添い支援の強化
を図っていく。

達成率

　 実績値

⑧ 目標値

達成率

　 実績値

⑦ 目標値

達成率 100% 87% 95% 99% -

83 111 107 107

活
動

実績値 67 72 106 106

⑥ 教育・保育施設（小規模保
育事業所、家庭的保育事業
者、私立認可保育所、私立
幼稚園・こども園）の指導検
査の実施状況

件
指導検査実施計画に基づき検査を実施した施設数

目標値 67
達成率 100% 100% 97% 100% -

100 100 100 100

成
果

実績値 100 100 97 100

⑤
指導検査の改善
状況

％

指導検査で「文書指摘」となった保育施設等のうち、指摘
事項等が改善した保育施設の割合
※指摘事項等が改善した保育施設等数÷指導検査等で
「文書指摘」となった保育施設等数

目標値 100
達成率 98% 125% 102% 89% -

450 716 1,064 1,180

活
動

実績値 363 562 732 950

④ 保育士等への経
済的支援補助金
利用者数

人
保育士奨学金返済支援及び保育士等住居借上げ支援の
利用者数

目標値 370
達成率 - 88% 100% 100% -

75 100 100 100

成
果

実績値 - 66 100 100
③

保育士確保の状
況

％
保育定員数（認可保育所、認証保育所、小規模保育）に見
合う人数の保育士を確保できている保育施設の割合  　※
３０年数値は前指標数値。

目標値 -
達成率 100% 97% 100% 99% -

15,762 17,004 16,948 16,853

活
動

実績値 14,466 15,253 16,929 16,861
②

保育定員数 人
翌年度4月1日時点での保育定員数(認可保育所、認証保
育所、小規模保育等の保育施設)

目標値 14,464

112% 65% 97% 100% -

230 80 0 0 0

3

① 待機児童数
(総合戦略KPI指
標)

人 翌年度４月１日時点の待機児童数　【低減目標】

目標値

私立保育園の運営費助成事業、私立保育園施設整備助成事業、子ども施設指導検査事務

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 205 123 3

29 30 31 2

0

達成率

子ども家庭部私立保育園課施設調整係、待機児ゼロ対策担

当係、私立保育園係、子ども家庭部子ども施設指導・支援担

当課、子ども家庭部子ども施設入園課地域保育係

事業名 №７　待機児童解消の推進と教育・保育の質の維持・向上
電話番号 直通番号（03-3880-5712）

E-mail taiki-zero@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

　待機児童解消の実現・維持のため、様々な保育ニーズに対応した多様な保育施設・サービスを活
用し、適正な保育定員を確保するとともに、子どもたちが区内のどの施設に通っていても安心・安全
な保育サービスが受けられるよう、保育環境・サービスの基盤を整える。 庁内協働

保健予防課
妊娠届時の利用意向調査結果等

内
容

 「足立区待機児童解消アクション・プラン」に基づき、保育施設の増改築の整備費補助等を実施し、保育定員の見
直しと、老朽化した施設の更新を促進する。また、保育士へ経済支援・就職支援により、安定した園運営に必要な
人員を確保しながら、「足立区教育・保育の質ガイドライン」に基づく保育施設の指導・支援及び保育士の研修を
実施することで、教育・保育の質の維持・向上を図る。 根拠

法令等

子ども・子育て支援法、児童福祉法、足立区私立
保育園施設整備費補助要綱、足立区認証保育所
運営費等補助要綱、足立区小規模保育事業所施
設整備費補助要綱対応する予算事業名

視点 ひと 再掲 ひと・くらし

重点目標
②妊娠から出産・子育てまで切
れ目なく支える

重点項目
多様な保育サービスの提供と待機児
童の解消

記入所属
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標①待機児童数が0人となった。認可園の新設や多様な保育の提供など、こ
れまでの取り組みの成果であり、大いに評価したい。
　指標②目標値を下回ったものの、令和６年までに必要な保育定員数は確保で
きているとのことである。詳細な保育需要の分析と認証保育所・家庭的保育の廃
業対策等により引き続き保育定員確保に努めていただきたい。
　指標③は目標を達成した。保育士奨学金返済支援事業など足立区独自の保
育士支援事業よる効果であると評価する。保育士不足は、待機児童を生み出す
原因になりかねないため、引き続き保育士の定着率向上策に積極的に取り組ん
でいただきたい。
　指標④は目標を下回ったものの「ほいくえん」リーフレットを作成し、全国の591
校へ配布を行うなどの取組の結果、昨年比で1.３倍増であった。リーフレットにも
工夫が感じられ好印象である。
　指標⑤⑥ともに目標を達成した。文書指摘を発出した全ての施設から改善報
告書が提出され、改善を確認したとのことである。指導検査は、保育の質を担保
するうえで当然に守るべき基準であることから引き続き着実に取り組んでいただ
きたい。

　保育需要数が、減少しているため、人口推計、妊娠届出時の意向等を踏ま
え動向を注視していただきたい。
　教育・保育の質の維持・向上のためにも、保育士の短期離職率などの具体
的な数値を追っていただきたい。そのためには、保育士のストレスマネジメント
の一環としてストレスチェックや心理サポートの体制を検討していただきたい。
なお、保育士の短期退職の要因が人間関係・ストレスが多いとのことだったの
で個別でのフォロー、また保育士自身が相談しやすい環境づくりを徹底してい
ただきたい。
　すべての事業において、幼稚園や過半数以上を占める私立保育園とも連携
も密にし、共有を図ることで区立保育園の状況と私立園の格差を是正し教育・
保育の質の向上を目指していただきたい。
　指導検査における各施設等の課題を分析・共有と巡回訪問等による「寄り
添い」支援の強化を図ることは、教育・保育の質の維持・向上にむけて妥当な
方向性である。
　今年度より事業名称、目的、内容に「教育・保育の質の維持・向上」が加
わった。今後、保育の質の向上について、評価ができるような指標の追加を
検討してほしい。

反映結果・反映状況
・社会状況の変化を適切に反映するため、４月１日時点の状況や妊娠届出時の意向調査等も踏まえて、保育需要予測の見直しを行い、足立区待機児童解消アクション・プランに反
映した。
・コロナ禍においては、新型コロナウイルス感染者発生の園には、希望する子ども、職員全員がPCR検査を受検し、発生園の消毒、休園措置なども実施し、感染拡大の抑制を図っ
た。また、全園に向けて、感染防止のための備品の現物給付や購入費用、感染症対策にあたる職員の人件費の補助を行い、予防に関しては、区独自のマニュアルを作成し、具体
的な対策等を周知して職員の負担や不安の軽減に務めた。
・離職率把握として各園の勤続年数を調査し、定着率アップに向けた対応策を検討していく。
・民間運営のため、行政による直接のストレスチェック、心理サポートの体制づくりは難しいが、ストレスマネジメントや短期退職の予防策として、各施設の民間運営団体と協創し、保
育士自身が相談しやすい環境を構築していく。
・教育・保育の質の維持・向上については、引き続き、適時適切な指導検査・巡回訪問を実施し、各教育・保育施設の所管課と連携を密にしながら、質の維持・向上につなげていく。
また、保育の質の向上に対する評価指標については、新たな評価の方法等について検討していく。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　令和２年度区民評価委員会評価対象外事業のため「反映結果
の評価」記載なし。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

③ 主な内容 保育施設整備事業 金額 42,891 千円

② 主な内容 私立保育園施設整備助成事業 金額 308,695 千円

① 主な内容 保育士等住居借上げ支援事業補助金 金額 491,798 千円

0 0 0 0 -

25,217 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 1,694,389 2,392,502 3,237,911 859,473 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①では、待機児ゼロを達成し、これまで取り組んできた認可
園の新設、多様な保育の提供などが実を結んだものであり評価す
る。保育の担い手である保育士も補助金の対象範囲を拡充する
などの手法で確保できていることを評価したい。指導検査は、教
育・保育の質の守るべき標準ラインを維持するためのものであり、
引き続き着実に取り組んでいただきたい。
【事業の予定、方向性への評価】
　待機児童数ゼロを実現し、質の維持・向上へ向けて計画的に指
導検査と巡回訪問を実施していく方向性は妥当である。保育施設
等の運営形態が多様化しているが、検査と寄り添いの両面から足
立区の教育・保育の質の維持向上を積極的に進めていただきた
い。
　また、引き続き地域ごとの需要分析を行い、できるだけ過不足な
く保育定員の確保をしていただきたい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 2,170,340 2,560,948 3,627,574 903,000 1,072,707

総事業費(a+b) 2,220,392 2,657,318 3,818,008 1,135,868

-

-
人数 0.00 0.20 1.60 7.90 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 0 736 5,803

96,370 190,434 232,868 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 50,052

計 50,052 95,634 184,631 207,652 -

-
人数 5.70 10.80 21.20 23.40

1,072,707

令和３年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

記入所属
地域のちから推進部
住区推進課調整担当

事業名 №８　学童保育室運営事業
電話番号 03-3880-5859(直通)

E-mail j-suisin@city.adachi.tokyo.jp

単位 指標の定義（算出根拠）

- - - 17

入室した児童を、8時30分から18時までの時間で保育する（直営7室・指定管理19室・48
住区センター76室・民設18室）。
民設を含め47室で午前8時から午後7時までの特別延長保育を実施。
民設学童保育室へは運営費の補助を行う。                     ※ 各室数はR3.4.1現在

根拠
法令等

児童福祉法、足立区立学童保育
室条例及び同条例施行規則、足
立区住区センター条例及び同条
施行規則対応する予算事業名

3

①

2

事
業
の
概
要

視点 ひと 再掲

重点目標
②妊娠から出産・子育てまで切
れ目なく支える

重点項目
多様な保育サービスの提供と待機児
童の解消

成
果

実績値 - - 21

29 30 31

受入可能数が学
童保育需要を満た
さない地区の数

地域
区内３３地区のうち、学童保育室の受け入れ可能数が学
童保育需要を満たさない地区の数【低減目標】【新規指
標】

目標値

学童保育室運営事業・学童保育室管理事務・住区施設運営委託事務の一部

指標名

目
的

保護者の就労や病気などにより放課後子どもを保育できない家庭の小学生を保育し、
児童の健全育成を図る。 庁内協働

放課後子ども教室と学童保育室
との連携を行っている。学童保育
室の一部を小学校内や公園等に
設置している。

内
容

18

達成率 - - - - -

-

1.9

成
果

実績値 - - - -

達成率 - - - - -

② １年生および２年
生の学童保育室
待機児童率

％

１年生、２年生の入室申請者数に対する待機児童数の割
合
待機児童数÷入室申請者数【低減目標】
※４月１日現在

目標値 - - - -

4,830

成
果

実績値 4,647 4,727 4,768 4,825

達成率 102% 102% 100% 90% -

③
学童保育室
入室者数

人
学童保育室入室者数
目標値＝入室見込者数、実績値＝入室者数
※４月１日現在

目標値 4,544 4,641 4,760 5,340

120

活
動

実績値 113 114 114 117

達成率 100% 100% 100% 100% -

④
学童保育室数 室

区直営学童保育室、運営委託分（指定管理者、住区セン
ター）、民設運営（学童クラブ補助対象分）の設置室数

目標値 113 114 114 117

122

活
動

実績値 87 97 30 110

達成率 100% 100% 100% 100% -

⑤
学童保育室定員
増数

人
区直営学童保育室、運営委託分（指定管理者、住区セン
ター）、民設運営（学童クラブ補助対象分）の定員増数

目標値 87 97 30 110

47

活
動

実績値 36 38 38 43

達成率 100% 100% 100% 100% -

⑥
特別延長保育
実施室数

室 特別延長保育実施室数

目標値 36 38 38 43

　 実績値

達成率

⑦ 目標値

⑧ 目標値

　 実績値

　平成27年度の学童保育室利用対象拡大（小学6年生ま
で）、大型マンション建設による人口増や働き方の多様化によ
り学童保育の需要は増加しているが、受入可能数が需要数
を上回る地域も存在しており、地域間のアンバランスが生じて
いる。学童保育室需要は、地域における小学校に通う児童の
数や年齢及び学校と自宅との位置や距離等、一定の条件を
求められる需要のため、区内を33地域に分け申請状況や人
口推計、大規模開発の動向等を分析のうえ、ニーズに的確に
応えていくことが必要である。

（短期）令和3年3月に「足立区学童保育室整備計画」を見直
し、令和7年度までの学童保育室整備を推進していく。整備に
あたっては、小学校改築の際に学校内への設置を基本とす
るが、困難な場合で不足数が多い地域については、民設学
童の誘致も検討していく。一方で受入可能数が需要数を大き
く上回る地域で需要数が上昇するという要素が見当たらない
場合は、受け入れ可能数や配置の見直しを行う。
（中・長期）学童保育室以外の居場所として、学校を単位とし
た学童保育室と放課後子ども教室との一体化や連携につい
て検討していく。また、児童の放課後の安全な居場所と健全
育成についてより一層の向上を図る観点から、保育に関する
質のレベル確保について検討する。

【指標①】区内33地区別に受入可能数の地域偏在を見ることで、学童保育室
整備の状況を図るものである。
令和2年度では、受入可能数が学童保育室需要数（申請数）を満たさない地域
が33地域中18地域と半数を超えており、需要と供給のアンバランスが生じてい
る。
【指標②】児童館特例利用（ランドセルで児童館）の促進や空きがある近隣学
童保育室の周知等を図ることで、放課後の安全な居場所を特に必要とする、1
年生及び2年生の4月1日時点の待機解消を目指す。
【指標③】学童保育室の整備や定数弾力化等により、入室児童数が31年度比
で約57人の増となった。主に学童保育室を開設した3地域での増加であり、区
全体の学童保育室需要を満たすことができなかったため目標を達成すること
ができなかった。
【指標④】令和2年度は、待機児童緊急対策に基づき令和2年4月に関屋、保
塚・南花畑、伊興南の3地域に学童保育室を開設した。
【指標⑤】3室の新規開設により31年度比で入室定員は110人増となった。引き
続き、学童保育室整備計画に基づき需要が多く見込まれる地域への整備を進
める。
【指標⑥】令和２年度は、新たに5箇所で特別延長保育を開始した。今後も特
別延長保育を必要とする地域を対象に拡充を進める。

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

達成率
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

　学童保育室の整備については、入室申請状況や人口推計などを踏まえて、「足立区学童保育室整備計画」を毎年度見直しを行いながら必
要な地域への整備を進めていく。
　子どもたちのための情報交換については、各学校と各学校関係者（学童保育室・放課後子ども教室・児童館）が必要に応じて情報交換に努
めており、どのような会議が有効かも含め、今後も連携強化を進めていく。また、コロナ禍前は実施していた学校、児童館、放課後子ども教
室、学童保育室の交流に関しては、状況を加味しながら、再開に向けて検討していく。
　学童保育室の案内のホームページ上に、写真を掲載しているが、より学童保育室の様子がわかるようにリニューアルを進めていく。
　行事内容や遊びのルールを決める過程において、どのように児童を参加させているか、各学童保育室における事例の紹介や情報交換を行
うなどして、児童の視点を取り入れる取り組みを広げていく。また、保育の質の維持向上を目指して、令和３年度は「子どもの人権と自主性を
重んじた活動の保障」に重点を置き、職員に必要な知識及び技能の習得に資する研修を実施した。さらに、学童保育マニュアルの改定に伴
い、令和３年度実地調査を実施していく。今後、職員の資質向上の取り組みを踏まえ、保育の質に関する指標を検討していく。

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①②は、地域により需要と供給のアンバランスが生じていること、
待機が発生しやすい1.2年生に着目した変更であり、待機の現状を捉えて
おり評価したい。指標③については、特別延長保育室を４室増加させて
おり、目標を達成しているものの、依然としてニーズは高いため、計画的
な実施室の増加を期待する。指標④⑤は待機児童が多く見込まれる地
域に対する保育室3室の新規開設や定数の弾力化のより目標を達成して
いる。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　待機児童の解消に向けて、地域ニーズに合わせた計画的な整備が必
要である。令和3年3月に見直した「足立区学童保育室整備計画」では、
重点的に1・2年生の待機児童解消を目指し、供給過多の地域から、待機
児童数が多い地域への施設移行を考慮することは評価する。引き続き、
放課後子ども教室など学童保育以外の居場所について、関係所管と連
携を進めて欲しい。また、保育の「質」についても、検討し向上を図ってい
ただきたい。

29 30 31 2 3 【庁内評価委員会の評価】

≪評価結果≫

-

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709

1,387,539 1,438,742 1,582,142 1,620,120

257,983 257,403 253,410 249,987

1,554,226

151,035 -

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 1,129,556 1,181,339 1,328,732 1,370,133 1,554,226

人件費(b)

総事業費(a+b)

8,874 -
人数 17.53 17.02 17.02 17.02 -

105,183 98,952 -

計 153,931 150,712 148,227

433,195 578,519 -
受益者負担金

千円

-
人数 29.00 29.00 29.00 31.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 104,052 106,691

323,900 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　一般の方への学童のPRパンフレットは非常にわかりやすく評価
できる。また、第一希望の学童保育室に入室できなかった一年
生、二年生の児童・保護者に対して、ランドセルで児童館、近隣学
童保育に関する情報が周知されていることも評価したい。
　学童保育室の整備に関しては、毎年見直されており、需要が高
い場所に新しい学童施設の設置、及び特別延長保育を開始する
措置を検討されており評価できる。引き続き、区内33地区での需
要と供給のアンバランスが発生しないよう、学童保育室の整備・
定数の弾力化を図っていただきたい。
　一方で、昨年度依頼した、放課後子ども教室や児童館との連携
は、あまりなされていないように見受けられた。同じ場所で過ごす
子どもたちの情報共有を行い、双方連携して、子どもの遊びや保
育内容の充実に取り組んでいただきたい。

266,921 273,461 277,123 200,562 -

202,998 千円

① 主な内容 委託料（住区センター） 金額 814,430

税
外

収
入

国都負担金・補助金 405,091 404,480

　学童と他機関との連携について昨年度から引き続きの依頼とな
るが、学童保育と放課後子ども教室と児童館、そして学校の4者
のさらなる連携強化を行い、子どもの問題の早期発見、早期介入
を行っていただきたい。その際、オンラインを使った4者会議なども
有効であると考えられる。
　今後入所を希望する児童・保護者向けに学童の雰囲気がわか
る写真・動画などをHP上で掲載することで学童のイメージがつき
やすくなるのではないかと思われるため、的を絞った伝わる情報
発信に期待したい。
　学童の量的な確保は見通しが立ったため、次は子ども達が主体
となる学童の保育内容の検討と保護者の関心を高めるためにも
保育の質に関する指標の設定を期待する。
　多くの時間を過ごす学童で、子ども達が、自主性を持ち、自分た
ちの過ごし方を考え、行動できるよう保育の質を高めてほしい。

　指標①②は新規指標であるため達成度の評価ができない。以前の指
標と比べわかりやすい指標となったため、次年度に事業分析と評価を
実施する。
　指標③は目標値未達であった。入室児童数が増加し、需要とバランス
を見ながら新たに３地域に増設をした点は評価に値する。
　指標④⑤⑥は目標を達成した。学童保育室数と定員数を増やしたこと
は評価できるものの、待機児童が193名おり改善には至っていない。引
き続き受け入れ可能数が需要を満たさない地区への重点的な整備に
期待したい。なお、夏休み後に退室者が増加するとのことなので夏休み
前後の待機児童数を提示し、比較を行うとよいのではないだろうか。
　指標③から⑥までを通して、新たに学童保育室が開設されたことや延
長保育が拡充されたことは、子どもの安心・安全の居場所の確保のみ
でなく、保護者にとっても安心して子育てをできる一助になったと思われ
る。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】

区
民
評
価
結
果

③ 主な内容 負担金及び交付金 金額

全体評価

反映結果 達成度 方向性

② 主な内容 委託料（指定管理） 金額

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

　一部達成に至らなかったが、概ね目標値に近い実績を得られ、
特に指標①と②は大きく改善した。今後も妊婦全数面接等による
妊娠早期からの適切な人的支援のほか、産後ケアや産後育児ス
トレス相談等、制度的支援の両立に努めるとともに、保健予防課
及び保健センター等における妊娠届出及び面接件数の増にも柔
軟に対応していく（面接実績　令和元年度２，５６１件→２年度 ４，
６４６件[電話面接を含む]）。
　また、ASMAP関係機関ネットワーク連絡会議により、庁内及び近
隣産科・小児医療機関とのさらなる連携強化を図り、特に支援が
必要な妊産婦への早期介入及び多角的支援を継続していく。

（短期）特に支援が必要と判断された妊産婦への寄り添い支
援を継続しつつ、スマイルママ面接やデイサービス型産後ケ
アの実施、日曜ファミリー学級の開催数増に加え、エジンバラ
産後うつ病質問票（ＥＰＤＳ）の活用など、コロナ禍において不
安を抱える全妊産婦の支援を強化していく。また、令和３年度
よりファーストバースデーサポート、オンライン育児栄養相
談、多胎児家庭移動支援等を開始するとともに、宿泊型産後
ケアの４年度実施を目指し、より効果的な支援に努める。
(中・長期）全妊婦の状況把握に加え、関係機関との連携に
よって、支援を要する妊産婦と早期から関わり、きめ細やか
なケアを行うことで、育児不安の軽減及び虐待予防を図る。
加えて、子どもの健やかな成長を促していく。

指標①：実績値の上昇により、概ね目標達成に至った。令和２年度より開始し
たスマイルママ面接による全妊婦の状況把握、デイサービス型産後ケアによ
る母体回復支援、産後育児ストレス相談等傾聴事業の実施により、保護者の
負担が軽減したものと思われる。また、新型コロナウイルス感染症拡大による
在宅勤務等、「孤育て」の状況が減少したことも影響していると想定される。
指標②：目標を上回った。指標①同様、区の支援施策及び社会情勢の変化が
成果につながったと考えられる。
指標③：達成には至らなかったが、目標値に近づいた。妊娠届出時のアン
ケートから支援が必要な妊婦を把握し、きめ細やかな支援を継続してきたこと
が成果として表れたものと考えられる。妊娠届出時から状況を把握し、母体の
健康を管理しながら、安全なお産につなげていけるよう、個別支援が必要な世
帯には積極的にアプローチするなど、引き続き目標達成に向け努力していく。
指標④：妊娠届出数は１割程度減少したものの、目標を上回った。支援を要す
る世帯への根気強いアプローチにより、訪問を受け入れてくれるケースが増え
たことに加え、新型コロナウイルス感染症拡大による強い不安を感じる妊婦に
対しても、きめ細やかなケアを行うことができた結果と考えられる。
指標⑤：目標を上回った。近年の核家族化のみならず、新型コロナウイルス感
染拡大により親族からの支援を得にくい方が増加したため、専門職による訪
問及び傾聴が不安軽減の一助になったと想定される。
指標⑥：希望者への訪問のほか、特に支援を必要とする世帯に対して妊娠時
から積極的に関わり、必要に応じて複数回訪問を実施したことにより、目標値
を上回った。引き続き、妊娠届出時からの赤ちゃん訪問事業の周知に加え、
出生通知書未提出者への勧奨及び区SNSでの呼びかけを継続していく。

⑧ 目標値

　 実績値

達成率

⑦ 目標値

　 実績値

達成率

達成率 97% 109% 103% 103% -

こんにちは赤ちゃ
ん訪問事業の訪
問延べ人数

人
こんにちは赤ちゃん訪問で保健師・助産師が訪問した延べ
人数（目標値は、前年人口動態統計の出生数の８５％）

目標値 4,601

活
動

実績値 4,441 4,818 4,442 4,179

達成率 100% 100% 101% 101% -

こんにちは赤
ちゃん訪問事業
の貢献度

％
各保健センター等での３～４か月児健康診査時に行うアン
ケートで、「赤ちゃん訪問を受けて安心した」という設問に
対し「あてはまる」「ややあてはまる」と答えた親の割合

目標値 95

4,430 4,297 4,038 3,726⑥

成
果

実績値 94.9 94.6 95.5 97.0

達成率 103% 111% 115% 131% -

妊娠期に保健師
が訪問した実人
数

人
妊娠届出時のアンケート等により、特に指導・支援が必要
と判断された妊婦に対し、保健師が訪問した実人数（目標
値は、前年人口動態統計の出生数の６．２％）

目標値 336

95 95 96 97⑤

活
動

実績値 345 360 359 385

達成率 102% 93% 92% 95% -

早期（３７週未
満）に産まれた
子どもの割合

％

区内出生者のうち早期（３７週未満）に産まれた子どもの
割合【低減目標】
　国の割合(平成30年)5.6％　東京都の割合(令和元
年)5.3％

目標値 5.8

323 313 295 272④

5.0 5.0 4.5

成
果

実績値 5.7 6.0 5.9 5.7

各保健センター等での３～４か月児健康診査時に行うアン
ケートで、「子育てを負担に感じたりイライラしたりする」と
答えた親の割合【低減目標】

目標値 5.0

達成率 88% 86% 82% 109% -

5.6 5.4 5.4 5.4③

74.6

75 75 75 75 75

成
果

実績値 5.7 5.8 6.1 4.6
② 子育てを負担に

感じたりイライラ
する割合

％

達成率 95% 95% 95% 99% -

71.1

5.0

事
業
の
概
要

目
的

妊娠期から産後期の母子保健事業を充実することにより、養育困難や生活困窮を未然に防ぎ、健やかな
親子の成長を支える仕組みを「あだちスマイルママ＆エンジェルプロジェクト（ＡＳＭＡＰ）」と総称し、妊娠期
から切れ目のない支援を推進していく。 庁内協働

各保健センター等／関係機関へ
虐待情報等を提供

内
容

１　妊娠届出時アンケートから支援の必要な妊婦を把握、訪問・電話等の支援を実施　２
妊婦に対し個別のケアプランを作成　３　生後３か月までの乳児を訪問するこんにちは赤
ちゃん訪問事業を実施　４　３～４か月児健診を実施 根拠

法令等

児童福祉法、母子保健法、あだち
スマイルママ＆エンジェルプロ
ジェクト事業実施要綱等対応する予算事業名 母子健康手帳・ファミリー学級事業、妊産婦・乳幼児相談事業、妊婦健康診査事業、乳児・１歳６か月児・３歳

児健康診査事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠） 3

①
子育ては楽しい
と感じる割合

％
各保健センター等での３～４か月児健康診査時に行うアン
ケートで「子育ては楽しい」と答えた親の割合

目標値

成
果

視点 ひと 再掲

重点目標
②妊娠から出産・子育てまで切
れ目なく支える

重点項目 子育て不安の解消 記入所属 衛生部保健予防課保健予防係

事業名
№９　あだちスマイルママ＆エンジェルプロジェクト（ASMAP）の推進事業（妊産
婦支援事業、こんにちは赤ちゃん訪問事業、3～4か月児健診事業）

電話番号 03-3880-5892(直通)

E-mail h-yobou@city.adachi.tokyo.jp

実績値 71.3 71.6

29 30 31 2
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

主な内容

区
民
評
価
結
果

③ 主な内容 6・9か月児健康診査委託料 金額 57,268 千円

② 主な内容

反映結果 達成度 方向性

【反映結果の評価】
　毎年度提言内容について、よく検討し対応している。
　妊娠届時から保健師等による妊婦全数面接を行うことで、支援
を要する妊婦を把握することにより「気づく」「支える」「つなぐ」「見
守る」の切れ目のない支援がなされている。これらの取り組みは、
はじめての妊娠はもちろんコロナ禍で不安を抱える妊婦にとって
は大きな心の支えとなっていることであろう。
　昨年度、ASMAPのアプリ、タブレット端末の活用拡大への働き
かけを希望したが、目的外利用にあたり難しいとのことであり残念
であった。
　多文化共生の観点からも、支援につながりにくい外国人世帯へ
のアプローチの強化のため自宅訪問を実施している点は評価で
きる。
　外国人世帯を含め、支援が必要な人に行き届くようアウトリーチ
型の早期介入を継続・強化してほしい。

妊婦健康診査委託料 金額 319,491

73,320
税
外

収
入

国都負担金・補助金 26,750 27,991 26,178

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　令和３年度、新たに３つの支援事業の立ち上げおよび実施に至っており、妊産婦
への切れ目のない支援を強化するという方向性は妥当である。また、コロナ禍にお
いても実施可能な取り組みを模索し、積極的に行う姿勢は評価できる。
　妊娠届時のアンケート結果から「サポートなし」と回答する方が増加傾向とのこと
であった。様々な理由により外出が困難、また訪問も控えたい方に対して、令和３
年度開始のオンライン型の育児栄養相談を対象となる世代に伝えていくとともに、
SNSツールを利用した相談の実施を期待したい。
　産後デイサービスの需要が高いため、今後は施設数、実施回数の増を検討して
いただくとともに、令和４年度実施予定の宿泊型産後ケアにも注目したい。デイ
サービス型は現在1か所しかなく、遠いという理由から利用をしないという懸念も考
えられるため、利用者数も見ながら拡大を検討していただきたい。
　若年層への情報発信として今後SNSなどを利用することや、本事業の情報を積
極的に届けることで足立区で子育てがしたい、足立区に住み続けたいと思う人々
も増えるのではないだろうか。
　また、情報発信の内容は多言語にするなど、外国をルーツとする子育て世帯へ
の発信にも留意していただきたい。

　指標①は目標未達ではあったものの、スマイルママ面接による妊婦全数
面接や各種事業の実施による効果が現れているものと評価する。
　指標③は目標未達であったが、アンケートにより個別支援等早期介入が
できていることは評価できる。母体や子どもに向けた支援のさらなる向上を
期待するとともに、早産児は様々なリスクを抱えるケースがあるため長期的
にフォローをしていただきたい。
　指標④は目標値を大きく上回った。妊娠届出数が1割減少したものの、支
援を必要とする世帯への根気強いアプローチと、コロナ禍の不安に丁寧に
対応したことが結果に結びついており大いに評価したい。コロナの収束後
も、きめ細やかな訪問支援をお願いしたい。
　指標⑥希望者への訪問のほかに、複数回訪問することにより目標値を上
回った。結果、指標⑤も高い実績値を維持している。保健師、助産師の手厚
いフォローが感じ取られ大変評価できる。コロナ禍により実家の支援のみな
らず友人とも会えにくい状況下であるため、心理的ストレスが軽減できるよう
引き続き丁寧なフォローをしていただきたい。

千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】

スマイルママ面接消耗品費 金額 134,701 千円

①

人数 41.84 42.43 45.42 44.03

-

0 0 0 47 -
179,767 -

受益者負担金

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 50,914 51,285 56,726

-
人数 14.19 13.94 15.64 22.97 -

390,722 -計 367,397 375,718 395,563
-

3
770,647

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 633,898 614,492 598,476 668,203 770,647

人件費(b)

総事業費(a+b) 1,052,209 1,041,495 1,050,765 1,132,245

418,311 427,003 452,289 464,042

常
勤

平均給与

29 30 31 2 【庁内評価委員会の評価】

≪評価結果≫

-

8,781 8,855 8,709 8,874 -

　現在、あだち広報や子育てガイドブックならびに区ホームページ等において、オンライン育児栄養相談事業の周知を図っているが、Twitter及
びFacebookによる発信頻度を増やすことにより、子育て世代へのアプローチを強化し、新型コロナウイルス感染拡大等によって外出や訪問を
敬遠したり、産後のサポートを受けづらい方への支援を充実させていく。また、翻訳機能やハッシュタグの活用により、読み手自身が求める情
報を使い慣れた言語で受け取ることが可能となるため、より積極的な情報発信に努める。
　なお、SNS利用による相談事業の実施については、不特定多数のユーザーに同一条件で提供されるサービスの個人情報管理が問題視され
た経緯を鑑み、サイバーセキュリティ対策の状況を注視しつつ、今後の研究課題とする。
　産後ケアについては、令和３年度よりデイサービス型利用対象を産後１年未満まで拡充し、実施回数を増やした（週１回→２回）。加えて、宿
泊型の令和４年度実施に向けて準備を進めているところである。今後、事業の利用状況と拡充効果とを照らし合わせながら、デイサービス型
実施施設の拡充について検証を進めていく。

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①②は、妊婦全数面接等による妊娠早期からの人的支
援、産後ケアや産後育児ストレス相談等の制度的支援の両立の
結果、大きく改善したことは評価する。指標④は支援を要する世
帯への根気強いアプローチにより、受け入れてくれるケースが増
えた結果であり、引き続き、コロナ禍において不安を抱える妊婦へ
のきめ細やかなケアをしていただきたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　コロナ禍において不安を抱える妊産婦への支援を強化する方向
性は妥当である。オンラインを活用した育児栄養相談や多胎児家
庭移動支援を開始するほか、宿泊型産後ケアの実施を目指すな
ど、妊産婦に寄り添った支援の充実を図る姿勢は高く評価でき
る。引き続き、関係機関との連携を図り、早期介入による育児不
安の軽減や虐待予防など、手厚い支援をしていただきたい。

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

視点 ひと 再掲

重点目標
②妊娠から出産・子育てまで切
れ目なく支える

重点項目 子育て不安の解消 記入所属
地域のちから推進部
住区推進課事業担当

事業名 №１０　子育てサロン事業
電話番号 03-3880-5729(直通)

E-mail j-suisin@city.adachi.tokyo.jp

実績値 - 91

29 30 31 2

事
業
の
概
要

目
的

子育てサロンで子育て中の親子同士の交流を活発化させる。子育てサロンでの相談により、子育てに伴う
不安や負担を和らげ、乳幼児がいる家庭の子育てを支援する。 庁内協働

子ども政策課、子ども施設入園
課、地域文化課、区民参画推進
課、保健予防課等

内
容

乳幼児とその保護者が安心して自由に遊べる環境を提供し、常駐しているスタッフが簡
単な子育ての相談やアドバイス、子育て情報の提供を行う。 根拠

法令等

（国）次世代育成支援対策交付金
要綱、（区）足立区子ども・子育て
支援事業計画、（区）足立区子育
てサロン条例対応する予算事業名 子育てサロン管理運営事務、住区施設運営委託事務、直営児童施設運営事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠） 3

① 商業施設等内及び単
独型子育てサロンにお
ける利用者満足度

％
利用者アンケートで、「子育てサロンを利用する目的達成
の満足度」の設問に対し、「満足」「やや満足」と答えた利
用者の割合【新規指標】

目標値

成
果

96

- 75 90 93 96

活
動

実績値 - 67 60 29
② 商業施設等内及び単

独型子育てサロンの０
歳児の新規登録率

％

達成率 - 121% 103% 103% -

93

- - - 32

活
動

実績値 1,739 2,788 2,298 2,034

０歳児の新規登録数/出生数（４月～９月の出生数×２）
【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 2,300③

⑤

成
果

実績値 - 20 16 12

達成率 - - - - -

商業施設等内及
び単独型子育てサ
ロンの相談数

件
商業施設等内子育てサロン（1室）および単独型子育てサ
ロン（12室）においての相談件数【新規指標】

目標値 -

- - - 12④ 児童館子育てサロン
の乳幼児活動の平
均参加組数

組
児童館子育てサロンで実施する乳幼児親子向け事業の1
回あたりの平均参加組数【新規指標】

目標値 -

- - - 500

実績値 - 2473 1792 316

達成率 - - - - -

活
動

実績値 396,504 435,124 372,480 109,087

達成率 - - - - -

児童館子育てサロ
ンの乳幼児活動の
実施回数

回
児童館子育てサロンで実施する乳幼児親子向け事業を実
施した回数【新規指標】

目標値 -

420,000 435,000 380,000 115,000⑥

活
動

達成率 94% 104% 86% 29% -

子育てサロンの
利用者数

人

年間の子育てサロン利用者数
  商業施設等内子育てサロン　15,685人
　単独型子育てサロン　　　　　50,774人
　児童館子育てサロン　　　　　42,628人

目標値 420,000

⑦ 目標値

　 実績値

達成率

達成率

⑧ 目標値

　 実績値

　商業施設等内および単独型子育てサロンでは、ハーフバース
デーフォト撮影の影響もあってか、0歳児の利用率が26.4％から
32.8％に増加した。0歳児の子育ては、不安も多いため、保護者
が子どもから少しの時間離れられるように「ホッとひと息つきませ
んかコーナー」の設置を３か所で先行実施し、リフレッシュできた
との声が多く聞かれ、好評であったため、令和３年度は拡大して
いく。
　商業施設等内および単独型子育てサロンでは、相談対応の研
修を実施するなど、保護者への寄り添いを強化してきた。引き続
き、質の向上に努めていく。

（短期）
・ツイッターにて商業施設等内および単独型子育てサロンの
　混雑状況を発信する。今後も、子育てサロン事業の中でで
　きるＩＣＴ活用を検討していく。
・子育てサロンのプロモーションビデオを作成し、３タイプの子
　育てサロンの特徴を利用者に伝えることで、自分に合った
　子育てサロンを選んで利用できるようにする。
・商業施設のほか、企業などとも連携してイベントを実施する
　など、アウトリーチの強化を図る。
（中長期）
・「足立区子育てサロン整備計画」に基づいた設置を目指す。
・利用者が、地域の中で健全な子育てができるように、地域
　と利用者との橋渡し役を担っていく。

　令和2年度の子育てサロンの運営は、新型コロナウイルス感染症の状況から定
員制（通常の1/2）と、予約での利用優先という形で実施した。
【指標①】利用の満足度については、目標値を上回った。コロナ禍でも開設してくれ
てありがたいとの声が聞かれた。
【指標②】西新井および千住大橋については、区内外の利用率に合わせ、新規登
録者を45％で算出した（令和2年度の西新井については、実績にあわせ72％で算
出した）。0歳児の在宅養育率は74％であり、子育てサロンの必要性は高いと思わ
れるなか、例年の0歳児の新規登録者数は60％以上であった。しかし、令和2年度
については、新型コロナ感染症の影響で激減した。
【指標③】商業施設等内および単独型子育てサロンの利用者が62％減に対し、相
談件数は11％減にとどまった。コロナ禍で親族や友人に会う機会が減る中、子育て
サロンでの相談が増えたと考えられる。
【指標④】児童館で実施する乳幼児親子向け事業の参加率は減少傾向である。在
宅養育率は、年齢が高くなるにつれて減少し、保育園や幼稚園等を利用するため、
児童館の利用対象時児は減少していると思われる。
【指標⑤】児童館で実施する乳幼児親子向け事業数は減少している。利用者層に
合わせた事業展開を図り、身近な児童館ならではの利用者同士のつながりを促進
していく。
【指標⑥】新型コロナウイルス感染症の状況で利用者数は減少した。商業施設等
内および単独型子育てサロンは、62％の減少、児童館子育てサロンは79％の減少
であった。減少率の差は、外出自粛要請が続く中、相談やスタッフとの会話ができ
る商業施設等内および単独型の利用が求められていたと考えられる。商業施設等
内および単独型子育てサロンは相談利用から再開した。7月以降は、商業施設等
内および単独型、児童館子育てサロンすべてにおいて、面積に応じた定員を設け
開室した。利用者の声では、新型コロナウイルス感染症が怖くて外に出られない人
とコロナ禍でも利用したいという人に二極化した。

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①以外、前年度実績値を下回ったものの、コロナ禍においてもサロンの
魅力を高める取り組みもみられた。
　令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の状況から定員制（通常の1/2）
と、予約での利用優先という形で実施したが、その中でハーフバースデーフォ
ト撮影や「ホッと一息つきませんかコーナー」の新規事業を展開したことは評
価できる。指標②は、リピーターだけではなく、新規利用者を増やすための工
夫をお願いしたい。また、コロナ禍で外出や人と会う機会が減る中、子育ての
不安や心配事を相談する場の確保として、子サロの今後のあり方も十分検討
が必要である。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　子育てサロンの中でできるICTの活用や、「商業施設等内」「単独型」「児童
館」タイプごとにプロモーションビデオを作成し、より多くの方が利用しやすい
取り組みを行っていくとのことであるが、各サロン形態の特色を区民にわかり
やすく伝えるものとしてほしい。引き続き、商業施設や企業と連携したアウト
リーチの強化と「足立区子育てサロン整備計画」に基づき、子育てサロンの周
知を図り、事業を展開していただきたい。

・　拠点型子育てサロンでの相談の強化について、特に、生後４か月までのお子さんと保護者を対象とした新規事業「あかちゃんず」で助産師
　 や保健師、栄養士などの講座を設け、育児当初の不安解消につなげていく。
・　現在、混雑状況をTwitterで発信しているが、混雑状況だけでなく、各子育てサロンでのイベント情報等も発信していく。現在、民間委託のサ
    ロンは各事業所単位でTwitterのアカウントを取り、事業所から発信している。区直営については、区のアカウントで所管課から発信している
    が、今後も利用者対応を優先とするため、現場からの発信ではなく、各事業所や所管課からの発信としていく。
・  コロナ禍でイベント中止や限定されたイベント実施だったが、利用者のニーズや状況に合わせたイベントを再開させていく。
・  プロモーションの多言語化については、外国の方も気軽に利用できるような多文化のイベントを実施し、そのイベントのPRもプロモーション
    の一つとしていく。

平均給与

29 30 31 2 【庁内評価委員会の評価】

≪評価結果≫

-

8,781 8,855 8,709 8,874 -
-

3
123,962

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 84,369 117,047 123,218 107,316 123,962

人件費(b)

総事業費(a+b) 94,028 126,788 132,798 125,951

9,659 9,741 9,580 18,635

常
勤

-
人数 0.00 0.00 0.00 0.00 -

18,635 -計 9,659 9,741 9,580
人数 1.10 1.10 1.10 2.10

-

0 1,631 1,392 901 -
49,386 -

受益者負担金

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 0 0 0 0
税
外

収
入

国都負担金・補助金 31,724 43,888 42,115

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　これほどの数で展開されている子育てサロンは、足立区の独自
性ともいえ、高く評価できる。
　サロンでの子育て相談では、心理士や保健師、栄養士などの専
門相談が可能となる工夫をさらに行っていただくとともに、気楽に
参加できるイベント型の事業も増やしていただきたい。
　特徴を動画配信するなど工夫をすることで、サロンがより身近に
感じることができるであろう。利用状況、サロンごとの事業内容が
一目でわかるような情報発信のため、サロンごとのTwitterもしくは
Instagramアカウント開設を希望したい。
　多文化社会を意識して、プロモーションの方法も多言語発信を
希望したい。

　指標①②③は新たに商業型と単独型に関する指標、④⑤は児童館サロン
に関する指標を設定した。
　指標①は目標値を上回った。コロナ禍で孤独や不安になりやすい状況で
子育てサロンの必要性を感じる。コロナ禍でも対策を行いサロンを運営した
点については評価できる。
　指標②③は新規指標かつ目標値が設定されていないため現時点では達
成度の評価ができないが、実績値を見る限りでは、コロナ禍による利用者
数の減少は致し方ない。
　指標④⑤についても達成度の評価ができないが特に指標⑤の実績値は
大幅に減少している。地域に密着した児童型サロンでは、仲間づくりや顔見
知りを増やすことを目的としているため、オンラインを活用していくことで実
施回数および参加人数を増加できるのではないか。
　・指標⑥面積に応じた定員を設けた結果であり致し方ないが、感染症が怖
くて外出できない人とコロナ禍でも利用したい人に双方に対応できるよう、今
後の事業検討が必要であろう。

千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】

サロン委託運営 金額 23,312 千円

① 主な内容

区
民
評
価
結
果

③ 主な内容 サロン臨時職員賃金 金額 8,318 千円

② 主な内容

反映結果 達成度 方向性

【反映結果の評価】
　令和２年度区民評価委員会評価対象外事業のため「反映結果
の評価」記載なし。

委託料（住区センター） 金額 57,081

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

視点 ひと 再掲

重点目標
②妊娠から出産・子育てまで切
れ目なく支える

重点項目 子育て不安の解消 記入所属
子ども家庭部こども支援センターげんきこども家庭
支援課　事業係、家庭支援第一～第三係、要保護
児童対策調整担当、家庭支援担当

事業名 №１１　養育困難改善事業（児童虐待対策等）
電話番号 直通（03-3852-2863）

E-mail kodomo-genki@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

児童虐待の無い、健やかに子どもを生み育てる環境を作る
庁内協働

関係各課：要保護児童対策協議
会の構成機関として、要保護児
童等の早期発見、解決に向けた
連携を実施

内
容

子育てに関する相談を受け、実情の把握、情報の提供を行い、専門機関や地域と連携
して支援にあたる。また、児童虐待や養育困難家庭に対応するための要保護児童対策
地域協議会の開催や児童虐待予防の周知と啓発のための講座やキャンペーン等を実
施する。

根拠
法令等

児童福祉法、児童虐待の防止等に関
する法律、子供への虐待の防止等に
関する条例、要保護児童対策地域協
議会設置要綱　等対応する予算事業名

3

①
児童虐待該当件
数

件
虐待通告受理件数のうち、実際に虐待のあった件数
【２８年度から定義変更】【低減目標】

目標値

養育困難改善事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 675 745 815

29 30 31 2

910

達成率 98% 89% 85% 82% -

663 660 696 745 840

活
動

実績値 1,631 1,520 1,490 1,322
② 児童相談件数

（児童虐待通告
除く）

件
児童虐待通告以外の養護相談・育成相談・その他各種児
童相談の件数（目標値は過去3年実績値の平均とする）

目標値 1,625

達成率 100% 95% 91% 85% -

1,593 1,634 1,547 1,469

成
果

実績値 73 73 79 66

③
児童虐待解決率 ％

虐待解決数（訪問指導や関係機関との連携により、虐待を
起こす要因が解消された数）÷虐待件数

目標値 80

達成率 91% 91% 99% 83% -

80 80 80 80

活
動

実績値 222 237 256 268

④ 要保護児童対策
地域協議会の開
催

回
関係機関と連携した対応状況を示す指標として、要保護
児童対策地域協議会（個別ケース会議も含む）の開催回
数　　【２８年度から定義変更】

目標値 220

達成率 101% 103% 111% 96% -

230 230 280 290

成
果

実績値 145 188 184 71

⑤
児童虐待予防講
座の参加人数

人
児童虐待防止啓発事業の成果として、下記⑥事業（オレン
ジリボンキャンペーン除く）の参加人数

目標値 199

達成率 73% 95% 84% 34% -

198 218 210 200

活
動

実績値 15 11 12 7
⑥

児童虐待予防講
座の実施回数

回
児童虐待防止啓発事業（子育て交流講座（ＮＰ講座）、イラ
イラしない子育て講座、講演会、オレンジリボンキャンペー
ン等）の実施回数

目標値 16

達成率 94% 100% 100% 58% -

11 12 12 12

　 実績値

⑦ 目標値

達成率

　 実績値

⑧ 目標値

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

指標1：児童虐待該当件数は平成28年度から低減目標とし、目標値は過去3年
間の実績値の平均としている。児童虐待通告受理件数は1,053件と、初めて
1,000件を超えた。当該“通告”のうち虐待に該当する件数は、前年度に比べ1
割強増の910件となった。高い危機意識を持ち、迅速かつ的確に実情把握す
るとともに、関係機関と一層の連携強化を図りながら、児童虐待に係る対応を
行っていく。
指標2：児童虐待通告以外の、児童“相談”の件数は1,322件となり、前年度と
比較して減少した。
指標3：児童虐待該当件数の増加に加え、コロナ禍で訪問等による面会が制
限されたことや、各事案の複雑化及び多様化によって、養育環境改善には長
期的支援を要する案件が増加し、目標値を下回った。なお、令和2年度は、専
門相談員の係編成を2係体制から3係体制に拡充するとともに、保健面からの
リスクアセスメント力、ケア力の向上のため、新たに保健師1名を配置し、児童
家庭相談体制を強化した。
指標4：要保護児童等への対応状況の進行管理や援助方針決定を目的として
行う進行管理会議の開催回数を5割（72回→108回）増やした。これにより全体
の開催回数も前年度を上回る268回となった。
指標5：新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって定員を縮小する必要が
あり、前年度実績を大幅に下回った。申込者数が定員を超過することもあった
が、全体として児童虐待予防講座の参加人数は減少した。
指標6：新型コロナウイルスの感染拡大による緊急事態宣言発令中は安全確
保を優先し、講座を中止とした。宣言解除の時機を捉え、安全対策を徹底した
上で、年度当初の予定にはない日程で追加開催を行ったが、合計の実施回数
は減少した。

国が定めた「市町村子ども家庭支援指針」に基づき、市区町村は、
すべての子ども及び妊産婦等の福祉に関し、必要な支援に係る業
務全般を行うことが求められている。さらに、「要保護児童対策調整
機関」として、要保護児童等に対する支援の実施状況を把握し、関
係機関等との連絡調整を行う役割も求められる。
児童虐待該当件数の増加、さらに各事案の複雑化及び多様化に対
応するため、関係機関と連携し、児童虐待の予防、早期発見、再発
防止に向けた取り組みを継続する。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
【短期】児童虐待予防講座について、対面開催の強み(ロールプレイ
ング等)を踏まえたうえで、有効的な実施方法を研究していく。コロナ
禍において児童虐待防止を推進するために、SNSやメール配信を含
め情報発信媒体の充実に取り組む。保護者には、区が新規作成し
た面前DV（心理的虐待）防止用リーフレットを活用し、支援の効率化
を図る。子どもに対しては、全区立小学校の児童へ定期的(4年次)に
豆本(フリーダイヤルキッズライン)を配布し、相談方法を周知する。
関係機関には、実務者用「児童虐待予防・養育支援マニュアル」抜
粋版を継続配布する。
【中・長期】子ども家庭総合支援拠点としての機能を高めるため、心
理職、保健師を含め、適正な人員配置や育成、関係機関との連携に
努めるとともに、児童虐待防止啓発事業を継続する。また、児童相
談所への職員派遣を継続しながら、区の児童虐待に係る対応力も
向上させていく。

達成率
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

20,320

令和３年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

166,010 180,393 175,752 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 150,411

計 96,591 107,146 122,361 124,680 -

-
人数 11.00 12.10 14.05 14.05 -

-
人数 15.00 16.00 16.00 16.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 53,820 58,864 58,032 51,072 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 6,228 7,187 11,853 7,745 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　すべて目標を達成できなかったものの、児童虐待対応は常に困難を極める
ものである。特にコロナ禍で学校等の休校中、状況が見えない中での対応は
困難なものであったと推察する。
 　指標③の児童虐待解決率は例年を下回り、指標①児童虐待該当件数は増
加している。複雑化及び多様化する事案の増とコロナ禍で対面指導の制限が
あり対応がさらに困難であるが、引き続き高い危機意識を持ち、迅速かつ的
確に取り組んでいただきたい。
　指標⑤⑥新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、参加人数の絞り込み
と講座を中止したことにより減少したものの、感染症の状況を考慮しながら追
加開催も実施しており評価できる。今後、コロナ禍に関わらず児童虐待防止
啓発を行う方法を検討していただきたい。
【今後の事業の予定、方向性への評価】
　子ども家庭総合支援拠点として関係機関との連携に努め、児童相談所へ職
員を派遣するなど区の児童虐待対応にかかる対応力をあげようとする方向性
は妥当である。引き続き、区民・保護者に虐待防止のための情報発信を行
い、他人ごとではなく、当事者意識を高く持てるようなわかりやすい周知を行っ
ていただきたい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 13,346 15,210 18,947 14,568 20,320
総事業費(a+b) 163,757 181,220 199,340 190,320

① 主な内容 きかせて子育て訪問事業 金額 3,756 千円

122 0 0 0 -

③ 主な内容 あだち・ほっとほーむ事業 金額 2,439 千円

② 主な内容 養育支援訪問事業委託 金額 2,836 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　「子どもに係る多くの人に虐待の知識を伝え、身の回りの虐待へ
の感度を高めていただきたい」という提言に対し、高い危機意識を
もって関係機関への連携を実施したこと、面前DV防止用リーフ
レットの活用やSNS、メール配信による情報発信をさらに努めると
いう点で評価できる。それらに加えて、保護者以外に子どもと近い
距離にあり、虐待をする可能性が高まる存在にも重点的に働きか
けることを期待する。
　「児童虐待防止の視点から子どもにも教育的な働きかけが望ま
れる」という提言に対し、４年次での豆本の配布を行っていくとある
が、自分の身を守る意味でも全学年を対象に配布するなど、より
広範囲の子どもに積極的に働きかけていただきたい。さらに、ファ
イルや下敷きなど、多くの子が持ちやすくかつ長持ちするものを通
した伝達についても検討していただきたい。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標①～⑥において、全て未達であったのは残念だった。
　指標①児童虐待通告件数が増えることはよい。まず虐待を見つけ
ることが大事であり、これからも迅速かつ的確な虐待の把握とそれ
にともなう対応を続けていただきたい。
　指標②虐待通告以外の相談も関係機関と連携を取りながら対応
できている。適切な支援につながっており評価したい。
　指標③目標を大きく下回った。各事案の複雑化および多様化によ
り長期支援を要するとのことであった。児童家庭相談体制を強化す
るため、職員の配置・編成を見直した点は評価できる。
　指標⑤⑥緊急事態宣言発令中は講座を中止したため目標値を下
回ったが、解除後に追加日程で実施したことは評価できる。

　児童虐待に係る対応力の向上や適正な人員配置・育成、関係
機関との連携に努める方向性は妥当である。乳幼児等へのケア
力向上のための職員を配置するなど体制を強化させていただき
たい。
　児童虐待予防講座では、対面開催の強みを踏まえた有効的な
実施方法の研究も重要である。加えて、対面の良さと、対面には
ないオンラインの活用、講座実施方法を検討していただきたい。
　心理的虐待防止リーフレットは、支援の効率化を図るうえでも効
果的であり、継続してほしい。
　情報発信という面では、子どもと彼らに関わる一人ひとりに向け
た根気強く積極的な発信を継続して行っていただきたい。
　引き続き児童相談所との連携強化や、区内4警察署との協定運
用の今後の展開、ＳＮＳ、メールの配信など多方面からの児童虐
待対策に努めていただきたい。

反映結果・反映状況

児童虐待の通告件数・該当件数が増加傾向にあるため、引き続き、迅速かつ的確な虐待の把握及び必要な保護者指導を行う。
・乳幼児等へのケア力を向上させるためにも常勤の専門職（保健師・心理職）の計画的な増員を検討していく。
・児童虐待予防講座は受講者同士がその場で話合いながら進めていく形式で行うため、オンラインの活用は困難だが、面前ＤＶリーフレットの
継続的な活用に加え、一般向けの児童虐待予防では、区ＨＰに啓発用ページを設けメール配信やＳＮＳを活用した周知も含め、オンラインによ
る情報発信を検討していく。
・子ども向けには豆本（フリーダイヤルキッズラインの周知）の広範囲な配付や他の相談先も記載されたグッズによる啓発も含め、効果的な周
知方法について検討していく。
・個別ケース会議においては、児童相談所や区内４警察署などの関係機関と情報共有を図り、関係機関相互で補い合いながら支援の強化を
図っていく。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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Ⅳ　重点プロジェクト事業 事業別評価の反映結果



令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

40 40

25 25 25

200 200 225

記入所属
福祉部親子支援課
ひとり親家庭支援担当

90% 80% -

36 32

40

-

電話番号 03-3880-5932(直通)

E-mail hi-shien@city.adachi.tokyo.jp

- -

29 30 31 2

目標値

根拠
法令等

母子及び父子並びに寡婦福祉法

3

- -

- - - - 50

視点 ひと 再掲 ひと

重点目標
②妊娠から出産・子育てまで切
れ目なく支える

① ひとり親家庭向け事
業が困りごとの解消
につながったと回答
した参加者の割合

％
サロン・就労支援セミナー・講座での参加者アンケートで、
「困りごとの解消につながった」と回答した割合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【新規指標】

成
果

対応する予算事業名 ひとり親家庭総合支援事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

重点項目 子育て不安の解消

事業名 №１２　ひとり親家庭総合支援事業

実績値

事
業
の
概
要

目
的

ひとり親家庭の自立を支援し、生活の安定と向上を図るため、個々の家庭の状況に応じた子育てや生活
の支援、就労支援などを行う。 庁内協働

保健予防課、青少年課、みどり推
進課、教育相談課、足立福祉事
務所、子どもの貧困対策担当課

内
容

　就労や生活支援などひとり親家庭に必要な情報提供をはじめ、相談・交流事業を充実
させ仲間づくりや交流のきっかけにするなど、子どもの貧困対策と連携したきめ細やか
な支援の推進に努める。

② ひとり親家庭向け交
流事業年間参加世
帯数

世帯

達成率 - - - - -

成
果

実績値 364 409 273 218

ひとり親家庭向け交流事業「サロン豆の木」に参加した世
帯数
目標値＝年間見込み世帯数
実績値＝参加した世帯数

目標値 400

達成率 91% 93% 61% 45% -

440 450 480 480

活
動

実績値 22
ひとり親家庭向け交
流事業年間実施回
数

回

サロンや体験型企画等ひとり親家庭向け交流事業を実施
した回数
目標値＝年間予定回数
実績値＝実施した回数

目標値 22

29

30

達成率 100% 97%

③

成
果

実績値 13 22 25 18
ひとり親家庭向け就
労支援事業を活用し
て就労した人数

名

ひとり親家庭を対象に、区が実施した自立支援給付金事
業を活用後、就労（正規雇用）した人の数
目標値＝年間見込み数
実績値＝就労者数

目標値 20④ 20

達成率 65% 110% 100% 72%

-

⑥

活
動

実績値 115 165 157 150
ひとり親家庭向け就
労支援事業を活用し
た人数

名

ひとり親家庭を対象にした就労支援給付金補助をはじめ、
就労セミナー・講座等区が行う就労支援事業を活用した人
の数
目標値＝年間見込数、実績値＝利用した人数

目標値 180

600
達成率 64% 92% 79% 75%

対面、メール、電話
等でひとり親家庭か
ら受けた相談件数

⑤ 180

件

窓口、サロン、就労支援セミナー・講座、メール、電話等で
ひとり親家庭から職員が受けた相談件数
目標値＝相談見込件数（延べ）
実績値＝相談件数（延べ）

目標値 550

活
動

実績値 527

達成率 96% 102% 82% 112% -

613 533 728

650 650 650

達成率

⑦ 目標値

　 実績値

達成率

⑧ 目標値

　 実績値

①支援が必要と思われる世帯の状況把握と支援情報の提供による
困りごとの解消
令和2年度の孤立のおそれがある世帯へアンケート調査を行い、回
答世帯の約94％に困りごとを確認したが、うち半数以上は支援事業
の利用がない世帯であった。豆の木メール・アプリの登録促進およ
びＤＭ等で支援情報を提供し、困りごとの解消につなげていく。
②サロン事業の新規参加世帯数を増やす
ハイブリッド型サロンの開催により、コロナ禍でも参加しやすい環境
を整え実施していく。

【短期】児童扶養手当世帯で就労等による所得もなく孤立の可能性
が高い世帯は、令和3年1月時点で388世帯。所得発生による当該層
から抜け出した世帯もあったが、転入や所得の減少などで新たに当
該層になった世帯の方が多く微増となった。今後は、対象世帯に実
施したアンケート調査による実態把握の結果を踏まえ、必要な支援
情報の提供・窓口等での面談をしながら各世帯の困りごと解消に取
り組んでいく。サロン事業は、相談支援型でオンライン開催を行い参
加者を増やしていく。就労支援事業では令和3年度限定で拡充され
る支援制度を周知し、就労に活かせる資格取得や技能修得を促し、
職業的自立に向けた活動を支援していく。
【中・長期】
事業の効果を確認しながら就労支援・交流・相談事業を推進し、ひと
り親世帯の困りごと解消と生活の安定を支援していく。

【指標1】令和3年度より実施。
【指標2】新規57世帯、父子10世帯が参加。父子世帯については、ＤＭ送付に
よる個別の働きかけを行ったことで参加が増え、企画型サロンでは1世帯の参
加定着が見られた。サロン事業の満足度は、93％と引き続き高いものになって
いる。また、サロン以外の体験機会の提供として、足立区生物園の協力を得て
「豆の木体験チケット（無料入園券）」を発行し、申込みのあった親子(85世帯）
に提供した。
【指標3】月3回のサロン29回、体験型3回開催。緊急事態宣言発出による開催
中止で回数減となった。新しい地域での開催は、コロナ禍で施設の利用人数
制限もあり広い会場の確保が難しく、中央本町、六月、五反野など計4回となっ
た。
【指標4】給付金事業の修了者30名中18名が正規雇用で就労した。資格の取
得や技能の修得は、子育て中の非正規就労者においても収入の向上につな
がる支援となっている。就労支援事業の満足度は、93％と引き続き高いものに
なっている。また、平成30年度自立支援事業等修了者の１年後の就労状況の
変化では、新たに3名が非正規から正規雇用につながっていることが確認でき
た。
【指標5】セミナー参加者97名（申込者164名）、給付金事業利用者53名。相談
者や他事業利用者への案内等によりセミナー参加者は前年度より約3割増え
たが、コロナ禍で活動しにくい状況もあり、支援事業の利用につながる人は少
なかった。
【指標6】就労相談300件、その他相談428件。令和2年4月に児童育成手当受
給者約6,900世帯へ「しごととしかくの応援ブック」を配布した効果もあり、相談
件数が前年度比約3割増となった。また、令和2年度から開始した相談支援型
サロンでのＬＩＮＥ等相談件数は、471件となり、区の窓口以外での気軽に相談
できるツールとなっている。

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

　オンラインでの事業展開については、今後も委託事業者とともに開催事業等について検討を続けていく。
　拡充される就労支援制度も含め、ひとり親支援制度については、現況届を発送する際にチラシを同封したり、応援アプリ・メールで定期配信
するなど、様々な周知方法によって情報発信し、結果につなげる努力をしていく。
　外国人世帯については、区ホームページに掲載しているものは、自動翻訳機能により100言語以上に翻訳可能であるため、外国人世帯にお
いても情報を得やすいよう、サロン豆の木開催のお知らせなど随時更新、掲載していく。また、応援アプリについても英語、中国語、韓国語へ
の自動翻訳機能があるので、応援アプリを活用した情報発信を強化していく。
　正規就労をしておらず、他者との関わりが低いと思われる孤立の可能性が高い世帯へは、サロンのお知らせや就労支援制度のお知らせを
送付したり、アンケート回答から電話番号が判明している世帯へは、ひとり親家庭支援員から電話をするなど、個別のアプローチを行なってい
く。また、転出や婚姻など、世帯の状況は変化していくので、世帯の再抽出及びアンケートによるお困りごとの把握については、毎年更新を行
なっていく。

8,781 8,855 8,709 8,874 -

29 30 31 2 【庁内評価委員会の評価】

≪評価結果≫

35,525 40,287 39,922

常
勤

平均給与

86,574 68,469 70,959

人件費(b)

総事業費(a+b) 95,740 118,700 126,861 108,391

25,767

-

-

3
70,959

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 69,973 83,175

27,154 -計 11,415 20,809 25,779

14,352 14,716 14,508

-
人数 4.00 4.00 4.00 4.00

0 0
税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0
12,768

-

0 -
受益者負担金

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 -

-

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

【反映結果の評価】
　昨年度の提案を受け、サロン事業においてzoom等を使った企画
を積極的に行い、コロナ禍でも参加しやすいように工夫している点
は、評価できる。事業についてはオンラインでの対応がもう少し豊
富になることを期待したい。
　外国人世帯にも配慮した開催を検討していく点は評価できるが、
もう少し具体的な提案がなされてもよいと思われる。今後、より積
極的な取り組みを期待する。
　令和2年度より開始した、相談支援型サロンでのLINE相談は時
代に合わせて気軽に相談ができる点も素晴らしい。
　従来から提案していた父子世帯へのアプローチは、DM送付で
の働きかけにより参加が増えたことを評価したい。
　豆の木メール、応援アプリ登録者向けの「豆の木体験チケット」
プレゼント企画は遠出が難しい状況で、親子ともにリフレッシュで
きるよい機会となったであろう。

就労支援各給付金事業 金額 46,480

千円主な内容

反映結果 達成度 方向性

主な内容

　コロナ禍により、所得の減少で悩む世帯が増加傾向にある中、「しごととしか
くの応援ブック」の認知度をさらに高め、資格の取得や援助等の情報が支援
が必要な方々に確実に届くことを望む。
　セミナー参加者が多かった一方で支援事業の利用につながることは少な
かったため、令和３年度限定で拡充される支援制度の周知にも力を入れ、結
果に繋げていただきたい。情報が行き届くことで、時間は要するが就労者も増
加するのではと考える。周知の仕方は、例えば子育てサロン等配付場所の拡
大や、SNSを駆使した情報発信も検討していただきたい。就労支援事業は、
資格取得、技能習得を促し職業的自立を促進させる生活の安定を図っていく
ため、引き続き支援していただきたい。
　孤立の可能性が高い388世帯に対して実施したアンケート調査による実態
把握を踏まえ、父子世帯、母子世帯、子どもの人数、年齢、国籍等の対象者
別に必要な支援、情報の発信、面接等をしながら、より個別性に配慮しながら
各世帯への困りごとの解消をしていただきたい。
　本事業の内容は大変充実しているが、ひとり親全体数から考えるとアプロー
チできている家庭は限られているため、今後もさらなるアプローチ数の増加に
期待したい。

　指標①は、令和3年度新規指標のため達成度の評価ができない。指標②
～⑥の成果を測る指標であり、来年度事業評価・分析を実施する。
　指標②は未達ではあるが、DM送付等による個別アプローチにより父子世
帯の参加が増えたことは評価できる。
　指標③は緊急事態宣言下により事業を中止したため、実績値が低下し
た。対面での事業が難しい場合、オンラインまたはハイブリット形式といった
実施方法の拡充も検討する必要があろう。
　指標④は資格を取得することにより正規就労でなかった12名も収入増に
つながっており評価できる。
　指標⑤はセミナー参加者が前年度より約3割増だったものの、支援事業の
利用は減少していることから、利用者の増加に繋げていただきたい。
　指標⑥は、しごととしかくの応援ブック配布の効果もあり、相談件数が約3
割増加した。人員増がない中での相談件数増加は負担が予想されるが支
援が必要な世帯に丁寧に面接をしながら、各世帯の困りごと解消に取り組
んでいただきたい。

千円

庁
内
評
価
結
果

区
民
評
価
結
果

③ 主な内容 交流事業（サロン豆の木） 金額 3,374 千円

②

全体評価 【区民評価委員会の評価】

学習支援事業（派遣型） 金額 9,090

①

【目標・成果の達成度への評価】
　指標⑥は目標値を大幅に上回った。新型コロナウイルス感染症に
よる景気悪化によるものと考えられるが、増加した相談にもしっかり
対応した点を率直に評価したい。また、指標①を新たに追加し、事業
の効果を測るようにした点も評価できる。今後は事業効果を確認しな
がら、各事業を少しずつブラッシュアップしていくことを期待する。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　孤立の恐れがある世帯へ重点的に注力する点や、当該世帯へ実
施したアンケートをもとにエビデンスベースで事業を検討していく姿勢
は正しいと考える。一方で、ひとり親の相談は多様化しており、担当
のみで対応することは困難になりつつあるのではないか。マザーズハ
ローワークなど関係機関との連携を深め、「つなぎ」の機能を強化して
ほしい。また、支援が必要だが区の情報が届いていない方々の把握
について常にアンテナを張り支援の情報を届けていただきたい。

人数 1.30 2.35 2.96 3.06

0 0

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

視点 くらし 再掲 まち

重点目標
⑤区民の命や財産を守りくらし
の安全を確保する

重点項目
ビューティフル・ウィンドウズ運動の
強化

記入所属

危機管理部危機管理課生活安全推
進担当
都市建設部市街地整備室まちづくり
課

事業名
№１３　ビューティフル・ウィンドウズ運動（地域防犯力の向上・防犯まちづくり事
業）

電話番号 03-3880-5838(直通)

E-mail kikikanri@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

地域住民の自主的な防犯活動の活性化、防犯防火意識の向上、防犯パトや街角防犯カメラ設置等防犯
環境の向上を行い、生活安全条例に基づく安全で安心な地域を実現する。 庁内協働

ビューティフル・ウィンドウズ運動と
して、全庁的に協働。特に地域調整
課、交通対策課、まちづくり課と密
接に協働。

内
容

（１）地域防犯活動助成（防犯パトロール等実施団体への装備助成）、（２）防犯カメラ設置助成、（３）防犯
カメラ維持補修助成、（４）防犯防火の啓発事業、（５）区内防犯パトロール（委託事業）、（６）街角防犯カメ
ラの設置、（７）まちの防犯診断の実施、（８）「ながら見守り参加登録者」による見守り活動、（９）防犯まち
づくり推進地区の認定・支援

根拠
法令等

生活安全条例、地域防犯活動助成
金交付要綱、防犯まちづくり推進地
区認定要綱、ながら見守り参加登
録要綱対応する予算事業名

3

① 体感治安が「良
い」と感じる人の
割合

％ 世論調査による

目標値

生活安全支援事務、まちづくり推進事業管理運営事務の一部

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 54.3 53.4 58.3

29 30 31 2

61.6

達成率 - 94% 101% 103% -

- 57 58 60 62

成
果

実績値 6,633 5,230 4,764 3,693

②
区内刑法犯認知
件数

件
１月から１２月までの区内刑法犯認知件数
（警察データは暦年のため）
 【低減目標】

目標値 6,250

達成率 94% 119% 109% 127% -

6,200 5,200 4,700 3,650

活
動

実績値 1,413 1,723 2,069 2,185

③
防犯カメラ設置
台数

台
商店街、町会・自治会、区による防犯カメラ設置台数
目標値＝設置見込台数
実績値＝設置台数

目標値 1,558

達成率 91% 101% 109% 97% -

1,700 1,900 2,250 2,340

活
動

実績値 119 160 139 28

④ 自転車盗難対策
キャンペーン日
数

日
自転車盗難対策の要素が含まれている治安・防犯キャン
ペーンを実施した延べ日数（１日に複数個所で実施した際
は、その数をカウント）※区が参加したものに限る。

目標値 90

達成率 132% 123% 84% 19% -

130 165 150 50

活
動

実績値 9,147 8,745 10,189 10,813

⑤
青パトによるパト
ロール走行距離

Km
区委託契約分（8台）、町会・自治会への貸出分（12台）の走行距
離数の平均値　【平成３０年度から定義変更】全台数の総走行距
離から１台あたりの平均走行距離数に変更。

目標値 8,800

達成率 104% 95% 106% 108% -

9,200 9,600 10,000 11,200

活
動

実績値 - - - 82

⑥ 地域と一体となった
防犯まちづくり事業
取り組み回数

回

防犯まちづくり事業に関する区、及び認定団体の取り組み活動数
区の取組＝広報、SNS、イベント等周知活動＋認定地区へのフォローヒア
リング　地区の取組み＝➀直接活動（パトロール活動等）、②間接活動（花
壇活動）、③ハード・環境整備（防犯灯等）　　【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - 100% -

- - 82 86

活
動

実績値 - - - 1,158

⑦
ながら見守り参
加登録者数

人
ながら見守り参加登録者数
目標値＝登録目標数
実績値＝登録者数

目標値 -

達成率 - - - 232% -

- - 500 500

　 実績値

⑧ 目標値

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

指標①：委託の青パトによるＡＩ(*)を活用した防犯パトロールの試験運用や児
童への声掛け事案、野生動物出没等における緊急事案への迅速な対応、あ
だち広報や横断幕の掲出など「見せる防犯」活動の強化により目標を達成で
きた。
指標②：コロナ禍における外出自粛や飲食店に対する営業時間の時短要請、
リモートの普及など外出する人の減少が影響した可能性は否めないが、警察
と連携した自転車盗難多発地域における警戒や委託青パトによる防犯パト
ロール強化などの対策を講じた結果、目標を達成することができた。
指標③：新型コロナウイルス感染症の影響で町会・自治会における会合や役
員会等の自粛により、防犯カメラ設置の意思決定や設置場所の調整ができな
かったことなどから目標を達成できなかった。
指標④：コロナ禍による各種イベントの中止や町会・自治会等における地域活
動の自粛が影響し、目標を達成できなかった。
指標⑤：コロナ禍による地域活動の自粛や青パトの貸出中止により区民事務
所の青パトの走行距離は３割以上減少したが、委託青パトによるAIを活用した
パトロールの試験走行やコロナ禍の防犯パトロール強化により目標を達成で
きた。
指標⑥：区の取組みは、対面を避けた形式で代替し、周知及び地区へのフォ
ローを実施した。また、コロナ禍で町会・自治会が集団活動を自粛する中、各
地区もそれぞれが工夫し、活動可能な範囲で継続したことにより、目標を達成
することができた。
指標⑦：事業開始の初年度であったが、積極的に周知を行ったことで、個人登
録の約900人に加え、民間企業やＰＴＡなど約250人の団体登録が進んだこと
で、目標を大幅に上回った。

　安全安心なまちの実現には、区と地域と警察が一体となって「足立区
総ぐるみ」で防犯対策に取組む必要がある。しかし、新型コロナウイルス
感染症の拡大により、地域活動の自粛や各種イベント、キャンペーンが
中止となり、啓発活動に大きな影響を与えている。今後は、警察だけで
なく、庁内関係所管との連携を図りながら、コロナ禍を踏まえた防犯対策
や啓発方法を構築するとともに、青パトによる防犯パトロール強化など
「見せる防犯」を意識した取り組みを継続していく。
　また、日常活動から気軽に始められる「ながら見守り」の事業スタート
により、これまで、個人・企業としての高い防犯意識はあったが、地域の
防犯活動に参加するきっかけがなかった方々、特に子育て世代への普
及・啓発を推進していく。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
　短期的には、①体感治安のさらなる向上（「治安が良い」のイメー
ジ６２％以上の達成、②刑法犯認知件数３，６５０件以下の達成③
ビューティフル・ウィンドウズ運動認知率５０％以上の達成を目標に、
自転車盗難や特殊詐欺の対策を継続するとともに、地域団体や区
内警察署と協力し、刑法犯認知件数の約１割を占める「万引き」の
防止など「足立区総ぐるみ」で取り組んでいく。また個人からでも行え
る「ながら見守り活動」の参加者を増やし、さらなる地域の見守る目
を増やすことで、犯罪の起こりにくいまちを目指す。
　中・長期的には、「見せる防犯対策」を意識しながら各種施策を推
進していくとともに、各種対策の取り組み状況や刑法犯認知件数の
減少による治安の改善を正しく伝えるため、ＳＮＳや広報等により積
極的に発信し、区内外の「治安が悪い」というイメージを払拭してい
く。

達成率
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

337,032

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

64,256 64,877 73,469 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 58,181

計 47,417 53,219 53,996 63,893 -

-
人数 5.40 6.01 6.20 7.20 -

-
人数 3.00 3.00 3.00 3.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 10,764 11,037 10,881 9,576 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0 0 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　コロナ禍で啓発活動が制限される中、【指標①②】は目標を達成し、特
に刑法犯認知件数は、戦後最少であった令和元年度から、さらに２割減
となる快挙を達成した。外出自粛の影響があったとはいえ、これまでの
「足立区総ぐるみ」で地道に取り組んできた成果であると評価したい。
　【指標⑦】については、事業初年度で目標を大きく上回る登録者数と
なった。引き続き登録者数を増やすとともに、登録者の存在を効果的にア
ピールすることで、「見せる防犯」の一翼を担ってほしい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　これまで毎年のように新たな対策を打ち出し、成果を挙げてきたが、今
後も手を緩めることなく、様々な主体と連携しながら、さらなる安全・安心
に向けた取り組みを期待する。また、シティプロモーション課や報道広報
課とも連携し、治安の改善状況を効果的に区外にもＰＲしていくことで、特
に、いまだ区民以外には根強く残る「治安が悪い」というイメージを払拭し
てほしい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 187,836 187,443 186,242 189,831 337,032
総事業費(a+b) 246,017 251,699 251,119 263,300

① 主な内容 区内防犯パトロール委託（青パト） 金額 87,362 千円

0 0 0 0 -

③ 主な内容 区内防犯パトロール委託（徒歩パト） 金額 24,787 千円

② 主な内容 町会・自治会防犯カメラ補助金 金額 53,740 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　ゲートウェイ犯罪とも言われる万引き対策を発展させ、ＡＩ活用の
防犯カメラを小規模店に導入するなど、時代の最先端を切り開く
対策が進められている。「見せる防犯対策」の１つでもある青パト
については、24時間体制や走らせ方の工夫など、犯罪の抑制を
高める工夫を継続して行っている。自転車盗難対策キャンペーン
のレパートリー増加など、時間経過とともに抑止力が低下する状
況を防ぎ、事業を効果的にメンテナンスできている。
　また、区民への防犯アピールや特殊詐欺対策など、ここ2，3年
の「足立区総ぐるみ」の良策により、体感治安が「良い」と感じる人
の割合も年々増加し、区内の刑法犯認知件数も減少傾向が継続
できている。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標①と②は、活動指標③④⑤⑥⑦の成果もあり、目標を順調に達成し、経年的にみても目覚
ましい成果を挙げている。「見せる防犯」を戦略的かつ効果的に展開できており、今後の発展にも
期待したい。
　指標③は、概ね目標を達成できている。コロナ禍の影響を受けながらも、設置台数を増加するこ
とができている。コロナ禍の状況を踏まえて、今後、どのように取り組んでいくべきかを検討し、新
しい展開を期待したい。
　指標④は、目標を達成することができなかった。コロナ禍の影響を大きく受けた取組ではある
が、コロナ禍でも出来る取り組みを模索して、工夫をしてほしい。
　指標⑤は、目標を達成することができた。コロナ禍においては委託の青パトが成果を挙げ、不足
分を補うことができていた。以前から、多様な手段を確保していたことが、功を奏したと考えられ
る。また、指標の今後の方向性として走行距離に着目すべきか、効率性を上げていくことで距離も
短くなる可能性もあるので、指標の在り方について再検討をしてほしい。
　指標⑥は新規指標であるが、実績値を算出することができており、目標を達成できている。取り
組みの活動数を問う指標になっているが、今後は活動の「質」や「網羅性」についても、高まってい
ることを示してほしい。
　指標⑦は、事業開始初年度で目標の2倍以上の実績を積み上げることができている。今後は、
実際に登録者がどのような活動を実践することができ、どのようなことを経験したかなど、内容面
での充実を示してほしい。

　今後も目標値を引き上げて体感治安を向上させていくためには、世代や性
別など、世論調査の掘り下げ、体感治安を上げていきたい残り4割にターゲッ
トを絞って戦略的に取り組むことが重要になる。特に20代の若い世代にイメー
ジアップ対策が必要かどうかを検討してもらいたい。若い世代のイメージアッ
プが実現できれば、発信力も大きいので、他区から見た足立区のイメージも
変化する可能性がある。足立区外に向けての広報と同時に、取り組むことを
期待したい。
　また、先駆的または試行的な取組を実施する一方で、コロナ禍で停滞してい
る取組もあると思われる。停滞した動きを解決していくためには、大胆な改革
により時代にあわせた変化も必要だと考えられるので、そのままにせず、検
討を試みることを期待したい。
　なお、「見せる防犯対策」を足立区総ぐるみで取り組んでいることが、刑法犯
罪認知件数の減少につながり、治安改善につながっていることを、適切にＰＲ
して区民にも知らせてほしい。想定を遥かに上回る登録者数だった「ながら見
守り活動」の参加者が、自信を持って活動に参加する後押しにもなると思わ
れる。関係機関のみならず、区民の仲間も増やし、これからも犯罪が起こりに
くい街づくりを目指してほしい。

反映結果・反映状況

　刑法犯認知件数の減少に向け、区・地域・警察が一体となって「足立区総ぐるみ」で防犯対策に取り組んできたことにより、2年連続で戦後最少を更
新した。各警察署とも連携を図り、認知件数の約3割を占める自転車盗や、特殊詐欺、万引きなどの的を絞った対策を強化するとともに、青パトによる
24時間365日の防犯パトロールの運行台数をさらに増加するなど、「見せる防犯」を意識した取り組みを推進していく。
　新型コロナウイルス感染症の影響が続き、啓発活動が制限されるなか、掲示物の工夫などの非接触型の取組みが、マスコミにも取り上げられるな
ど、防犯対策のＰＲの一助となった。引き続き、コロナ禍における啓発方法について工夫をしながら取り組んでいく。
　防犯まちづくりの観点では、地域で取り組む「防犯まちづくり推進地区」がなじまないエリアでも、個人から始められる仕組みとして「ながら見守り」を
開始した。「防犯まちづくり推進地区」に加えて、区内ブロックごとの「ながら見守り登録者数」が把握できており、ご指摘にあった「網羅性の指標」につ
いては、以上の理由から現時点では指標化せずに、今後は偏在値を確認しながら空白エリアへの周知・啓発活動をさらに進めていく。また、活動者の
「質」を上げるため、活動の定着と深度化を図るとともに、活動者が自信を持って活動を継続できるよう、治安の改善状況や活動者の取組みなど、区
のイメージアップに向けた各種情報発信を進めていく。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度

52

Ⅳ　重点プロジェクト事業 事業別評価の反映結果



令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

【指標①②】「ビューティフル・ウィンドウズ運動（地域防犯力の向上・防犯まち
づくり事業）」の再掲
【指標③】新規指標
【指標④】コロナ禍による各種イベントの中止など、活動を控えた団体があり、
事業の展開数が減少した。令和２年度は美化推進協議会の個人、町会・自治
会、商店街での小規模な清掃活動の実施を促し、実施団体にはごみバサミを
配布した。学校の参加を増やすため、区立小中学校を対象に通年で清掃活動
に参加できる「いつでも！ごみゼロ地域清掃活動」を開始した。
【指標⑤】ごみ屋敷対応：令和2年度まで累計受付267件、解決221件
美観上課題のある案件34件のうち、粘り強く継続した説得や関係機関との連
携等対応を行い、令和2年度は10件を解決した。なお、指標について令和２年
度まで樹木、その他も含んだ解決率であったが、令和3年度より事業の実績を
明確にするため、ごみ屋敷のみの解決率に定義変更を行った。
【指標⑥】令和２年度不法投棄総合窓口受付件数1442件、前年度比20.2％増
加。令和２年度末時点、不法投棄通報協力員数3530名、前年度比48.6％増
加。
【指標⑦】落書き対応：令和2年度受付266件、消去261件
区の落書き消去支援について、東京2020大会開催までに「落書きゼロ」にする
ため、粘り強く管理者を説得し、消去してきた。
【指標⑧】令和元年１０月から、引き取り施設（移送所・駐輪場）を８か所から１
２か所に拡大し、受け入れ体制を強化。実績は前年比＋５００件となり、台数
は増加傾向にあるが、それに伴って自転車の撤去台数は減少傾向にあり、放
置自転車対策として成果が上がっている。新規指標の事業となるが、目標達
成を目指していく。

指標⑤についてはこれまでごみ屋敷・樹木・その他を含めた解決率としていたが、
ごみ屋敷のみの解決率に定義変更を行った。
【美化推進事業】コロナ禍にあっては、団体による活動は困難であり、個や子に向
けた事業展開が必要である。
【ごみ屋敷対策】美観上課題のある案件24件の解決が課題である。
【不法投棄対策】不法投棄処理個数がついに目標値を下回った。今後は更に数値
を低減できる方策を検討しなければならない。
【落書き対策】区の支援を拒否する民有地管理者には粘り強く働きかける必要が
ある。
【不用自転車無料引き取り】自転車の廃棄処分単価は年々増大しており、予算の
確保が課題となっている。放置自転車対策の事業全体で予算を抑制するなどの
対策が必要である。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
【美化推進事業】（短期）美化活動を「点から面へ」「キャンペーンから日常へ」発展させる
ため、一人ひとりができる活動の情報を発信する。まずは、普段からごみ拾いをするた
めのごみバサミを、個人に配付していく。（中・長期）これまで培ってきた団体の活動を基
盤に、第２ステージとして「個」と「子」に焦点を当て事業を展開する。
【ごみ屋敷】（短期）2年間で美観上課題のある案件24件を重点的に取り組み解決を図
る。（中長期）解決が難航している案件は、関係機関との連携を一層深め、医療・介護な
ど適切なサービスにつなげ、原因者の生活再建を図る。
【不法投棄対策】（短期）オリ・パラ開催前（5/10～7/21）、オリ・パラ開催中（7/22～9/7）
と期間を分けて不法投棄防止・早期通報強化キャンペーンを展開する。（中長期）オリ・
パラまでの時限付事業である不法投棄民有地対策支援や夜間パトロール等の令和４年
度以降の事業継続を検討する。
【落書き】（短期）東京2020大会開催までに「落書きゼロ」にする。（中長期）「落書きゼロ」
を継続する。
【不用自転車無料引き取り】（短期）令和３年度から、新たに六町駅自転車駐車場にて引
き取りを開始、対象施設を１３か所に拡大する。（長期）対象施設数の拡大により、利便
性の向上と今後も増加が予想される引き取り需要に対応していく。

達成率 - - - - -

- - - 6,533

活
動

実績値 5,472 5,436 6,177 7,987

⑧
不用自転車無料
引き取り台数

台
家庭内で不用になった自転車の無料引き取り台数
目標値＝年間引き取り台数（過去３年間の平均実績）
【新規指標】

目標値 -
達成率 - - 100% 100% -

- 92 98 100

活
動

実績値 - - 92 98

⑦
落書き消去率 ％

落書き消去件数の累計÷落書き受付件数の累計
【新規指標】

目標値 -
達成率 97% 93% 100% 106% -

9,246 9,476 8,960 8,066

活
動

実績値 10,274 9,975 9,432 8,491
⑥

不法投棄処理個
数

個

不法投棄を処理した個数
目標値＝前年度の処理個数の5％減
実績値＝一年間の処理個数　　　　【低減目標】
※Ｈ30年度から民有地の不法投棄処理個数を含む。

目標値 9,983
達成率 103% 108% 113% 116% -

80 80 80 85

活
動

実績値 82.6 86.2 90.7 93.0

⑤
ごみ屋敷の解決
率

％
ごみ屋敷解決件数の累計÷ごみ屋敷受付件数の累計
【R3年度から定義変更】

目標値 80
達成率 113% 104% 95% 94% -

2,046 2,265 2,176 2,192

活
動

実績値 1,928 2,133 2,141 2,052

④
美化啓発活動の
事業展開数

回
区民・団体等と協働した事業の展開数（清掃活動と花いっ
ぱい運動ほか）
目標値＝前年度実績以上を設定

目標値 1,700
達成率 - - - - -

- - - 50

成
果

実績値 - - - -

③ ごみがなく地域が
きれいになったと
感じる区民の割合

％
世論調査による
【新規指標】

目標値 -
達成率 94% 119% 109% 127% -

6,200 5,200 4,700 3,650

成
果

実績値 6,633 5,230 4,764 3,693
②

区内刑法犯認知
数

件
1月から12月までの区内刑法犯認知件数
（警察データは暦年のため）
【低減目標】【再掲】

目標値 6,250

- 94% 101% 103% -

- 57 58 60 62

3

① 体感治安が「良
い」と感じる人の
割合

％
世論調査による
【新規指標】【再掲】

目標値

美化推進事業、生活環境保全対策事業、自転車の放置対策事業、民営自転車駐車場設置補助金交付事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 54.3 53.4 58.3

29 30 31 2

61.6

達成率

地域のちから推進部地域調整課美化推進
係、環境部生活環境保全課ごみ屋敷対策
係・不法投棄担当、都市建設部交通対策課
自転車係

事業名
№１４　ビューティフル・ウィンドウズ運動（美化推進事業・生活環境保全対策事
業）

電話番号 03-3880-5856美・5410ご・5367不・5914自(直通)

E-mail

事
業
の
概
要

目
的

　まちの美化活動や不法投棄対策、落書き対策、ごみ屋敷対策、放置自転車対策を推進し、生活環境の
向上を図る。まちを大切に思う気持ちを育み、協働・協創によりビューティフルウインドウズ運動の一環で
ある「美しいまち」は「安全なまち」の実現を目指す。 庁内協働

地域のちから推進部、絆づくり担当
部、福祉部、衛生部、都市建設部。危
険老朽家屋については建築安全課と
連携

内
容

　 （1）清掃活動や花いっぱい運動、啓発活動による迷惑喫煙防止対策事業の実施（2）
ごみ屋敷対策事業（3）空き地の草刈対策事業（4）不法投棄対策事業（5）落書き対策（6）
不法投棄の原因となる不用自転車の無料引き取り 根拠

法令等

足立区歩行喫煙防止及びまちをきれいにする条例、生
活環境の保全に関する条例・条例施行規則、廃掃法、
民有地の不法投棄対策支援要綱 、不法投棄通報協力
員設置要綱 、自転車等の駐車秩序及び自転車等駐車
場の整備に関する条例・条例施行規則対応する予算事業名

視点 くらし 再掲 くらし

重点目標
⑤区民の命や財産を守りくらし
の安全を確保する

重点項目
ビューティフル・ウィンドウズ運動の
強化

記入所属
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標①②は、目標が達成できている。ビューティフル・ウィンドウズ運動全体の成果でもあるが、
美化推進事業や生活環境保全対策事業において地道に取り組んできた結果が反映されていると
考えられ、評価できる。
　新規指標の③は、区民目線としては100％を目指すことを期待したいが、現実的な目標が設定さ
れている。現在の予測を上回る実績値になることを期待したい。
　指標④は、目標が概ね達成できている。コロナ禍の影響を受け、中止となったイベントが多い
中、小規模清掃活動や区立小中学校の清掃活動、ごみバサミの配布など、工夫して取り組んでい
る点が評価できる。
　指標⑤は、目標が達成できている。昨年度に引き続き、粘り強い対応や関係機関との連携によ
り、ごみ屋敷問題に取り組み成果を挙げている。
　指標⑥は、目標が達成できているだけではなく、令和元年度の実績値から約10％減しており、今
までの努力の成果が示されている。
　指標⑦は、目標が達成できている。落書きを消去するだけではなく、根絶に向けて再発防止対
策も練られており、評価できる。
　指標⑧は新規指標であり、ねらい通りの成果が挙げられるように創意工夫を期待したいが、引き
取り台数の増減は区民目線で考えると解釈が難しい。増加が良いのか減少が良いのか所管課と
しての考えをより明確にしてほしい。

　不法投棄対策や落書き対応など、美化活動を発展させるためには、区
民の美化意識の改善も必要になる。「一人ひとりができる活動」を積極的
に情報発信し、美化意識を向上させていくことが必要になる。区民の意識
を変えていくような大胆なPRなど、より一層の情報発信に期待したい。オ
リンピック・パラリンピックの開催に向けて、様々な取り組みが推進されて
いる様子が見られるが、その終了後も事業の取捨選択をしつつも必要な
部分を継続して取り組んでほしい。
　また、ごみ屋敷の解決の背景には、居住者の生活課題等が潜んでいる
ことが想定される。ごみ屋敷を物理的に解決しただけではなく、居住者の
生活再建へつながる方法を、関連機関と連携して推進してほしい。
　総じて、全ての運動を「点から面へ」、「キャンペーンから日常へ」と発展
させることが大切である。それにより、より良いまちづくりを加速化し、見た
目だけではなく、区民の心も清らかになるような環境を実現してもらいた
い。

反映結果・反映状況
【美化推進事業】図書館や小中学校と連携し、子どもへの美化啓発活動を展開した。個人での清掃活動を支援するソロクリーン活動を開始した。今後、ＳＮＳや展示を通
じて美化活動のＰＲを推し進め、同時にブースで新規参加者を募るなど区民一人一人の意識向上を図っていく。
【ごみ屋敷対策】　ごみ屋敷世帯の個々に抱える問題の早期発見、早期対処、関係機関との連携を図り、解決率80％以上を維持する。解決が難航しているごみ屋敷は、
関係機関との連携を一層深め、医療・介護・福祉等適切なサービスにつなげることで、原因者の生活再建を図っていく。
【不法投棄対策】「不法投棄・落書き通報」啓発ポスターや不法投棄通報協力員マガジン等の媒体にて積極的に事業ＰＲを行い、通報協力員の増員に努め、不法投棄通
報の勧奨と不法投棄の更なる減少を図っていく。
【落書き対策】 「不法投棄・落書き通報」啓発ポスターを活用した落書き通報の啓発に加え、定期的に落書き点検等を実施し、民有地の落書き消去支援等を通じて「落書
きのない」まちを目指す。
【不用自転車無料引き取り】引き取り台数増加を目指し、令和３年度から対象の移送所・駐輪場を13か所に増やして拡充を図っている。引き取り台数の増加及び廃棄処
分単価の上昇に対応するため、放置自転車対策事業全体で費用抑制を進めていく。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　ごみ屋敷対策は、解決率が今年も９割を超えている。粘り強く継
続した説得や、他の機関との連携も功を奏している。落書き対応
においても粘り強い対応が行われており、担当者が多方面で努力
している様子が伝わり、大いに評価できる。
　コロナ禍で個人による不法投棄も増加傾向にあるが、不法投棄
通報協力員の増員やパトロール等により、減少傾向は維持されて
いる。
　放置自転車対策においては、施設増加等による事業拡大と同
時に、事業費を抑えることも求められるため、効率的な運営が意
識して取り組まれている。引き続き、事業を戦略的に展開し、区民
の利便性を向上させてもらいたい。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

③ 主な内容 放置自転車移送所賃借料 金額 6,669 千円

② 主な内容 【美化】マナーアップパトロール 金額 25,498 千円

① 主な内容 放置自転車対策業務委託 金額 344,738 千円

189,062 168,514 107,190 123,572 -

51,072 -

税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 4,705 234 -

受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　「美しいまち」は「安全なまち」の実現を目指し、区民と協働しな
がら着実に取り組んできた。
　「ビューティフル・ウィンドウズ運動（地域防犯力の向上・防犯ま
ちづくり事業）」を含めた個々の事業が相乗効果をもたらし、体感
治安がいいと感じる区民が初めて60％を超えており、評価する。
【今後の事業の予定、方向性への評価】
　個別の事業がそれぞれの方法をとりながら、美しいまちは安全
なまちを目指しており妥当である。きれいになったまちを大切に思
う気持ちを育み、引き続き広く区民を巻き込んでいく事業展開を工
夫してほしい。区民はもちろん区民でない方のイメージ改革に努
め、各々の事業の推進が「体感治安の向上」につながる効果的な
周知方法もあわせて検討・実施いただきたい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 380,512 376,211 381,709 429,262 439,936
総事業費(a+b) 601,988 600,769 588,142 631,547

-

-

人数 20.00 20.00 16.00 16.00 -
非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 71,760 73,580 58,032

224,558 206,433 202,285 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 221,476

計 149,716 150,978 148,401 151,213 -

-

人数 17.05 17.05 17.04 17.04

439,936

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

視点 くらし 再掲 くらし

重点目標
⑤区民の命や財産を守りくらし
の安全を確保する

重点項目 感染症対策の充実 記入所属 衛生部足立保健所感染症対策課

事業名 №１５　感染症対策の充実
電話番号 03-3880-5372(直通)

E-mail kansensho@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

感染症の発生を未然に防止するとともに、感染症発生時の体制を整備することで感染拡大防止を図ること
で、区民の生命や、くらしの安全を確保する。 庁内協働

内
容

「感染症発生未然防止」、「感染拡大防止」を実現するため、区民への感染症予防策の
普及啓発および、医師会や医療機関との連携強化を実施する。 根拠

法令等
感染症の予防及び感染症の患者
に対する医療に関する法律

対応する予算事業名

3

①
結核り患率（人
口10万対）

新規結核登録者数（LTBI除く）/当該年10月1日人口（外国
人登録含む）×100,000【低減目標】【新規指標】

目標値

感染症予防・患者医療費公費負担事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 16.3 13.9 15.6

29 30 31 2

9.5

達成率 112% 127% 106% 175% -

18.2 17.7 16.6 16.6 16.1

活
動

実績値 98.9 99.8 97.7 103.3
②

乳幼児のＢＣＧ
定期予防接種率

％
定期予防接種実施数/定期予防接種対象者数×100（％）
【新規指標】

目標値 95

達成率 104% 103% 100% 104% -

97 98 99 99

成
果

実績値 - - - -

③ 最流行期（2月）の
インフルエンザ定
点報告数（警報レ
ベル30未満）

インフルエンザ定点医療機関からのインフルエンザ報告数
/インフルエンザ定点医療機関【低減目標】【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 30

活
動

実績値 - - - -

④ 帰宅時に手洗い
を実施している
区民の割合

％
世論調査で「帰宅時に手洗いを実施している」と答えた区
民の割合（年１回以上）【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 89.5

成
果

実績値 - - - 89

⑤ 区内の医療機関
からの感染症発生
届の期日内での提
出率

％
期限内で提出された発生届出数/発生届出総数×100
（％）【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 90

活
動

実績値 - - - 51
⑥ 医師会との感染

症対策会議実施
回数

回 会議開催数（実績）【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 50

　 実績値

⑦ 目標値

達成率

　 実績値

⑧ 目標値

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

指標①：令和2年度においては早期発見・治療の普及に加え、新型コロナウイ
ルス感染症の影響による受診控え、高まん延国からの流入の減少により一時
的に新規患者数が大幅に減少したと考えられる。今後、受診控えによる重症
化してから診断に至る患者の繰り戻しや高まん延国からの流入に伴う新規患
者数の増加も考えられるため、引き続き普及啓発を実施する。
指標②：ＢＣＧ予防接種は対象者への周知が進み、高い接種率となっている。
継続して周知活動を行う。
指標③：感染症として広く周知されているインフルエンザの定点報告数の分析
は、手洗いの実施やマスクの着用などの基本的な感染症対策が実行されてい
るかの指標となるため、成果指標として設定した。
指標④：区民ができる感染症対策で最も重要で効果的な手洗いを徹底してい
ただくよう周知活動を行う。第49回世論調査を参考に目標値を設定した。
指標⑤：保健所が感染症患者の対応を行うためには医療機関の迅速な発生
届の提出が不可欠である。また、夜間や休日に診断した場合にも東京都保健
医療情報センター（ひまわり）に連絡することで、即座に保健所職員に報告さ
れ、迅速な患者対応が取れるようになっている。そのため、漏れのない迅速な
発生届の提出及び連絡について医療機関に周知していく。
指標⑥：感染症対策においては区内医療機関との連携が不可欠であり、定期
的な医師会との感染症対策会議を行うことは重要である。令和２年度は新型
コロナウイルス感染症対策として、週に１回実施し、連携体制を構築して区内
の発生動向や医療機関の受診及び検査体制の情報共有を行った。
新型コロナウイルス感染症対策においては、他部職員、他課の保健師及び東
京都職員の応援等、庁内外延べ70名以上の応援を要請し6000名以上の患者
に対応し、接触者調査等の積極的疫学調査や入院調整を行った。また、土日
祝日を問わず患者は発生するため、保健所は365日稼働した。さらに、1日300
件を超える電話相談に対応するためコールセンターを設置した。

集団感染対策として、ＴＥＩＴ(東京都実地疫学調査チーム)を活用し、
対象施設のクラスやフロア単位で広く積極的疫学調査を実施した。
今後も専門機関と連携し、調査を徹底する。また、今後は変異株に
よる感染拡大が懸念されるため、積極的疫学調査を徹底するととも
に、幅広い検査を実施し、拡大を防止する。
感染者が拡大した際には保健所業務は膨大となる。新型コロナウイ
ルス感染症の拡大や新たな感染症が発生した時に備え、全庁的な
連携強化や医師会等外部機関とも連携体制を組み、庁内外のノウ
ハウを有効的に活用し、適切かつ効率的に業務を遂行する。また、
三密の回避等、基本的な感染対策を普及啓発する。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
（短期）
①新型コロナウイルス感染症の集団感染対策としては、専門機関と
連携した調査を行っていく。
②変異株の感染拡大を防止するため、幅広く検査を実施していく。
③膨大な保健所業務に対応するため、庁内及び外部関係機関と連
携し効率的な業務遂行を実施する。
④三密の回避やマスクの着用等、基本的な感染症対策の普及啓発
を実施する。
（中・長期）
①ＳＡＲＳやＭＥＲＳ等の他の感染症流行に備え、関係機関とのネッ
トワークを構築し、感染症訓練を行う等、人材を育成する。
②区民の基本的な感染症対策の定着を目指す。

達成率
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

707,289

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

0 0 0 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 0

計 0 0 0 0 -

-
人数 -

-
人数 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 0 0 0 0 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0 0 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　活動指標②はコロナ禍にあっても、極めて高い接種率を維持しており、評価
できる。また、指標に直接反映されてはいないが、新型コロナウイルス感染症
に対して365日、昼夜を問わず対応したことについても高く評価したい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　新型コロナウイルス感染症やインフルエンザなどの感染症については、手
洗いやマスクの着用をはじめとした基本的な感染症対策が有効であることか
ら、それらの普及啓発に注力するという方向性は正しいと考える。それらを区
民の行動として定着させること、その土台として、基本的な感染症対策の重要
性・有効性を広く区民に周知していってもらいたい。
　また、関係機関とのネットワーク構築や人材育成といった中長期的な方向性
についても妥当と考えるが、それらには今回の新型コロナウイルス感染症対
応の経験が大いに参考になると考える。そのため、多忙の中でも、今回の新
型コロナウイルス感染症への対応を記録に残す努力をしてほしい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 707,289
総事業費(a+b) 0 0 0 0

① 主な内容 金額 千円

0 0 0 0 -

③ 主な内容 金額 千円

② 主な内容 金額 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　今年度から新規重点プロジェクト事業であるため「反映結果の評
価」の記載なし。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標①は、目標を大きく上回っている。しかし、今年度の実績値については、受診控えや
感染国からの流入減少など、正確に感染者を反映させているとは限らないため、今後の動
向に注意が必要である。
　指標②は、例年通り、概ね目標を達成している。しかし、法定接種であり、結核予防を意
図して接種している指標となっているか、指標の妥当性を再検討する必要がある。区民に
は結核が非日常と感じられている可能性も高いため、BCG予防接種のみならず、結核自体
についての周知活動も重要である。
　指標③④は新規指標のため、今年度は実績値の評価ができない。目標値は実態に基づ
いて設定されているため、次年度の達成を期待したい。ただ、④は活動指標として設定され
ているため、実施量だけではなく、適切な実施方法を広く周知するために、多くの区民の目
に留まる工夫を行うなど、「質」も高める取り組みも行ってほしい
　新規指標の⑤では、現状と目標値としても1割程度の期限超過提出が見られることにな
る。医療機関と行政との情報共有のために、期限内提出の徹底をより推進してもらいたい。
　新規指標の⑥は、感染症の収束により、目標値が毎年度下がることが予測される。本来
低減目標ではない会議の開催が、低減目標として推移することになり、区民目線では評価
ができない。平常時は4回/年程度の開催と乖離があるため、コロナ禍における時限的な目
標値とするのか、今後、指標のあり方を改めて検討する必要がある。

　世界的に未曾有の危機に瀕した新型コロナウイルス感染症は、収束の目処
が立っていない。そのため感染症対策の基本となる手洗い、マスクや標準感
染予防策の普及、啓発が重要となる。メディアで日夜流れる情報に翻弄され、
情報疲労に陥っている区民に対して、専門的な見地からの有益かつ正確な情
報提供を広げてほしい。その結果が、副次的に他の感染症への対策にもつな
がると思われる。
　まずは新型コロナウイルス感染症収束へ向けて区として適切な対応を進め
ていただきたいが、保健所に集約された膨大な業務負担により、担当者の精
神的負担が強く休職に陥った職員もいるのが現状だと思われる。人海戦術と
ならざるを得ない業務も、今回の経験を活かして対策を講じ、区としても体制
の強化を継続してほしい。区民のいのちを守る最前線なので、区民目線で考
えると、対応実績の多さに感謝を感じつつも、体制が崩れないか不安が大き
い。
　またITを活用した情報共有、分析についても他分野より遅れを感じる。庁内
での共有のみならず、平時から医療機関や保健所との情報共有、有事を想
定した連携など、迅速に対応できる体制構築に期待したい。

反映結果・反映状況

　結核については、コロナ禍で減少した結核り患率は特殊事情による一過性のものと意識し、早期発見のため、引き続き積極的疫学調査、学
校や医療機関の定期健康診断の勧奨を継続する。また、医療機関への勧奨の際には期限内の発生届提出の周知も行った。
　結核を含む感染症対策等の普及啓発については、令和3年度はワクチン接種会場の設置と第5波の影響により中止としたが、毎年実施して
いる本庁舎アトリウムでの啓発活動において、結核知識の普及やその他感染症対策の普及啓発をより質の高い内容とするため、令和4年度
当初予算では啓発物品の作成予算を計上した。また、令和3年度は、第5波後に区内医療機関との実務者連絡会及び専門家による講義を
WEB開催し、医療機関と情報連携を行った。
　新型コロナウイルス感染症対応における保健所の体制については、第5波の状況を踏まえ、4段階のフェーズを設定し、全庁的な応援体制計
画、執務環境の整備計画や感染拡大時における保健所業務のBCPを策定した。また、ICTを活用した情報管理等については、ICT戦略推進課
等のシステム開発に強い職員と連携し、区独自のシステムを開発し、業務の効率化を図った。
　現在の指標及び目標はコロナ禍における設定のため、今後の「感染症対策の充実」についてはコロナ後の状況により判断する。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度

56

Ⅳ　重点プロジェクト事業 事業別評価の反映結果



令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

⑧

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

　指標②は、実績値が46.4％と前年比3.9ポイント減となった。今回、増加の
兆しが見られた若年層はSNSをはじめとした情報発信をより強化するととも
に、若年層のネットワークを意識したクチコミやインフルエンサーの起用な
ど、より強力かつ新たな手法が求められる。反対に前年比8ポイント減となっ
た50・60代は参加型の環境ゼミナールやＳＤＧｓ映画会等のイベントを通して
環境意識を醸成していく。
　指標④は、省エネリフォーム補助及び節水型トイレ設置費補助の補助予定
件数とすることから令和3年度の目標値を下げた。理由は、令和3年度から省
エネ家電補助を廃止し気候変動の影響を回避・軽減する「適応」対策の見地
から暑さ対策の補助事業として、65歳以上で構成する世帯のみを対象とした
エアコン購入費補助金に変更するため。

　令和3年3月23日に区と区議会が共同で宣言した「足立区二酸化炭素排出実質
ゼロ宣言」と第三次環境基本計画の目標達成に向けて、引き続きエネルギー使用
量の効率化と、ＣＯ２を排出しない再生可能エネルギーの導入拡大の両面から温
室効果ガスの削減に取り組んでいく。
（短期）
　課題分析にも記載のとおり、高齢者向けのエアコン購入費補助金を令和3年度
から開始。区における熱中症搬送者数が2020年には400人となっており、補助金
交付を行うことで気候変動による夏の猛暑に適応する生活様式を促していく。ま
た、太陽光発電システム設置費補助をはじめとする、ＣＯ２削減に効果的な設備・
機器について、ゼロ宣言を踏まえ新たな補助メニューの創設などを検討していく。
加えて、若年層を中心に将来の気候危機と現状をわかりやすく伝えることで行動
変容につながる啓発策を検討していく。
（中長期）
　2050年の排出実質ゼロの実現に向け、区施設における先進技術の率先導入、
脱炭素型の再開発やまちづくりの推進等ハード面と脱炭素技術と社会システムを
定着させる啓発・支援のソフト面の両面の施策を検討していく。

③は令和元年度から、④は令和３年度からそれぞれ定義変更した。
【指標①】順調に減少傾向にあると思われる。指標②は減少したものの、指標⑤⑥
が年々増加を続けていることから指標⑥をはじめとした各補助制度が区内のCO２

の削減に貢献していると考える。なお、2020年は年間を通し全国的に気温の高い
状況が続き、東日本では冬の平均気温が統計史上最も高い記録の更新となった。
夏よりエネルギー消費が大きい冬の暖房等のエネルギー需要が減少したことも影
響していることも考えられる。
【指標②】指標②は再び50％と割る結果となったが、課題である若年層（20・30代）
は40％を超え、特に20代は前年度比9ポイントアップとなるなど直近3年間では一番
高い結果となった。
【指標③】温室効果ガスの削減に直接的・間接的につながる様々なテーマを対象と
し、令和2年度はあだち広報41件、HP74件、SNS116件、その他（チラシ等）17件と
様々な媒体で情報発信を行ったが、コロナ禍によりイベント等の周知が行えなかっ
たこともあり、前年度より実績は減少したものの目標は達成した。
【指標④】各補助金の申請ペースが例年と比較し鈍化。執行状況を勘案しながら予
算内での件数調整を適宜行った。リフォームは当初120件から250件に増、反対に
節水型トイレ設置費補助は200件から160件に、省エネ家電も1,000件から725件へ
と予定件数を調整した。リフォームは好調で11月に予定件数を達成した。各補助金
の交付件数は、省エネ家電706件、省エネリフォーム248件、節水型トイレ160件で
あった。
【指標⑤】これまで区が助成した太陽光発電システムの年間推定発電量は、約
1,820万ｋWhとなる。この数値は、累計4,978世帯の年間使用電力量に相当し、CO２

排出量を約8,554トン削減できたことになる。
【指標⑥】補助予定件数を前年度より40件増とし、1月で受付を終了。太陽光発電で
発電した電気の売電価格の下落が進んでいるが、予定件数を達成できた。令和2
年度の区のアンケート結果を見ると、築年数3年未満の割合が62％と築年数が浅
いうちに導入する方や設置コストが年々低下しているといった理由などから増加し
たと思われる。なお、設置動機の約3割が環境に配慮する理由から導入している。

目標値

　 実績値

達成率

　 実績値

達成率

⑦ 目標値

130% 109% 115% -

太陽光発電シス
テム設置助成に
よる導入容量

kW

足立区太陽光発電システム設置費補助金交付要綱に基
づき助成、設置された発電設備の導入容量
（目標値＝当該年度補助予定導入容量）
 【平成30年度から定義変更】

目標値 500 560 720 720

116%

4,940 5,162

⑥

成
果

太陽光発電シス
テムにより賄え
る世帯の数

世帯

指標⑥で設置された太陽光発電システムの発電量により賄える
世帯数（推計）
（指標⑥で設置された太陽光発電システムの年間推計発電量÷
一般家庭１世帯分の全国平均年間消費電力）（累計）

目標値 4,373

560
達成率 101% 101% 101% 101% -

活
動

実績値 652 608 652 827

達成率

実績値 4,416 4,573 4,752 4,978

60

4,000 3,980 1,320 360

120 240 240 240

達成率 100% 100% 100% 84% -

4,548 4,714

3,974 1,114

達成率 185% 192% 123% 103% -

3,125

⑤

活
動

実績値 3,118 4,003

足立区政に関する世論調査で、環境のために心がけてい
ることとして、「節電や節水など省エネルギーを心がけてい
る」と回答した区民の割合(目標値＝環境基本計画の目標
値（2024年度70％）を踏まえて設定）

目標値 62

④ 省エネリフォーム
補助金・節水型ト
イレ設置費補助金
補助件数

件

足立区省エネリフォーム補助金交付要綱、足立区節水型
トイレ設置費補助金交付要綱に基づく助成件数
（目標値＝当該年度補助予定件数の合計）
【令和3年度から定義変更】

目標値

-

活
動

実績値 111 230 294 248情報発信回数 回

エネルギー対策の推進（温室効果ガス排出削減）に関する情報を発信した
回数＜媒体＞区ホームページ、あだち広報、ＳＮＳ（Twitter、Facebook)、ポ
スター、チラシ等配布（目標値＝１か月に２０回程度）
【令和元年度から定義変更】

目標値③

目標値

成
果 -

87

62 62 62 64

46.4
② 省エネルギーを

心がけている区
民の割合

％

達成率 109% 109% 104% 108%

達成率 85% 74% 81% 75%

事
業
の
概
要

目
的

環境への負荷の少ないクリーンエネルギーの普及促進の加速化を図り、低炭素社会への転換を推進する
庁内協働

都市建設部建築室、地域調整
課、産業政策課と補助制度周知・
案内について連携

内
容

太陽光発電システム設置費補助（住宅・事業所・分譲マンション・公益的施設）、太陽熱利用システ
ム設置費補助（住宅・事業所・分譲マンション）、集合住宅・事業所等LED照明設置費補助、電気自
動車等購入費補助、省エネ家電製品購入費補助、雨水タンク設置費補助、家庭用燃料電池システ
ム設置費補助、省エネリフォーム補助、節水型トイレ設置費補助、蓄電池・ＨＥＭＳ設置費補助

根拠
法令等

環境基本法、東京都環境基本条例、足立区環
境基本条例、足立区太陽光発電システム設置
費補助金交付要綱、足立区省エネ家電製品購
入費補助金交付要綱、足立区省エネリフォー
ム補助金交付要綱

94 92 91 90 89

成
果

実績値 52.6 45.8 50.3

① 区内家庭部門の年間

CO２排出量(ｵｰﾙ東京62

市区町村の温室効果ｶﾞ
ｽ排出量)

万ｔ-CO2

環境部環境政策課管理係

事業名 №１６　エネルギー対策の推進（温室効果ガス排出削減）
電話番号 03-3880-5935(直通)

E-mail kankyoseisaku@city.adachi.tokyo.jp

実績値 86 85

29 30 31 2 3

83

対応する予算事業名 省エネ・創エネ推進事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

オール東京62市区町村共同事業による足立区のCO２排出量

のうち、家庭部門の年間排出量（数値は前々年度の実績）（目
標値＝環境基本計画の削減量を達成する）　【低減目標】

視点 くらし 再掲

重点目標
⑥環境負荷が少ないくらしを実
現する

重点項目 循環型社会への転換の促進 記入所属
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

区
民
評
価
結
果

③ 主な内容 省エネリフォーム補助金 金額

　足立区二酸化炭素排出実質ゼロ宣言、第三次環境基本計画の
目標達成に向けて、ＣＯ₂を排出しない再生可能エネルギー導入
の拡大を推進している。しかし、再生可能エネルギーである太陽
光発電の導入から年数が過ぎ、「アフターケア」の必要が生じてい
る。また、買い取り価格の値落ちなどで、「太陽光パネルが外され
てしまう」といったことも懸念される。太陽光発電システムのメリット
やデメリットを区民に正しく周知し、あわせて環境や省エネルギー
への心がけにつながるような働きかけをしてほしい。
　また、エアコン購入費の補助金交付の周知に併せて、排出（ＣＯ
₂）実質ゼロの目標に向けた新企画、節電や節水など省エネル
ギーを心がけるような啓発活動も期待したい。

　指標①は、目標を達成できた。減少傾向にあるが、天候や気温にも左
右されるため、油断せず、引き続き、地道な取組を進めていくことが大
事になる。
　指標②は、目標は達成できなかったが、20代～30代で省エネを心が
けている区民が4割を超え、増加傾向にある。今までの政策効果によ
り、徐々に区民の意識が変わってきたとも考えられ、評価できる。
　指標③は、目標を達成できた。コロナ禍の影響により、情報発信のイ
ベントが中止になることもあったが、さまざまな媒体で情報発信した努力
は評価できる。
　指標④は、目標を達成できなかったが、確保した予算を区民に還元す
るために、区民の需要を踏まえて調整を行っていた。予算を柔軟に調整
し、区民のニーズに応えたことは評価ができる。
　指標⑤・⑥は、目標を達成できた。太陽光発電システムが社会的に普
及しているだけではなく、区が継続的に助成を行っていることも効果の１
つだと思われるので、評価ができる。

千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】

集合住宅・事業所等LED照明設置費補助金 金額② 主な内容

反映結果 達成度 方向性

24,584 千円

①

税
外

収
入

国都負担金・補助金 12,228 10,005 0

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

主な内容

【反映結果の評価】
　令和２年度区民評価委員会評価対象外事業のため「反映結果
の評価」記載なし。

太陽光発電システム設置費補助金 金額 39,213

12,254 千円

計 7,176 7,358 7,254 6,384

受益者負担金

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627

-

0 0 0 0 -
0 -

-
3,192

53,404 52,541 52,529

常
勤

-
人数 2.00 2.00 2.00 2.00 -

46,145
-

計 45,661 46,046 45,287
人数 5.20 5.20 5.20 5.20

112,091

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 106,474 123,993

【庁内評価委員会の評価】

≪評価結果≫

-

8,781 8,855 8,709 8,874 -

123,668 107,101

平均給与

112,091

人件費(b)

総事業費(a+b) 159,311 177,397 176,209 159,630

52,837

29 30 31 2 3

【情報発信】SNSやHP等を活用し、省エネ・創エネの継続的な情報発信に加えて、体験型のイベントや出前講座、環境ゼミナール等の様々な
手段・手法を用いて、すべての世代の環境意識の向上と行動変容につなげていく。また、気候変動適応対策の見地から、高齢者の熱中症対
策として新たに令和３年度から開始した気候変動適応対策エアコン購入費補助金の周知を行い、積極的な補助金活用を促していく。
【太陽光発電システム】区内における再生可能エネルギーの普及について、最も有効な太陽光発電システムの導入メリットを周知していく。ま
た、太陽光発電システムの固定価格買取期間満了後の対応については、発電した電力の自家消費としての活用や災害時の非常用電源にも
なる蓄電池購入費補助とあわせて導入を促していく。
【足立区二酸化炭素排出実質ゼロに向けて】現在、改定を進めている「第三次足立区環境基本計画」で2050年の二酸化炭素排出実質ゼロに
向けた方向性を定めるとともに、脱炭素への具体的な取り組みや工程を示す区独自の「脱炭素ロードマップ」の策定を検討していく。

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①は、太陽光発電システム導入等により年々減少傾向にあり、着実に
成果に結びついていることを評価する。
　一方、指標②の区民の省エネへの意識はあまり進んでいない。課題であっ
た若年層の意識に変化が見られるものの、そもそもなぜ意識をしないのか、
および関心が薄い理由を分析し、区民の興味をひきつけるような発信を行
い、意識の改善につなげてほしい。
　指標④は、件数が当初よりも減となったが、予算内で調整を行いニーズのあ
る省エネリフォームに切り替えを行うなど工夫を行ったことを評価する。
【今後の事業の予定、方向性への評価】
　「足立区二酸化炭素排出実質ゼロ宣言」と第三次環境基本計画の目標達成
に向けて取り組む必要があり、補助メニューを提供していくことに加え未来を
担う若年層に向けに啓発を強めていく方向性は妥当である。また、気候変動
の影響を回避・軽減するための「適応」に取り組む点も評価できる。適応を行
いつつＣＯ２を排出しない再生可能エネルギー導入の拡大を図り、できるとこ
ろから温室効果ガスの削減に取り組み、区民の意識改革につなげてほしい。

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

ごみと資源の分別方法等の情報をわかりやすく伝えることにより、ごみ排出量
そのものを抑制し、資源回収量の増加と資源化率の向上に努める。
【指標①・②・⑥】 新型コロナウイルス感染症の影響による外出自粛要請等に
より、事業系持込ごみ量は大きく減ったものの、家庭ごみ量及び資源回収量
がいずれも大きく増えたこともあり、ごみ量や区民１人１日あたりのごみ排出量
については、目標を達成することが出来なかった。燃やさないごみの資源化率
は約９１％（前年度９１％）と２３区の中でも高い資源化率である。粗大ごみに
ついては、排出量が５，８８５t（前年度５，０５０t）と増加したが、資源化率は約
３４％（前年度３７％）と下回った。資源回収量は全体では増となったが、行政
回収は新型コロナウイルス感染症の影響により、古紙・びん・缶・ペットボトル
の行政回収量は大きく増加した。一方で集団回収量は、集団回収団体の活動
の自粛等により、回収量が減少した。また、資源持去り行為撲滅のため、民間
事業者や直営のパトロールを実施し対策を行っている。　繰り返し収集運搬禁
止命令に違反する悪質な行為者に対し、区内警察署と連携し取り締まりを行
い、刑事告発を行っていく。
【指標③・④・⑤】指標③については国により令和２年７月にレジ袋有料化が実
施され、区でもホームページや広報等で周知を行ったところ、レジ袋を辞退す
る区民の割合は増加した。指標④については、感染症対策により組成調査を
中止したため未調査となっている。指標⑤については増となったが、資源化率
の向上に向け、「紙資源分別バッグ」や「資源になる紙類大辞典」を活用し分別
を啓発するとともに、食品ロスの削減のため、余りがちな食品を活用する「もっ
たいないレシピ」の周知や飲食店等の売れ残りそうな食品と消費者をつなぐ
「フードシェアリングサービス」アプリ運営会社と区が協定を締結した。

　 新型コロナウイルス感染症の影響により、在宅する区民が
増えていく中、ごみ量や資源回収量の増加が見込まれる。区
民生活に欠かせない事業であることから、感染リスク対策を
十分に行い、収集運搬を安定的に継続していく必要がある。
　引き続き、資源になる紙類の分別方法や食品ロス削減、生
ごみの水切りの徹底を周知・啓発していくことで、ごみの排出
量全体を抑制しつつ、資源回収量の増加を図り、資源化率を
向上させていく。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
（短期）
　新型コロナウイルス感染症の影響による外出自粛要請等により、
ごみ量や資源回収量は増加していくと見込まれる。区民生活に欠か
せない事業であることから、感染リスク対策を十分に行い、収集運搬
を安定的に継続していく。
  プラスチックの分別収集について、中間処理施設を確保する必要
があるものの、先行して収集曜日等の検討を進めていく。
　（中・長期）
　国の「今後のプラスチック資源循環施策のあり方について」の中で
検討されている、消費者にわかりやすい分別ルールとすることで、資
源回収量の拡大を図るため、家庭から排出されるプラスチック製容
器包装とプラスチック製品について、まとめてリサイクルできるよう検
討していく。

達成率

　 実績値

⑧ 目標値

達成率

　 実績値

⑦ 目標値

達成率 78% 77% 101% 107% -

39,471 30,255 31,100 31,100

活
動

実績値 30,822 30,307 30,503 33,136
⑥

資源回収量 ｔ

年間資源回収量【行政回収+集団回収+燃やさないごみ・
粗大ごみ回収からの資源化分】（2019年度より第四次足立
区一般廃棄物処理基本計画における目標値を設定）※
H30年度から布団の資源化を追加

目標値 39,401
達成率 81% 80% 95% 97% -

24.0 20.1 20.5 20.9

成
果

実績値 19.10 19.08 19.05 19.98

⑤
資源化率 ％

年間ごみ総量のうち資源として選別したものの割合【区全体の資源化進捗
状況を確認するため集団回収分を含む。（行政回収量+集団回収量+燃やさ
ないごみ・粗大ごみ資源化量）÷（家庭ごみ排出量＋資源行政回収量+集
団回収量）】※H30年度から布団の資源化を追加

目標値 23.5
達成率 - - - - -

- - 3.43 3.26

活
動

実績値 3.9 2.7 3.6 -

④ 家庭ごみにおけ
る、未利用食品の
割合　＊低減目標

％
区組成調査による、家庭から排出される燃えるごみに含ま
れる未利用食品の割合【低減目標】

目標値 -
達成率 - - - 101% -

- - 75.0 80.0

活
動

実績値 51.5 52.0 56.5 75.9

③ プラスチックごみ削減の
ため、マイバッグを使う
などして不要なレジ袋を
断っている区民の割合

％
世論調査で「マイバックを使うなどして、不要なレジ袋を
断っている」と答えた区民の割合

目標値 -
達成率 101% 100% 98% 91% -

532.8 520 500 490

成
果

実績値 539.9 530.5 533 547.2
② 区民一人１日あた

りの家庭ごみ排出
量　＊低減目標

ｇ
区民1人1日あたりの家庭ごみ排出量（燃やすごみ・燃やさ
ないごみ・粗大ごみ【2019年度より第四次足立区一般廃棄
物処理基本計画における目標値を設定】）【低減目標】

目標値 544.1

100% 98% 96% 94% -

177,512 174,767 171,267 167,400 165,400

3

① 区内のごみ量（区
収集ごみ量＋事業
系持込ごみ量）*低
減目標

ｔ

区が収集する燃やすごみ・燃やさないごみ・粗大ごみの量（目標
値は前年度実績に基づいた算定式による推計平均日量×作業日
数）【2019年度より第四次足立区一般廃棄物処理基本計画にお
ける目標値を設定】【低減目標】

目標値

資源化物行政回収事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 177,519 177,724 178,658

29 30 31 2

177,741

達成率

環境部ごみ減量推進課資源化推進
係、足立清掃事務所清掃計画係

事業名 №１７　ごみの減量・資源化の推進
電話番号 03-3853-2141(直通)

E-mail keikaku-adachiseisou@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

資源化物を効率的に回収するとともに、区民のごみ排出量を削減することにより、資源化率を向上し、循
環型社会の形成を目指す。 庁内協働

ごみ減量推進課と足立清掃事務
所が連携してごみ減量施策を実
施

内
容

ごみの発生を抑制するリデュースをさらに推進するため、燃やすごみに含まれる資源に
なる紙類の分別や未利用食品などの資源ロス削減に向け、ごみの組成調査結果に基づ
き、紙資源バッグの活用や、リユース食器貸出事業、フードシェアリング事業等を通じて
啓発し、より一層のごみ減量と資源化率向上を目指します。

根拠
法令等

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃
棄物処理法）、廃棄物の処理及び清掃に関
する法施行令、足立区廃棄物の処理及び
再利用に関する条例・規則対応する予算事業名

視点 くらし 再掲

重点目標
⑥環境負荷が少ないくらしを実
現する

重点項目 循環型社会への転換の促進 記入所属
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標①と②は、概ね目標が達成できている。昨年度の予測通り、
コロナ禍の影響により自宅で過ごす区民が増加し、ごみ量の増加が
発生している。コロナ禍の影響は今後も続くことが予測されるため、
目標達成に向けた工夫が必要になっている。
　指標③は、目標を達成できた。全国で始まったレジ袋有料化の流
れに呼応し、区としても広報活動を行った点は評価できる。
　指標④は、組成調査を行うことにより感染症のリスクが発生するた
め、実績値を把握することができなかった。しかしながら、未利用食
品が区民一人当たり年間6.5ｋｇにおよび、未利用のまま捨てられて
いる「現実」は、区民目線で考えると衝撃的であった。区民に響くよう
にアイディアを練って「現実」を情報発信し、区民の意識を変えてほ
しい。
　指標⑤と⑥は、概ね目標が達成できている。資源化率向上に向け
て、様々な取り組みを実施しており、多方面からアプローチする挑戦
的な姿勢が評価できる。

　ごみ量の低減目標については、コロナ禍で目標達成が困難な状況ではあるが、
コロナ禍で出来ることを模索し、工夫して取り組んでもらいたい。また、プラスチック
ごみ削減のためのレジ袋に対する対策としては、レジ袋有料化より1年が経ち、状
況が落ち着いてきたことにより、実績値増加のスピードが鈍化することが推測され
る。どのような状況でレジ袋を購入しているのか、実態を把握して、マイバッグ推進
とあわせて次なる対策を練ることを期待したい。
　プラスチックの分別収集については、区民の協力が必要なため、「なぜ分別する
必要があるのか」ということを区民に響くように周知を工夫して推進していく必要が
ある。単純にリサイクル、環境への配慮のみでリサイクル推進は難しい面もあるた
め、区民がリサイクルすることで実感する施策や還元策を積極的に提案してほし
い。
　まとめてリサイクルシステムなど、国の「今後のプラスチックの資源循環施策のあ
り方について」で示される分別ルールも、区民の年齢層や言語等に合わせて、うま
く周知を行ってほしい。
　最後に、昨年度に引き続き、今後も新型コロナウイルス感染症の対策を十分に
行い、収集作業員の安全、健康を第一に事業を進めて、区民の日常生活を守って
もらいたい。

反映結果・反映状況

【収集作業】コロナ禍の影響により、令和２年度と比較すると減少傾向にあるものの依然としてごみ量や資源回収量は多い。引き続き様々な感染対策を十分に
行い安定的に事業を継続していく。
【マイバッグの推奨】「Ｒのお店」の店舗を対象としたレジ袋のアンケートでは、レジ袋辞退率は７割超となる一方で、マイバッグ持参の手間や衛生面が阻害理由
として挙げられており、コロナ禍での生活変化を踏まえ、マイバッグの次なる対策としてマイボトルの普及を位置づけるなど今後も啓発を行っていく。
【プラスチック分別収集】今後、焼却処理しているプラスチックごみを削減していくため、分別収集を実施する際は、区民がリサイクルのメリットを実感できるよう
分別する意義などについて周知を工夫することで、より一層効果を高めていく。
【食品ロス削減】月２回の啓発のＳＮＳ発信を行ったほか、世論調査で食品ロス削減の具体的行動の実施率が５割を下回ったことを踏まえ、令和３年１２月に冷
蔵庫をテーマにした食品ロス削減パネル展を実施しており、今後も具体的行動を促すような啓発を行っていく。
【フードシェアリングサービス】区内飲食店や商業施設等での周知や、区民向けのイベント時に周知を図っており、現在の登録は２０店舗である。今後、高齢者
の操作についてアプリ運営事業者と意見交換を行うとともに、ＳＮＳや広報等による周知を進めていく。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　ごみの減量・資源化の推進は区民生活に欠かせない事業なの
で、ごみの量の増加にも対応されている点は評価が高い。プラス
チック資源循環施策でも区の独自データを集め、慎重に検討して
いることの説明がヒアリングであり、前向きに進んでいることも評
価する。
　また、食品ロス削減対策として「フードシェアリングサービス」の
アプリ運営会社と区が協定を締結したことは有効と評価できる。し
かしながら、17店舗ではまだまだ少ないと思われ、「フードシェアリ
ングサービス」を実施していることの区民への浸透率も低い状況
にある。将来性のある取り組みなので、アプリ導入の有効性を把
握し、区民に幅広く周知してほしい。特に、アプリ操作に不慣れな
高齢者への周知や、アプリ以外での利用方法なども工夫すること
を期待したい。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

③ 主な内容 資源買取市補助金 金額 770 千円

② 主な内容 資源回収用消耗品 金額 5,750 千円

① 主な内容 資源収集・運搬委託等 金額 1,016,915 千円

0 0 0 0 -

9,576 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0 0 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　家庭ごみの排出量および資源回収量が大きく増加したが、コロ
ナ禍でステイホームにより家庭にいる時間が増えたことが要因で
ありやむを得ない。当面の間、ごみ量や資源回収量は増加してい
くものと見込まれるが、区民生活に欠かせない事業であることか
ら、感染リスク対策を十分に行い、収集運搬を安定的に継続して
いただきたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　 プラスチックの分別収集検討については、ごみとなるプラスチッ
ク削減の視点から評価できる。実施するかの検討の際は十分な
意見聴取と、区民にわかりやすい分別ルールを検討することと、
事前の説明および十分な周知期間を設けるなどをお願いしたい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 884,926 910,276 918,244 1,024,138 1,046,394

総事業費(a+b) 961,548 987,726 1,003,152 1,095,832

-

-
人数 3 3 3 3 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 10,764 11,037 10,881

77,450 84,908 71,694 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 76,622

計 65,858 66,413 74,027 62,118 -

-
人数 7.5 7.5 8.5 7.0

1,046,394

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

視点 くらし 再掲

重点目標
⑦高齢者障がい者などの生活
のサポート体制を充実する

重点項目 高齢者等の安心を確保 記入所属
福祉部高齢者施策推進室
地域包括ケア推進課計画推進担当

事業名 №１８　地域包括ケアシステムの推進
電話番号 03-3880-5493(直通)

E-mail care-s@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

　重度な介護状態になっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよ
う、足立区の地域特性をふまえた住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される仕組みを構
築する。 庁内協働

地域のちから推進部、福祉
部、衛生部、建築室

内
容

　地域包括ケアシステム推進会議及び各専門部会の運営、医療・介護連携、認知症施
策、介護予防・日常生活支援の推進等 根拠

法令等
足立区地域包括ケアシステム推
進会議条例

対応する予算事業名

3

① 介護が必要になって
も今の地域で安心し
て暮らし続けられると
思う高齢者の割合

％

介護予防チェックリストで「介護が必要になっても今の地域
で安心して暮らし続けられると思う」と答えた区民の割合
【新規指標】※対象：介護認定を受けていない高齢者（約
15万人）×1/3＝約5万人/年

目標値

地域包括ケアシステム推進事業、認知症高齢者支援事業、在宅医療・介護連携推進事業、認知症施策推進
事業、介護予防・日常生活支援サービス事業、認知症ケア推進事業、生活支援体制整備事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 - - -

29 30 31 2

66

達成率 - - - - -

- - - - 67

成
果

実績値 - - - 44

② 地域包括支援セン
ター職員からみた足
立区の地域包括ケア
の進捗度

％
事業計画の提出の際に行うアンケートで各地域包括支援
センター（25施設）が答えた足立区の地域包括ケアの進捗
度の平均値【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 45

活
動

実績値 - - - 16

③ 区が実施する介護予
防事業に参加した高
齢者の割合【自立
期】

％
区が実施する介護予防事業に参加した高齢者の割合 【新
規指標】※母数：介護認定を受けていない高齢者約15万
人

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 17

活
動

実績値 - - - 26

④ チェックリストで認知症
の疑いが判明し医療機
関や介護保険につなげ
た高齢者の割合【自立
期】

％
介護予防チェックリスト対象者で、認知症の疑いがあった
高齢者のうち、医療機関や介護保険につながった高齢者
の割合 【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 28

活
動

実績値 - - - -

⑤ あだちお部屋さがし
サポート事業の高齢
者利用者数【要支
援・軽度期】

人
高齢者住宅あっせん及びお部屋さがしサポートを利用した
高齢者の件数 【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 80

活
動

実績値 - - 2,813 2,813

⑥ 特別養護老人ホーム
整備済床数【中重
度・終末期】 床

足立区特別養護老人ホーム整備方針において定められた
整備済床数　【新規指標】

目標値 -

達成率 - - 100% 100% -

- 2,813 2,813 2,903

活
動

実績値 - 128.8 - -

⑦ 自宅での看取りの件
数（人口10万人あた
りの件数）【中重度・
終末期】

件
介護保険被保険者のうち、自宅で看取った人数【新規指
標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 149.5

6 6 6 6

活
動

実績値 8 6 5 0

⑧ 多職種連携研修会
開催回数【中重度・
終末期】 回

多職種連携研修会の開催回数＜参加団体＞医師会、歯
科医師会、薬剤師会、介護サービス事業者連絡協議会、
POSネットワーク、栄養士会、柔道整復師会、多機能サー
ビス連絡会、地域包括支援センター

目標値 6

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

【指標①】新規指標
住み慣れた地域での介護利用に対する、高齢者の状況把握に活用。調査結果を基に、
早期に適切なサービスにつながるよう関係機関と連携し、実績値の増を目指す。
【指標②】新規指標
足立区地域包括ケアシステムビジョンの中から、センター運営に関する「自立期」に絞り
アンケートを実施（全13項目）。数値は各項目を5段階で自己評価し、「成果が出ている」
「十分な成果が出ている」の割合を平均した。「成果が出ている」の回答で最も多かった
のは、「専門機関とのつながり」であり、予防的支援の実態把握を継続する。
【指標③】新規指標
「自立期」における介護予防・生活支援の取組状況の把握に活用。今後コロナ禍の新し
い生活様式に対応した事業の開催方法を検討し、令和6年度までに参加率20％を目指
す。
【指標④】新規指標
介護予防チェックリストの結果、認知症の疑いがあると判定された1,523人に地域包括支
援センター職員が訪問し、401人が介護保険認定につながった。早期段階から適切なケ
アにつなげることで、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを継続するための一助となっ
た。
【指標⑤】新規指標
お部屋さがしサポート事業は令和3年4月開始。高齢者や障がい者など住宅確保要配慮
者に対し、居住支援施策を強化する。
【指標⑥】新規指標
令和2年度末に中央本町二丁目の特別養護老人ホームが当初の計画通り整備された。
【指標⑦】新規指標
厚生労働省集計の情報システム『地域包括ケア「見える化」システム』より参照。自宅で
の看取り件数の推移から、在宅介護の利用状況を把握する。
【指標⑧】継続指標
多職種連携研修は、コロナ禍により全て中止となった。しかし、医療・介護関係の各専門
職団体や地域の医療介護連携の取組み事例等の紹介冊子を作成した。関係団体にも
配布し相互理解の促進を図った。

【指標①】チェックリストを活用し、継続した実態把握が必要である。
【指標②】関係機関一体で地域包括ケアシステムの構築に向けた推進が必
要である。
【指標③】参加者が固定化する傾向にあることが課題である。
【指標④】認知症への理解と早期サポート体制の整備が必要である。
【指標⑤】住宅確保要配慮者に寄り添った継続的支援が必要である。
【指標⑥】引き続き、整備計画の進捗状況の確認が必要である。
【指標⑦】厚生労働省のデータ集計にタイムラグがあるため実績値の確定時
期が遅くなる。
【指標⑧】研修の自主化に向け、参加関係機関の理解促進が必要である。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
【短期】
【指標①】把握した実態結果に応じて、事業メニューの改善を図る。
【指標③】新規参加者を優先し、教室参加者の新陳代謝を図る。
【指標④】早めの支援で地域生活をサポートする人材育成をさらに推進する。
【指標⑤】庁内の関係所管と連携し継続的な支援を実施する。
【指標⑧】各参加関係団体に説明し、研修開催への協力を依頼する。
【中・長期】
【指標①】他の事業との連携を強化し、指標向上に資するよう推進する。
【指標②】改善が必要な項目は目標を決め、進捗度を確認しながら進める。
【指標③】高齢者の参加事業のあり方を検討し地域への定着化を目指す。
【指標④】認知症に関するサポートや相談体制の充実を進めていく。
【指標⑤】相談件数を蓄積し、改善が必要な支援や仕組みを見直していく。
【指標⑥】整備方針に基づき、多様な住環境の整備を進めていく。
【指標⑦】情報更新の確認に努める。
【指標⑧】各ブロックに研修実行委員会を組織し、研修の自主化を図る。

達成率 133% 100% 83% 0% -
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

1,726,390

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

36,000 42,382 45,873 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 31,612

計 31,612 32,321 38,755 39,489 -

-
人数 3.60 3.65 4.45 4.45 -

-
人数 0.00 1.00 1.00 2.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 0 3,679 3,627 6,384 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 409,244 535,413 649,706 674,483 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　区民評価委員会からの指摘を受け、指標を大幅に見直した点は評価し
たい。特にサービスを受ける側とサービスを提供する側の視点で成果を
測ることは、進捗度が見えにくい地域包括ケアシステムの推進において
は、重要と考える。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　地域包括ケアシステムについては、既存資源との連携が重要である。
外部の組織との連携については多職種連携研修会等を引き続き実施し
深めていくとともに、絆づくり担当課など内部の組織との連携についても
積極的に検討してもらいたい。
　今後の方向性の記述からは、具体的な取組の考え方が見えづらい。そ
うした具体策の見えにくさは、区民の将来不安につながってしまう可能性
もある。成果指標①から３４％の高齢者は地域での今後の生活に不安を
抱えている。不安を感じている要因を分析し、施策にフィードバックするよ
うな取組にも期待したい。なお、地域包括ケアシステムの区民への周知
や理解促進の取組は、今後も継続していただきたい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 1,063,286 1,207,008 1,361,843 1,236,972 1,726,390
総事業費(a+b) 1,094,898 1,243,008 1,404,225 1,282,845

① 主な内容 介護予防・日常生活支援サービス事業 金額 1,129,988 千円

0 0 0 0 -

③ 主な内容 認知症施策推進事業 金額 29,321 千円

② 主な内容 生活支援体制整備事業 金額 40,800 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　まず、昨年度の指摘を反映させるために、指標を大幅に見直したことは
高く評価できる。区民目線でホームページをリニューアルして、理解促進
を図るために見やすくしたことも評価したい。
　指標は一新したがコロナ禍の影響は大きく、特に、顔の見える多職種連
携は実施できず、プラットフォームの展開も困難であった。地域に応じた
実情もあるが、区がコーディネート役として介入し、多職種連携やプラット
フォームの活発化を強力に促進させてほしい。
　「地域包括」という言葉を聞くことは増えたが、区民が利用するサービス
はシステムの断片であり、地域包括ケアシステムを理解するのは難しい。
実際に利用する区民も、サービス提供する専門職も、同じ視点と目標を
持って取り組めるように、更なる理解促進が必要である。
　また、核家族化により、幼少期に高齢者とふれ合う機会は減少の一途
を辿っている。若年者ケアラーが増えている実情もあり、幼少期より高齢
者とふれ合う機会や支え合う必要を知ることが大切である。多世代への
アプローチも推進し、大きな輪で見守りができるように取り組みを検討し
ていってほしい。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標①～④の新規指標は、現在の実績値を基準に目標が設定されている。目標値
を１～2％の増加率で設定し、スモールステップで着実に積み重ねる意図がある。指
標⑤も含めて、次回に目指すべき目標値が適切かどうか、改めて検討してもらいた
い。
　指標⑥は、「施設ニーズにも対応した住環境の確保」を示す新規指標ではあるが、
数年後までの整備計画が計画通りに整備できているかを問う指標になっている。目
標がほぼ100％となることが予想され、また施設ニーズも特養だけとは限らないため、
本来の目的を示す指標として適切かどうか、再検討してほしい。
　指標⑦も見直しが必要である。「看取りを視野に入れた対応の推進」を示すことを目
的として設定された新規指標ではあるが、自宅で看取りを行なった結果が集計され、
看取りを視野に入れて対応しつつも、最期を自宅以外で迎えた場合などは反映され
ない。住み慣れた地域で最後まで過ごす地域包括ケアシステムとして、自宅のみとし
た看取り件数を指標とするには疑問が生じる。
　指標⑧は、コロナ禍の影響により目標が達成できなかった。その分、紹介冊子を作
成して配布したという努力は評価できる。多職種連携研修会は顔の見える関係づくり
の意図があり、対面実施が理想ではあるかもしれないが、連携体制確立のためには
実施することも重要なので、オンライン開催などの代替案を避けずに取り組んでみて
もらいたい。

　今後の方向性について、短期と中・長期の方向性が示されているが、区
民目線で考えると内容が抽象的な印象を受ける。具体的な取組方法も決
まっていれば示してほしい。
　また、現在の地域包括ケアシステムは、高齢者が最後まで安心して過
ごせることが念頭に置かれている。介護は高齢者の意思を尊重すること
が基本になるが、それだけではなく、周囲の家族や親族の思いも重要と
なる。高齢者本人、そして家族や親族が、足立区で過ごせるように、包括
的な取り組みを期待したい。
　所管課で取り扱う事業の範囲は幅広く、健康寿命の延伸、介護予防、
在宅介護、看取りを一体として、住み慣れた地域で過ごせる体制の確立
を目標としている。医療・介護専門職のみならず、住宅確保や配食事業、
看取りに向けた法的サービスなど多職種の輪は、さらに広がっている。専
門知識の共有や適切な窓口との橋渡し、幅広い多職種との連携をはか
り、大きな輪で連携し合えるように事業を推進してほしい。

反映結果・反映状況
■地域包括ケアシステムの周知・理解促進/地域包括ケアシステムの中核を担う地域包括支援センター（ホウカツ）のＰＲ強化（ＰＲ動画や民間企業との連携、出張相談
窓口の実施等）を通じて地域包括ケアシステムの概念を着実に地域に浸透させていく。
■指標の目標設定の単位変更（指標①③④）/成果の規模感が区民に分かりやすく伝わるよう、単位を％から人数（件数）に変更する。
■指標の見直し検討/指標⑥：評価委員の指摘どおり「施設」＝「特養」ではないが、区の現状として施設ニーズが高い特養の待機者解消を区の重点事業として位置付
けているため、当面は本指標を継続する予定。指標⑦：自宅以外の看取りも視野に入れた在宅療養の進捗を測れるよう再度指標を見直す。
■今後の方針に対する具体的な取組み/指標①：コロナ禍の影響を考慮し、事業メニューを新たに自宅で取り組めるものや低下した体力を取り戻すことを重視した内容
に変更した。指標③：より多くの教室未経験者が参加できるよう、経験者には別途ステップアップ講座を用意した。指標④：区内の大学や小学校等で認知症サポーター養
成講座と認知症高齢者声掛け訓練をセット実施することで、多世代へのアプローチによる大きな輪での見守り体制の構築をめざす。指標⑤：住み替えに困難を抱えるよ
り多くの単身高齢者を支援するため、見守りサービスや各種費用助成の要件を緩和しサポート体制を充実させる。指標⑧：12月から区内5つのブロック毎に医療・介護関
係者の代表者による「世話人会」を組織し、少人数集合対面式で地域課題検討等を行う。また、次の感染拡大の際には、オンラインによる開催も検討する。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

視点 くらし 再掲 ひと

重点目標
⑦高齢者障がい者などの生活
のサポート体制を充実する

重点項目 高齢者等の安心を確保 記入所属

福祉部高齢者施策推進室地域包括
ケア推進課介護予防・生活支援担当
地域のちから推進部スポーツ振興課
振興係

事業名
№１９　介護予防事業（パークで筋トレ・ウォーキング教室、はつらつ教室、はじ
めてのフレイル予防教室）

電話番号 03-3880-5642（直通）03-3380-5826(直通)

E-mail care-s@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

一般高齢者及び介護に陥るリスクの高い高齢者を対象に、身近な場所で介護予防に取り組む機会を提供
し、要介護状態になることを予防する。 庁内協働

スポーツ振興課

内
容

一般高齢者を対象に運動を行う、パークで筋トレ・ウォーキング事業の開催。及び介護
予防事業として実施する介護予防教室・はじめてのフレイル予防教室の開催。 根拠

法令等
介護保険法、スポーツ基本法

対応する予算事業名

3

① 体力測定会で移動
機能低下と判定さ
れなかった人の割
合

％
体力測定会「立ち上がり」「2ステップ（歩幅測定）」「体の状
態等の自己診断」で、いずれも「移動機能低下」が見られ
ない人の割合

目標値

一般介護予防事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 - - -

29 30 31 2

26

達成率 - - - - -

- - - - -

活
動

実績値 15,237 16,643 14,245 13,880
② パークで筋トレ・

ウォーキング総
参加者数

人
目標値＝参加予定者数
実績値＝参加者延べ数
【令和2年度から成果指標→活動指標へ変更】

目標値 16,910

達成率 90% 91% 75% 71% -

18,200 19,100 19,500 18,280

活
動

実績値 8,409 8,417 807 543

③
はつらつ教室参
加者数

人

はつらつ教室（元気な方対象のフレイル予防）参加者数
令和3年度目標値＝前年度目標値50％ 　実績値＝参加者実数
【令和元年度数値から定義変更（のべ→実数）】
【令和2年度から成果指標→活動指標へ変更】

目標値 7,076

達成率 119% 115% 93% 33% -

7,315 869 1,631 816

活
動

実績値 407 445 456 566

④ はじめてのフレ
イル予防教室参
加者数

人
はじめてのフレイル予防教室（令和2年度改称）の参加者数
目標値＝対象者の10％　実績値＝参加者実数
【令和2年度から成果指標→活動指標へ変更】

目標値 441

達成率 92% 97% 102% 85% -

461 445 663 737

成
果

実績値 - - - 0

⑤ みんなで元気アッ
プ教室から自主グ
ループにつながっ
た人数

人
みんなで元気アップ教室（グループ活動の立ち上げを目指
した教室）から、地域の自主グループにつながった人数

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - -

活
動

実績値 - - - 675
⑥ みんなで元気

アップ教室参加
者数

人
みんなで元気アップ教室の参加者数
目標値＝利用定員の70％

目標値 -

達成率 - - - 129% -

- - 525 660

　 実績値

⑦ 目標値

達成率

　 実績値

⑧ 目標値

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

【指標1】
高齢者体力測定会の測定項目は、高齢者の下肢筋力の移動機能を判断する内容に注
目している。コロナ禍で年度途中からの開催だったが、参加者数255人に対して、移動機
能の低下が見られないと判定できる人が66人と半数を下回った。外出自粛・社会参加の
減少等による影響と考えられる。
【指標2】
パークで筋トレは、前年から2会場増え32会場での開催となったが、実施回数（634→560
回）、参加者数（13,533→13,300人）に、ウォーキング教室は、実施回数（48→32回）、参
加者数（712→580人）と、いずれも減となった。新型コロナウイルス感染症の感染拡大防
止による中止や実施内容の変更、募集人数の制限を行ったことが原因と考える。一方
で、パークで筋トレの新規参加者の増が著しくみられた。目標値については、感染予防
のために講じた対策に合わせた実施内容を踏まえ、修正した。
【指標3】
令和2年度からのはつらつ教室は、運動に加え、高齢者のフレイル予防の観点から口
腔・栄養の要素を取り入れた4回1クールの教室に変更した。リピーターが多い課題に対
しては、新規参加者の優先予約を実施し、新規参加者の拡大を図った。コロナ禍で6ヶ
月事業が中止し、実施回数（予定435→実施209回）及び参加者数も減となった。令和３
年度も緊急事態宣言の影響を鑑み、令和2年度の目標の50％（6ヶ月見込み）を目標値
とした。
【指標4】
地域包括支援センターで実施している実態把握の訪問やダイレクトメールなど、ていね
いにアプローチした成果と考える。また、1～3月開催分は緊急事態宣言により会場開催
を中止としたが、電話連絡による生活状況・身体状況の聞き取り調査に内容変更した。
【指標5・6】
かつて区民評価委員から、継続的な介護予防に向けて、地域の自主グループ化への展
開について検討するよう助言があった。それを受け、自主グループ化の進捗を指標⑤⑥
として追加したが、令和2年度はコロナ禍においては自主グループ化が難しいとして、自
宅でひとりで取り組める内容へ置き換え実施した。

　介護予防教室事業は、参加者の固定化が共通する課題である。令和２年度か
ら、自主的な介護予防活動に取り組むグループ立ち上げを支援する「みんなで元
気アップ教室」を開始した。「はじめてのフレイル予防教室」や「はつらつ教室」の参
加者を「みんなで元気アップ教室」に誘導し、参加者滞留の解消、高齢者の自主的
なフレイル予防活動推進を狙いとしている。加えて、日々の自主的な活動の効果
測定の場として体力測定会を開始した。今後は「パークで筋トレ」「ウォーキング教
室」の参加者に対してもＰＲすることで、参加者の増加につなげていく。コロナ禍に
おいては、リーフレットやＤＶＤの作成など、「家でも、ひとりでもできるフレイル予
防」をＰＲしてきたが、長期化する外出自粛の中でも地域とつながりを保てるよう、
新しい生活様式における高齢者の社会参加のあり方について検討が必要であ
る。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
【短期】区が実施する介護予防事業を体系的に説明したパンフレットの配布
に加え、各介護予防事業の参加者へのＰＲを強化する。高齢者体力測定会
では民間企業の会場を活用し、区施設とは違った環境で実施する。また、公
園の健康遊具を活用した介護予防リーフレットを新規に作成し、外出自粛で
低下した体力や社会参加の機会の増大を図る。身近な場所で参加できる、
運動や口腔・栄養を体験し学べる場を増やし、地域包括支援センターの協力
のもと、地域における介護予防活動の充実を図っていく。
【中・長期】継続した介護予防事業の開催、自主グループの拡大に向けて、
区内25か所の地域包括支援センターによる、地域のサロンや自主グループ
とのコーディネート機能を強化していき、地域における介護予防活動の定着
を目指す。パークで筋トレは、将来的に会場数を40か所を目標に、参加者が
無理なく通える会場数を確保する。またウォーキング教室は、新規参加者を
増やし日常的な運動につなげられるよう、ウォーキングコースを周知し区内
全域に広げ、講座内容の充実を図る。

達成率

※①、⑤、⑥は令和２年度開始事業のため、令和2年度目標値（①・⑤のみ）は記載していない。

※令和３年度目標値（①・⑤のみ）は新型コロナウイルス感染症の影響によっては、事業中止や対象者の身

体状況が変わる可能性があるため、記載していない。
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

99,861

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

23,909 28,740 40,105 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 38,636

計 38,636 23,909 28,740 33,721 -

-
人数 4.40 2.70 3.30 3.80 -

-
人数 0.00 0.00 0.00 2.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 0 0 0 6,384 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0 0 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①～④については、イベント開催が困難だったこともあり軒並
み前年実績を下回っている。コロナ禍における高齢者の運動不足は
社会的にも大きな課題となっていたこともあり、家庭でできるストレッ
チ法を周知するDVDなどを作成・配付した点は評価できるが、配付だ
けでなく実践につながるような働きかけなどの工夫も必要だった。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　各々の事業の成果がどのようにフレイル予防に寄与しているのか、
役割と効果を明確に示して周知していただきたい。また、区の現在及
び今後の高齢者人口を考慮すると、区民の自主的な取組を支援する
方向に舵を切るのは正しいと考える。
　ただ、自主的な取組につなげるまでの支援方法や工程がいまだ確
立していないように思われる。成功モデルの分析などにより、区として
の支援戦略を継続して検討していってほしい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 56,591 30,063 29,730 77,128 99,861
総事業費(a+b) 95,227 53,972 58,470 117,233

① 主な内容 みんなで元気アップ教室、体力測定会 金額 33,386 千円

0 0 0 0 -

③ 主な内容 はつらつ教室 金額 13,181 千円

② 主な内容 はじめてのフレイル予防教室 金額 23,193 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　令和２年度区民評価委員会評価対象外事業のため「反映結果
の評価」記載なし。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　高齢者体力測定会では、コロナ禍の影響が身体面にも及ぶ実態が確認されてい
る。今後、目標値を設定する際には、区民に及んだ影響も勘案してほしい。
　指標②は、目標を達成できなかった。コロナ禍でできることを模索し、パークで筋トレ
の会場を2か所増やし、区民の活動の場を広げたことは評価できる。
　指標③は、目標を達成できなかった。コロナ禍の影響を大きく受けているが、可能な
範囲で教室を開催し、区民の健康の維持・向上を図っていたことは評価できる。
　指標④は、目標を達成できなかったが、丁寧なアプローチにより、実績値が増加し
ている点が評価できる。また、電話連絡による聞き取り調査に変更して、生活状況や
健康状態を確認するなど、臨機応変に対応したことも高く評価したい。
　指標⑤は、目標値の設定が難しい状況だが、自宅で一人で取り組める内容を推進
したことは臨機応変な対応として評価できる。しかし、一方で孤立化のリスクが高まる
可能性がある。フレイル予防の観点から、対人コミュニケーションも欠かせない。引き
続き、介護予防と社会参加のあり方を検討してほしい。
　指標⑥は、コロナ禍でありながら、目標を達成できている。指標①～⑥の全てに共
通することでもあるが、コロナ禍で培ったノウハウを関係者間で共有し、介護予防に
取り組む機会を区民に提供し続けてほしい。

　まず、何よりも、コロナ禍で高齢者の低下した体力改善や社会参加の機
会を増大させていくことを期待したい。コロナ禍以前の方針通り、地域で
活動を広げていくことは、地域のつながりを強固にすることにもつながる。
感染症対策を十分にとることで、活動を拡大することができるように、実
践上の工夫を期待したい。
　また、地域における継続的な介護予防の取組を促すために、自主グ
ループ化への取組は、コロナ禍で困難性はありながらも、今後も基本方
針として続けていくことになると考えられる。コロナ禍でできることを模索
し、成功した事例を関係者間で共有して、突破口を見つけだしてほしい。
　なお、区主催の教室参加者は70才以上が多いとのことだった。65～70
才が参加しやすく積極的に関われる活動も大事である。それが結果とし
て、将来の健康維持や社会参加（将来の孤立化防止のため）の糸口にも
なるため、介護予防という言葉を使わずに参加しやすい企画にするなど
工夫を期待したい。

反映結果・反映状況

■参加機会の増大／①外出自粛による高齢者の体力低下（コロナフレイル）を防ぐため、令和３年９月より、緊急事態宣言下でも介護予防事業を再
開した。②「パークで筋トレ」は地域包括支援センターと連携し、実態把握の訪問時にチラシを配布するなど、周知に力を入れたことで新規参加者数が
増加した。③「ウォーキング教室」は距離を短くするなど、新規の人が参加しやすい内容を取り入れた。④民間施設を利用した「体力測定会」について
は、当日でも参加できる体験メニューを実施した。⑤公園遊具を効果的に使うためのパンフレットを配付し、自分でも取り組める運動の促進を図った。
■自主グループ化への取り組み／地域の担い手を養成する「元気アップサポーター養成研修」において、コロナ禍で実施できなかったグループワー
ク等、当初の計画通りの内容で再開した。参加者の中から自主グループが１グループ立上げ予定である。
■６５～７０歳が参加しやすく積極的に関われる活動／「元気アップサポーター養成研修」においても６５～７０歳の参加者が少ない。地域の担い
手として活躍できることの魅力や重要性を理解してもらえるよう、研修やその他事業で広く周知していく。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度

64

Ⅳ　重点プロジェクト事業 事業別評価の反映結果



令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

-

43

109% 88% 95% -

達成率 - 88% 93% 99%

33 43 43

目標値 650 650 650 400

232

達成率

活
動

実績値 - 36 38 41

達成率

⑥ 高齢者の孤立防止
や見守り活動への参
加に関する情報を発
信した回数

回
高齢者の孤立防止や見守り活動への参加に関する情報を発信した回数
＜媒体＞区ＨＰ、あだち広報、絆づくり通信、ＳＮＳ（Twitter、Facebook）
目標値＝区ＨＰ、あだち広報、絆づくり通信、ＳＮＳによる情報発信回数

目標値 -

-

成
果

実績値 - 17.5 18.6 19.8

86%

④ 「高齢者の孤立防止
や見守り活動に協力
したい」と回答した人
の割合

％

足立区政に関する世論調査で「高齢者の孤立防止や見守り活動
に協力したい」と回答した人の割合
目標値＝２０．０％

目標値 - 20.0 20.0 20.0

成
果

実績値 51 81 94 95

達成率 102% 116% 99%

77%

③ 「わがまちの孤立ゼ
ロプロジェクト」実施
団体数

団体

高齢者実態調査をきっかけに、声かけや訪問、居場所づくりなど
の自主的な見守り活動を開始した町会・自治会数
目標値＝期待値
実績値＝実施団体数

目標値 50 70 95 110

活
動

実績値 1,915 1,753 1,757 1,539

達成率 113% 88% 88%

② 見守り、声かけ訪問
などの活動を実施し
た件数

世帯

地域包括支援センターや地域包括支援センターが派遣調整する専門相談
協力員（民生委員）及び絆のあんしん協力員による見守り、声かけ訪問活
動を実施した世帯数　　目標値＝期待値、実績値＝継続的な見守り、声か
け、寄り添い支援世帯数【29年度から定義変更】

目標値 1,700 2,000 2,000 2,000

4,300

成
果

実績値 3,636 3,955 4,220 4,396

達成率 101% 99%

世帯

「孤立のおそれ」「不在」「不同意」世帯のうち、地域社会や支援につながっ
た世帯数（「絆のあんしん協力員の訪問」、「地域包括支援センターによる
支援」、「介護保険サービス開始」、「地域社会とつながった」）
目標値＝期待値、実績値＝地域社会や支援につながった世帯数

目標値 3,600 4,000 4,200

100% 102%

庁内協働

高齢者実態調査について福祉管理
課、地域包括支援センターへの事業
展開について高齢福祉課、地域包括
ケア推進課と協働している。

内
容

記入所属
地域のちから推進部
絆づくり担当課
絆づくり事業調整

事業名 №２０　孤立ゼロプロジェクト推進事業
電話番号 03-3880-5184(直通)

E-mail kizunadukuri@city.adachi.tokyo.jp

孤立ゼロプロジェクトに伴う地域包括支援センターへの業務委託及び高齢者実態調査
活動等経費

視点 くらし 再掲 行財政

重点目標
⑦高齢者障がい者などの生活
のサポート体制を充実する

重点項目 高齢者等の安心を確保

活
動

実績値 644 655 636

29 30 31

① 孤立状態から地域社
会や支援につながっ
た世帯数

⑤ 地域で事業に関する
説明・報告を実施し
た回数

回

各地区町会・自治会連合会、各町会・自治会、絆のあんしん連絡
会等における事業概要説明会、実態調査説明会、実態調査結果
報告会、アセスメント結果報告の回数
目標値＝期待値、実績値＝説明会等実施回数

孤立ゼロプロジェクト推進事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

110

-

20.0

根拠
法令等

足立区孤立ゼロプロジェクト推進
に関する条例、条例施行規則

対応する予算事業名

3

4,400

-

2,000

-

2

事
業
の
概
要

目
的

区民がいくつになっても地域で、人のぬくもりのなかで、生きがいをもって地域に参画できる「暮らしやすいまち、住
み続けたいまち日本一」を目指して、喫緊の課題である孤立対策「孤立ゼロプロジェクト」に取り組む。

129% 101% 98% 36% -

500

⑦ 目標値

　 実績値

達成率

⑧ 目標値

達成率

　 実績値

・感染症の影響が長引く中、調査が困難な団体（１割程度）
  における調査の継続実施
・絆のあんしん協力機関への事業ＰＲ
・事業への直接的な関わりは、町会・自治会の役員など一
　部の方のみであることによる事業認知度の低さ（令和２
　年度に実施した第49回足立区政に関する世論調査にお
　ける事業認知度：26.7％）。

（短期）
・孤立死に関するデータ分析より、「熱中症＆孤立化」予防を兼ねた啓発を
　検討していく。
・実態調査は、地域活動再開後、感染症対策を盛り込んだ実態調査ハンド
　ブックと啓発物品にマスクを入れ活動のきっかけにしていく。ご協力いた
　だける町会・自治会から、感染対策を行いながら実施していく。
・声かけなどの自主的な見守り活動支援や築年数の経過したマンション管
　理組合にも働きかける。
・バス車内放送やＳＮＳ等を活用したＰＲ、絆のあんしん協力機関との連携
　強化を図りながら、地域包括支援センターを中心としたネットワークづく
　りを推進していく。
（中・長期）
・孤立ゼロプロジェクトを取り入れた足立区版「地域包括ケアシステムモデ
　ル事業」などへの参加を所管の地域包括ケア推進課や社会福祉協議会
　と連携していく。

【指標①】地域包括支援センターの丁寧な対応により、地域社会や支援につながった世
帯数が伸び、目標以上の成果があった。
【指標②】コロナ禍でも地域包括支援センターが、調査で気になった方の自宅訪問や継
続支援を行ったことで、7割強の実績となった。地域包括支援センターが高齢者の支援
に貢献している。
【指標③】町会・自治会の活動がほぼ止まっている中で、自主的に見守り活動を行う「わ
がまちの孤立ゼロプロジェクト」に5団体登録、4団体辞退となり、1団体の増となった。地
域活動に合わせての啓発ができない中、接触チャンスを逃さず啓発に努めた結果と考
える。既に登録している団体にも継続支援を行っている。
【指標④】コロナ禍においても活動している事例を取り上げ、孤立予防に関心を持つよう
啓発した。ＳＮＳ等での発信が、世論調査の結果にも影響したものと考えられる。前年度
実績より、やや増加し、ほぼ目標を達成できた。
【指標⑤】令和2年度はコロナ禍の影響を受け、実態調査を実施できなかったが、絆のあ
んしん連絡会は感染対策を行い85回実施できた。絆のあんしん協力員等に新型コロナ
ウイルス感染症について「正しく恐れる」ことを啓発した。また、町会・自治会の多くは、ほ
ぼ活動を自粛したが、「こういう時だからこそ見守りが必要だ」と自主的な見守り活動（わ
がまちの孤立ゼロプロジェクト）を行う町会・自治会等との打ち合わせに力を入れたこと
で、達成率3割強となった。コロナ禍での貴重な活動事例として啓発に活かした。
令和3年度の目標値について、絆のあんしん連絡会開催回数減（年概ね6回→年4回以
上）、緊急事態宣言期間延長・高齢者ワクチン接種状況等を考慮し、令和2年度目標値
の約6割とする。
【指標⑥】「ＳＮＳ」「あだち広報」「区のホームページ」「絆づくり通信」「絆のあんしんネット
ワーク活動報告事例集」での情報発信を行った。コロナ禍でも見守り活動をされている
絆のあんしん協力員や協力機関の活動のほか、３密を避ける工夫事例や感染対策も盛
り込み発信した。概ね目標を達成した。

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

・　感染症拡大状況や地域活動再開状況を考慮しながら、町会・自治会に高齢者実態調査の協力を働きかけ、孤立化状況を把握していく。
・　コロナ禍でも自主的な見守り活動（わがまちの孤立ゼロ）を行う町会・自治会に支援グッズを提供し、見守り活動を支援していく。
・　感染症対策をした絆のあんしんネットワーク連絡会などを活用し、区民・事業者・若年層等に緩やかな見守り活動を啓発するとともにネット
　　ワークづくりにも力を入れていく。
・　多くの区民に孤立ゼロへ向けた意識を高め、見守り活動に取り組んでもらえるように多様な情報媒体で発信し、関心を高めていく。
・　関係機関や他部署とも連携し、相乗効果による啓発を工夫していく。
・　新しい生活様式の中で、孤立ゼロプロジェクトの再活性化を地域包括支援センターを中心に社会福祉協議会や地域包括ケア推進課と連携
　　しながら、研究していく。

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①以外、目標を下回った。指標①②は地域包括支援セン
ターが高齢者の支援に貢献している。引き続き、地域包括支援セ
ンターや関係部署と連携を期待したい。指標⑥はSNS等での発信
により、前年度実績より増加したが、今後は若い世代の参加を促
す取り組みを進めてほしい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　孤立死に関するデータ分析によると、7・8・12月が多いとのこと。
その結果に応じた「熱中症＆孤立化予防」を兼ねた啓発を行うこ
とは妥当である。町会・自治会だけでなくマンションの管理組合に
も働きかけ、「わがまちの孤立ゼロプロジェクト」について新たな担
い手を着実に拡大してほしい。また、単身の男性高齢者の見守り
重点化の方向性は良い。8050問題にも通じる40～50代のひきこも
り支援拡充も必要である。

329 30 31 2 【庁内評価委員会の評価】

≪評価結果≫

-

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709

193,309 194,011 192,466 185,353

71,126 71,726 70,543 71,879

129,081

71,879 -

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 122,183 122,285 121,923 113,474 129,081

人件費(b)

総事業費(a+b)

8,874 -
人数 8.10 8.10 8.10 8.10 -

0 0 -

計 71,126 71,726 70,543

59,137 62,005 -
受益者負担金

千円

-
人数 0.00 0.00 0.00 0.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 0 0

1,832 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　新型コロナウイルス感染症の感染が拡大していても、「正しく恐れ、
適切な予防に努めて活動した事例の広報」、「孤立に関する啓発」が
行えたことは素晴らしい。特に、感染に留意しながら、大学生も含む
ボランティアが見守り活動を継続し、気になる高齢者の情報を地域包
括支援センターに情報提供するなど、連携できたことは評価できる。
　結果として、コロナ禍においても、地域包括支援センターの丁寧な
対応により、地域社会や支援につながった世帯数が昨年よりも増加
している。日頃の地道な活動の成果を大いに評価したい。
　コロナ禍で町会・自治会の多くは活動を自粛したが、自主的な見守
りを行う町会・自治会に対しての打合せに力を入れ支援したことは評
価できる。しかしながら、「わがまちの孤立ゼロプロジェクト」実施団体
数は、微増しているも４団体の辞退があった。今後も、団体構成員の
高齢化に加えて、感染拡大による活動困難といった課題が続くため、
団体が継続して活動を行えるように、支援・助言を継続していただき
たい。

0 0 0 0 -

1,472 千円

① 主な内容 寄り添い支援事業委託 金額 107,206

税
外

収
入

国都負担金・補助金 59,096 58,361

　孤立を減少させるための支援として、対面による声がけなども多
い。感染拡大が見られる中、活動を加速することは困難を極めて
いる。もともとの地域のつながりの希薄化に加えて、自宅で過ごす
時間が増え、人との関わりが減少するなど、孤立が促進する要因
が増えてしまっている。
　そのような状況下において、従来の協力員・協力機関による見
守り活動の充実を図るだけではなく、大学との連携など、より多く
の区民や関係機関が、孤立ゼロへ向けた意識を高め、取り組み
に参画してもらえるように、多様な情報媒体で発信することを期待
したい。
　熱中症と孤立化の予防を兼ねたアプローチやマスク配布を兼ね
た実態調査など、新しい生活様式の中で戦略的に取り組む活動
事例を社会福祉協議会や地域包括ケア推進課とも連携して横展
開し、活動の再活性化を図ってほしい。

　指標①、②はコロナ禍で活動困難な最中、継続支援により概ね目
標が達成できている。地域包括支援センターとの連携を深め、活動
の継続に期待する。また、高齢者孤立死の件数や実態を、所管課と
して詳しく調査分析しているので事業に役立つことを期待したい。
　指標③、⑤はコロナ禍により目標を下回っているが、一定の成果を
挙げている。世代交代への対応など、団体構成員の高齢化への対
策に取り組むと同時に、気軽に始められる活動や居場所づくりの事
例を発信し、実施団体の増加につながることを期待する。
　指標④、⑥は概ね目標が達成できている。特に、感染症対策を
行って絆のあんしん連絡会を85回も実施できたことは評価できる。
なお、SNSによる情報発信は、ターゲットを明確にし、閲覧をしてもら
える努力が必要である。年齢層に応じた情報発信の媒体を選択し、
伝わり方を想定した発信に努めてほしい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】

区
民
評
価
結
果

③ 主な内容 バス車内放送委託 金額

全体評価

反映結果 達成度 方向性

② 主な内容 地域見守り活動支援物品購入費 金額

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

達成率

　 実績値

　相談支援では、新型コロナウイルス感染症の影響による失業等に
伴う相談者等に対し、他の関係機関と連携しながら的確な支援につ
なげていく必要がある。
　就労準備支援では、障がいやメンタル等、就労阻害要因を抱える
対象者も多く、個々に応じた多様な支援を充実させることが重要で
ある。
　居場所を兼ねた学習支援では、事業参加者の状況から世帯を包
括的に支援するため、関係機関とのさらなる連携が重要となる。ま
た、事業卒業生である高校生等の支援のあり方について、関係機関
などとさらなる連携を深める必要がある。

【短期】相談支援では、広く相談を受けることができる体制を構築するた
め、オンライン相談などの導入を検討していく。就労準備支援では、就労
阻害要因を抱える対象者への支援を充実させるため、精神保健福祉士
を活用したプログラムを拡充する。ひきこもり支援については、居場所に
おいて段階的に他人と関わっていく過程を支援するとともに広報紙の活
用やセミナーの開催により、ひきこもりに対する正しい理解を地域に促し
ていく。居場所を兼ねた学習支援では、中学校から高校への連携した支
援を進めていくため、新たにあだち未来支援室のスマイルユースコー
ディネーター等との連携も図っていく。
【中・長期】相談支援では、庁内外の関係機関・団体とのさらなる連携の
強化を図るとともに、通報に関する協定締結事業者拡大による気づきの
ネットワークの充実を図っていく。就労準備支援では、多様な就労先を確
保するため求人・就労体験等協力企業の幅広い開拓を進めていく。居場
所を兼ねた学習支援は、東京都や都立高校等と協力して高校中退防止
や高校卒業後の社会的自立に向けた支援を行っていく。

【指標1】ハローワークとの連携などにより63人（前年度54人）が、就労準備支
援では93人（前年度134人）が就労した。また、学習支援に参加した中学3年生
は73人（前年度106人）が高校等に進学した。全体として目標値より下回った
が、要因としては、やはり緊急事態宣言下における外出自粛要請等の影響も
あり、就労準備支援の参加者数の減少などによるものである。
【指標2】新型コロナウイルス感染症の影響による失業等に伴い、生活費や家
賃の支払いなどの相談が増加し、さらに複数の複雑な課題を抱えた相談者に
対しては、問題解決まで相談を重ね、丁寧な対応で寄り添うことで大幅な件数
増につながった。
【指標3】年5回（延29日）実施の予定だったが、新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、6月（6日間）の相談会を急遽、電話相談会として対応した。
【指標4】緊急事態宣言下における外出自粛要請等の影響もあり、参加者は
177人と前年度より減少した。３密状態を回避するため、各種プログラムの中
止もしくは人数制限などの制約がある中、対象者の状況に応じた支援を実施
し、丁寧な就労マッチングを行った。
【指標5】学校やスクールカウンセラー等と連絡を密にし、支援が必要な生徒を
事業参加に導いた。事業参加者及びその家庭に支援が必要な場合において
は、居場所サポート相談員が訪問したり、関係機関が相互に連携して早期対
応を行った。また指標には表れないが、引き続き高校中退防止のために高校
への訪問や東京都ユースソーシャルワーカー等との連携を通じた支援を行っ
ている。
【指標6】総件数はほぼ前年度と同数であったが、特に新型コロナウイルス感
染症の影響により、複数の相談を抱えた相談者一人ひとりに寄り添った丁寧
な支援を行うことができた。
なお、指標とは別になるが、ひきこもり支援委託事業者によるひきこもり相談
件数が872件あった（前年度914件）。

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

⑧ 目標値

　 実績値

達成率

⑦ 目標値

350

活
動

実績値 314 346 342 335

達成率 126% 108% 98% 96% -

⑥
「つなぐ」シート
利用人数

人

相談の紹介票「つなぐ」シートを利用し、抱えている問題について
的確な相談窓口を紹介され支援を受けた人数
目標値=前年度の実績値を基に算出
実績値=つなぐシート利用実績人数

目標値 250 320 350 350

330

活
動

実績値 278 308 313 325

達成率 111% 99% 95% 98% -

⑤
学習支援事業参
加者数

人
居場所を兼ねた子どもの学習支援への参加者数
目標値=前年度の実績値を基に算出
実績値=学習支援事業参加実績人数

目標値 250 310 330 330

200

活
動

実績値 59 234 244 177

達成率 148% 94% 106% 71% -

④
就労準備支援事
業参加者数

人

就労準備支援（セミナー、就労体験事業所における就労体験、無料職業紹
介等）への参加者数
目標値=前年度の実績値を基に算出
実績値=就労準備支援の支援決定をした実績人数

目標値 40 250 230 250

330

活
動

実績値 402 396 328 289

達成率 134% 99% 82% 88% -

③
出張総合相談会
受付件数

件

関係所管・機関との連携により庁舎外で実施する出張総合相談
会での相談受付延べ件数
目標値=前年度の実績値を基に算出
実績値=相談実績件数

目標値 300 400 400 330

5,000

活
動

実績値 2,548 2,783 4,735 5,775

達成率 127% 103% 161% 120% -

② 生活困窮者自立
支援相談受付件
数（窓口分）

件

生活困窮者自立支援相談窓口（庁内）における相談受付延べ件
数
目標値=前年度の実績値を基に算出
実績値=相談実績件数

目標値 2,000 2,700 2,950 4,800

目
的

　生活保護に至る前の段階の生活困窮者に対し、就労支援などの相談を行い、自立支
援を促すことを目的とする。 庁内協働

足立福祉事務所生活保護指導課、
各福祉課、親子支援課、衛生部こ
ころとからだの健康づくり課:支援調
整会議、出張総合相談会

内
容

229

達成率 124% 133% 109% 76% -

140

視点 くらし 再掲 ひと

重点目標
⑦高齢者障がい者などの生活
のサポート体制を充実する

重点項目
多様な支援サービスの提供による区
民生活の安定・自立の推進

成
果

実績値 173 266 294

29 30 31

就労等決定者数
（就労決定・進路
決定者数）

人

生活困窮者自立支援相談、就労準備支援（セミナー、就労体験事業所にお
ける就労体験、無料職業紹介等）、学習支援等の後に就労（進路）が決定し
た人数
目標値=前年度の実績値を基に算出
実績値=就労による自立実績人数＋高校進学実績人数

目標値

生活困窮者自立支援事業の全部

指標名

記入所属
福祉部くらしとしごとの相談セ
ンター

事業名 №２１　生活困窮者自立支援事業
電話番号 03-3880-6219(直通)

E-mail kurashi-shigoto@city.adachi.tokyo.jp

単位 指標の定義（算出根拠）

200 270 300 250

　生活困窮者からの就労や生活に関する相談に応じ、必要な知識や情報の提供及び助
言を行うとともに、本人の状態に応じた就労準備支援、家計相談支援、学習支援等を実
施する。 根拠

法令等
生活困窮者自立支援法

対応する予算事業名

3

①

2

事
業
の
概
要
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

　パフォーマンスを発揮して、信頼と実績を積み重ねている。引き続き、十
分な人員配置や相談員のスキルアップ及びアフターフォローに配慮し、
セーフティネットを強固にすることで区民のいのちや生活を守ってほしい。
　庁内の他部署と連携を図り、事例やつなぐシートの共有を発展させると
同時に、地域でSOSをキャッチしやすい関係機関との連携を深め、積極
的に支援の和を広げてほしい。また、広く相談を受けることができる体制
を構築するためにも、オンライン相談の早期導入を期待したい。
　居場所支援も兼ねた学習支援では、高校中退防止や高校卒業後の社
会自立に向けた支援など、アフターフォローにも積極的に取り組んでい
る。今後の展開を模索しながら手厚い支援を行う好事例となっている。
　引きこもり支援について、高齢な家族が引きこもり者の相談に訪れるこ
とが多い。また引きこもりを公にすることを拒む傾向にあり、数字に表れ
ない支援を必要としている人の把握が必要である。8050、7040問題への
対策も兼ねて、取りこぼしなく展開できるように工夫することを期待した
い。

　指標①と④は、コロナ禍の影響を受け、目標の達成には至らな
かった。しかし、就労支援や学習支援などはきめ細かな対応が実践
されている。対面指導が基本になるため、今後もコロナ禍では人数
の制約や感染への不安により、参加人数が減少し続けることが想定
される。社会に普及しつつあるオンライン等の対応も検討が必要に
なると思われる。
　指標③、⑤、⑥は、コロナ禍の影響を受けつつも概ね目標を達成
できている。指標③では相談方法を柔軟に変更し、指標⑤では関係
機関と連携して早期対応を行い、積極的にアウトリーチしており、指
標⑥では複合的な相談にも寄り添って対応している。
　指標②は、昨年に引き続き、目標を遥かに上回る相談件数を対応
している。区民のニーズを汲みとり、窓口対応の幅を広げ、膨大な
件数に対応ができる組織体制を維持すべく、相談員の負担への配
慮も行っている。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】

区
民
評
価
結
果

③ 主な内容 寄り添い支援事業委託料 金額

全体評価

反映結果 達成度 方向性

② 主な内容 就労準備支援委託料 金額 48,889 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　感染症に伴う生活困窮者は増加の一途を辿り、平成30年度と比
較すると令和2年度は２倍を超える相談件数と多忙を極めている。
相談員の負担やバーンアウトを予防しつつ、丁寧かつ寄り添った
支援がされている点は本当に素晴らしい。長期休暇、年末年始の
開庁も図られ、ひきこもり支援においては年齢を問わず、一般相
談対応、伴走型支援を行うなど、表面化されにくい事案にも対応
すべく、積極的に支援を行なっている姿勢も評価が高い。
　また、コロナ禍以前より継続的に取り組んでいる学習支援につ
いては、高校等への全員進学という成果を挙げるだけではなく、
進学後の丁寧なアフターフォロー（就労の悩み相談や中退防止の
高校訪問等）が、子ども達の心の居場所をつくり、自立を支えてい
ると考えられ、賞賛したい。

0 0 0 0 -

40,708 千円

① 主な内容 居場所を兼ねた子どもの学習支援委託料 金額 161,441

税
外

収
入

国都負担金・補助金 138,535 161,717 173,416 188,396 -
受益者負担金

千円

-
人数 8.00 9.00 10.00 10.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 28,704 33,111

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 213,735 270,089 281,579 294,402 314,017

人件費(b)

総事業費(a+b)

8,874 -
人数 6.00 7.00 8.00 8.00 -

36,270 31,920 -

計 52,686 61,985 69,672

-

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709

295,125 365,185 387,521 397,314

81,390 95,096 105,942 102,912

314,017

70,992 -

29 30 31 2 3 【庁内評価委員会の評価】

≪評価結果≫

【目標・成果の達成度への評価】
　多くの指標が令和元年度の実績を下回ったが、コロナ禍で活動が制限
された中でも７～９割程度の達成率を維持している点は評価したい。ま
た、出張相談会については急遽電話相談会に変更するなど時宜に合わ
せた適切な対応を行った姿勢も評価できる。指標②の、生活困窮相談の
増加にあるように、支援を必要とする区民はまだまだ多い。急増した相談
にも対応したことは大いに評価したい。
【今後の事業の予定、方向性への評価】
　コロナ禍は予想以上に長引き、今後も相談者は増加していくと思われ
る。感染予防に留意しながら、相談者増に対応していくためには、オンラ
イン相談などの支援ツールが不可欠と考えることから、導入についての
検討を早めに進めてほしい。
　また、学習支援事業は中学校や高校など進学段階の切れ目をつなげる
ことが課題と思われる。庁内のスマイルユースコーディネーターや東京都
の支援人材との連携をより深めてほしい。今後も対象者のニーズに即し
た多様な支援を提供するため、庁内所管を含む関係機関との連携を深
めていただきたい。

　相談支援では、「つなぐシート」の活用により関係機関との連携を確実に行い、相談者に寄り添った丁寧な支援を継続していく。ひきこもり支
援については、広く区民や民生委員等の地域の関係者に対して、ひきこもりについての正しい理解を得てもらうため、ひきこもり支援セミナー
の開催や民生委員連絡会等の場を活用して周知を図っていく。また、誰もがSOSを出しやすくするため、SNSやあだち広報紙などを積極的に
利用し、幅広い情報発信の強化に努めていく。それでもSOSを発信できない方もいると思われるため、地域の民生委員や関係機関そしてライ
フライン事業者等とも連携を図り、要支援者の早期発見・早期支援の取り組みを進めていく。
　今後も新型コロナウイルス感染症の影響は避けられないと考えられるため、相談者が安心して相談ができるように引き続き感染症対策を徹
底するとともに、多様な相談体制を構築するためオンライン相談を導入していく。
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庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

　データヘルス推進課ではエビデンス（根拠）に基づく保健事業を実施するた
めに各種健康データを収集・分析しており、現在、２９種類のデータを保有して
いる。
【指標①】　本指標は、健康寿命と主観的健康感には関連があるとの研究結
果をもとに新たに設定した指標である。自分は健康であると感じている方の割
合は平成31年度と比較して2.7ポイント上昇した。しかし、厚生労働省が平成26
年に実施した「健康意識に関する調査」の結果（73.7％）を下回っている。今
後、各種健康施策を展開していくことで、令和６年度目標値として75％を目指
していく。
【指標②】　国民健康保険の一人あたり療養諸費は目標を上回ったが、東京都
と比較すると若干高い数値で推移している。医療費について東京都と比較す
ると、慢性腎不全（透析含む）や糖尿病、高血圧症等の生活習慣病の割合が
高いことが要因として考えられる。
【指標③】【指標④】　令和２年度は、特定健診や後期高齢者健診、あだちっ子
歯科健診など７種類のデータを使用して集計・分析を行い（指標④）、分析結
果を「保育施設におけるむし歯予防」や「糖尿病性腎症重症化予防」など７事
業に活用した（指標③）。
【指標⑤】【指標⑥】　６歳臼歯にむし歯がある児童の割合は、前年度より
０．７ポイント減少した（指標⑤）。また、６歳臼歯にむし歯がある児童の割合が
１０％以上の小学校は平成31年度から８校減少し、大きく改善した（指標⑥）。
平成29年度から平成31年度にかけて、指標⑦の「６歳臼歯健康教室実施数」
を増やし、年長児および小学１年生を対象に永久歯の大切さや「６ちゃんみが
き」を指導してきたことが功を奏したと考える。
【指標⑦】新型コロナウイルス感染症の影響により、実施回数が大幅に減少し
た。そのため、コロナ禍においても家庭で取り組んでもらえるように、新たに
「家庭版ワークシート」を作成した。

・保健衛生システムに、各種健診結果のデータ（29種類）を取り
込み、小学校３年生までの健診データについては、生まれてから
令和２年度までの受診結果を切れ目なく保有している。今後は、
これらのデータを使い、どのように分析を進めていくのか、仮説
の設定や分析項目の選定等、ビッグデータを扱うスキルが必要
となる。
・国民健康保険の療養諸費については、生活習慣病にかかる費
用が上位に位置している。医療費の適正化を図るために、特定
健診によって疾病を早期発見、早期治療するとともに、重症化を
食い止めることが重要である。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
【短期】
・研修の受講により、職員のデータ分析力の向上を図る。
・令和３年度は、高齢者のフレイル（加齢により心身が老い衰えた状
態）や子どものむし歯、肥満に関する集計、分析を中心に行う。
・特定健診の受診率が低い40歳・50歳代の受診率を上げるために、
AメールやSNSでの情報発信回数を増やしてく。
・家庭版ワークシートの活用を含め、引き続き「6歳臼歯のむし歯予
防」を推進する。小学２年生の歯科健診データから、乳歯と永久歯の
むし歯の関係を分析し、効果的な予防策を検討する。

【中・長期】
・集約した健康データを分析、活用することで、効果的な健康施策を
実施し、健康寿命の延伸と医療費の適正化を図っていく。

達成率

　 実績値

目標値

達成率 117% 107% 109% 28% -

180 195 215 200

活
動

実績値 176 193 212 61

⑦
６歳臼歯健康教
室実施数

件
区歯科衛生士による「６歳臼歯健康教室」の、保育園、幼
稚園、こども園、小学校への実施園（校）数

目標値 150
達成率 - - 100% 100% -

- 30 22 19

成
果

実績値 - - 30 22
⑥ ６歳臼歯にむし歯が

ある児童の割合が
10％以上の学校
（小学３年生）

校
学校歯科健診の結果、小学３年生の６歳臼歯にむし歯が
ある児童の割合が10％以上の学校数
　【低減目標】【新規指標】

目標値 -
達成率 100% 108% 85% 95% -

9.3 8.3 8.6 8.6

成
果

実績値 10.0 8.6 9.8 9.1

⑤ ６歳臼歯にむし歯
がある児童の割合
（小学３年生）

％
学校歯科健診の結果、小学３年生の６歳臼歯にむし歯が
ある児童の割合　【低減目標】

目標値 10.0
達成率 - - - 100% -

- - 7 8

活
動

実績値 - - - 7

④ 集計・分析に使
用した健康デー
タの種類

種
健康施策の立案や評価をするために集計・分析で取り
扱った健康データの数　【新規指標】

目標値 -
達成率 - - - 100% -

- - 7 8

成
果

実績値 - - - 7

③
集計・分析結果
の活用事業数

件
健康データの集計・分析結果を活用して事業立案や評価
を行っている事業の数　【新規指標】

目標値 -
達成率 100% 100% 101% 101% -

103.6 103.9 103.9 102.5

成
果

実績値 103.7 104.0 103.1 102.7
② 国民健康保険の

一人あたり療養
諸費

なし
国民健康保険の一人あたり療養諸費（東京都平均を100と
したときの指数で対比）　【低減目標】

目標値 104.0

- - 100% 100% -

- - 66.4 69.1 71.0

3

① 自分は健康であ
ると感じている
区民の割合

％
世論調査の設問「あなたは普段ご自分のことを健康だと感
じていますか」に対し「非常に健康だと思う」「健康な方だと
思う」と回答した方の割合　【新規指標】

目標値

データヘルス推進事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 - - 66.4

29 30 31 2

69.1

達成率

衛生部データヘルス推進課
データヘルス推進係・多世代健康
データ連携担当

事業名 №２２　データヘルス推進事業
電話番号 03-3880-5601(直通)

E-mail datahealth@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

「足立区データヘルス計画」に基づき、国民健康保険や各所管が保管する健康・医療情報を活用して、区
民の健康実態の分析及び課題抽出を行い、健康寿命の延伸と医療費の適正化に効果的な保健事業を実
施する。 庁内協働

政策経営部、区民部、福祉部、教
育指導部、学校運営部、子ども家
庭部とエビデンスに基づく施策を
展開する。

内
容

「特定健診受診率向上の取り組み」「人工透析予防事業」「歯科口腔保健対策に関する
事業」に重点をおき、庁内外の関係所管及び関係機関等と連携して、データに基づく保
健事業を実施する。 根拠

法令等

足立区データヘルス計画、足立
区糖尿病アクションプラン－歯科
口腔保健対策編－対応する予算事業名

視点 くらし 再掲

重点目標 ⑧健康寿命の延伸を実現する 重点項目 自ずと健康になれるくらしの支援 記入所属
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標①は、目標を達成できているが、厚生労働省で実施した調査結果よりは
下回っている。健康の定義は曖昧であるが、主観的な健康の意識と健康寿命の
関連性を引き続き分析してほしい。
　指標②は、目標を達成できているが、東京都の平均よりは費用がかかってい
る。生活習慣病は日頃の予防意識の積み重ねが大事になるため、意識改革に
向けてデータに基づいた啓発を期待したい。
　新規指標の③、④は、目標を達成できている。令和２年度の実績値を踏まえ
て、区民目線で考えた場合に、現在の目標値で適切なのかどうか、高めの目標
を設定して推進していくことも重要ではないかなど、指標の適正を検討する必要
がある。
　指標⑤、⑥は、目標を概ね達成できている。6歳臼歯にむし歯のある児童が
10％以上の学校で、上位と下位で大きな格差がある。情報の収集、原因の分
析、分析結果に基づいた改善方法を提示し、改善がみられることを期待する。
　指標⑦は、新型コロナウイルス感染症の影響により目標を達成できなかった。
代替案として自宅でも実践可能な「家庭版ワークシート」を作成し、創意工夫した
点は評価できる。感染継続の有無に関わらず、自宅でも継続して取り組めるよう
に、同様の創意工夫を継続してほしい。

　データを収集することは、個人情報や管轄の違いにより、容易に
行えることではない。現在、国民健康保険の情報をもとにしている
が、若年層はそれ以外の保険加入者が多いのも実態である。足
立区で協定を結んでいる全国健康保険協会東京支部からの収集
も難しいという話であったが、公共性の高い企業からモデル的に
実施するなど、引き続き交渉を継続し、幅広いデータを活用し、疾
病の予防や健康寿命延伸につなげ、より効果的な健康施策を実
践してもらいたい。
　生活習慣病は、幼少期からの認識に関係があり、親子ともに啓
発を行う必要がある。健診結果等により、肥満や生活習慣の乱れ
を分析し、早期から健康意識への働きかけを期待する。しかし、過
度なダイエットや間違った健康法もSNS等を通して広まり、健康被
害に繋がる恐れもある。恐怖や不安を動機付けにすることも一つ
の方法だが、区民が間違った方法を選択しないように、望ましい
方向へ先導するような啓発をお願いしたい。

反映結果・反映状況

　個人情報を含む健診結果や健康データ等を全国健康保険協会東京支部（以下、「協会けんぽ」という。）や区内企業から提供いただくことは非常に
難しく、実現性が低い。そのため、協会けんぽに加入している区民の健診データ等を協会けんぽに分析・加工していただき、その結果データを提供し
てもらえるように協議していく。
　令和３年度は「健診受診者の95％に何らかの異常がみられた」等の分析結果を活用して、健診未受診者に対する受診再勧奨通知や、各種健（検）
診を周知するＡメール・ツイッターの発信等を行った。今後は、健康データの分析から判明した区民の健康課題や生活習慣病の予防対策等をわかり
やすく説明するホームページを作成し、啓発を強化していく。
　小学生の歯科健診データの分析を継続し、むし歯のある児童が多い学校に対して重点的に「６歳臼歯健康教室」を実施していく。また、令和３年度は
「歯みがきチャレンジカード」の取組みを強化し、自宅での継続的な歯みがき習慣づくりを推進した。
　なお、指標③の令和３年度目標値（８件）は、令和２年度（７件）から１件しか増えていないが、これは令和２年度の分析テーマ７件のうち、６件を継続
し、２件新規追加した結果である。現在の指標では新規件数や１件あたりの分量がわからないため、指標の見直しを検討する。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　令和２年度区民評価委員会評価対象外事業のため「反映結果
の評価」記載なし。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

③ 主な内容 郵便料金 金額 16 千円

② 主な内容 封筒作成費 金額 63 千円

① 主な内容 消耗品購入費 金額 138 千円

0 0 0 0 -

3,192 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0 0 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①③④⑥は新規指標である。目標の達成に向け、適切に事業を推
進して欲しい。指標②については、目標を達成しているが、比較対象とし
ている東京都平均を目指し更なる改善が求められる。指標⑤は、目標未
達であるが、前年度比で改善している。指標⑦は、目標未達成であるが、
子どもたちが自宅で取り組めるよう、「家庭版ワークシート」を作成し、工
夫した点について評価できる。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　職員のデータ分析力の向上を図っていく方向性は、妥当であると考えら
れるが、他自治体の事例なども参考に、区が保有する29種のデータを分
析し、健康施策にどのように活用していくのか、方向性と具体的な施策を
早急に打ち出して欲しい。6歳臼歯のむし歯予防対策については、取り組
みの重要性を保有する健康データの比較などから示していく必要がある
のではないか。また、家庭での実践を定着させていくことが重要であるこ
とから、昨年度に作成した「家庭版ワークシート」の効果的な活用方法も
検討して欲しい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 442 202 487 217 256
総事業費(a+b) 3,954 9,057 9,196 12,283

-

-
人数 0.00 0.00 0.00 1.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 0 0 0

8,855 8,709 12,066 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 3,512

計 3,512 8,855 8,709 8,874 -

-
人数 0.40 1.00 1.00 1.00

256

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3
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H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

①令和2年度の国保の人工透析新規申請者のうち、糖尿病に関連する患者は
57人で昨年度と同数であった。そのうち60代が23人、70代が20人と、全体の
75％が60代以降である。申請者の平均年齢は64.4歳、70代以降の割合は
35.1%であり、H29年（59.3歳、16.3%）に比べ透析導入年齢が上がっている。／
②食習慣調査による推定野菜摂取量は、前年と比較し8ｇ増加した。経年変化
を国民健康・栄養調査と比較すると、男性は依然として差が大きいものの、女
性はほぼ差がなくなっている（R1男性：国259ｇ、区200ｇ／R1女性：国240g、区
237ｇ）。幼稚園等の出張栄養教室は中止となったが、その代わりに、幼稚園・
保育園向けに、親子で体験できる「ひと口目は野菜からﾁｬﾚﾝｼﾞｼｰﾄ」を活用し
て啓発した結果、「野菜から食べる割合」が増加した（98園、4,972人、野菜から
食べる割合：実施前28.3％→実施後69.0％）／③あだちﾍﾞｼﾞﾀﾍﾞﾗｲﾌ協力店に
ついては、新規開拓委託を120店舗、掲示物ﾒﾝﾃﾅﾝｽを190店舗実施し、目標
を達成できた。糖尿病月間では、ﾃｲｸｱｳﾄで野菜ﾒﾆｭｰを提供してもらう等の取
組みを実施した（25店舗、3,147食）。／④昨年度と比較し、約0.4ﾎﾟｲﾝﾄ増加し
た。40代のﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝA1c値7％以上の割合は、2.5％で昨年度とほぼ変わりな
かったが、50代で5.1％で0.6ﾎﾟｲﾝﾄ増、60代で6.3％で0.6ﾎﾟｲﾝﾄ増と50代以降で
割合が増加している。なお、国の令和元年度の値は5.70%であり、これまで継
続して国の値を下回っている。／⑤ｲﾍﾞﾝﾄの中止や乳幼児健診等でﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝ
A1c測定を実施できない時期があり、受診者数が減少した。しかし、乳幼児健
診においてはﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝA1c測定の代わりに、個別指導を636件、短時間で行え
る血糖検査を339件実施し、ﾊｲﾘｽｸ者への対応を行なった。／⑥若年者の重
症化予防を強化するため、40歳前健診の結果において、ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝA1c値で要
指導・要受診判定を受けた対象者291人全員に対し、対面等で保健・栄養指導
を行った。／その他の取組みとして、11月の糖尿病月間では、「ｺﾛﾅ太り」をﾃｰ
ﾏにした自宅でできる啓発のﾘｰﾌﾚｯﾄを1万部配布した。

重症化予防では、50代以降のﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝA1c値7%以上の人の割合が、40
代に比べて約2倍多く、課題である。糖尿病に罹患後、人工透析になる
まで約10年かかるため、若年期から好ましい生活習慣を身に着け、透析
導入時期を少しでも遅らせ、導入者数を減らしていく必要がある。／子ど
も・家庭での良い生活習慣では、「あだち 食のｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ」の定着に向
け、「ひと口目は野菜から」を学校や区立保育園だけではなく、浸透率の
低い私立保育園及び家庭にも拡げていく必要がある。／野菜摂取量は
国の目標値を下回っており、特に男性の野菜摂取量を増やすことが課
題である。更にコロナ禍での啓発として、自宅で出来るちょい増し野菜ﾒ
ﾆｭｰの情報発信を進めていく必要がある。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
●重症化予防：ﾃﾞｰﾀﾍﾙｽ推進課と連携し、ﾊｲﾘｽｸ者への対策を行う
とともに、40歳前の健康づくり健診における保健・栄養指導や2か月
後のﾌｫﾛｰを通じて若年者の重症化予防を進めていく。
●野菜を食べやすい環境づくり：区民の野菜摂取量を増やすため、
事業所などの職場領域において、野菜摂取量を見える化する啓発
を行う。またﾍﾞｼﾞﾀﾍﾞﾗｲﾌ協力店では、ｽﾃｯｶｰの貼り替え等のﾒﾝﾃﾅﾝ
ｽ、ﾃｲｸｱｳﾄや弁当での野菜ﾒﾆｭｰの開発支援を行う。
●子ども・家庭の良い生活習慣の定着：ｺﾛﾅ禍での啓発として、SNS
を活用した情報発信に加え、食育月間にﾍﾞｼﾞ映えﾌｫﾄ（自宅で作った
野菜料理を投稿してもらう企画）や、教育委員会等と連携して、家庭
における「ひと口目は野菜からの定着」を図る取組みを行う。

達成率

　 実績値

⑧ 目標値

達成率

　 実績値

⑦ 目標値

達成率 77% 92% 110% 146% -

200 200 200 220

活
動

実績値 154 184 220 291
⑥ 糖尿病重症化予

防のための保健・
栄養指導実施件
数

件
40歳前の健康づくり健診結果に基づき、糖尿病重症化予
防のために保健・栄養指導を実施した人数【令和元年度
から定義変更】

目標値 200
達成率 105% 121% 97% 13% -

900 1,000 900 350

活
動

実績値 839 1,085 966 116

⑤ 指先穿刺による
ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝA1c測
定受診者数

人
各種イベント会場や健診会場等で、指先穿刺によるﾍﾓｸﾞﾛ
ﾋﾞﾝA1c測定を行った延べ人数

目標値 800
達成率 96% 92% 80% 74% -

4.40 4.40 4.40 4.40

成
果

実績値 4.58 4.80 5.47 5.91

④
ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝA1c7%
以上の割合

％
４０歳～７４歳の足立区国民健康保険の特定健診受診者
のうち、ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝA1cの値が７%以上の人の割合
【低減目標】

目標値 4.40
達成率 99% 104% 102% 101% -

700 800 900 910

活
動

実績値 592 728 815 910

③ あだちベジタベ
ライフ協力店登
録数

店
区内の飲食・食品販売店舗のうち、野菜たっぷりメニュー
やベジ・ファーストメニューの提供など「あだちベジタベライ
フ協力店」として登録した店舗

目標値 600
達成率 92% 93% 88% 92% -

250 250 250 250

成
果

実績値 231 233 221 229
②

野菜の摂取量 ｇ/日
食習慣調査（ＢＤＨＱ）を使用した足立区独自調査結果
（最終的な目標値は厚生労働省が推奨する１日の目標摂
取量350ｇ）

目標値 250

92% 102% 81% 96% -

45 48 46 55 55

3

① 糖尿病を主病と
した年間新規透
析導入患者数

人
年度ごとの足立区国民健康保険の被保険者のうち、糖尿
病を主病とした透析導入を新規申請した患者数（対前年比
２％の減少を目指す）　【低減目標】

目標値

糖尿病対策事業、糖尿病予防健診事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 49 47 57

29 30 31 2

57

達成率

衛生部 こころとからだの健康づくり課
健康づくり係、データヘルス推進課
データヘルス推進係・健診事業係

事業名 №２３　健康あだち21推進事業（糖尿病対策）
電話番号 03-3880-5433(直通)

E-mail kenkou@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

「足立区糖尿病対策アクションプラン」に基づき、糖尿病対策に重点を絞った施策を重層的に推進すること
により、区民生活の質の向上と健康寿命の延伸・健康格差の解消を目指す。 庁内協働

政策経営部、広報室、総務部、区
民部、地域のちから推進部、産業
経済部、教育指導部、学校運営
部、子ども家庭部

内
容

「重症化予防」・「子ども・家庭の良い生活習慣の定着」・「野菜を食べやすい環境づくり」
の３施策の基本方針に基づく、庁内関係所管及び地域医療関係団体・民間企業等との
協働による啓発・健康チェック・保健指導等事業 根拠

法令等

健康増進法、食育基本法、健康あだち２１（第二
次）行動計画、足立区糖尿病対策アクションプラ
ン、「おいしい給食・食育対策編」、あだち食の健康
応援店普及啓発事業実施要綱、あだちベジタベラ
イフ協力店普及啓発事業実施要綱対応する予算事業名

視点 くらし 再掲 ひと

重点目標 ⑧健康寿命の延伸を実現する 重点項目 自ずと健康になれるくらしの支援 記入所属
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標①は、ほぼ目標の達成ができている。また、指標⑥は目標を
大幅に上回り、全員にアプローチができている点が高く評価できる。
糖尿病罹患、重症化予防のために、積極的な働きかけを期待した
い。
　指標②と③は、良好な成果を得ることができている。野菜摂取量、
ベジタベライフ協力店ともに増加しており、どこでも気軽に野菜が摂
取できる環境が整いつつある。おうち時間がこれからも一定時間増
えるため、テイクアウトメニュー等の取り組みを継続してほしい。
　指標④は概ね目標を達成できたが、指標⑤は大きく下回った。コロ
ナ禍で受診を控える動きや、おうち時間増加による運動不足など、
糖尿病を助長するリスクが高い。指先穿刺による HbA1c測定は、イ
ベント中止等により測定数は減少も、簡便な血糖測定や個別指導を
積極的に行なっており、一定の評価ができる。感染拡大予防により
対面や接触機会の減少が続くため、新しい生活様式に対応した指
導方法の構築を進めてほしい。

　以前まで中高年以上が罹患するとされていた糖尿病は、全年齢で罹患
する病気となっている。子どものうちから正しい食生活を身に付けること
で、将来の糖尿病患者を減らすことにもなるので、データヘルス推進課と
も連携して、今後も、コロナ禍で可能な取組を工夫して実施してほしい。ま
た、糖尿病により新型コロナウイルス感染症に対するリスクも高くなること
から、糖尿病予防の関心が高まっているため、全年齢層への広報をベー
スに、重症化予防などターゲットを絞った広報も必要である。
　野菜摂取の重要さは区民に浸透してきている。野菜摂取やひと口目か
ら野菜を食べることなども効果が期待できるが、「噛むことのメリット」も広
めていく必要がある。また健康への興味が高くない人向けに、ダイエット
効果や小顔効果など、楽しみながら健康づくりが実践できるように多角的
にアプローチしてほしい。
　元気な職場づくり応援事業により、国保以外の健康データの収集が可
能となっている。集計データから導き出された情報をフィードバックし、足
立区在住・在勤することで健康が増進できるようなモデルの構築を期待し
たい。

反映結果・反映状況

 　重症化予防では、ハイリスク者への対策だけではなく、リスクチェック（チェックシート、体組成測定、ベジチェック等）を実施し、自分のカラダ
の状態についての「気づき」から健康行動につなげる取組みを進める。また、若年層への対策では、40歳前健診の結果が要指導以上の者に
保健・栄養指導を実施するほか、A-メールやSNS等を活用し、野菜摂取で期待される美肌効果等、各ターゲット層が興味や関心を持てるよう
に工夫しながら、健康情報を配信する。併せて、コロナ禍での運動不足解消に向け、公園やスポーツを所管する部署との連携を強化する。／
子ども・家庭の良い生活習慣の定着では、生活習慣が乱れやすい長期休暇等の対策として、家庭で取組める「ワークシート」を保育園・幼稚園
に加え、小学校や子ども食堂等でも実施し、子どもを通じて家族全体への浸透を図る。／野菜を食べやすい環境整備では、ベジタベライフ協
力店の登録数は目標の900店に達したため、今後は各店舗の質の向上を図る。さらに、スーパーや弁当店等との連携を強化し、日常的にヘル
シーメニューが購入しやすい環境を整える。／健康経営においても、集計データを活用し、事業所ごとの課題に応じた支援を行ない、これまで
進めてきた地域や学校での対策と併せて、さらなる健康寿命の延伸を目指す。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　コロナ禍で外出制限、おうち時間の増加による「コロナ太り」は深刻化し
ている。気軽に検査ができる指先からの血糖・HbA1cの測定、数値に応じ
た受診勧奨、対策法の周知を継続してほしい。
　50代以降の透析導入者数が増加しており、重症化予防に加え若年者
の糖尿病予防が急務となる。40歳前健診でHbA1cが要指導・要受診判定
を受けた全員への対面等での指導が行えた点は評価できる。また、糖尿
病は日々の食生活によるものが大きいので、今後もベジ・ファーストなど
の啓発は重要である。小学校や区立の保育園だけではなく家庭へ拡げて
いく努力も必要である。特に、男性の野菜摂取量を増やすための努力と
工夫も必要なので、効果的な情報発信が重要である。
　ベジタベ協力店は900店舗を超え、外出先でも野菜の摂取が容易となっ
た。自宅でも野菜を摂取できるように、テイクアウトメニューを導入するな
ど取り組みが評価できる。女性に比べ男性の野菜摂取量の開きが大き
く、糖尿病予備群も女性の２倍と高い。性別、年齢等に応じた興味関心を
持てる啓発活動の展開を期待したい。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

③ 主な内容 食習慣調査集計分析委託 金額 1,301 千円

② 主な内容 ﾍﾞｼﾞﾀﾍﾞﾗｲﾌ協力店開拓委託 金額 1,398 千円

① 主な内容 糖尿病眼科健診委託料 金額 19,389 千円

0 0 0 0 -

4,213 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 5,690 5,732 7,476 3,472 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　活動指標のうち⑤は新型コロナウイルス感染症の影響により、実績値
が大幅に低下したが、ハイリスク者への個別指導など代替的な対応を図
られたことは評価する。指標③は目標未達であるが、保育園・幼稚園向
けの「チャレンジシート」を活用し、工夫を凝らした結果、前年度より状況
が改善した。成果指標④は、R1、R2と2年間、対前年度比で実績値の改
善が認められないため、原因分析を行い効果的な対策が求められる。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　データヘルス推進課と連携し、エビデンスに基づく効果的な対策を講じ
ていく方向性は適切。様々な切り口からハイリスク者への対策、若年者の
重症化予防を推進する必要があるが、「ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝA1c」の数値が最も悪
い、働き盛りの「50代・60代の男性」に対しては、健康経営を交えたアプ
ローチ手法を検討するなど具体的なアイデアもあり評価できる。また、昨
年度は公園部門と連携し、運動のできる公園の紹介から開始したとのこ
とであるが、実際に足を運びたくなるような仕掛けづくりを関係所管と連携
し、更に深掘りした健康施策を推進して欲しい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 20,641 23,947 35,998 27,525 30,926
総事業費(a+b) 111,853 123,679 137,919 88,177

-

-
人数 1.56 1.86 2.12 1.32 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 5,597 6,843 7,689

99,732 101,921 60,652 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 91,212

計 85,615 92,889 94,231 56,439 -

-
人数 9.75 10.49 10.82 6.36

30,926

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

0
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H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

記入所属
衛生部こころとからだの健康づくり課
こころといのち支援係

事業名 №２４　こころといのちの相談支援事業
電話番号 03-3880-5432(直通)

E-mail kenkou@city.adachi.tokyo.jp

単位 指標の定義（算出根拠）

118 117 121 109

(1)「気づき」のための人材育成として、「ゲートキーパー研修」を実施　(2)困っている当事
者に対する支援策として、雇用・生活・こころと法律の総合相談会、自死遺族の会等の
実施　(3)区民への啓発・周知　(4)自殺対策ネットワークづくりと連携の強化 根拠

法令等

自殺対策基本法
足立区の「生きる支援」自殺対策
計画対応する予算事業名

3

①

2

事
業
の
概
要

視点 くらし 再掲

重点目標 ⑧健康寿命の延伸を実現する 重点項目 自ずと健康になれるくらしの支援

成
果

実績値 122 121 125

29 30 31

足立区自殺者数 人
人口動態統計による足立区自殺者数（対前年比３％の減
少を目指す）【低減目標】※R2実績・R3目標値は暫定値

目標値

こころといのちの相談支援事業

指標名

目
的

都市部に点在している専門相談機関をつなぎ、複数の悩みを抱えている相談者を連携して支援すること
で、自殺に追い込まれない社会をつくる。 庁内協働

政策経営部、あだち未来支援室、広報室、
総務部、区民部、地域のちから推進部、産
業経済部、福祉部、教育指導部、学校運営
部、子ども家庭部

内
容

112

達成率 107% 98% 94% 108% -

130

100

成
果

実績値 100 99.7 99.7 100

達成率 100% 100% 100% 100% -

② 「つなぐ」シートの
利用者のうち自死
に至らなかった者
の割合

％
相談紹介票「つなぐ」シートを利用した者のうち、抱えてい
る問題について適切な相談窓口を紹介され支援を受けた
ことで、自死に至らなかった者の割合

目標値 100 100 100 100

29

活
動

実績値 29 30 22 29

達成率 100% 100% 79% 100% -

③ 雇用・生活・こころ
と法律の総合相談
会保健師による相
談日数

日
年度ごとの雇用・生活・こころと法律の総合相談会におけ
る保健師による相談日数の合計

目標値 29 30 28 29

400

活
動

実績値 391 502 554 292

達成率 112% 132% 146% 73% -

④
ゲートキーパー
研修受講者数

人
年度ごとの初級・中級・上級ゲートキーパー研修受講者数
の合計

目標値 350 380 380 400

52

活
動

実績値 22 49 43 35

達成率 110% 47% 83% 67% -

⑤ SOSの出し方に
関する教育の実
施学校数

校
年度ごとの特別授業を実施した足立区及び近隣区の都立
高校、区立小・中学校等の学校数の合計（区内小・中学校
数の半数の実施を目指す）【令和元年度から目標値変更】

目標値 20 104 52 52

　 実績値

達成率

⑥ 目標値

　 実績値

達成率

⑦ 目標値

⑧ 目標値

　 実績値

　令和２年の区の自殺者数(人口動態統計)は、平成10年と比
べ、足立区42.0％減、都29.9％減(R1年比)と、都を上回って減
少している。しかし、令和2年は、国と同様に、区でも10月以
降、男女とも前年比で増加傾向にある。また、20～30歳代男
性の自殺が増加している。新型コロナウイルス感染症の影響
により、経済・雇用問題を抱える方、不安やこころの悩みを抱
える方が増えている。コロナ禍で他人との接点が減って、孤
立が深まっていく恐れがある。そのため、重点対象者ごとに、
関係機関と連携しながら、対策を強化する必要がある。

　コロナ禍による孤立した方への支援を軸に、「経済・雇用問
題を抱えた男性」「家庭・経済問題を抱えた女性」に加え「若
年者」「高齢者」を重点施策に位置付ける。/男性に対しては、
上級研修のテーマを「経済・雇用問題を抱えた方への支援」と
設定し、支援策の理解を深め、連携強化を図る。/女性に対し
ては、子育てサロン等へ相談カードを設置し、連携を進める。
/高齢者に対しては、身近な支援者としての介護事業所や訪
問看護事業所へのゲートキーパー研修を行い、相談カードの
配布を進める。/今後、経済・雇用問題を抱えた生活困窮者
が増加し、自殺のリスクの増大が懸念される。各相談窓口の
連携を図り、気づき　つながる　いのちを守る取り組みを拡大
し、自殺に追いこまれない「生き心地の良い社会」をめざす。

指標①令和2年の自殺者数は、国が増加している中、区では男性は減少、女
性は横ばいとなり、前年と比べ減少した（男性71人、女性41人計112人）。これ
まで自殺に至る要因分析を行い、全庁を挙げて対策を進めてきたことによるも
のと捉えている。今後もコロナ禍での影響を見極めながら、事業を進めていく。
/指標②｢つなぐ」シートは生活困窮者支援担当部署を中心に多部署で活用さ
れている。支援数335件であり、自死されたケースは0件であった。/指標③総
合相談会は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため6月は電話相談会
で、9月以降は感染予防策をとって対面で実施した。こころの相談は62件あり、
必要に応じて精神科医療機関や関係機関と連携し支援した。/指標④ゲート
キーパー研修は、「気づき」のための人材拡大を目指して初級研修を重視し、
受講人数を制限して3回に分けて職員（三年目の職員の必須研修として実施）
や民生・児童委員、関係機関職員等を対象に実施した。その他にも、中級研
修を1回、出張ゲートキーパー研修を8回実施した。/指標⑤思春期向け特別
授業は35校（25小学校、8中学校、2高等学校）で実施した。令和2年度は、休
校期間等があり、実施校数が少なくなったが、都立高校へ働きかけて、3月に2
校実施した。また、各学校に、より丁寧に結果を返すため、授業終了後の児
童・生徒アンケート集計結果を、区全体と比較できるように見直した。/インター
ネット・ゲートキーパー事業の新規相談者数は、年間115人であり、若年者の
相談が97人84.3％、相談前後のアンケートにより、40.9％に前向きな感情変化
が見られた。/その他、高齢者相談カードを、64郵便局に新たに設置、女性向
けのSNS相談チラシを保育園、小中学校へ設置、さらに、区ホームページの新
型コロナウイルス感染症関連情報にこころの相談窓口のリンクを作成。また、
医師会との共催で「自殺未遂者ケア研修」を、WEB研修として開催。/※30年
は、事業費を7,977から8,569へ修正し、総事業費を29,366から29,958に変更し
ました。31年は、事業費を11,113から10,884へ修正し、総事業費を32,158から
31,929に変更しました。

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

達成率
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

　全国的に自殺者数が増加している若年層や女性に対しては、気軽に２４時間つながるチャット相談等のSNS相談窓口を記載した「こころの相
談窓口一覧」を、保育園・小・中・高校やひとり親家庭支援窓口等へ送付するとともに、区ホームぺージ等で広く周知していく。ＳＯＳの出し方教
育では、授業終了後のアンケートを実施総数と各学校の結果を比較できるようにまとめて、学校と連携しながら児童・生徒へのきめの細かい
支援につなげていく。また、保護者に対する啓発方法についても教育部門と検討していく。高齢者に対しては、身近に接する介護支援専門員
等へのゲートキーパー研修と相談カードの設置を拡大し、特に相談につながりにくい単身男性への声掛けを徹底していく。経済・雇用問題を抱
えた方に対しては、ゲートキーパー上級研修を通じて、国保や納税等収入減少等の困難にかかわる相談窓口や民生・児童委員との連携を図
り、総合相談会やつなぐシートを活用し、必要な支援につながるよう対策を講じていく。
　庁内各部が参加する自殺対策戦略会議で、区の実態に合わせて重点的に取り組む対象を決定し、対象に合わせた支援を着実に行ってい
く。関係各部署・関係機関との連携強化により、生きる支援としての自殺対策を進め、自殺者の減少を目指す。

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①②は新型コロナウイルス感染症の影響により、悩みを抱
える方が増えている中、「つなぐシート」の活用や関係機関と連携
した支援等の全庁をあげての自殺対策により、目標値を達成した
ことは高く評価できる。指標③はコロナ禍でも相談会の日数を確
保できていることは評価する。若年層の自殺が増えているため原
因の分析をし、対象を強化していただきたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　コロナ禍で厳しい経済情勢が続き生活困窮者の増加が懸念さ
れるなか、性別や年代など、個々の状況に応じた支援を展開して
いく方向性は評価できる。今後は支援が届きにくい男性向けのア
プローチについて、関係機関との連携を一層強化し、きめ細やか
な支援をしていただきたい。

29 30 31 2 3 【庁内評価委員会の評価】

≪評価結果≫

-

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709

25,876 29,958 31,929 31,053

21,150 21,389 21,045 20,940

10,963

17,748 -

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 4,726 8,569 10,884 10,113 10,963

人件費(b)

総事業費(a+b)

8,874 -
人数 2.00 2.00 2.00 2.00 -

3,627 3,192 -

計 17,562 17,710 17,418

6,902 6,477 -
受益者負担金

千円

-
人数 1.00 1.00 1.00 1.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 3,588 3,679

542 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　問題を抱える側は、多様で複雑な悩みが絡み合っていることが多くなっ
ている。各年齢に合わせた啓発として、チラシや相談カードを設置したこ
とは評価できる。対面が原則の保健師等による相談会も、電話相談会と
柔軟に対応し、感染症対策を講じて開催ができたことも素晴らしい。ま
た、SOSの出し方に関する特別授業を継続し、アンケート等で結果を
フィードバックしている点は評価したい。10代から20代の若年層の現状を
改善していくためにも、今後も取組の幅を広げて欲しい。
　なお、つなぐシートの利用者で自死に至らなかった者が100％であった。
関係機関の連携強化による多様な問題へのアプローチが、自殺者数の
減少および自殺の防止につながっており、十分に評価できる。また、コロ
ナ禍でも感染症対策のもと、幅広い関係機関、団体がゲートキーパー研
修を修了したことは、「気づき」のための人材を拡大させ、継続したサポー
トやアプローチが期待できる連携の基盤を構築することにもなるため評価
したい。

0 0 0 0 -

281 千円

① 主な内容 インターネット・ゲートキーパー事業委託費 金額 7,500

税
外

収
入

国都負担金・補助金 4,669 5,366

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、解決困難な悩みや不安
が平時よりも増加し、さらに人との接触機会も減少している。そのため、
区民からのSOSが気づかれにくい事態が発生している。現状の対策でも
成果は上げているが、今後は、男性・女性、高齢者・若年者、単身・家族
など、ターゲットに応じたSOSの出し方や対応窓口の啓発など創意工夫
が必要である。
　特に、密室化しやすい家庭内でにおいては、子どもの保護者の理解も
重要になる。SOSの出し方の教育等において、保護者への教育を試みる
ような動きも期待したい。
　また、高齢者に対しては、直接的な援助者となる介護士や看護師等の
ゲートキーパー研修は重要になる。特に、関係機関との連携が主要業務
の一つとなる介護支援専門員においては、研修の有効性が期待できる。
職域に応じて適切な研修の広報、啓発を行い、自殺に追い込まれる必要
のない「区民が生き心地の良い社会」の実現を確かなものにして欲しい。

　指標①・②は、目標が達成できている。全国の自死件数が増加傾
向にある最中、全庁を挙げて対策を進めてきた成果がでてきてお
り、これからも効果的な対応に期待したい。特に、つなぐシートの適
切な運用が図られ、自死を防いでいる点は、システムが有効に機能
している証でもあるため、今後も維持して欲しい。
　指標③は、目標が達成できている。新型コロナウイルス感染症の
感染拡大防止のために、相談会の方法を柔軟に対応し、実施継続
ができた点は高く評価できる。
　指標④は、感染症拡大により目標が達成できなかった。対象を絞
り、効果的な研修開催が行われており、次年度以降の取り組みに期
待する。
　指標⑤は、感染症拡大により目標達成ができなかった。休校期間
など開催が困難な理由がある中で、都立高校まで実施範囲を広げ
たことは評価できる。次年度以降の取り組みに期待したい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】

区
民
評
価
結
果

③ 主な内容 自殺対策強化月間ポスター印刷製本費 金額

全体評価

反映結果 達成度 方向性

② 主な内容 啓発ロゴ入りラインマーカー消耗品費 金額

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

視点 まち 再掲

重点目標 ⑨災害に強いまちをつくる 重点項目 防災対策の強化 記入所属
危機管理部総合防災対策室
災害対策課災害対策係

事業名 №２５　震災に対する防災力向上事業（防災訓練・防災計画）
電話番号 03-3880-5836(直通)

E-mail saitai@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

区民及び防災関係機関とともに防災訓練を実施し、応急対応力の習熟と強化を図る。「足立区地域防災
計画」の修正及び「地区防災計画」の策定により災害に強いまちづくりを実現する。 庁内協働

各部：総合防災訓練の実施
地域防災計画の修正に伴う各部
役割の内容見直し検討

内
容

総合防災訓練、地震体験車・煙体験訓練、避難所運営訓練の実施や避難所運営会議
の支援、防災士資格取得に係る補助を行う。また、足立区地域防災計画の修正、地区
防災計画策定支援、足立区防災会議の運営を行う。 根拠

法令等

災害対策基本法、足立区基本計
画、足立区災害対策条例、足立
区地域防災計画対応する予算事業名

3

① 災害に備えて水や食
料等の備蓄や防災
用具等の用意をして
いる区民の割合

％
世論調査で「災害に備えて水や食料等の備蓄や防災用具
等の用意をしている」と回答した区民の割合
【新規指標】

目標値

防災会議運営事務、防災訓練実施事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 65 67 66

29 30 31 2

73

達成率 - - - - -

- - - - 75

活
動

実績値 70 28 68 40

②
災害対策講演会
等実施回数

回
災害対策をテーマにした講演会や勉強会、意見交換会等
の実施回数※参加人数を分析欄に補記
【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 66

活
動

実績値 84 77 65 34

③
震災に関する防
災訓練実施回数

回
総合防災訓練・地域訓練（イベントや大学、商業施設等で
の普及啓発及び訓練を含む）・シェイクアウト訓練の実施
回数※参加人数を分析欄に補記【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 67

成
果

実績値 19 29 40 46

④ 地区防災計画策
定済み地区の割
合

％
震災発生時にとくに危険度の高い100地区のうち、地区防
災計画策定済み地区の割合※R6までに100地区すべてで
策定済みとなることを目指す。【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - 88% -

- - 52 65

活
動

実績値 16 20 32 31

⑤ 地区防災計画の策定
に関して区職員が参
加した地域住民との会
合等の件数

件
地区防災計画策定や策定後のフォローアップのために区
職員が参加した地域住民との会合等の延べ件数
【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 33

成
果

実績値 79 78 75 74

⑥ 女性防災士が未
配置の避難所運
営会議の割合

％
女性防災士が配置されていない避難所運営会議の割合
【低減目標】

目標値 -

達成率 - 96% 100% 95% -

75 75 70 70

　 実績値

⑦ 目標値

達成率

　 実績値

⑧ 目標値

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

【指標①】　新規指標のため達成状況の成果分析なし。これまでの継続してき
た各訓練や普及啓発活動等に加え、令和元年台風第19号をはじめとする災
害の影響により、少しずつではあるが区民の防災意識の向上が見られる。
【指標②】　新規指標のため達成状況の成果分析なし。新型コロナウイルス感
染症の影響で積極的な防災講演会（出前講座）の実施ができず、また、実施
に至っても少人数での開催にとどまったため、令和2年度の参加者数は1,144
人（令和元年度は4,273人）であった。そのような中、新たな出前講座先として
保育園や幼稚園の職員等を対象に実施した。
【指標③】　新規指標のため達成状況の成果分析なし。新型コロナウイルス感
染症の影響で、総合防災訓練のほか、多くの訓練が中止となったことに加え、
実施に至った訓練も規模を大幅に縮小。令和2年度の参加者数は1,476人（令
和元年度は28,051人）であった。
【指標④】　令和2年度は新たに12地区の新計画策定を予定していたが、新型
コロナウイルス感染症の影響で、地域との検討が十分に行えなかったため6地
区の策定にとどまった。
【指標⑤】　新規指標のため達成状況の成果分析なし。上記のとおり、下半期
の策定支援をすることができなかったが、参加者を絞りながら、まち歩き等の
ワークショップを3回中2回（地域によっては1回）は実施することができた。
【指標⑥】　目標は達成できなかったが、新たに1か所の避難所で女性防災士
を配置することができた。引き続き、本部長・庶務部長会議での案内や、避難
所運営会議の場で、女性防災士の資格取得増加に向け積極的に働きかけて
いく。

・区民防災意識の更なる向上のため、訓練等への参加が少ない、町
会・自治会に加入していない住民や若年層、子育て世代に対して、
防災「自助」意識の向上を図る必要がある。
・普及啓発については、SNS等の活用など新たな手法も含め、コロナ
禍の状況を考慮した場所、方法を検討する必要がある。
・地域の実情に合わせた災害対応の指針となる地区防災計画につ
いて、新型コロナウイルス感染症の感染対策をとりながら地域への
策定支援（ワークショップの実施等）を進める必要がある。
・災害対策本部の迅速な意思決定、防災・災害対応力をさらに強化
していく必要がある。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
【短期】
・本庁舎アトリウムで行っている震災発生日等に合わせた防災イベ
ントや普及啓発について、若年層や子育て世代の利用が多い協定
を締結している商業施設や駅などに出向いて実施する。
・防災講演会（出前講座）について、地域や属性に合わせた内容を
周知することができるため、継続して積極的に実施していく。
・地区防災計画について、中間目標である令和6年度までに100地区
の新規策定を目指し策定支援を進めていく。令和3年度は昨年度策
定に至らなかった地区も含めた19地区を新規策定予定。
・災害情報システムを令和4年度の本稼働に向け再構築していく。
【中・長期】
・防災に関する普及啓発と各訓練を充実させ、区民の「自助」意識と
地域における「共助」意識を高めることで、地域の総合的な防災力
の強化を継続して図っていく。

達成率
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

61,002

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

42,008 44,812 44,881 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 40,685

計 35,124 36,306 39,191 39,933 -

-
人数 4.00 4.10 4.50 4.50 -

-
人数 1.55 1.55 1.55 1.55 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 5,561 5,702 5,622 4,948 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0 0 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　【指標②③】はコロナ禍の影響で前年度の実績を大幅に下回り、
【指標④】は目標を達成できなかった。コロナ禍はしばらく続くと予
想されるため、そのような中でも工夫をしながら、区民の防災意識
が低下しないような仕掛けをぜひ検討してほしい。【指標①】につ
いては、在宅避難を広げていくためにも一層高めていく必要があ
る。世論調査の結果を分析し、意識の低い層に的を絞って有効な
働きかけを行うなど、家庭内備蓄がさらに進むような取り組みを期
待する。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　行政の人的、物的資源に限界がある中で、「自助」「共助」の意
識を高めていくという方向性は妥当である。新たな知見や他自治
体の先進事例なども研究しつつ、常に事業のブラッシュアップを図
りながら、地域防災力の向上に向けた取り組みを推進してほし
い。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 29,543 32,903 21,037 17,277 61,002
総事業費(a+b) 70,228 74,911 65,849 62,158

① 主な内容 地区防災計画の策定等委託 金額 9,130 千円

0 0 0 0 -

③ 主な内容 地区防災計画の手引き作成委託 金額 2,035 千円

② 主な内容 震災対応図上訓練支援業務委託 金額 2,530 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　今年度から新規重点プロジェクト事業であるため「反映結果の評
価」の記載なし。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　⑥の成果指標、女性防災士が未配置の避難所運営会議の割合に
ついて、新たに１カ所で女性防災士の配置につなげていただいた。
地道な活動となるが、年々実績を上げており評価できる。避難所運
営においては、女性に対する配慮のほか、LGBTに対しても「あだち
防災マップ＆ガイド」において、啓発を図っており、評価できる。指標
④の地区防災計画の策定については、コロナ禍の影響もあり目標
値は未達に終わった。今後は新型コロナウイルス感染症の影響も
折り込んだ上で、令和6年度100箇所を必達目標として取組みを進め
られたい。
　なお、当事業は新規指標が多く、達成状況を評価する根拠が乏し
いため、継続的に事業評価ができるような指標を設定していただき
たい。

　災害情報システムの再構築（令和4年度実装）は区民にとって極めて重
要な取り組みであると考える。未だにFAX等での連絡をおこなっている状
況には災害時の連携に大いに危惧をする部分がある。実装後のPDCAも
含めて、総合的にシステム運営の検討をされたい。
　各種の防災イベントや防災講座においては、地域や属性を考慮し、適
正な日程や場所を設定の上、効果的に開催されている。今後とも、継続
的に、より効果があがるよう事業に磨きをかけていただきたい。
　防災力のさらなる向上のためには、「公助」だけでは限界があり、「自
助」・「共助」の意識も高め、「自分の命は自分で守る」ことを区民に意識
付けさせることは重要である。災害が起こってからでは遅い為、平時から
訴求力のある啓発を期待したい。「共助」については既存の町会への加
入率が下がっている状況等を踏まえ、新たな枠組も検討していく必要もあ
るのではないか。一筋縄ではいかない部分もあるが、具体的な検討を進
めていただきたい。

反映結果・反映状況

【防災士資格取得助成】令和3年度（11月30日時点）は女性防災士を新たに2カ所の配置につなげることができた。地域からの需要も増えており、更なる資格取
得促進のため、令和4年度は助成枠を5名拡充（25→30）する予定である。引き続き、本部長・庶務部長会議や各避難所運営会議等で、できる限り女性の資格
取得について直接促していく。【地区防災計画の策定支援】令和3年度は人数を絞ったまち歩き、ワークショップの一部を書面開催にするなど、コロナ禍に配慮
した形で、令和2年度に策定まで至らなかった地区も含め20地区の新規策定に向け取り組んでいる。策定後は町会未加入者に配布するなど、共助の強化を
図っていく。【新災害情報システム】令和4年度4月の稼動に向け、災害時の利用とともに平常時の内部利用や区民への提供内容について検討を進めている。
スムーズな運用開始に向け、令和4年2月に職員向けにシステム操作説明及び訓練を行い、知識と操作技術の習得や操作性の向上を図っていく。【新たな共
助の推進に向けて】避難所の運営を担う誰もが災害時に混乱なく、円滑な対応ができるよう、「水害時」に次ぐ、「震災時」避難所運営手順書の原案を作成中で
ある。令和4年度は避難所運営を担う地域・学校関係者等と協議しながら、より良い手順書となるよう改訂に努め、「共助」の更なる強化を図っていく。【防災普
及啓発】防災イベントについては、東日本大震災発災日の「3.11」に合わせ、大型商業施設と連携したブース出展等を予定しており、若年層、子育て世代を中
心ターゲットに家庭内備蓄、避難の手順、避難する際の持ち物など「災害の備え」の普及啓発をより強化していく。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度

76

Ⅳ　重点プロジェクト事業 事業別評価の反映結果



令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

視点 まち 再掲

重点目標 ⑨災害に強いまちをつくる 重点項目 防災対策の強化 記入所属
危機管理部総合防災対策室
災害対策課災害対策係

事業名 №２６　地域と一体となった水害対策
電話番号 03-3880-5836(直通)

E-mail saitai@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

令和元年台風第１９号及び新型コロナウイルス感染症対策を踏まえ、分散避難の推進と水害対策
の強化を図る。また、水害発生に備えて適切な避難行動をとることができるよう「自助」「共助」の意
識啓発強化を図る。 庁内協働

各部：水害時の避難所派遣
避難所開設時の「手順書」内容確
認

内
容

避難所の開設訓練や情報発信を通じて水害に対する区民の理解の向上を図り、安全か
つ迅速な避難行動を実現する。 根拠

法令等

災害対策基本法、足立区基本計
画、足立区災害対策条例、足立
区地域防災計画対応する予算事業名

3

① 水害時を想定した
コミュニティタイム
ラインの策定地区
数

地区
水害時を想定したコミュニティタイムラインの策定済み地区
数
【新規指標】

目標値

防災管理事務

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 - - -

29 30 31 2

2

達成率 - - - - -

- - - - 4

活
動

実績値 - - - 34
② 避難所開設時の「手

順書」に基づいた開
設訓練を実施した避
難所数

箇所
避難所開設時の「手順書」に基づいた開設訓練を実施した
避難所数
【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 76

活
動

実績値 - - - 113

③ 避難所開設時の
「手順書」を作成済
みの避難所数

箇所
避難所開設時に使用する「手順書」を作成済みの避難所
数

目標値 -

達成率 - - - 69% -

- - 164 165

成
果

実績値 - - - 62

④ 水害の恐れがある際に
避難所以外で避難する
場所を事前にきめてい
る区民の割合

％

世論調査で「河川がはん濫する恐れがある場合、避難所
以外で避難する場所を事前にきめている」と回答した区民
の割合
【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 65

成
果

実績値 25 29 37 51

⑤ 「『足立区洪水ハ
ザードマップ』を見た
ことがある」等の回答
した区民の割合

％

世論調査で「『足立区洪水ハザードマップ』を見たことがあり、「自
宅周辺の状況を理解した」※と回答した区民の割合
※「見て、自宅の浸水深を確認した」+「見て、内容は確認した」
【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 55

活
動

実績値 - - - -
⑥ ARを用いた水害

体験訓練の実施
回数

回
ARを用いた水害体験訓練の実施回数
※参加人数を分析欄に補記
【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 10

活
動

実績値 70 28 68 40

⑦
災害対策講演会
等実施回数

回
災害対策をテーマにした講演会や勉強会、意見交換会等
の実施回数※参加人数を分析欄に補記
【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 66

- - - 335

活
動

実績値 - - - 125

⑧
「想定浸水深」表
示の設置箇所数

箇所
区内電柱・施設等「想定浸水深」表示の累計設置箇所数
【新規指標】

目標値 -

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

【指標①】　新規指標のため達成度の成果分析なし。従来より策定していた中川地
区に加え、令和2年度は小台・宮城地区で新規策定した。
【指標②】　新規指標のため達成度の成果分析なし。新型コロナウイルス感染症の
影響で、多くの避難所で訓練が実施に至らなかったが、実施した避難所において
は、訓練参加者を運営会議の部員のみにする、作成した手順書の一部を実践する
など、感染対策を十分にとりながら行った。
【指標③】　目標には至らなかった。水害時に職員を派遣する164箇所（令和2年度
中に1箇所増加）の避難所で作成を目指し、令和2年度は第一次避難所を優先して
113ヵ所で作成した。
【指標④】　新規指標のため達成度の成果分析なし。水害時の避難所における感
染防止対策の鍵となる区民の「分散避難」の意識・周知度を計るため、令和2年度
から新たに世論調査項目に追加。なお、避難所も含めて「水害の恐れがある際に
避難する場所を事前に決めている」区民の割合は77％であった。
【指標⑤】　新規指標のため達成度の成果分析なし。令和2年度世論調査結果で
は、ハザードマップを「見たことがある」区民の割合は84.7％で、令和元年台風第19
号の影響等もありマップ自体の認知度は年々上昇している。今後は指標⑧の設置
箇所拡大とあわせて、自宅周辺の浸水深の確認も促していく。
【指標⑥】　新規指標のため達成状況の成果分析なし。令和3年度から実施のため
実績なし。
【指標⑦】　新規指標のため達成状況の成果分析なし。新型コロナウイルス感染症
の影響で積極的に防災講演会（出前講座）が実施できず、また、実施に至っても少
人数での開催にとどまったため、令和2年度の参加者数は1,144人（令和元年度は
4,273人）であった。
【指標⑧】　新規指標のため達成状況の成果分析なし。電柱については、令和2年
度は浸水リスクの高い地域を優先して設置。凡そ150～200ｍ間隔で設置しており、
令和3年度で区内全域への設置が完了予定である。また、施設についても、災害時
協定締結先の3箇所に設置した。

・水害発生時に自力で避難することが難しい避難行動要支援者に対
する支援が課題である。
・令和2年度世論調査結果では、「自宅の浸水深を確認した」区民の
割合は3割に満たず、水害の発生に備え、適切な避難行動をとるこ
とができるよう、区民の水害自助意識を高める必要がある。
・避難所における新型コロナウイルス感染症をはじめとする感染症
対策を講じるために、避難所以外の選択肢を広く周知する必要があ
る。
・地域それぞれの実情に合った水害対策の指針となるコミュニティタ
イムラインの策定を地域と共に進めていく必要がある。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
【短期】
・避難行動要支援者への支援として、福祉部等と連携を図り、危険
性が高い対象者を優先し、個別計画を策定する。
・在宅避難や縁故等避難を優先した「分散避難」をさらに推進するた
め、防災講演会や普及啓発、地域での周知に加え、令和2年度に作
成したリーフレットを保育園や小中学校等への配付、SNSを活用した
情報発信など、特に若い世代の意識啓発を強化していく。
・「想定浸水深」の表示を区内全域に展開し、日常の中に「見える化」
することで、日ごろから水害に対する意識啓発を図っていく。
【中・長期】
・令和2年度に作成した地区防災計画策定の手引き≪水害編≫を活
用し、浸水リスクが高く、対策が急がれる地域を優先に、コミュニティ
タイムライン策定を促進する。また、策定済みの地区に対する見直し
等の継続支援も行っていく。

達成率 - - - - -
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

45,634

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

17,370 19,523 24,279 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 16,165

計 15,806 17,002 19,160 23,960 -

-
人数 1.80 1.92 2.20 2.70 -

-
人数 0.10 0.10 0.10 0.10 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 359 368 363 319 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0 0 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　これまで1つの事業であった震災対策と水害対策を分けたが、喫緊の課題であ
り、区民の関心も高い水害対策の取り組み内容がより分かりやすくなった。一方、
新たな指標が増えたため、達成度の評価がしづらいが、昨年度区民評価委員会
から要望のあった「手順書による円滑な避難所運営」や「分散避難の検討」に関し
て指標を新たに設定し、推進していこうという姿勢は高く評価できる。【指標⑧】に
ついては、日頃から水害を意識づけるために有効と考えるが、設置して終わりでは

なく、区民の目に留まるような表示方法の工夫もお願いしたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　事業の方向性は妥当である。避難行動要支援者の個別計画については、避難
先や移動手段の確保など課題も多いと思われるが、福祉部とも連携しながら実効
性のあるものとしてほしい。コロナ禍の先が見通せない中、分散避難は水害時の
感染防止対策のため非常に重要であるため、ターゲットごとに発信方法を変える
など、あらゆる層に情報が届くよう工夫をしながら、啓発に力を注いでほしい。コ
ミュニティタイムラインについては策定が目的とならないよう、訓練とセットで展開し
ていくようお願いしたい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 14,605 30,789 59,325 182,708 45,634
総事業費(a+b) 30,770 48,159 78,848 206,987

① 主な内容 マップ＆ガイド作成委託 金額 39,958 千円

0 0 0 0 -

③ 主な内容 職員用レインコートの購入 金額 21,675 千円

② 主な内容 防災被服の作成委託 金額 29,858 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　今年度から新規重点プロジェクト事業であるため「反映結果の評
価」の記載なし。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　成果指標①のコミュニティタイムラインの策定については、ターゲッ
トとなる地区数が12町会であることを踏まえ、早期に全地区におい
て策定するよう取組みを加速されたい。また、事業説明のなかで分
散避難の重要性にも言及されており、そうした自助共助に必要な具
体的な行動にフォーカスした指標の設定についても今後検討された
い。
　指標⑧の電柱等の浸水深表示や令和2年度にリニューアルをした
「あだち防災マップ＆ガイド」については、多言語表記やイラスト等を
採用しており外国人や子ども達にも内容が伝わるように工夫されて
おり評価できる。
　なお、当事業は新規指標が多く、達成状況を評価する根拠が乏し
いため、継続的に事業評価ができるような指標を設定していただき
たい。

　令和3年度から新たな取り組みとして取り入れられた活動指標⑥
のARを用いた水害体験訓練は、避難所運営訓練や中学生消火
隊の防災体験学習の一環として、実施していく予定となっている。
目に見える形で体感できる訓練は非常に有用であると考えられる
為、対象や地域を広げていくなど、今後の更なる事業の充実を
図っていただきたい。
　水害に対する区民の理解向上では、避難行動の容易な区民、
支援が必要な区民など、ターゲットに応じた具体的な行動を促し
ていく（事前に学習させる）必要があり、かなりきめ細やかな対応
が求められる。若者等への訴求力も高く、評価が高い情報発信事
業と緊密に連携した取組みを期待する。また、コミュニティタイムラ
インの見直し支援についても、他県での水害事例等について情報
提供するなど、区の積極的な後押しを期待する。

反映結果・反映状況

【新たな手法による体験訓練】令和3年度は中学生消火隊防災体験学習の一環として、3日間で約50名にＡＲを用いた水害体験訓練を行った。目に見える形で
体感できる訓練は目新しく、若年層の関心も高いため、ＡＲのほか他自治体の事例も調査しながら新たな訓練の導入も含めて検討していく。【区民の水害対策
意識の向上に向けて】区が推進する「分散避難」の周知啓発イベントとして、令和3年9月に子育て世代が多く集まる大型商業施設であるアリオ西新井店と連携
して「あだち防災フェア2021」を開催した。在宅避難のポイントを押さえた部屋のモデル展示や「浸水深表示」の店内への掲示、4人家族3日分の備蓄展示など、
より伝わりやすく、来場者の視覚に訴えられるよう見せ方を工夫した。今後も、コロナ禍に配慮しつつ、商業施設や駅前など、人が多く集まる場所での啓発活動
を継続して行えるよう関係事業者等と調整していく。また、情報発信強化事業と連携し、求められる情報、興味や関心をひく発信方法等について検討していく。
【コミュニティタイムライン】緊急事態宣言の長期化により、ワークショップなどが想定通り実施できない時期もあったが、参加人数を絞る、午前と午後の二部制
で実施するなど、感染対策をとりながら策定支援を進め、令和3年度は「本木・関原地区」及び「千住第五地区」の2地区を策定予定である。今後、オンライン開
催も検討し、1年に2地区ずつの策定を目指していく。【分散避難に係る指標設定】既に設定している「分散避難」に関する世論調査結果の割合のほか、家庭内
備蓄など、具体的な行動にフォーカスした指標の設定について前向きに検討する。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

視点 まち 再掲

重点目標 ⑨災害に強いまちをつくる 重点項目 防災対策の強化 記入所属
都市建設部  市街地整備室　密集地域整備課　不燃化
特区推進係、西部地域整備係、東部地域整備係　　建
築室　建築安全課　建築防災係、建築安全係
開発指導課　細街路係

事業名 №２７　震災や火災などに強いまちづくりの推進
電話番号 03-3880-5317(直通)

E-mail kenchiku-anzen@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

首都直下型地震や大規模な火災に備え、密集市街地における公共施設（道路・公園）の整備や老朽建築物の除
却を行うとともに、区内住宅の耐震化と老朽家屋への対策を促進するなど、様々な防災・減災対策を進めること
で、「震災や火災などに強いまちづくり」を推進していく。 庁内協働

建築室・市街地整備室・生活環境
保全課・工事課・みどり推進課・
街路橋りょう課

内
容

【密集】不燃化特区老朽建築物除却助成等による支援、老朽家屋の除却、道路・公園等の公共施設整備
【耐震化】①耐震診断及び耐震改修工事の費用助成 ②耐震化事業の説明会や相談会の実施 ③老朽危険家屋
所有者への指導・勧告 ④老朽家屋解体工事の費用助成 根拠

法令等

密集市街地における防災街区の整備の推進に関する法律、

足立区不燃建築物促進助成条例、社会資本整備総合交付

金要綱等、足立区細街路整備条例、同施行規則、建築基準

法、同施行令、建築物の耐震改修の促進に関する法律、足

立区住宅・建築物耐震助成条例、同条例施行規則、足立区

老朽家屋等の適正管理に関する条例対応する予算事業名

3

① 【密集】重点的に
取組む密集市街
地の不燃領域率

％

目標値＝令和9年度までに「市街地の焼失率がほぼ0にな
る不燃領域率70％」を目指す（前年度目標値+1.1％）
実績値＝不燃化特区の不燃領域率
【令和2年度から定義変更（密集地区→不燃化特区）】

目標値

密集市街地整備事業、都市防災不燃化促進事業、細街路整備事業、建築物耐震化促進事業、老朽家屋対策事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 54 55 56

29 30 31 2

62

達成率 99% 99% 99% 89% -

55 56 56 70 64

活
動

実績値 70 195 340 366
② 【密集】不燃化特

区内の老朽住宅
等除却棟数

棟
目標値＝密集事業等による当該年度の予定除却棟数
実績値＝密集事業等による除却の実績棟数
【平成29年度から定義変更（不燃化特区追加）】

目標値 13

達成率 538% 119% 157% 106% -

164 217 344 369

活
動

実績値 62 81 64 30

③ 【密集】地域住民
等への事業説明
回数

回

協議会や地縁団体、事業関連団体等に対する事業説明・
相談会等の回数
目標値＝予定回数
実績値＝実施回数

目標値 54

達成率 115% 147% 107% 45% -

55 60 67 69

成
果

実績値 33 42 79 107

④
老朽家屋の危険
解消数

件 解体・改修等により危険状態を回避できた老朽家屋件数

目標値 35

達成率 94% 120% 226% 306% -

35 35 35 45

活
動

実績値 151 160 183 156

⑤
老朽家屋の総指
導物件数

件
区内全体調査により判明した老朽家屋等の所有者に対
し、指導を実施した対象物件件数

目標値 230

達成率 66% 89% 102% 87% -

180 180 180 180

成
果

実績値 85 86 86 91
⑥

住宅の耐震化率 %
区内の住宅総戸数に対する、耐震性がある住宅戸数の割
合。区の促進計画により、令和７年度までに95％を目指
す。

目標値 92

達成率 92% 92% 91% 96% -

93 94 95 92

活
動

実績値 342 350 328 279

⑦
耐震診断助成申
請件数

件
耐震診断助成の申請件数
目標値＝区促進計画による目標値
実績値＝助成申請件数

目標値 480

達成率 71% 73% 94% 80% -

480 350 350 300

44 42 20 20

活
動

実績値 44 44 42 20

⑧ 個別相談会開催
回数
（耐震化促進事業）

回

耐震化を促進するために区民を対象とした個別相談会の
開催回数
目標値＝予定回数
実績値＝実施回数

目標値 44

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

【指標①】目標値を達成できなかった。令和3年度からの目標値は東京都防災都市
づくり推進計画の改正により変更となり、令和7年度までに68％となった。
【指標②】目標値を上回った。昨年度に続き、不燃化特区内の老朽住宅除却で目
標値以上の大きな成果をあげることができた。
【指標③】目標値を大幅に下回った。新型コロナウイルス感染症の感染防止の観点
から協議会や勉強会を中止せざるを得ない状況が続いたことが要因となったが、
チラシ配布、ＨＰ等でＰＲを行うとともに、郵送による受付や個別相談等を行うことに
より、事業が停滞しないように努めた。
【指標④】建築安全係の助成事業に加え、不燃化特区制度や耐震化促進事業の
助成制度を利用した案件が増大した。加えて最新の地図を用いた区の図上調査に
おいて、これまで把握できていなかった令和２年度以前の解消物件の存在が判明
したため、相当大きな成果となった。
【指標⑤】台風等の影響が少なく、近隣住民からの通報の減少に伴い指導件数も
減少した。
【指標⑥】住宅耐震説明会・相談会でのＰＲ活動や関係各課や民間関係団体との
連携等を行ってきたが、目標値には至らなかった。コロナ禍による人の接触や工事
発注を控えた事が要因と考える。
【指標⑦】目標値に対し実績値が下回った。原因は、新型コロナウイルス感染症拡
大防止による活動の自粛により減少したと考える。
【指標⑧】例年４０回の開催を予定している個別相談会は、新型コロナウイルス感
染症拡大防止のため、年度当初から回数を２０回に縮小し、下半期からの開催とし
た。しかし、個別相談会の案内チラシは全戸配布を行い周知徹底するとともに、旧
耐震基準の木造賃貸住宅や非木造のマンション所有者、管理者に区の助成制度
の案内をダイレクトメールで周知し、耐震診断の実施を促した。

【密集事業】毎年、不燃領域率を1.1％上昇させるには、密集事業や不燃
化特区制度等を重層的に展開していく必要がある。ついては、各事業の
情報を共有し連携を強化しながら、防災まちづくりを推進していく。
【老朽家屋対策事業】老朽危険家屋の所有者や管理者はいずれも高齢
化し、相続問題や経済的負担を理由に関係者間の調整が滞っている状
況にある。また、依然として老朽家屋に居住し続けると主張する方も少な
くない。
【耐震化促進事業】危険度の高い地域や緊急輸送道路沿道の旧耐震基
準建築物を重点に事業の周知を徹底し、耐震化を促進していく必要があ
る。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
【密集事業】（短期）延伸した事業期間を地区内の区民及び関係事
業者へ積極的に周知していく。（中長期）感染防止対策徹底によりコ
ロナ禍でも可能な限り協議会等を開催し、周知チラシ等も活用して
事業推進を図る。
【老朽対策・耐震化促進事業】（短期）耐震化率向上のため、緊急輸
送道路沿道対象建築物の耐震診断・改修工事を促していく。民間関
係団体との協働による説明会や相談会の実施をはじめ、区イベント
やホームページ、区広報を通じた啓発活動を行い、耐震化率の向上
を図っていく。特に危険な老朽家屋の所有者等には継続的に状況
確認をとりつつ、他事業を活用できる方には制度利用を改めて促し
ていく。また、状況により空家特措法による指導への移行も検討す
る。　（中長期）老朽危険家屋や旧耐震建築物の建物所有者・管理
者へ適正な維持管理手法を指導して安心・安全につなげていく。

達成率 100% 100% 100% 100% -
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

2,132,478

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

292,558 300,384 300,203 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 314,511

計 307,335 283,360 291,316 295,415 -

-
人数 35.00 32.00 33.45 33.29 -

-
人数 2.00 2.50 2.50 1.50 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 7,176 9,198 9,068 4,788 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 296,832 463,955 765,420 979,469 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　指標③⑧は、新型コロナウイルス感染症を勘案し、実施を大幅に見送ること
となった。しかしながら、チラシの戸別ポスティングや郵送申請の受付など非
接触型の活動を粘り強く行った結果、指標②④の老朽家屋の除却や危険解
消に大幅な成果をもたらした。指標①⑥ は、一気呵成に成果をあげていくこと
は困難であるが、目標達成に向けた着実な取り組みに期待したい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　密集事業は、延伸した事業期間内に集中的に進めていく必要がある。その
ため、中・長期の方向性は、適切に設定されていると考えられるが、周知啓発
活動を充実させ、さらなる成果につなげて欲しい。老朽対策・耐震化促進事業
は、優先順位を付け、緊急輸送道路沿道対象建築物から耐震診断・改修工
事を促していく点は適切。残る老朽家屋は、所有者の高齢化や相続問題な
ど、困難事例が多いと考えられるが、関係各所と連携し、粘り強く対策を講じ
て欲しい。すぐに効果が数字として表れることはないが、首都直下型地震や
大規模災害に備え、区民の生命を守るため、本事業の着実な成果を期待す
る。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 851,635 1,182,509 1,824,794 1,919,856 2,132,478
総事業費(a+b) 1,166,146 1,475,067 2,125,178 2,220,059

① 主な内容 負担金補助及び交付金 金額 957,262 千円

0 0 0 0 -

③ 主な内容 工事請負費 金額 291,153 千円

② 主な内容 公有財産購入費 金額 576,064 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　今年度から新規重点プロジェクト事業であるため「反映結果の評
価」の記載なし。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標④の老朽家屋の危険解消数については、不燃化特区制度や
耐震化促進事業の助成制度を利用した案件が増大したなどの理由
から目標値を大きく上回る成果となり、評価できる。指標①の不燃領
域率、指標②の不燃化特区内の老朽住宅等除却棟数について、地
道な活動の積み重なりとなるが着実に進捗していることが伺える。コ
ロナ禍で、指標③については相談会等の実施回数は目標を下回っ
たものの代替措置も実施されており事業推進に対する姿勢につい
て評価できる。同じく指標⑧についても、目標自体は新型コロナウイ
ルス感染症の影響を見込んで目標値を下げたが、代替措置も並行
して取り組まれており評価できる。一方で指標⑦については新型コ
ロナウイルス感染症の影響という分析だけにとどめずにオンライン
を活用した申請（それに伴う相談を含め）等についても検討された
い。

　現状、空き家を利活用する場合、旧耐震基準で建てられた建築
物には、耐震診断を促し、耐震性が無い場合には、耐震補強工事
に繋げている。また、危険な老朽家屋についても、解体助成制度
等の活用を所有者に促し、その解消を図っており、空き家対策の
面からも有効性が認められる。そういった意味では災害に強いま
ちづくりの推進は空き家対策等と密接な関連性があると考えられ
る。今後とも、空き家対策と耐震補強など、防災対策をセットで関
連部署にて連携を図り取り組んでいただきたい。
　事業の進捗に伴い、残る家屋等については課題が多く対処が困
難な物件が多くなる傾向にあるが、粘り強く、かつきめ細やかな対
応も意識されており、事業推進に期待が持てる。間接的ではある
が、燃えにくい街が必要だという区民の総意も、関係権利者等の
背中を押すことにつながる可能性もあることから、広範な区民に
対する啓発周知についても努力されたい。

反映結果・反映状況

【密集事業】不燃化特区は、協議会や町会自治会の協力のもと、周知チラシの配布・郵送、個別相談会の開催、区ホームページなどにより、地
区内外の関係権利者・事業者へ積極的な周知活動を行い、老朽建築物の解体・建替え促進を図っていく。また、密集事業は、地元の協力を得
ながら防災生活道路の拡幅や公園の整備を行い、防災まちづくりを推進する。
【老朽家屋対策事業】老朽家屋の解消は、不燃化特区制度、耐震化促進事業の助成制度を活用し、関係部署と連携したことにより成果を上げ
ることに繋がった。また、高齢化した老朽家屋の所有者、管理者が抱える相続問題や経済的負担を関係各課の事業や関係団体と連携し、粘
り強く解決策を提案していく。
【耐震化促進事業】緊急輸送道路沿道建築物において、重点的かつ積極的に働き掛けを行うとともに密集事業や空き家対策など、防災対策
をセットで関係部署と連携を図り、耐震化に取組んでいく。また、助成申請の受付について、多数の添付書類をどのように対応するかなどの課
題はあるが、コロナ禍での助成申請を増やすための手法として、オンライン申請を研究していく。さらに、民間関係団体等との協働による各種
イベント、広報・ホームページでのPR活動や個別相談会での啓発活動を実施し、効果的な取組みを実施する。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

記入所属
都市建設部交通対策課交通計画係
都市建設部道路整備室街路橋りょう
課事業計画係

事業名
№２８　交通環境の改善事業（都市計画道路及びバス・自転車走行環境
の整備）

電話番号 03-3880-5718(直通)
03-3880-5921(直通)

E-mail koutuu@city.adachi.tokyo.jp

gairo@city.adachi.tokyo.jp

単位 指標の定義（算出根拠）

28 28 34 34

【都市計画道路の整備】都市計画道路や地区幹線道路の用地取得を行い、歩道や車道を整備する。合わせて無
電柱化するため電線共同溝を設置する。【バス・自転車走行環境の整備】足立区総合交通計画に基づき、区民の
交通利便性の向上に資する交通施策を推進する。また誰もが利用しやすいバス停の改良や、自転車・歩行者の
安全な移動を確保するための自転車走行環境を整備する。 根拠

法令等

自転車走行環境：
　自転車活用推進法
　足立区総合交通計画
都市計画道路：
　都市計画法第５９条対応する予算事業名

3

①

2

事
業
の
概
要

視点 まち 再掲

重点目標
⑩便利で快適な道路・交通網を
つくる

重点項目 道路・交通網の充実

成
果

実績値 28 28 28

29 30 31

都市計画道路整
備の進捗率

％
優先整備路線(区施行)等の道路総延長を100とした場合
の累計進捗率

目標値

交通施設の整備・改善事業　道路の新設事業

指標名

目
的

スムーズに移動できる交通環境を充実させるとともに、災害時の避難路や緊急輸送路を確保する
ため、都市計画道路等の整備を図る。また、誰もが利用しやすい交通環境を整え、区内交通の更な
る利便性向上を図る。 庁内協働

自転車走行環境：
　工事課・道路管理課
都市計画道路：
　まちづくり課・密集地域整備課
　資産管理課

内
容

34

達成率 88% 100% 100% 100% -

32

6

活
動

実績値 - 0 6 6

達成率 - 0% 100% 100% -

② 都市計画道路等
の無電柱化整備
率

％
新設する都市計画道路(区施行)等で無電柱化する道路総
延長を100とした場合の累計進捗率。

目標値 - 0 6 6

49

活
動

実績値 45 46 46 47

達成率 100% 100% 100% 100% -

③
都市計画道路用
地の取得率

％
優先整備路線(区施行)等に必要な用地取得面積を100とし
た場合の累計取得率

目標値 45 46 46 47

391

活
動

実績値 1,540 1,696 1,734 287

達成率 103% 109% 101% 162% -

④
地権者等との延
べ面談回数

回
用地取得に至るまでの土地・建物所有者等との面談(交渉
等)に出向いた延べ面談回数【令和２年度から定義変更】

目標値 1,490 1,559 1,714 177

32

成
果

実績値 - - 24 30

達成率 - - 100% 115% -

⑤
自転車利用者の
走行マナー

％
世論調査において、「自転車利用者の走行マナーが良い」
と感じる人の割合

目標値 - - 24 26

12,700

活
動

実績値 6,400 4,800 14,675 0

達成率 160% 80% 163% 0% -

⑥
自転車走行環境
整備延長

ｍ
当年度に自転車ナビマーク等、自転車の走行環境整備を
した道路延長

目標値 4,000 6,000 9,000 12,700

　 実績値

達成率

⑦ 目標値

⑧ 目標値

達成率

　 実績値

指標①、②、③、④については、都市計画道路は、スムーズな移動、避難
路、延焼遮断帯など暮らしや都市活動を支える役割を担っている。また、交
通開放までには、現況測量、用地測量、用地取得、排水施設（下水道）整備
工事、電線共同溝整備工事、街築整備工事が必要である。事業に長期間を
要するため、国庫補助等で事業費を確保するとともに、早期に安全な歩行空
間を確保するための暫定開放や、きめ細かな説明を行い、地権者や地域住
民の理解と協力を得ながら着実に整備を進めていく。
指標⑤、⑥については、事故全体に対する自転車関与率は46％と非常に高
い割合となっていることから、自転車マナーについても向上させると共に、自
転車や歩行者の安全な通行のための環境整備を進める必要がある。

（短期）
①、②、③、④：補助第256号線は、用地取得箇所で歩行空間を暫定的に広げ、効
果早期発現に努める。整備時には、完成イメージや工程表を現地看板やまちづく
りニュース等で周知に努める。
⑤、⑥：幅広い年齢層に対しての交通安全教室の実施や「ながらスマホ防止キャ
ンペーン」の実施などにより、自転車マナー向上を図っていく。主要駅周辺に自転
車ナビマークを整備することで自転車の左側通行を誘導していく。
（中・長期）
①、②：補助第138号線その２工区は、令和６年度末の完成を目指していく。
③、④：補助第256号線は、地権者や地域住民の理解と協力を得ながら着実に整
備する。また、国庫補助制度による補助金を確保して事業展開をしていく。
⑤、⑥：継続的に交通安全教室やキャンペーンを通じ自転車利用者のマナー向上
に努めていく。都市計画道路などの幅員の広い道路について自転車走行環境の
ネットワークを形成していく。

指標①：令和２年度は、主要区画道路②の街築整備工事と補助第258号線六町加平橋
の取付道路整備工事が完成して交通開放することができた。令和３年度は、区画街路
第14号線の電線共同溝整備工事に着手する。なお、第四次事業計画化で整備路線増と
なり、対象延長が780ｍ増えた。
指標②：令和３年度は、区画街路第14号線、令和４年度は、補助第138号線その２工区
の電線共同溝整備工事の完了を目指す。
指標③： 【指標①】の用地交渉を重ねた結果、地権者の理解と協力が得られたことで
491.70㎡用地取得することができた。今後も補助第256号線等の用地取得を進める。
指標④：地権者の生活再建や意向を尊重するとともに、きめ細かな説明を行った結果、
区画街路第14号線（西竹の塚）や補助第256号線の用地を2件取得することができた。令
和２年度からは、補助第138号線その２工区を除外し、主要区画道路②、未計上だった
区画街路第14号線（西竹の塚）新規路線として補助第256号線（花畑大橋通り)を加える
等対象路線の変更を行い定義変更した。
指標⑤：交通安全教室（幼稚園・保育園（57園）、小学校（69校）、中・高等学校（11校）や
交通安全講話（住区センター・子育てサロン（13箇所））を開催するなどし、世論調査にお
ける実績も目標値を大幅に上回った。今後も各種交通安全教室等を通じて自転車利用
マナーの向上に務めていく。
指標⑥：新型コロナウイルス感染症の影響による財政状況を踏まえ、全庁的に緊急性
の高い事業を優先したため、やむを得ず予算を先送りし実施できなかったが、過年度の
施工箇所において、自転車の左側通行の測定を行い、ナビマーク設置の効果を確認し
た。次年度以降は計画に基づき施工していく。

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

　無電柱化は都市計画道路整備と合わせて必ず実施するため、指標から削除する。また、単年度で評価できるように、近年改善に取り組んで
いる取組を評価時に説明するように努める。
　自転車関連事故データについては、コロナ禍による公共交通の利用状況に大きく左右され、事業を評価する指標にすることは困難であると
考えており、引き続き、マナーに関する指標を成果指標とする。
　なお、自転車マナーについては、平成１９年に定められた「自転車安全利用五則」が徐々に浸透する一方、いまだにルールを守らない人に対
し、マナーの悪さを感じる状況であると考える。そのため、ナビマークなどの対策とともに継続的な周知啓発活動を確実に実施していくため、交
通安全教育に関する活動指標の追加について検討する。
　なお、交通不便地域の解消を図るため、オンデマンド型などバス以外の多様な交通手段の導入を検討し、区民の交通利便性の向上に努め
ていく。

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①から⑤まで目標を達成しており評価する。指標⑥は、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、予算が先送りとなり実績がなかったが、その間に、
ナビマークの整備効果の検証を行った点を評価する。検証の結果、一定の効
果があることが判明したとの事であるため、交通事故が多発するような地域
に優先順位を立て、着実に事業を進めて欲しい。また、交通環境の改善をど
のように測るのか、全体の成果を示す指標も検討して欲しい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　都市計画道路の整備については、フェーズに合わせて中・長期的な目標が
適切に設定されている。自転車走行環境の整備については、コロナ禍にて実
施した効果検証の結果を踏まえて、整備計画を作成するなど、長期的な視点
に立って施策を展開していく必要がある。また、自転車利用者のマナーを向上
させていくために、普及啓発活動などソフト面を充実させていくことも重要であ
る。引き続き、高校生や高齢者など、効果的な年齢層にターゲットを絞った交
通安全教室を実施するとともに、ながらスマホ禁止に関する周知活動にも注
力して欲しい。

29 30 31 2 3 【庁内評価委員会の評価】

≪評価結果≫

-

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709

1,091,563 1,450,531 759,831 1,047,996

62,345 77,039 95,072 104,713

1,219,960

104,713 -91,445

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 1,029,218 1,373,492 664,759 943,283 1,219,960

人件費(b)

総事業費(a+b)

8,874 -
人数 7.10 8.70 10.50 11.80 -

3,627 0 -

計 62,345 77,039

136,765 232,452 -
受益者負担金

千円

-
人数 0.00 0.00 1.00 0.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 0 0

204,253 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　令和２年度区民評価委員会評価対象外事業のため「反映結果
の評価」記載なし。

0 0 0 0 -

160,750 千円

① 主な内容 補助第256号線用地取得、補償費 金額 243,144

税
外

収
入

国都負担金・補助金 293,581 144,410

　短期、中・長期の取り組みについて具体的に予定・方向性を示し
ている点は評価できる。自転車のナビマークについては、設置効
果の検証を実施していただいており評価できる。検証結果を踏ま
えた上でより効果的な取り組みを行って欲しい。
　交通の利便性に関しては、区の面積の広さが特徴である足立区
においては、区民の移動環境が充実しているとは言えない地域が
あるのも事実である。自転車だけではなく、オンデマンドな移動手
段の導入を検討するなども必要。さらに、地域によっては自動車
の利用環境を整えることが利便性向上につながる可能性もある。
今後は、引き続き道路整備等を着実に進めることと並行して、区
民の移動に関するEBPMを進め、「広いけれど、区のどこにいても
不便ではない」快適な移動環境の実現に向け積極的に取り組む
ことを期待する。

　成果指標①，⑤、活動指標②，③，④について目標を達成しており評価で
きる。都市計画道路の整備には非常に長い時間を要するため、単年度毎の
評価をしていくのは適正かどうか疑義が残る。単年度で評価をするのであ
れば、単に進捗率を指標にするのではなく、取組に対して工夫した点や改
善した点がみられるような指標や説明があるとよい。無電柱化の取り組みで
は、都市計画道路において必ず行われるということであれば指標化すること
自体再検討する必要がある。ただし、都市計画以外の区道などでも無電柱
化に取り組んでいるのであればそれらを含めて整理することは有効であると
考える。
　自転車の走行マナーの向上について、事業目的のだれもが利用しやすい
交通環境を整え区民の利便性向上を図る部分が、自転車関連のみであり、
利便性に関する区民満足度の調査・指標化などさらに検討されたい。成果
指標については、マナーに関する区民の感覚だけではなく、自転車関連の
交通事故（自転車対自動車、自転車対歩行者）のデータなどを評価指標に
することなどについても検討してほしい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】

区
民
評
価
結
果

③ 主な内容 主要区画道路②街築整備工事 金額

全体評価

反映結果 達成度 方向性

② 主な内容 六町加平橋取付道路整備工事 金額

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

　　相談会を進めるなかで以下のような課題がみえてきた。
①空き家の分布や地域特性に偏りがあり、千住地域、環状七号線
以南、環状七号線以北で分類できた。分布の多い地域や駅前での
相談会開催を増やしていく。
②対応方針には至らないが、解決方法の方向性を確認したい相談
者もいた。
③解決には時間がかかるため、継続して相談を受けたり、状況を確
認していく必要がある。
　区主催の相談会のため、安心感があるという声もあった。様々な
相談に対応できるよう引き続き体制を整えていく。

　区内全域で進める空き家対策と合わせて、北千住地域で活動する
空き家プラットフォームなどの関係団体と連携し課題の解決に繋げ
る。
（短期）
・　区内全域での無料相談会実施
・　適正管理に向けた指導
（中・長期）
・　低未利用不動産を不動産市場に戻し活性化を進める
・　様々な主体によるプラットフォームの拡充

　令和2年度から空き家相談会を開催した。当初は年間を通して相談会を実施する計画
であったが、感染症の影響で年度当初は相談会を開催できない状況となった。開催数を
減少し短期間で開催することとなったが、不動産に関する相談会としては一定の反響が
あった。
　指標①は、相談会後に相談者が検討を継続している案件もあり、3月末の時点で解決
につながった件数は2件（解体済み1件、売却済み1件）となっている。また、利活用に向
けて交渉中の案件が3件、解体の見積もり提示が9件と解決に向けた動きは時間がかか
るものの着実に進んでいる。
　指標②は、区内に住んでいるが所有する空き家は遠方にあるケースや制度の確認な
ど対応方針の作成を希望しない場合もあり、受付に対し約半数の作成となった。しかし、
対応方針は作成しなくても、別途現地調査を行い助言するなどの丁寧な相談対応を行っ
た。
　指標③は、緊急事態が宣言されたことを受け、開催期間が短くなったため各地区１回
の17回に変更して相談会を開催した。区内全域で開催したことから空き家の分布や地域
特性もみえてきた。次年度以降効果的な開催場所に変更していきたい。
　指標④令和2年度は窓口や電話での相談受付が78件、相談会での受付が39件で合計
117件となっている。台風の影響がなかったため前年に比べて相談受付は減少傾向に
あった。
　相談内容は実家を相続する前の準備から、相続を受けた土地の解体売却など多岐に
わたり、新たな空き家の掘り起こしも進んだ。近隣からの通報を受けた際も、適正管理に
向けた通知文に相談会の案内を同封し、申込みにつながった案件もあり一連の流れも
できてきた。各空き家所有者は個別具体的な課題を抱えており、活用の検討や解体売
却に向けた相談など空き家の地域特性も見えてきたことで今後の空き家対策に活かし
ていきたい。また、所有者の希望に合わせて利活用や解体につながる提案ができた。

⑧ 目標値

　 実績値

達成率

⑦ 目標値

　 実績値

達成率

達成率

目標値

　 実績値

達成率

目標値

⑥

　 実績値

達成率 95% 300% 127% 85% -

137 117④
空き家所有者か
らの相談件数

件 相談会や窓口等、区への相談受付件数

目標値 38

34 34③

⑤

活
動

実績値 36 108 137 117

達成率 - 100% 100% 50% -

空き家相談会の
開催

回
各種専門家（宅地建物取引士、建築士、弁護士等）による
相談会の開催回数

目標値 -

36 108

-

-

- - 68 34

活
動

実績値 - 4 4 17

空き家解決に向け、専門家から対応方針を提示した件数

目標値 -

達成率 - - - 26% -

4 4

成
果

実績値 - - - 18

② 空き家解決に向
けた対応方針を
提示した件数

件

事
業
の
概
要

目
的

今後放置される空き家の増加を見据え、空き家を地域の資源として有効に活用することで魅力ある地域と
豊かな住生活の実現を目指す。 庁内協働

協働・協創推進課、シティプロ
モーション課と連携し、情報共有
を図りながら事業を推進してい
る。

内
容

地域資源として空き家を活用するにあたっては、空き家所有者が抱えている有効活用で
きない理由を解決する必要がある。課題解決には様々な専門的知識が必要となり、所
有者にとっては相談窓口がわからず動き出せない状況が見受けられる。そこで、各種専
門家が集まった相談会を開催する。

根拠
法令等

空家等対策の推進に関する特別
措置法

対応する予算事業名 住宅施策推進事務

指標名 単位 指標の定義（算出根拠） 3

①
空き家解決件数 件

対応方針に沿って課題が解決し空き家利活用、売却、賃
貸、解体等につながった件数

目標値

成
果

2

- - - 34 17

達成率 - - - 6%

視点 まち 再掲 くらし

重点目標
⑪地域の特性を活かしたまちづ
くりを進める

重点項目 良好な生活環境の形成 記入所属
都市建設部建築室
住宅課　空き家担当

事業名 №２９　空き家対策事業
電話番号 03-3880-5737(直通)

E-mail juutaku@city.adachi.tokyo.jp

実績値 - -

29 30 31 2
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

　相談会を実施していくなかで、所有者が抱える課題がみえてきている。相続の手続きを行っておらず複雑な共有関係となっている例や、空き家と所
有者の居住地が離れているなどの状況から、対応を検討している間に老朽化が進んでしまっているものもある。解決に向けて各種専門家に一括で相
談できる体制が、複雑に絡み合った課題に対応できる利点を最大限に生かすことができている。意思決定や対策に時間がかかるものもあるが、所有
者の意向に沿った丁寧な対応を進めながら、次年度以降目標値の設定も検討していく。解体、売却の希望に対しては具体的な方針を提示するほか、
建物に課題があるような事例に対しても、空き家プラットフォームをきっかけに飲食店と料理教室などの複合施設やシェアハウスなど地域に根付いた
施設で意欲的に活動を進めている民間事業者も存在し、その繋がりが活用され解決に向けた道筋もみえてきている。
　予防的活動としては、施設入所をきっかけに空き家となった段階での相談も増えてきていることから、地域包括支援センターでの会議に出席し、空き
家管理の必要性を説明するなどの連携を深めながらさらなる周知啓発を進めていく。
　具体的な事業予定の位置づけについては、空き家の分布とその所有者の居住地が一致しない状況が多いことから、広く面的に周知を進めていくこと
とあわせて、区への苦情や通報案件などに対しても相談会を活用し解決につなげていく。

主な内容

区
民
評
価
結
果

③ 主な内容 金額 千円

② 主な内容

反映結果 達成度 方向性

【反映結果の評価】
　空き家に対する理解の深化、北千住における空き家プラット
フォームの積極的な活動展開は評価できる。
　一方、千住地域以外での空き家解決の糸口というのは、まだ具
体的に見えていない部分が多いように思える。建築に携わる方な
どを中心に民間の方でも意欲や知見を持っている方は多い。ぜひ
そういった方々も巻き込みながら継続的な活動をおこなっていた
だきたい。こども食堂や寺子屋などの多様な利活用の手法をさら
に検討してほしい。

業務委託料 金額 2,601

0
税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　課題分析を具体的な取り組みに落とし込み、短期中期長期の事業の予
定としてより具体的に可視化する必要がある。記載頂いた内容は短期、
中・長期共に適正だと考えるがどのように実行するかが課題であると考え
る。例えば空き家に地域的な偏りがあるという分析ができているので、よ
り具体的な場所等を事業予定に明確に位置付けるべき。そうすることに
より、事前周知や啓発啓蒙活動の展開も戦略的に展開することができる
のではないかと考える。（既に戦略があるのであれば評価調書に記載す
べき）
　北千住地域での空き家プラットフォームは自立運営を尊重しつつも、よ
り密に連携をとっていただき長い視点で継続的な活動となるようにしてい
ただきたい。創業支援事業では空き店舗マッチング支援の取り組みをお
こなっている。同活動との連携にも期待したい。
　また、空き家が活用（解体を含めて）されることにより地域にもたらされ
るポジティブな効果について広く区民に周知し、空き家対策を区民の総意
としていくことも、空き家所有者の意識改革を進める上で有効である。

　コロナ禍の影響もあり、全般的に目標が未達成に終わっている。
空き家解決件数については、目標値の設定について、現実的な数
値の設定について検討する必要がある。施策的に所有者の意向に
左右されざるを得ない事業であり、必要性について理解を求める地
道な取組みを継続してきており、それ自体を一つの正解として並べ
ることも、多面的な視点での事業評価につながると考える。空き家
対策は待ったなしの状況であることからコロナ禍においても活動を
停滞させることなく代替案等の実行をより進めて欲しい。
　ヒアリングでは老朽化前の予防的な活動に向けた啓発も重要であ
るとの方針が聞かれた。こちらについても活動指標に取り組むなど
活動を活発化していただきたい。

千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】

金額 千円

①

人数 1.00 1.00 1.00 1.00

-

0 0 0 0 -
500 -

受益者負担金

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 0 0 0

-
人数 0.00 0.00 0.00 0.00 -

8,874 -計 8,781 8,855 8,709
-

3
4,815

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 5,140 6,480 8,783 2,601 4,815

人件費(b)

総事業費(a+b) 13,921 15,335 17,492 11,475

8,781 8,855 8,709 8,874

常
勤

平均給与

29 30 31 2 【庁内評価委員会の評価】

≪評価結果≫

-

8,781 8,855 8,709 8,874 -

【目標・成果の達成度への評価】
　新型コロナウイルス感染症の影響により、活動指標については目標未
達成。下半期の相談会の中で見えてきた空き家の分布や地域特性、およ
び感染症対策を講じた上で、計画的かつ効果的な事業展開に期待する。
成果指標についても、目標未達成であるが、「地域特性」や「相談の進捗
状況」を踏まえながら適切な数値を設定していく必要がある。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　昨年度の専門家を交えた花畑地区での検証結果を踏まえて、空き家対
策は、千住地域と千住地域以外で方向性が大別される。千住地域につい
ては、相談会や空き家プラットフォームとの連携を通じて、魅力的な物件
の掘起しに積極的に取り組んでいくという方向性は適切。特に利活用は、
区の主体的な関わりについて期待したい。千住地域以外では、相談会を
通じて、相続問題など、所有者がかかえる課題の解決に取り組みつつ、
利活用が可能な物件の掘起しについても取り組んで欲しい。空き家問題
の解決には時間を要するため、引き続き、地域住民の協力を得ながら、
物件ごとに丁寧な対策を講じてほしい。

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

・第三次足立区緑の基本計画の柱の一つである「ひとづくり」に基づ
き、緑を育むために自ら行動し、活動するひとを増やす取り組みが
必要である。
・「ひとづくり」として子どもを含む子育て世代へ、緑に対する興味を
持ってもらうため、放課後子ども教室での開催拡充や緑のカーテン
事業支援等の規模拡大を図り、多くの方に参加してもらえるよう取り
組む必要がある。
・緑を育む人の活動を活性化させるため、緑の協力員等への能力向
上に繋がる活動やスキルアップ講座実践など、緑化のリーダーとな
る区民の育成が必要不可欠である。

【短期】
・子どもや子育て世代に向けて、サロン豆の木やポルテあすなろと
連携し、企画を更に拡大していく。
・緑の協力員を対象とした緑化のリーダーの養成講座や、元渕江公
園プレイパークのボランティア育成講座を実施する。
・綾瀬川緑地の河津桜植樹の寄附者を招待して育樹イベントを行
う。
【中長期】
・緑の協力員を卒業された方が自主的に活動できる場を増やしてい
く。
・私立保育園等への緑化支援について検討を進める。

【指標①⑤⑥⑦】
新規の取り組みのため、令和3年度から実施。①はまちづくりにより緑が増え
たと感じるのは整備直後だけであることから、指標の定義に合わせて世論調
査の設問を「まち中の花や緑が多い」と答えた区民の割合に変更する予定で
ある。⑤は緑を育む活動を広げるボランティア向けに、区や指定管理者による
講座を展開していく。⑥は緑の協力員の全体活動、「樹名板・花植え」「区民講
座」「植物クラフト」の3つのグループ活動、スキルアップ講座などの活動を展開
する。⑦は緑化助成などで対象者、団体を丁寧に抽出し、働きかけを行ってい
く。
【指標②】
目標値を下回った。今後、この指標を向上させる活動（指標④⑤⑥）を新規開
始又は拡充する予定であるが、まだ成果には表れていない状況である。
【指標③】
ゆうあいクラブに対し公園の自主管理制度のＰＲを行ったことにより、目標を達
成した。また、花の散歩路の東コース、西コースにおいて、春は造園業者、秋
は団体による花植えを実施した。
【指標④】
目標値を下回った。不特定多数を対象とした企画の中止によるものだが、事
前申込制のサロン豆の木や、ポルテあすなろと連携して子育て世帯向けの取
り組みを実施することが出来た。恒例のリース作りに加え、藍染めやレジンで
作るスケルトンリーフなど新しいメニューを取り入れ、全4回116人が参加して
盛況だった。

⑧ 目標値

　 実績値

103

達成率

-

⑦ 区民・団体に緑
化活動を働きか
けた件数

件
自主管理制度や緑の協定、緑化助成の紹介など、個別に
対応した件数【新規指標】

目標値 - - - -

活
動

実績値 - - - -

達成率 - - - -

達成率 - - - - -

緑の協力員の活
動回数

回
区の緑化事業に協力する「緑の協力員」の活動回数（みど
りのあそびば、みどりの学び場従事、各グループ活動な
ど）　【新規指標】

目標値 -

活
動

実績値 - - - -

達成率 - - - - -

緑化活動を広げ
る人づくり講座

回
指定管理者が実施している緑化活動につながる講座や、
事業の紹介、解説のスキルアップなどの講座開催回数【新
規指標】

目標値 -

- - - 30⑥

活
動

実績値 - - - -

達成率 100% 100% 120% 27% -

15④ 子どもを含む子育
て世帯に向けた企
画の開催回数

回
みどりのあそびば（子ども向け企画、ギャラクシティ、あだ
ち放課後子ども教室、サロン豆の木等）の開催回数

目標値 10

- - - 19

30③

⑤

活
動

実績値 10 10 12 4

達成率 - - - 107% -

みどり豊かな景観
形成に新規に取組
む区民・団体数

区民
・

団体

公園等の管理、花壇や緑地・大木の管理、緑によるまちの
美化、農業支援に対し、新たに活動を始めた区民・団体数
【新規指標】

目標値 -

10 10 15

成
果

実績値 - - - 16

世論調査で「この１年間に自宅の庭や玄関先、または公共
の場でプランターや植木鉢に草花を植えるなど、緑を増や
したり、育てる取り組みに参加した」区民の割合

目標値 15

達成率 73% 71% 106% 90%

- - 15

29

成
果

実績値 11 11 16 14
②

緑化活動に参加
した区民の割合

％

達成率 - - - - -

-

15 15 15 15

-

① まち中の花や緑
が増えたと感じ
る区民の割合

％

世論調査で「まち中の花や緑が増えている」と答えた区民
の割合【新規指標】
※Ｒ３年より、世論調査の設問を「まち中の花や緑が多い」
と答えた区民の割合に変更予定

目標値

成
果

-

- - - -

2

事
業
の
概
要

目
的

緑や公園、自然を守り育むために、自ら行動し活動するひとを増やします。
庁内協働

みどりと公園推進室内（公園管理
課）、地域調整課、産業振興課と
の協働により実施

内
容

区民が、個人でも、楽しく、気軽に緑や自然に触れ合える機会を創出するとともに、区民
や事業者との協創体制を推進します。 根拠

法令等

都市緑地法、足立区緑の保護育
成条例、足立区緑の協力員運営
要綱、足立区緑の基金実施要綱
等対応する予算事業名 緑の普及啓発事業、民間緑化推進助成事業、公園・親水施設等の維持管理事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠） 3

視点 まち 再掲

重点目標
⑪地域の特性を活かしたまちづ
くりを進める

重点項目 緑と水辺と憩いの空間の創出 記入所属
都市建設部みどりと公園推進室
みどり推進課計画係、緑化推進
係、みどり事業係

事業名 №３０　緑を守り、育む人づくり事業
電話番号 03-3880-5423(直通)

E-mail midori@city.adachi.tokyo.jp

実績値 - -

29 30 31
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

主な内容

区
民
評
価
結
果

③ 主な内容 緑の普及啓発事業 金額 3,707 千円

② 主な内容

反映結果 達成度 方向性

【反映結果の評価】
　令和２年度区民評価委員会評価対象外事業のため「反映結果
の評価」記載なし。

公園・児童遊園・プチテラスの報償費 金額 40,865

6,384
税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　ヒアリングでは緑の協力員等、事業に参加される方の高齢率が高いこ
とが報告された。子どもや子育て世代への企画や活動を更に推進してい
くのは適正だと考える。合わせて、より緑や自然に興味が無い層に向け、
どのように活動の幅を広げるのかということについても一考頂きたい。緑
化について総論賛成、各論反対という現状について、区民がプレイヤーと
なり地域を巻き込むような講座の開設や活動の場の創設を具体的に検
討していっていただきたい。
　今後の事業予定、方向性については、全般的にやや消極的に感じる部
分もある。緑に関して事業を展開させることが困難であることは理解でき
るが、１０年先を見据えた取り組みとして検討していくことが重要である。
　河津桜植樹を一過性のイベントで終わらせることなく、葛西用水の桜並
木等、他の地域の緑も含めて、区民が身近な緑を見直す機会となるよう
事業を充実させることを強く要望する。

　活動指標④は、コロナ禍で活動に制限があったことから目標値を
下回った。成果指標②についても目標値を下回っている。コロナ禍
の制限は理解できるが、代替案等についてもう少し積極的な実行が
望まれる。成果指標①はやや抽象的な指標であり、活動指標との紐
付けについて再考していただきたい。
　事業の背景として落ち葉に対する苦情という面もあり、携わってい
らっしゃる職員の皆さんの意識もそこに根差すことについては一定
程度理解できるが、事業としては、協創のプラットフォームとなり得る
奥行きのあるものであると考える。そういった意味では新規指標の
③についてはぜひ成果がでるように重点を置いて欲しい。加えて、
事業目的や事業内容について庁内関係部局や緑の協力員等から
なるプロジェクトチームの設置なども有効だと考える。

千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】

保存樹木・樹林の補助金 金額 4,151 千円

①

人数 5.40 5.40 5.40 7.60

-

0 0 0 0 -
0 -

受益者負担金

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 7,176 7,358 7,254

-
人数 2.00 2.00 2.00 2.00 -

67,442 -計 47,417 47,817 47,029
-

3
71,884

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 15,332 15,407 14,257 48,723 71,884

人件費(b)

総事業費(a+b) 69,925 70,582 68,540 122,549

54,593 55,175 54,283 73,826

常
勤

平均給与

29 30 31 2 【庁内評価委員会の評価】

≪評価結果≫

-

8,781 8,855 8,709 8,874 -

　区民にとって最も身近な緑である"公園の緑"に触れあう機会として、緑の協力員による公園散策イベントや樹名板設置を実施した。また、落
ち葉の陳情対策として、保存樹・垳川沿い樹林の落葉清掃の支援により、管理者の負担軽減や良好な環境の維持と同時に、周辺住民の緑に
対する反対意識への緩和に取り組んでいる。
　指標④の「みどりのあそびば」は、コロナ禍における募集・実施体制を再考のうえ開催している。あだち放課後子ども教室では、講師を派遣す
る会場参加型を変更して、作り方説明書付きの植物クラフトキットを提供し、密集しないで個人で楽しめる形式を導入するなどの工夫に取り組
んだ。
　指標⑦の区民・団体に対する働きかけとして、他の事業の説明会等での緑化活動の案内やＳＮＳ等での情報発信の結果、指標③に位置づ
けた区民・団体数として、保存樹木管理者3個人・1団体、公園等の自主管理2団体等の新たな取組み実績があった（令和4年1月現在）。
　今後も、『第三次緑の基本計画』（令和2年度策定）に掲げる10年後の目標を見据えて、各事業を実施していく。また、「緑の基本計画推進会
議」で進行管理を行い、各事業のフィードバックを行いながら、緑を守り育むために、自ら行動し活動するひとを増やしていく。

【目標・成果の達成度への評価】
　指標⑤⑥⑦は、緑化活動を行う区民・団体を増やす活動量を図るた
めの新規指標である。指標①②③の目標を達成していくためにも、今
後の事業展開に期待したい。指標④は、感染症対策を講じつつ、コロ
ナ禍における事業計画を立て、目標を達成して欲しい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　区民が花や緑を身近に感じる環境を実現していくため、「自ら行動
し、活動するひと」を増やしていくことに注力する方向性は適切。その
上で、幼少期から緑に親しみを持つ区民を増やすため、子育て世代
へターゲットを絞り、事業を拡充していく点は効果的。また、緑化を
リードする人材の育成につなげていくため、緑の協力員制度を再構
築した点についても評価する。最終的には、自ら緑化活動を行う区民
を増やし定着させていくことが重要であるため、第三次緑の基本計画
の柱である「ひとづくり」について、緑との関わり方をステップアップさ
せていく施策が実現していくことを期待したい。

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

・魅力的な公園を増やしていくため、公園改修の取り組みを区全域
で進めていく必要がある
・幼児、児童、高齢者が楽しめる公園づくりに加え、バスケットゴール
を設置し若者を公園に呼び込む工夫等に取り組んできた。一方で、
新型コロナウイルス感染症の流行により、公園の役割が大きく変化
しており、これに対応した取り組みが必要となっている。
・パークイノベーションによるハード面の整備に加え、民間活力を活
かしたソフト事業の拡充が求められている。

（短期）
・利用者の意向調査を丁寧に行うとともに、既存施設を活かした改
修により経費を抑制し、着実に改修を進める。改修に合わせボール
遊びコーナー等、区民ニーズの高い施設の適正配置も進める。
・コロナ禍でも、高齢者が楽しみながら健康づくりができる公園につ
いて、積極的に情報発信していく。
・障がいのあるお子さんが、地域の子どもたちと一緒に遊べる「イン
クルーシブ遊具」の設置を進めていく。
・商店会やNPOと連携し、物販などにぎわいを創出するイベントを開
催を検討する。
（中・長期）
パークイノベーションと公園施設長寿命化計画を推進し、魅力ある地
域の公園づくりと持続可能な公園運営の実現を目指す。

[指標①]平成26～28年度の実績43、42、44％と比較し、増加の兆しが見えて
きた。令和2年度に改修した5公園では、利用者が15％以上増加した。「魅力的
な地域の公園づくり」と「持続可能な公園運営」というパークイノベーションの考
え方に基づく改修・新設公園は51か所となり、実績値にも成果が現れてきたと
考える。
[指標②]台風19号の影響で令和元年度に実施できなかった河川敷バックネッ
ト3基に加え、令和2年度の計画に基づき大型遊具4基等を更新し目標を達成
した。
[指標③]計画通り、公園の新設・改修工事、小規模工事（公園灯ＬＥＤ化、トイ
レ塗装）を実施し目標を上回った。令和2年度のパークイノベーションに基づく
改修公園は9件となり、目標としている年10件（500公園を50年周期で改修）を
概ね達成した。公園灯のＬＥＤ化工事は令和2年度で完了したため、令和3年
度の目標値は減とした。
[指標④]パークで筋トレの実施公園を新規に2公園増やしたが、新型コロナウ
イルス感染症の影響によりパークで筋トレ及び冒険遊び場の開催が減少し目
標を達成できなかった。次年度は、さらにパークで筋トレ実施公園を増やすとと
もに、元渕江公園の指定管理者と区民団体の協力により「冒険遊び場」の実
施回数をさらに増やす予定である。
[指標⑤]新型コロナウイルス感染症の影響もあったが、スペシャルクライフ
コートの完成に伴い実施した各種イベントにより目標を達成することができた。
[指標⑥]公園利用者へのアンケートと利用者団体への丁寧な説明を行い目標
を上回った。舎人地域の5公園では、地元町会、小学校に公園名称のアンケー
トを実施した。さらに、江北地域の9公園で障がい者団体とまち歩きを行い、バ
リアフリーに関する意見を聴取した。指標の他に公園活用推進連絡会や改修
後の現地調査により、意向把握に努めている。
※成果分析の[指標①]年度標記を変更（27～29⇒26～28年度）

⑧ 目標値

　 実績値

達成率

⑦ 目標値

　 実績値

達成率

達成率 228% 109% 113% 141% -

改修・改良工事
前の意向調査回
数

回
工事にあたり、地域住民や利用者への説明・アンケート・
意見聴取などの実施回数

目標値 32

活
動

実績値 73 49 53 55

達成率 73% 100% 100% 108% -

公園を利活用す
る団体等との協
議回数

回
公園でボール遊び教室やプレーパーク等の実施を検討し
ている団体等との協議回数

目標値 15

45 47 39 38⑥

活
動

実績値 11 13 13 14

達成率 233% 116% 75% 76% -

区民団体等が主体
となって新たに実
施したイベント数

回
市民団体等が主体となって、新たに公園で実施したイベン
トの回数（ボール遊び教室、プレーパーク、昔遊び、パーク
で筋トレ等）

目標値 30

13 13 13 13⑤

成
果

実績値 70 143 143 184

達成率 109% 122% 139% 115% -

公園等の新設、
改修・改良工事

件
公園等の新設及び改修・改良工事の設計若しくは工事を
行った件数（長寿命化計画に基づく工事を含む）

目標値 100.0

123 191 243 307④

9 17 22

活
動

実績値 109.0 111 125 101

公園施設長寿命化計画に基づく施設更新の進捗率（更新等を行った
施設の累計数÷更新を計画した施設）
令和２年度実績１２基÷６５基＝１８％
令和３年度目標１４基÷６５基＝２２％　【令和元年度新計画策定】

目標値 66

達成率 100% 100% 56% 106% -

91 90 88 38③

48

46 50 50 50 50

成
果

実績値 66 73 5 18

②
公園施設長寿命
化計画の進捗率

％

達成率 104% 86% 92% 96% -

46

73

事
業
の
概
要

目
的

公園施設の改良を計画的に進め公園利用者の安全性を確保するとともに、時代の要求
に応えた、区民が利用目的別に選択可能な公園への転換を目指す。 庁内協働

みどりと公園推進室内（公園管理
課）、スポーツ振興課との協働に
より実施

内
容

既存公園の改修を行い、魅力ある地域の公園づくりを進める。大型施設の長寿命化や
適正配置、安全かつ快適な施設への転換を図るため、計画的な改修、更新を行う。 根拠

法令等

都市公園法、足立区立公園条例
及び同施行規則、足立区立児童
遊園条例、都市緑地法、足立区
緑の基本計画対応する予算事業名 公園等の整備事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠） 3

① よく行く、または行
きたい公園がある
区民の割合

％
世論調査で「よく行く、または行きたい公園がある」と思う
区民の割合（そう思う、どちらかといえばそう思うの計）

目標値

成
果

視点 まち 再掲

重点目標
⑪地域の特性を活かしたまちづ
くりを進める

重点項目 緑と水辺と憩いの空間の創出 記入所属
都市建設部みどりと公園推進室
みどり推進課公園整備係
パークイノベーション担当課

事業名 №３１　パークイノベーションの推進
電話番号 03-3880-5442(直通)

E-mail midori@city.adachi.tokyo.jp

実績値 48 43

29 30 31 2
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

主な内容

区
民
評
価
結
果

③ 主な内容 上沼田第六公園改修工事 金額 74,800 千円

② 主な内容

反映結果 達成度 方向性

【反映結果の評価】
　全体的に昨年度の評価結果が反映されている点が少ない。成
果指標①については昨年度、自主管理の実績など協創に基づく
個性的で持続的な公園運営の実現という指標をとりいれてみては
どうかという提言があった。現在の世論調査内容は行きたい公園
がある等やや抽象的な内容となっているため、改めて成果指標に
ついては新たな視点の取り入れを望む。昨年の反映結果に記載
いただいた、他自治体の事例研究等についてもぜひその成果が
見える形での報告や計画への反映を行って頂きたい。
　「パークイノベーション」を標榜しているからこそ様々な期待が寄
せられていることを受けとめ、しっかりと施策に反映をおこなって
いただきたい。協創を掲げるのであれば、区民の共有財産である
ことが理解しやすい公園を協創のプラットフォームとして活用してく
ことが重要で、そうした取り組みこそイノーベーションにつながる。

しょうぶ沼公園改修工事その２ 金額 85,554

287
税
外

収
入

国都負担金・補助金 12,667 8,825 14,834

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　コロナ禍における新たなニーズの掘り起こしについては、健康推
進に重点を置くとヒアリング時に回答いただいた。その方向性は
適正であると考えるものの、具体的な方法等についてはやや乏し
いと感じた。公園への興味が薄かった層の掘り起こしの意味でも
情報発信に留まらず整備等も含めて検討を行って欲しい。
　全体としては、方向性や事業予定についてよりイノベーションに
相応しい内容としていただくことを強く要望する。意向調査を一歩
進め、地域住民によるワークショップによる計画づくりなどを進め
ることも協創・イノベーションの実現には必要である。プランづくり
から区民参加を可能にし、施設改修の計画と魅力ある地域の公
園づくりの計画をまとめて、区の公園づくりビジョン・アクションプラ
ンを実行して頂きたい。

　設定された評価指標では達成している項目が多い。また、整備にあたって
地域の方々や利用者の意見を積極的に反映しようという意向が感じられ評
価できる。コロナ禍の中、活動指標⑤の団体との協議については着実に実
施していただいた。活動指標③、⑥および成果指標②からも着実に計画を
実行していただいていることが伺える。
　一方、イノベーションを標榜するのであれば、事業目的から再設定を行っ
てほしい。改良を計画的に進めることや利用者の安全性の確保は前提条件
と捉えるべき。時代の要求に応えた、区民が利用目的別に選択可能な公園
への転換はイノベーションと捉えることができるが、それに関連した評価指
標が見当たらない。プレゼンテーション時に出された複数の小規模の公園
にそれぞれ機能を分担させるような発想はとても良いと感じたが、説明につ
いては今あるものの改修が主であるといった内容に終始していた。イノベー
ションを標榜するにふさわしい事業目的、事業内容、評価指標を設定し、具
体的かつ積極的に取り組むことを望む。

千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】

スペシャルクライフコート整備工事 金額 75,147 千円

①

人数 10.97 9.60 11.00 11.86

-

0 0 0 0 -
33,927 -

受益者負担金

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 3,373 2,796 1,523

-
人数 0.94 0.76 0.42 0.09 -

105,246 -計 96,328 85,008 95,799
-

3
990,526

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 460,196 374,203 572,261 960,940 990,526

人件費(b)

総事業費(a+b) 559,896 462,007 669,583 1,066,473

99,700 87,804 97,322 105,533

常
勤

平均給与

29 30 31 2 【庁内評価委員会の評価】

≪評価結果≫

-

8,781 8,855 8,709 8,874 -

　自主管理の実績は、Ｎo.30緑を守り育む人づくり事業（指標③）に含まれるため指標化しなかったが、公園を整備する際には、説明会（プチテ
ラスではワークショップ）などで地域に働きかけを行い、自主管理に結び付けている（約５０％の公園等で自主管理を導入）。
　公園改修は、今あるものの改修だけでなく、各公園に割り振った機能にあわせて整備を行っている。現地の利用状況調査→各公園の機能
決め→整備する遊具等に関する利用者・近隣アンケート→計画案の現地掲示と近隣ポスティングによる意見募集、という流れで、広く丁寧に
意見を聞いている。さらに、ＱＲコードの活用等により若い世代からの意見徴収率の向上を図っている。地域に様々な機能を持つ公園を整備
することで、誰もが「よく行くまたは行きたい公園がある」状態となり、指標①に結びつくものと考えている。
　ソフト事業は、Ｐ－ＰＦＩやキッチンカーの導入に向けた事業者ヒアリング、庁内勉強会を行っている。令和３年度は新たに子ども食堂の支援
団体による公園内物販事業を開始した。
　健康推進については、健康遊具マップの作成等に加え、健康づくりがテーマの公園（令和伊興本町等）に健康遊具を整備した。

【目標・成果の達成度への評価】
　指標⑤⑥⑦は、緑化活動を行う区民・団体を増やす活動量を図るた
めの新規指標である。指標①②③の目標を達成していくためにも、今
後の事業展開に期待したい。指標④は、感染症対策を講じつつ、コロ
ナ禍における事業計画を立て、目標を達成して欲しい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　区民が花や緑を身近に感じる環境を実現していくため、「自ら行動
し、活動するひと」を増やしていくことに注力する方向性は適切。その
上で、幼少期から緑に親しみを持つ区民を増やすため、子育て世代
へターゲットを絞り、事業を拡充していく点は効果的。また、緑化を
リードする人材の育成につなげていくため、緑の協力員制度を再構
築した点についても評価する。最終的には、自ら緑化活動を行う区民
を増やし定着させていくことが重要であるため、第三次緑の基本計画
の柱である「ひとづくり」について、緑との関わり方をステップアップさ
せていく施策が実現していくことを期待したい。

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

視点 まち 再掲 くらし

重点目標
⑪地域の特性を活かしたまちづ
くりを進める

重点項目 緑と水辺と憩いの空間の創出 記入所属
環境部環境政策課環境学習係
環境部環境政策課環境事業係
都市建設部公園管理課拠点公園係

事業名 №３２　自然環境・生物多様性の理解促進事業
電話番号 03-3880-6263(直通)

E-mail kankyo-gakushu@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

自然体験や生きものとのふれあいを通じて、自然や生物への関心を高め、多様な生きものの生息環境を
守り育むことの大切さや、人と自然のかかわりについて学ぶきっかけをつくる。 庁内協働

「あだち自然体験デー」をみどり
推進課と共催により実施

内
容

区内の都立公園や荒川河川敷など身近な自然の中で、自然観察会や自然体験イベント
を開催する。また、友好都市等の大自然の中で、区内では難しい自然体験や生きものと
ふれあうことができるツアーを実施する。 根拠

法令等
環境基本条例、環境基本計画

対応する予算事業名

3

① 自然を大切にしよ
うと考えた人の割
合（アンケート）

％
指標③～⑥の参加者に実施したアンケートの回答者の中
で、自然を大切にしようと思うと回答した人の割合

目標値

環境保全普及啓発事業、環境学習推進事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 95 89 99

29 30 31 2

96

達成率 95% 89% 99% 101% -

100 100 100 95 95

成
果

実績値 73 83 95 86
② 生物多様性につい

て理解が深まった
人の割合（アン
ケート）

％
指標③～⑥の参加者に実施したアンケートの回答者の中
で、わたしたちの暮らしと自然や生きものとのかかわりに
ついて理解が深まったと回答した人の割合

目標値 100

達成率 73% 83% 95% 91% -

100 100 95 90

活
動

実績値 233 337 353 205

③ 区内の公園等で行う
自然体験・生きものと
ふれあう小規模イベ
ントの参加者数

人
区内の都立公園（舎人公園、東綾瀬公園）などで行う自然
観察会等の参加者数【30年度から定義変更】

目標値 200

達成率 117% 169% 59% 41% -

200 600 500 200

活
動

実績値 0 3,000 6,000 0

④ 荒川河川敷などを利用
して行う自然体験・生き
ものとふれあう大規模イ
ベントの参加者数

人
荒川河川敷で行う「あだち自然体験デー」の参加者数
【30年度から定義変更】

目標値 10,000

達成率 0% 30% 60% 0% -

10,000 10,000 10,000 10,000

活
動

実績値 - - 307,380 28,775

⑤ 区内４施設で実施
される生物とふれ
あう事業の参加者
数

人
荒川ビジターセンター、桑袋ビオトープ公園、生物園、都市
農業公園の4施設で実施される区民等が参加する講座等
のうち、生物とふれあう機会が含まれる事業の参加者数

目標値 -

達成率 - - 99% 9% -

- 311,850 315,600 319,350

活
動

実績値 307 296 193 0
⑥ 友好都市等で行

う環境学習ツアー
の参加者数

人
友好都市（新潟県魚沼市、長野県山ノ内町、栃木県鹿沼
市）等で行う環境学習ツアーの参加者数

目標値 280

達成率 110% 106% 69% 0% -

280 280 270 40

　 実績値

⑦ 目標値

達成率

　 実績値

⑧ 目標値

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

　指標①②は、指標③～⑥の参加者からアンケートをとった結果であ
る。④⑥は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止となり、③
⑤のアンケート結果を集計したところ、指標①は目標を上回った。
　指標③は、目標値が下回っているのは、新型コロナウイルス感染症
拡大防止の観点から定員を予定より少なくして実施したことによる。令
和2年度はイベントを5回開催しており、「あだちの水辺生き物調査隊」
は当日募集を事前申込とし、各回定員は15名と少なくして回数を増や
して実施した。「あらかわボートクルーズ」は前年度よりも定員を少なく
し一日の実施回数を増やしたが、定員75名（25名×3回）のところ、申
し込み者が684名と定員を大幅に超える状況であった。全体として定員
比平均約5倍の申込があり、区民ニーズの大きさや代替のない事業で
あることを確認した。
　指標⑤は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため規模や内容に
より中止となったイベントが多く、開催したイベントも人数制限を行った
ため達成率は9％に留まった。令和2年度講座等開催数は3,005回であ
る。

　事業を実施することが決定しても感染症拡大防止のため定
員を増やすことができず、申し込んでも参加できない人が多
い。実施回数を増やすなどして分散させて実施検討する必要
がある。また、区内での体験は他課の生物多様性関連事業
との区別もあり内容が限られるが、区外に出向くことが難しく
なっている今、新たな体験プログラム等を検討する必要があ
る。
　天候に左右される大規模イベントについては、引き続き雨
天でも実施できるプログラムを用意していく必要がある。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
《短期》
　多くの区民・事業者に、幅広く人と自然環境について学ぶ
きっかけを提供できるよう、質を落とさず実施形態と運営方法
を検討していく。
《中・長期》
　環境問題を自分ごととしてとらえることができるよう、普段の
生活に結び付く他事業と複合させながら、環境に配慮した行
動がとれる「ひと」を増やす事業を展開する。また一過性の事
業にとどまらず学習の継続性を持たせるため、既存の環境学
習メニュー等と関連させて事業実施し、オンラインなどで友好
自治体との交流を継続する方法を検討する。さらにターゲット
に応じた情報拡散として様々な広報・PR方法を検討し、事業
の認知度を高める工夫をする。

達成率

89

Ⅳ　重点プロジェクト事業 事業別評価の反映結果



■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

11,271

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

13,283 21,773 4,437 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 13,172

計 13,172 13,283 21,773 4,437 -

-
人数 1.50 1.50 2.50 0.50 -

-
人数 0.00 0.00 0.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 0 0 0 0 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0 0 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、予定していた
事業の多くが中止となったが、代替のイベントをできる限り行った
工夫は評価したい。しかし、指標①の自然を大切にしようと考えた
人の割合が高いのは、そもそも自然に関心・興味を持っている参
加者からのアンケート結果であるからと考えられる。アンケートの
取り方については今後検討してほしい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　生き物との触れ合いを通じて人と自然のかかわりを学ぶきっか
けをつくるための事業だが、体験型イベントはそもそも外的要因に
左右される。特にコロナ禍では、実施が難しい。区外へ出向いて
行う事業や大型イベントが実施できない中ではあるが、何か自然
を学ぶきっかけが作れるようなアプローチを検討してほしい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 7,145 8,978 11,165 7,448 11,271
総事業費(a+b) 20,317 22,261 32,938 11,885

① 主な内容 区民参加型生きもの生息調査等包括委託 金額 5,004 千円

0 0 0 0 -

③ 主な内容 野鳥モニターによる野鳥生息調査 金額 1,070 千円

② 主な内容 河川魚類等生息調査委託 金額 1,375 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　令和２年度区民評価委員会評価対象外事業のため「反映結果
の評価」記載なし。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　新型コロナ感染症拡大の影響により、活動における達成率が低い
のはやむを得ない。代替として定員を制限する等の工夫によりでき
る範囲で事業を継続した点は高く評価できる。一方で、参加者に対
するアンケートの結果のみで成果が構成されているが、事業の目的
が自然の大切さの再認識、理解を深めるきっかけづくり、環境に関
する参加者の意識の変化、人間活動における自然環境への影響へ
の理解深化であることを踏まえれば、広範な区民の参加促進を成果
としていく視点も重要である。今後、成果指標（目標値）の設定につ
いては事業参加者からのアンケートのみではなく、区民全体を見据
えた設定とすることも検討されたい。

　自然を大切にしようと考えたり、生物多様性について理解が深
まった人が増えたその先には、やはり区民一人ひとりが、自ら主
体的に、自然環境保全活動に積極的に取り組み、実践していただ
くことが重要である。その一環として取組みを支えるボランティアを
より積極的に公募するなどにより、支える側も区民参加の機会と
捉えて事業に取り込む事も検討していただきたい。成果の設定に
際して、量だけでなく、質的な評価についても改めて検討してみて
頂きたい。
　情報発信にあたっては様々な主体との連携も期待する。例え
ば、東京電機大学と連携してICTを活用した事前観察やドローンを
駆使した普段見ることのできない視点からの観察などを動画配信
することなども実現可能なのではないか。自然環境は足立区の魅
力的な地域資源であり、こうしたことを区内外に発信することによ
り区の魅力を高めることにもつながる。

反映結果・反映状況

【アンケート】成果指標は事業参加者に実施したアンケートの回答割合を指標としている。しかし、申し込んだが抽選で参加できない方も多いた
め、今後は申込段階でも事前意識調査など実施し参加促進できるよう検討する。
【コロナ禍における代替アプローチ】今年度、コロナ禍で中止となったあだち自然体験デーの代替事業としてスマートフォンアプリを活用した区
民参加型生き物調査「あだち生き物図鑑をつくろう」を実施した。来年度は実施期間を長くし、コロナ禍でも自然環境や生物多様性を学ぶ事業
として拡充していく予定である。
【区民参加の機会】支える側の区民参加の機会としては、事業実施において「野鳥モニター」および環境ゼミナールを終了した「環境マイス
ター」の活用を積極的に実施していく。
【情報発信】あらかわボートクルーズなどで事業実施後に動画掲載を行ったことがあるが、他所属との連携までには至ってない。今後は大学連
携担当や生物園などから情報を得て、ＨＰやＳＮＳなどで足立区の自然環境の魅力を対外的に発信できるよう検討する。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度

90

Ⅳ　重点プロジェクト事業 事業別評価の反映結果



令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

　【指標①】の対象となるセミナーは、区主催のセミナーの他に東京商工会議
所や区内信用金庫が行うセミナーがある。セミナー初日に職員が立会い、特
定創業支援等事業の制度について説明しているので、発行件数は増加してい
る。
　【指標②】は、密を避けるため定員数を少なく設定、オンラインセミナーに切り
替えるなどしたため、参加者数は減少した。しかし同じ志を持つ仲間作りも大
きな目的であるため、オンライン上でもグループワークを取り入れるなどの工
夫をし、参加者に好評であった。
　【指標③】は、昨年度までは売上を伸ばしている企業が多かったが、令和２年
度は営業自粛等の影響により売上減少している企業が見受けられた。
　【指標④】は、緊急事態宣言中の募集を避けるため、例年よりも募集時期が
遅れたが、前年度と同じ件数の応募があった。区の窓口の創業相談件数も変
わらずあることから起業に対する関心は依然として高いと推測される。令和３
年度から定義変更したため(成果指標から活動指標に変更)、目標値を期待数
ではなく、過去の実績を踏まえた期待値に変更する。
　【指標⑤】は３社が退出し、２社が区内に転居した。区内転居した２社のうち、
１社は順調に成長しているが、残り１社は入国規制等が営業活動に重大な影
響を与えたため事業継続が困難になり、期間満了前に退出、区内の自宅で事
業を再構築している 。
　【指標⑥】は、創業支援施設入居者への経営支援のための相談回数であ
る。入居者は創業間もないため、その支援を担うインキュベーションマネー
ジャーの役割は大きい。相談の中でも退出後を見据えながら区内定着促進の
ため、区内で事業を展開していけるよう助言を行っている。
　【指標⑦】は足立成和信用金庫との協働事業である。創業者経営力アップ支
援事業は平成３０年度から開始した事業で、当初、対象となる賃貸契約期間
の設定が短かったため応募が少なかったが、期間見直しにより増加した。

①事業の実施時期の変更や対面からオンラインへの変更など課題
が多かった一方で、環境が変わることで、起業に関心を移し、相談を
寄せる人が多く、事業に対するニーズはあると感じている。
②創業支援施設入居者で、新規顧客の獲得や販路拡大に苦戦し、
売上が伸び悩んでいる企業が見受けられる。
③創業支援施設は北千住に集中しており、退室後のオフィスを探す
際は、北千住で探すことが多い。区内定着を促すため、創業支援施
設合同セミナーや交流会(令和２年度は自粛)などを行っているが、
一定数は区内にとどまらず区外転出となっている。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
【短期】令和３年度から足立成和信用金庫、不動産協会、宅建協会
と連携し「空き店舗マッチング支援事業」を開始する。この事業は空
き店舗が利用困難になる前に廃業を検討している店舗経営者と創
業予定者のマッチングを図る事業で、開業のための改修費などを補
助することで街の賑わいや創業者の区内定着を目指す。創業者の
家賃を補助するために足立成和信用金庫と協働で行っている創業
者経営力アップ支援事業は、今後は区内の他信用金庫にも協力を
依頼し、さらに事業を拡大していきたい。また、創業支援施設につい
ては、令和元年度から入居審査項目を見直し、足立区の起業家の
集積を図る視点で審査を行っている。引き続き区内で事業を拡大し
ていけるよう支援していく。
【長期】創業支援施設は「かがやき」「かけはし(東京電機大学運営)」
とも北千住に位置するが、その他のエリアでも起業の場を提供し、創
業支援のバリエーションを増やしながら区内民間企業を巻き込んだ
区内創業者の支援を行っていく。

達成率

　 実績値

⑧ 目標値

達成率 - 80% 40% 100% -

5 5 5 7

活
動

実績値 - 4 2 5

⑦ 空き店舗マッチン
グ支援及び家賃補
助事業成約件数

件

空き店舗マッチング支援事業及び創業者経営力アップ支
援事業（家賃補助事業）の採択件数【新規指標】
目標値：年度の予算件数
実績値：採択件数

目標値 -
達成率 - 102% 69% 103% -

96 98 68 70

活
動

実績値 - 98 68 70
⑥ インキュベーショ

ンマネージャーに
よる相談件数

件

インキュベーションマネージャーによる相談件数
【新規指標】
目標値：前年度実績から設定
実績値：年間相談件数

目標値 -
達成率 50% 75% 50% 66% -

100 100 100 100

成
果

実績値 50 75 50 66

⑤ 創業支援施設退
室後の区内定着
率

％
退室時に区内に転居した企業の割合
目標値：100％
実績値：区内に事務所を移転した数/退室企業数

目標値 100
達成率 25% 58% 25% 35% -

24 28 20 10

活
動

実績値 5 14 7 7

④ 創業プランコン
テストの応募件
数

件

創業プランコンテストの応募件数
【令和３年度から定義変更】
目標値：実績を踏まえた期待値
実績値：創業プランコンテストの応募件数

目標値 20
達成率 - - - 71% -

- - 70 70

成
果

実績値 - - - 50

③ 創業プランコンテ
スト採択者のうち、
売上が上昇した企
業の割合

％

過去５年間の採択企業のうち、直近の売上が過去の売上
の平均より上昇した企業の割合【新規指標】
目標値：期待値として70％
実績値：上昇企業数/採択件数

目標値 -
達成率 89% 127% 107% 62% -

45 45 45 36

活
動

実績値 40 57 48 28
②

起業セミナー参
加者数

人
起業セミナーの参加者数
目標：起業セミナー【実践編(２回）の定員数×90％】
実績値：参加者数

目標値 45

72% 117% 128% 122% -

18 18 18 18 19

3

① 特定創業支援等事業
（経営者に必要な知識
が身につくセミナー等）
を受けたことの証明書
発行部数

部

証明書発行件数（証明書により、法人登録税の軽減や融資枠の拡大等の
優遇措置を受けることができるため、セミナー受講者のうち起業する可能性
が高い人の数を測ることができる。）【新規指標】
　目標値：実績を踏まえた期待値(過去の平均値×１．１)
　実績値：証明書発行件数

目標値

起業家育成事業/創業支援施設の管理運営事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 13 21 23

29 30 31 2

22

達成率

産業経済部企業経営支援課
創業支援係

事業名 №３３　創業支援事業（産学金公ネットワークによる起業・創業支援）
電話番号 03-3880-5495(直通)

E-mail kigyo-shien@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

創業相談、創業セミナー、オフィスの提供、創業プランコンテスト等創業ステージに合わせた切れ目ない支
援を行い、区内創業を促進する。 庁内協働

産業政策課、産業振興課

内
容

創業を促進するため、通年での起業セミナーの開催及び創業支援施設入居企業に対す
る適切な経営指導を行う。また、創業プランコンテストにより斬新なアイデアで創業した
方（予定）には補助金交付とともに、事業化から販路拡大に向けた継続的な支援を行う。 根拠

法令等

足立区地域経済活性化基本条
例、足立区地域経済活性化基本
計画、足立区創業支援施設条例対応する予算事業名

視点 まち 再掲

重点目標 ⑫地域経済の活性化を進める 重点項目 区内事業者の競争力向上を支援 記入所属
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　成果指標①及び活動指標⑥、⑦についてはコロナ禍にも関わらず
目標を達成できており、一定の評価ができる。②の活動の面では、
オンラインセミナーを実施する等、柔軟に事業に取り組んだ姿勢は
大変評価したい。
　一方、事業目的は区内創業の促進であることを踏まえれば、区か
らの積極的な働きかけなど能動的な取り組みがより一層期待され
る。現在の指標項目では、そうした視点での指標が希薄であり、抜
本的に再考する必要がある。

　空き店舗マッチング支援及び家賃補助事業成約件数について
は、昨今の社会情勢の中で有意義な取り組みだと考える。これら
の活動は区の新しい施策を利用した企業の区内定着率を目的に
設定されたものであるならば、その成果についても今後十分に見
極めを行ってほしい。
　創業支援乱立のなかでどのように足立区の独自性や地域性な
どを反映したきめ細やかな施策を打ち出していけるかが重要であ
る。家賃が安い、テック系や芸術系など個性的な大学との連携が
可能、河川敷等の開かれた公共空間（実験フィールド）が豊富な
ど、足立区で創業するメリットは少なくない。これらも踏まえた上
で、事業全体の見直しを改めて行うべきであり、スタートアップ事
業者に対して現状どのような支援が必要となっているか改めてリ
サーチし実装させることも不可欠である。

反映結果・反映状況

　空き店舗マッチング支援事業については、実績を上げるため、廃業のタイミング、補助金額等をみたうえで制度の検討を進める。昨年度評価の中で
期待されていた創業支援事業の区外アピールについては、今年度特に力を入れて取り組み、区内６大学だけでなく、情報経営イノベーション専門職大
学や筑波大学、立教大学などへ事業周知を行った。また、国の独立行政機関が運営するSNS(ＬＩＮＥやnote)を活用し、事業周知や創業支援施設の募
集案内などを行い、実際に創業支援施設への応募に繋げることができた。指標④の「創業プランコンテストの応募件数」は２年度は成果指標であった
が３年度は活動指標とし、応募を増やすため、チラシ、ポスターによる周知活動以外に、起業セミナーで実際の応募用紙を用いて事業計画書を作成す
るなどし、セミナー参加者の目標を創業プランコンテスト申請に設定したことで２件の応募に繋げることができた。さらに４年度に向け要件や賞の見直し
を行っていく。区内定着率についてはＩＴ企業等は交通利便性から北千住駅付近を希望する創業者が多く、近隣区外と比較すると家賃が高く転出の実
態がある。それに対し、区への愛着度を令和元年度から審査基準に盛り込み対策したため、今後効果が出ると思われる。足立区の創業支援は創業
ステージに合わせ、充実した支援メニューがあるが、独自性が打ち出せていない。今後、足立区の特徴といえるような事業の構築を検討していく。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　昨年挙げられていた、創業支援事業の近隣地域大学へのア
ピールはコロナ禍ということもありあまり進捗がなかったとのこと
だった。すぐに成果はでないかもしれないが、粘り強く活動を継続
していただきたい。オンラインセミナーでは、グループワークの採
用等、応募件数を増やすために工夫が感じられる。オンラインも
取り組むことで、参加にあたり時間や場所、定員数のハードルが
下がった面もあるのではないかと予想される。
　昨年度評価のなかで期待されている点や成果指標設定への指
摘に対する対応についてはやや消極的に感じる。東京電機大学
との連携による創業プランの創出、指標④について目標達成に向
けた工夫、セミナー講座の積極的実施などについても期待した
い。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

③ 主な内容 起業セミナー委託料 金額 3,707 千円

② 主な内容 東京芸術センター１１階賃料 金額 15,599 千円

① 主な内容 東京電機大学創業支援施設運営補助金 金額 26,573 千円

8,256 6,605 4,975 4,273 -

6,384 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 1,820 5,151 4,790 2,672 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　約半数の指標で昨年度の実績を上回っており、評価できる。起業セ
ミナーについては、新型コロナウイルス感染症の影響により、大幅に
実績が低下しているが、そのような中でもオンラインセミナーを実施す
るなどの工夫がみられ、成果指標①の実績維持につながったと考え
られる。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　成果指標①の実績を見る限り、コロナ禍においても創業ニーズは高
いことから、創業支援事業について協力する信用金庫を拡大する方
向性は正しいと考えられる。一方で、創業プランコンテストについて
は、募集要件の厳しさも実績値が高まらない要因ではないか。今一
度事業内容について検討してほしい。また、区内企業の定着につい
ては、千住地域のニーズが高い一方で適当な物件がなかなか見つ
からないという課題がある。空き店舗マッチング支援事業はこの課題
の解決にも資することから、今後の展開に期待したい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 51,956 56,668 55,389 52,452 60,954
総事業費(a+b) 74,938 90,591 88,770 85,458

-

-
人数 2.00 2.00 2.00 2.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 7,176 7,358 7,254

33,923 33,381 33,006 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 22,982

計 15,806 26,565 26,127 26,622 -

-
人数 1.80 3.00 3.00 3.00

60,954

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度

92

Ⅳ　重点プロジェクト事業 事業別評価の反映結果



令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

視点 まち 再掲

重点目標 ⑫地域経済の活性化を進める 重点項目 区内事業者の競争力向上を支援 記入所属
産業経済部産業振興課
ものづくり振興係、商業振興係

事業名 №３４　販路拡大支援事業（区内産業・製品のＰＲ）
電話番号 03-3880-5869(直通)

E-mail sangyo@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

足立ブランド認定推進事業と産業展示会を実施し、意欲的な中小企業の発掘・育成と販路拡大を図り、優
れた製品の巧みな技術を区内外にＰＲし区のイメージアップを図る。 庁内協働

企業経営支援課、シティプロモー
ション課

内
容

・区内の卓越した技術を持つ企業を「足立ブランド」として認定し、区内外に製品のＰＲを
行うことで、区内産業の活性化と区のイメージアップを図る。
・区内製造業企業等のＰＲ、販路拡大を目的として、展示商談会事業を展開する。 根拠

法令等

足立区経済活性化基本条例、足
立区地域経済活性化基本計画、
足立ブランド認定推進事業実施
要綱対応する予算事業名

3

① 見本市等の出展によ
り取引につながった
またはつながる可能
性のある割合

％

見本市、展示商談会、国内外販路拡大事業の出展社の中で商談に繋がっ
たまたは繋がる可能性のある企業割合
目標値＝実績を踏まえた計上
実績値＝出展参加企業へのアンケートにより把握

目標値

足立ブランド認定推進事業、産業展示会事業、地域経済活性化計画の推進事業の一部、商店街活動支援事
業の一部

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 18 81 64

29 30 31 2

61

達成率 51% 140% 79% 87% -

35 58 81 70 70

成
果

実績値 340 390 310 195
② 見本市等出展

ブースへのバイ
ヤー訪問件数

％

大型見本市等に「足立ブランド」や「国内外販路拡大事業」
として出展したブースにバイヤーが訪れた件数
目標値＝実績を踏まえた計上
実績値＝バイヤーの訪問件数

目標値 260

達成率 131% 150% 97% 61% -

260 320 320 320

活
動

実績値 53 56 63 63

③
足立ブランド認
定総件数

件
目標値＝実績を踏まえた計上
実績値＝現在の認定企業数

目標値 53

達成率 100% 97% 107% 97% -

58 59 65 68

活
動

実績値 57 54 50 20

④ 「ＦＣ足立」活動（含む見
本市等の出展、ワーク
ショップの実施）、「国内
外販路拡大支援事業」
参加件数

件

目標値＝実績を踏まえた計上
実績値＝「ＦＣ足立」の活動及び「国内外販路拡大支援事
業」参加件数
※「ＦＣ足立」＝足立ブランド認定企業による活動体

目標値 50

達成率 114% 98% 91% 36% -

55 55 55 55

活
動

実績値 - - - 6

⑤ 販路拡大事業等
に参画した専門
家の人数

人
目標値＝実績を踏まえた計上
実績値＝国内外販路拡大支援事業及び足立ブランド事業
での参画人数【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - 100% -

- - 6 15

成
果

実績値 371 1,660 896 702
⑥ 「輝くお店セレク

ション」への推薦
店（品）件数

件
目標値＝実績を踏まえた計上
実績値＝テーマに沿って投票された店（品）の件数
【令和３年度から定義変更】

目標値 500

達成率 74% 166% 45% 70% -

1,000 2,000 1,000 250

活
動

実績値 5 16 26 12

⑦ 「輝くお店セレク
ション」の店舗募
集情報発信件数

件
目標値＝実績を踏まえた計上
実績値＝事業周知のポスター・チラシの配布枚数及び広
報・SNS発信件数【令和３年度から定義変更】

目標値 5

達成率 100% 160% 130% 46% -

10 20 26 8,000

　 実績値

⑧ 目標値

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

【指標①②③】多くの企業が対面営業を控えていたため、機械要素技術展の
来場者数は減少しているが、その反面商談を求める関心の高いバイヤーとの
名刺交換ができ、今後の販路拡大につながる手応えを感じることができたとの
声も多くあった。令和３年度に向けてはオンラインを活用した展示会の開催に
ついても検討していく。
また、令和３年度は昨年度実施できなかった足立ブランドの認定についても実
施していく。
【指標④】見本市等への出展数は減少したが、ＦＣ足立の会長が変更となった
ことを機会に体制を見直し、認定企業同士の自主的な活動の場として４つの
目的別部会【情報共有・対外ＰＲ・働き方・あだちブランドユース（若手経営
者）】を設置した。認定企業の連携を強化することで、ブランド事業の更なる活
性化を図っていく。
【指標⑤】令和２年度より国内販路拡大支援を開始。オンライン会議や動画を
活用して、区内企業とバイヤーとの接点を提供する事業を令和2年度から実
施。バイヤー5名、カメラマン1名が事業に参画した。
【指標⑥・⑦】緊急事態宣言下において不要不急の外出が求められ、飲食業
の売上が低迷する中で、「テイクアウトのできる飲食店」をテーマとし、推薦票
が多く集まった上位１０店舗を紹介した。外食の機会が減った区民にとっても、
テイクアウトで食事を楽しんでもらうことができた。これまでは職員がイベントに
出向き票を集めていたが、推薦方法を見直しインターネットとハガキにより非
接触型の票集めを行った。ハガキ付きの事業周知チラシとポスターの配布枚
数、情報発信件数を新たな指標に設定した。

　見本市などは従来の対面営業による開催方法から、オンラ
インを活用した対応が求められている。令和２年度はオンライ
ンの活用により、限られた人数のバイヤーに対してではある
ものの、より深く区内事業者の魅力をＰＲすることができた。こ
のような活動を区内外の企業や消費者に対して、広くＰＲを
行っていく必要がある。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
【短期】オンラインを活用した展示商談会、販路拡大事業等ブ
ラッシュアップを図っていくほか、動画やEC等の支援を進め
る。令和３年度からは、足立ブランドにおける部会単位での活
動や、国内販路拡大支援事業における展示販売イベントに加
え、海外販路の拡大を支援する事業の展開を新たに実施し
ており、国内外でのＰＲ強化、区内事業者の売り上げ向上を
支援していく。
【中期】国や都が進めるDXへの対応や、いかに効果的に区内
事業者をＰＲするかといった視点で、国内外で足立の企業が
活躍できるよう支援していく。

達成率
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

61,806

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

12,466 12,264 12,245 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 12,331

計 10,537 10,626 10,451 10,649 -

-
人数 1.20 1.20 1.20 1.20 -

-
人数 0.50 0.50 0.50 0.50 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 1,794 1,840 1,814 1,596 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 16,939 16,882 10,299 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　従来は対面で販路拡大を行っていたことから、新型コロナウイルス感染
症の影響を大きく受け、多くの指標で昨年度実績を下回っている。そのよ
うな中でも、オンライン会議を活用したバイヤーとのセッションや、外出自
粛の下でニーズが飛躍的に高まったテイクアウトに焦点を当てるなどの
工夫をした点は評価できる。
【今後の事業の予定、方向性への評価】
　オンラインでのコミュニケーションの重要性が増す中で、見本市などもオ
ンラインの流れが強まると考えられることから、区内企業のオンライン見
本市への参加を支援する方向性は誤りではない。しかし、企業には販路
の多様性があると考えられるため、オンライン以外にも幅広な支援を期待
したい。また、足立ブランドの認定件数は伸びが鈍化している。新たに発
足した部会活動の今後の展開に期待したい。また、「輝くお店セレクショ
ン」については、区内のお店を広く紹介する手段のひとつとして有効と考
えられる。引き続き、時宜を捉えたテーマを設定するとともに、シティプロ
モーション課などとも連携し効果的な紹介方法を検討してほしい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 62,993 63,017 37,410 27,069 61,806
総事業費(a+b) 75,324 75,483 49,674 39,314

① 主な内容 ブランド認定事業コンサル委託 金額 14,938 千円

0 0 0 0 -

③ 主な内容 足立ブランド紹介冊子作成経費 金額 426 千円

② 主な内容 見本市・展示会等出展経費 金額 7,292 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　令和２年度区民評価委員会評価対象外事業のため「反映結果
の評価」記載なし。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　新型コロナウイルス感染症拡大による見本市等対面の営業が制
限される中で、オンラインを活用した商談の機会を設けたことなどは
一定の評価はできる。コロナ禍の中で、区内企業を支援する本事業
の役割は極めて大きい。バーチャル空間を活用した展示会の実施と
いった新しい発想に果敢に挑戦するなど、さらに積極的な取り組み
を早期に実現することを期待する。
　成果指標⑥及び活動指標⑦の「輝くお店セレクション」について
は、社会情勢等の背景を鑑みつつ毎年異なるテーマを設定し、新し
い魅力発見に繋がる店舗の発掘と、区民への周知がなされており、
一定の評価ができる。テーマの設定及び設定期間については、本
事業の狙いや目的を踏まえ、事業年度に囚われず設定するなど柔
軟に対応したほうが良い場合もあることを念頭に置いて頂きたい。

　足立ブランドにおける部会単位での活動や、国内販路拡大支援
事業における展示販売イベントに加え、海外販路拡大を支援する
事業など、よりグローバルにブランド力を高める展開は評価でき
る。
　本事業においては、売り手単体でアクションを起こすことが難し
い部分などについて積極的に手を差し伸べることが重要であり、
他の自治体を凌駕するスピード感を持って取り組むことを大いに
期待する。当事業は単なる販路拡大に留まらず、足立区の魅力
的なプロダクトを拡散することにより、区のブランディングにもつな
がる極めて重要な事業である。DX等の言葉だけが先行することな
く、民間の知見を積極的に取り入れながら、区内事業者と緊密な
連携をとり、具体的な施策のもと事業を推進していくことを期待す
る。

反映結果・反映状況

　足立ブランド事業において、コロナ禍でも販路拡大を行うため、令和４年３月にオンラインを活用したバイヤーとの商談会の実施を予定してい
る。新たに発足した部会活動のうち対外PR部会と連携し、新規認定の応募件数を伸ばしていくと共に、再認定の仕組みの見直しにより活性化
を図っていく。
　国内・海外販路拡大支援委託事業においては、参加事業者の自社製品開発に関するノウハウに大きな差がある中、商品作りや改良のノウ
ハウ、バイヤーとの接点づくりのコツ等をオンライン、オフライン両面でより丁寧に伝えている。事業効果の発現に時間がかかる事業ではある
ものの、体験型店舗での販売、海外でのテストマーケティング等、令和３年度新たに実施する取組を活かし、一社でも多くの事業者の販路拡
大を支援するとともに、多くの区民・区外の方々にリーチして評価を高めることができるようにしていく。
　「輝くお店セレクション」のテーマについては区民の関心度が高く、インパクトのあるテーマを設定できるよう進めていく。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

視点 まち 再掲 くらし

重点目標 ⑫地域経済の活性化を進める 重点項目 区内企業の人材確保 記入所属
産業経済部企業経営支援課
就労・雇用支援係

事業名 №３５　就労支援・雇用安定化事業（区内企業の人材確保支援等）
電話番号 03-3880-5469(直通)

E-mail kigyo-shien@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

　区内中小企業の人材確保・人材育成等の支援、マンスリー就職面接会などの共催事業や都補助金を活
用した事業の実施により、雇用の安定と就労の促進を図る。 庁内協働

雇用、労働に関する情報交換＝
多様性社会推進課、くらしとしごと
の相談センター、足立福祉事務
所

内
容

　・区内中小企業人材確保支援事業（以下「人材確保支援事業」という）　・地域人材確
保・育成支援事業　・産業技術・経営研修会助成事業　・就業規則作成助成事業　・マン
スリー就職面接会 根拠

法令等

産業技術・経営研修会助成事業
補助金交付要綱、足立区就業規
則作成助成金交付要綱対応する予算事業名

3

① マンスリー就職
面接会の就労決
定率

％
マンスリー就職面接会で実際に面接した中で就労決定に
至った割合（就職決定者数÷求職者が面接を受けた延べ
数）

目標値

就労・雇用支援事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 21 24 21

29 30 31 2

0

達成率 107% 110% 84% 0% -

20 22 25 23 23

活
動

実績値 12 12 11 0
② マンスリー就職

面接会の開催回
数

回
マンスリー就職面接会の年間開催回数 【２９年度から定義
変更】

目標値 12

達成率 100% 100% 92% 0% -

12 12 12 9

成
果

実績値 - 35 58 19

③ 人材確保支援事業で
出張コンサル支援を
受け課題が解決した
企業数

社
出張コンサルにより、労働力や特定人材の不足、早期離
職など当該企業の課題が解決されたと回答した区内中小
企業の数

目標値 -

達成率 - 97% 97% 73% -

36 60 26 20

活
動

実績値 - 41 71 31

④ 人材確保支援事
業で出張コンサル
支援を受けた企業
数

社
本事業で出張コンサルティングによる継続支援を受けた区
内中小企業の数

目標値 -

達成率 - 103% 101% 103% -

40 70 30 30

成
果

実績値 - 16 47 44

⑤ 産業技術・経営研
修会助成事業にお
ける研修での資格
取得者数

人
産業技術・経営研修会助成事業で助成対象となった研修
の受講が資格取得に結びついた人数（技能講習や特別教
育のほか、研修以外に試験合格を要するものを含む。）

目標値 -

達成率 - 25% 157% 147% -

63 30 30 45

活
動

実績値 29 20 56 56
⑥ 産業技術・経営研

修会助成事業にお
ける研修受講者数

人
産業技術・経営研修会助成事業で助成対象となった研修
の受講者数

目標値 45

達成率 64% 29% 112% 112% -

70 50 50 55

　 実績値

⑦ 目標値

達成率

　 実績値

⑧ 目標値

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

　指標①②では、ハローワークと協議し、マンスリー就職面接会のすべての回
を中止した。企業数を縮小し、参加制限を設ける等、対策を講じての開催も検
討したが、会場内を参加者やスタッフが動き回る点や、向かい合っての面接が
行われる点等、事業の性格上、感染のリスクが高く開催は困難であると判断し
た。
　指標③④では、定期的な訪問コンサルティングの対象となる企業は２年を１
サイクルとして、前年度の登録企業の継続支援のみとした。Web面接の導入や
Webツールの有効活用に関する指導や働き方の多様化への対応等、コロナ禍
における採用、雇用に関する支援を強化した。また、集合研修についてもWeb
会議ツールを活用し、設備が整っていない企業に対しては、個室とPCを手配
する等の対応により、継続した支援を実施した。2年間の寄り添い支援の結
果、多くの企業が社内の労働環境の改善や採用応募者数増等の手応えを実
感している。しかし、令和２年度はコロナの影響を受け売り上げの減少や先行
き不透明感が強まったことから、人材育成等の課題に取り組むことができな
かった企業もあり指標③は達成率が伸びなかった。
　指標⑤⑥については、年度当初は研修実施が中止、延期となったことの影
響から申請件数は低調であった。しかし、研修機関の研修実施再開以降は、
昨年度以上のペースで申請がなされ、通所講座がオンラインに変更になった
場合には助成対象とするよう要件を変更したこともあり、助成件数は対前年度
比増となった。土木・建設業以外の企業の活用により、資格、免許の取得を目
的としない研修での活用もあったが、指標⑤の実績は対前年度比減となって
いる。
　なお29年度以降は都の補助を活用した事業の事業費を加算している。

　マンスリー就職面接会の令和３年度実施について、ハローワーク
から打診があり４～７月は中止とした。新型コロナウイルス感染防止
を徹底し８月以降の実施を検討していく。人材確保支援事業は豊富
な経験や能力を持つシニア人材に企業が業務委託するマッチング
事業を令和２年度に開始した。企業の現状を把握しシニア人材に委
託することが有効な業務を提案しマッチングに結びつくまで、ある程
度の時間が必要である。またシニア人材の登録数や業務委託する
企業数の確保も必要である。産業技術・経営研修会助成事業は、研
修が資格所得に結びつきやすい土木、建設以外の業種にも制度が
認知され、多くの企業に活用されている。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
（短期）マンスリー就職面接会は予約制の導入等による効率
的な運営方式をハローワークと検討していく。人材確保支援
事業は企業の登録制を終了、広く参加企業を募集する形に
変更し、セミナーや個別相談等を多くの企業が活用できるよう
にしていく。シニア人材とのマッチング事業は対象職種を３種
から８種に拡大し人材及び企業数の確保につなげていく。
（中・長期）６５歳までの雇用確保義務化、デジタルトランス
フォーメーション推進、テレワーク等働き方が変化している中
で、国や都の動きを注視しつつ、適宜区内の実態やニーズに
応じた施策や事業の展開を検討していく。

達成率
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

29,954

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

14,305 13,352 10,719 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 40,632

計 33,456 10,626 10,451 9,761 -

-
人数 3.81 1.20 1.20 1.10 -

-
人数 2.00 1.00 0.80 0.30 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 7,176 3,679 2,902 958 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 73,089 59,980 33,573 36,960 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　新型コロナウイルス感染症の影響から、マンスリー就職面接会の全
面中止はやむを得ない。一方で、人材確保支援事業や研修会助成
事業においては、個室とPCを企業に貸し出したり、講座のオンライン
化を図るなどの工夫をしており、実績の伸びにつながった点は評価で
きる。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　生産年齢人口が減少していく中で、シニア人材の活用は非常に重
要である。雇用する側、される側双方に区として支援を行っていく方
向性は正しいと考えられる。また、担当の認識どおり、コロナ禍を契
機に就労環境は大きく変わろうとしている。事業者へのヒアリングや
アンケート調査などを通じて実態を把握・分析し、効果的な就労支援・
雇用安定化につなげていって欲しい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 129,772 85,336 47,480 51,602 29,954
総事業費(a+b) 170,404 99,641 60,832 62,321

① 主な内容 雇用調整助成金活用事業 金額 25,408 千円

0 0 0 0 -

③ 主な内容 内職相談業務委託 金額 3,368 千円

② 主な内容 区内中小企業人材確保支援事業 金額 20,084 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　令和２年度区民評価委員会評価対象外事業のため「反映結果
の評価」記載なし。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響でマンスリー面接会
の開催が困難であったことなど、事業活動が制限されていたことは
理解できる。今年度も前期は開催が難しいようであるが、オンライン
の活用や密集しない形での面接等も含めてぜひ後期は開催に結び
付けてほしい。合わせて、直接求職者に区内企業を繋ぐことは困難
であったとしても、例えば、人材を求めている中小企業の魅力的な
側面を動画で紹介するなど、求職者の区内企業に対する関心を高
める取り組みについて工夫の余地もあったように思う。
　活動指標④、⑥では活動が制限される中、Webツールの活用や講
座のオンライン化等柔軟に対応された点は評価できる。

　これからの社会課題としては、シニア人材の活用に注力し取り組むこと
は、適正であると評価する。一方で、就労や雇用を取り巻く環境は、女
性・非正規雇用・障がい者・外国人等においても、課題が山積している。
これらについて役割分担を行い複数部署で対応されているとのことだが、
いずれかの部署が調整機能を果たし、密接に連携しながら総合的に取り
組むことを期待する。
　求職者サイドの施策に加え、雇用サイドの取組みについては拡充の余
地がある。足立区の中小企業の魅力を伝えるとともに、その企業が求め
ている人材をアピールするなど、新たな発想に立った取組みや、他の施
策（足立ブランド事業等）と連携した取り組みについても検討されたい。
　ヒアリングの中で、DX推進やテレワーク等働き方が変わる中で、区内の
中小事業所ではIT化が進んでいないことが浮き彫りになった。デジタルの
動向は変化のスピードがはやく、迅速な対応がより大きな効果を生み出
すと考えられるので、ぜひ今後も重点的に対応していただきたい。

反映結果・反映状況

　マンスリー就職面接会は、事前申込制により人数を制限することで会場内が密にならないようにして１１月から再開した。ハローワークや東京しごと
センターとの共催事業の実施や庁内各課との連携の中で、当課としては特に企業サイドの視点を盛り込み、区として総合的に就労・雇用を支援する一
翼を担っていく。また、女性・非正規雇用・障がい者・外国人等向けの事業についても関係各課と情報共有を図り、事業周知に互いに協力するなどの
体制づくりに取り組んでいく。
　産業技術・経営研修会助成事業は、コロナ禍によりオンラインに変更した研修は助成対象としていたが、コロナ禍と関係なくとも双方向同時オンライ
ンの講座であれば助成対象とし、ＩＴ化に対応する制度に改善した。区内IT化の底上げについても新年度に向け検討していく。
　区内中小企業人材確保支援事業は、企業向けセミナー全１２回の全てをオンラインでの参加を可能として実施した。また、シニア人材マッチングの成
果として、シニア人材が携わり作成した企業PR動画を区SNSで紹介した。令和４年度の委託事業者はプロポーザル方式で選定する予定で、その選定
の要素に企業の魅力を紹介する動画配信や企業が求める人材のオンラインでのアピール等の実施を盛り込み、求職者の区内企業に対する関心を高
める取り組みを行っていく。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

【指標①】大きなイベントの開催可否などにより、年度により数値にばらつきが
見られるため、指標の定義の見直しを行った。
【指標②】認定企業数は前年度から大きく増加し、目標の100社に到達した。制
度の見直し内容について、詳しく説明を行った結果によるものであると考えら
れる。
なお、指標の算出方法を見直した結果、29年度の実績値の修正を行った。
【指標③】WLB推進認定企業の募集ちらしやリーフレットを通じて、認定準備企
業制度について、周知を行い新規登録企業が2社となった。全準備登録企業
数は合わせて4社となった。
【指標④】WLBの普及啓発として、キャリアデザイン・家事シェアなどをテーマと
した個人向けの講座や経営改革セミナー・ハラスメント防止など企業向けの講
座を分野別に周知啓発を行ったほか、新型コロナウイルス感染症拡大の影響
により話題となったテレワークに関する講座も行い、ニーズに沿った事業を展
開した。開催数は目標値を下回ったが、多方面に向け周知啓発を行うことがで
きた。
【指標⑤】指標の定義が不明確なため、見直しを行った。電話や対面、メール
などの媒体により、働きかけを効率的に行った。また、団体の会合等の場を活
用し、制度の説明を行うなど、直接働きかけを行った。
【指標⑥】WLB認定や必要な規定整備のために専門家（社会保険労務士）を派
遣した利用実績を示している。昨年度に企業向けに制度の活用に関する周知
啓発を積極的に行った結果、大きく増加した。目標値には達していないが、自
企業で専門家を用意できない企業が多く存在する現状を踏まえれば、必要な
施策であると考えられる。

制度の見直しを行った令和元年度から引き続き、各団体の会
合などの活用、啓発リーフレット、ちらしの作成を行った結果、
認定企業が100社となり、目標を達成した。今後についても
様々な媒体を活用し、制度についてのPRを積極的に行ってい
き、より多くの区内事業者に興味を持っていただけるよう働き
かけを行う。また、認定企業とも積極的に意見交換を行い、
企業側からの要望を伺う場を設け、制度をブラッシュアップで
きるよう検討する。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
（短期）
区内関係団体のオンラインを含めた会合等の場をさらに多く
活用し、直接WLBについての周知を行い、興味を持ってもらえ
るよう積極的な働きかけを行っていく。また、庁舎内でも情報
共有し、他所管事業で関わっている事業者に対しても個別に
アプローチを行っていく。
（中長期）
企業に対するヒアリングをもとに、多様性社会推進課で実施
する講座に反映し、さらなるWLBの普及を推進していく。ま
た、認定企業要件に満たない事業者に対しても、準備企業制
度を案内し、WLB推進に関する企業ごとの個別課題を整理
し、将来的に認定企業となるよう後押しを行っていく。

達成率

　 実績値

⑧ 目標値

達成率

　 実績値

⑦ 目標値

達成率 27% 0% 40% 80% -

10 10 10 10

活
動

実績値 4 0 4 8
⑥ WLB推進に取り組

む企業が利用した
支援メニューの件
数

件 企業が利用した区のWLB支援施策の数

目標値 15
達成率 242% 0% 137% 420% -

125 300 450 2,000

活
動

実績値 104 0 410 1,889

⑤ 区内企業にWLBを
推進する働きかけ
を行った件数

件
区内企業にWLB推進認定制度のPRとして、架電、DM送
付、訪問により働きかけをした件数

目標値 43
達成率 100% 107% 87% 93% -

15 15 15 15

活
動

実績値 13 16 13 14

④ 企業向けの講座
やイベント等の開
催数及び個人向け
講座等の開催数

回
企業向けの開催講座やイベント等の開催数及び個人向け
のWLB開催講座等の開催数

目標値 13
達成率 50% 20% 40% 40% -

5 5 5 5

成
果

実績値 4 1 2 2

③ WLBを推進し認定
企業を目指して取
り組みを始める中
小企業数

件 WLB推進の取り組みを始動する「認定準備企業」登録数

目標値 8
達成率 87% 88% 85% 100% -

65 100 100 110

成
果

実績値 52 57 85 100
②

足立区WLB認定
企業の数

件 区が認定するWLB推進企業の数

目標値 60

- - - - -

- - - - 37

3

① 仕事と仕事以外の
生活の調和が取
れているとする区
民の割合

％
世論調査において、仕事と仕事以外の生活の調和が取れ
ていると回答した割合【新規指標】

目標値

男女共同参画社会の推進と女性活動への支援事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 - - -

29 30 31 2

-

達成率

地域のちから推進部
多様性社会推進課
男女共同参画推進係

事業名 №３６　ワーク・ライフ・バランスの推進事業
電話番号 03-3880-5222(直通)

E-mail danjo@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

足立区男女共同参画行動計画に基づき、ワーク・ライフ・バランス（WLB）の普及啓発を進め、仕事
と仕事以外の生活（子育て等）の両面のバランスが取れた社会の実現をめざす。 庁内協働

契約課（社会貢献指標での加点）、生涯学
習支援課・スポーツ振興課（施設使用料減
額）、企業経営支援課（融資利用時の信用
保証料補助・施設の無料貸出）

内
容

足立区WLB推進企業認定制度やWLBの啓発。WLB経営改革セミナーや講座・事業等の
開催。 根拠

法令等
足立区男女共同参画行動計画
～ワーク・ライフ・バランス宣言～

対応する予算事業名

視点 まち 再掲 ひと

重点目標
⑫地域経済の活性化を進め
る

重点項目 区内企業の人材確保 記入所属
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

・　利用されていない支援メニューや認定準備企業制度については、企業のニーズ等も踏まえ、見直しを行っていく。
・　WLBのさらなる推進に向け、企業に対しては、認定によるメリットを分かりやすくお伝えできるよう、区内関係団体の会合の場やオン
　　ライン講座等を活用し、理解促進を図っていく。
・　新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、テレワークや時差出勤経験者を中心に働き手の側の意識が大きく変容していること
　　から、事例を紹介するとともに、企業や働き手の意識変革や行動変容のきっかけとなる講座を実施していき、一人ひとりの意識を
　　WLB推進に繋げていく。
・　区民に対しては、時代やニーズをふまえた講座テーマを設定する等、一人ひとりの意識がWLB推進に繋がっていくよう周知啓発を広
　　めていく。

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　令和２年度区民評価委員会評価対象外事業のため「反映結果
の評価」記載なし。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　②の成果指標では、目標値の100社をクリアされ、大きく評価す
る。③の成果指標については、認定準備企業の意義は理解できる
が、WLB推進企業認定に直に行ってしまう企業もあるということで、
目標設定の見直しや活動内容について改めて再考頂きたい。
　事業活動に関しては、対象企業約1,600社に対してどの程度普及
させていくことが必要かなど、あるべき姿の言語化や数値化・それに
対するKPIの設定等に取り組むことも重要であると考える。加えて、
事業の目的が仕事と生活両面のバランスの取れた社会の実現を目
指すことであることを踏まえると、区内企業向けの取組みのみで事
業目的が達成されるのかといった疑問も生じる。区民一人一人の意
識や行動の変化に結びつくような事業活動及び評価指標の設定が
望まれる。

　短期・中期共に、WLBについての周知や見込み企業の認定に向
けた誘導は大変重要であると考える。認定企業を増やすことに加
えて、雇用されている従業員等に対しての直接的な働きかけ（区
が出張して無料で研修会を開催するなど）により関心を高めるとと
もに、理解の促進を図っていくような取組みも必要なのではない
か。WLBに関する従業員のモチベーションを上げていくことが結果
的に企業を動かすことにも繋がっていく。
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、人々のライフスタ
イルや、就労環境もかつてないほどの速さで変化している。WLB
の推進においては、これを契機と捉え、在宅勤務やリモートワーク
の推進など働き方改革につながる施策の拡充について、スピード
感を持って取り組んでいただくことを期待する。

反映結果・反映状況

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

③ 主な内容 労働条件審査業務委託 金額 660 千円

② 主な内容 人事労務関係支援事業委託 金額 1,200 千円

① 主な内容 講座実施委託 金額 2,541 千円

0 0 0 0 -

3,192 -

税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0 0 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　指標⑤は昨年度と比較して大きく増加した。企業に対する電話
や対面、メールなどによる効率的な働きかけを行った結果であり、
評価したい。指標②⑤⑥は区からの働きかけや支援策の増加に
より、認定企業数が増えたことに繋がっているのか効果検証をし
て欲しい。指標⑥は支援策がなくても企業独自のＷＬＢは推進さ
れているとのことだが、利用されていない支援メニューの見直しを
適宜行ってほしい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　他所管事業で関わっている事業者に対して個別にアプローチす
ることは有効であると考える。認定された企業に対するヒアリング
内容をもとに、今後の講座や支援策に反映し、足立区全体にＷＬ
Ｂが普及していくことを期待する。また、認定企業へのフォローアッ
プも含め、認定されることの企業側のメリットを見える化し、広く周
知していただきたい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 3,170 2,447 4,504 5,496 7,059
総事業費(a+b) 24,320 23,836 25,549 26,436

-

-

人数 1.00 1.00 1.00 1.00 -
非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 3,588 3,679 3,627

21,389 21,045 20,940 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 21,150

計 17,562 17,710 17,418 17,748 -

-

人数 2.00 2.00 2.00 2.00

7,059

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

達成率

　 実績値

ライフスタイルの変化や価値観の多様化、コロナ禍における活動
制限の中、町会・自治会への加入促進は極めて難しい状況であ
る。令和元年の台風19号の避難経験により、関心が高い状況に
ある防災への意識を加入促進につながるようアピールする。
NPO活動がコロナ禍で縮小しつつあるため、団体活動の継続・
発展を経済面で支える支援が求められている。また、NPO団体
をつなぎ、公益活動に関する情報を集約するプラットフォームとし
て、NPO活動支援センターの利活用を促進する必要がある。

（短期）
引き続き、子育て世代をターゲットに「はじめての足立区町会・自治
会」リーフレットを区立小学校全校（1年生のみ）で配布する。
団体間のつながりを強化し協創を推進するため、複数団体の合同イ
ベントや連携事業を支援する「げんき応援事業助成金」の新コース
の設計を進める。
（中・長期）
町会・自治会活動の成功事例を広く周知していくことで、現体制・運
営方法の見直し・改善を図っていく。
地域活動に関わるNPO団体と区民、企業が交流し、連携する機会を
拡充するとともに、NPO活動支援センターを中心とした公益活動の
伴走支援を推進し、区内NPO活動を活性化していく。

【①成果指標】
総世帯数　　  R2.4.1:355,500世帯→R3.4.1:359,159世帯3,659世帯増加
加入世帯数 　R2.4.1:175,248世帯→R3.4.1:173,560世帯1,688世帯減少
コロナ禍で町会・自治会の加入勧誘活動が困難であったこともあり、加入世帯率に
ついては、R2：48.3%となり、H31から1.0ポイント下回った。
【②活動指標】
町会・自治会における事業・イベント等もコロナ禍で軒並み中止になるなど、年間を
通して地域活動が停滞した。そのため、本助成件数は比較的感染状況が落ち着い
ていた時期に実施された4件となり、目標値を3件下回る結果となった。
【③成果指標】
26事業の申請のうち20事業が採択された。コロナ禍でのイベント中止や居場所事
業縮小の影響を受けて団体活動が縮小し、2事業が中止となった。また、18件の助
成事業のうち7件が新規で全体の約4割となり、オンラインを活用した講座やワーク
ショップなどの工夫を凝らした事業に助成することができた。
【④活動指標】
令和2年3月2日から5月31日までセンターが休館となり、団体活動が縮小してアウト
リーチ相談が実施できなかった。令和2年4月から、Ｗｅｂ会議システムや電話、メー
ルを活用した相談業務を展開して339件の相談を受け、コロナ禍でのNPO活動を支
援することができた。
【⑤活動指標】
昨年度から7団体増加し目標を達成した。センターの認知度向上と活用の促進を図
るため、SNSを中心とした情報発信や情報紙の配布を積極的に行い、団体登録期
間を1年から2年に延長したことが原因と考える。また、フードパントリーや子ども食
堂等の食の支援団体が、センターによる寄贈食材のマッチング支援等により11団
体増加する等、新規の登録を34団体とすることができた。

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

⑧ 目標値

　 実績値

達成率

⑦ 目標値

　 実績値

達成率

⑥ 目標値

195

活
動

実績値 184 187 184 191

達成率 102% 101% 97% 101% -

⑤ ＮＰＯ活動支援
センター登録団
体数

団体数
区民が組織するＮＰＯ、ボランティア等公益活動団体でＮＰＯ
活動支援センターに登録、公開した団体数

目標値 180 185 190 190

380

活
動

実績値 334 373 368 339

達成率 93% 104% 97% 89% -

④ ＮＰＯ活動支援
センター相談件
数

件
団体設立や事業についての相談、個人に対する活動団体
の紹介等の相談件数

目標値 360 360 380 380

30

成
果

実績値 25 30 37 18

達成率 83% 100% 123% 56% -

③
公益活動げんき
応援事業助成数

助成数
区内ＮＰＯ、ボランティア等公益活動団体から申請を受け、協
働・協創パートナー基金審査会が採択して助成した件数

目標値 30 30 30 32

7

活
動

実績値 - - - 4

達成率 - - - 57% -

②
地域活性化事業
助成件数

件
地域課題の解決や地域の活性化に取り組む町会・自治会
等に対して行う事業助成の件数【新規指標】

目標値 - - - 7

目
的

地域で活躍する人材育成につながる地域活動の場と機会を提供し、町会・自治会、ＮＰＯ等各種団体の活
動を活性化する。 庁内協働

子どもの貧困対策担当課、協働・
協創推進担当課

内
容

48.3

達成率 87% 85% 82% 81% -

60.0

視点 行財政 再掲 ひと

重点目標
⑬多様な主体による協働・協創
を進める

重点項目
協働・協創による地域づくりの活性
化

成
果

実績値 52.1 50.9 49.3

29 30 31

町会・自治会加
入世帯率

％ 町会・自治会加入世帯(各翌年度4月1日現在)

目標値

町会・自治会活動支援事務、町会・自治会会館整備助成事業、協働・協創パートナー基金積立金、公益活動
げんき応援事業、ＮＰＯ活動支援センター運営事業

指標名

記入所属

区民参画推進課区民参画支援係
（政策経営部協働・協創推進課区民協働推
進係）地域のちから推進部
地域調整課地域調整係

事業名 №３７　町会・自治会、ＮＰＯの活性化支援
電話番号 03-3880-5020(直通)

E-mail npo@city.adachi.tokyo.jp

単位 指標の定義（算出根拠）

60.0 60.0 60.0 60.0

町会・自治会には運営助成や事業助成のほか、相談に対する指導・助言による活動支
援をおこなうとともに、ＮＰＯ等各種団体には公益活動に対し事業費の一部を助成すると
ともに、ＮＰＯ活動支援センターによる活動支援を推進する。 根拠

法令等

足立区町会・自治会に対する補助金交付要綱、足立区
町会・自治会連合会に対する補助金交付要綱　他
足立区協働・協創パートナー基金条例及び同審査会規
則、足立区公益活動げんき応援事業助成金交付要綱

対応する予算事業名

3

①

2

事
業
の
概
要
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

　町会・自治会活動の成功事例を広く周知していくことは良いこと
だが、地域における町会・自治会の規模や経済力が異なり、一律
に活動を求めることは難しい。町会・自治会役員の高齢化や慣
習、慣例の踏襲により世代交代が進まない一面もある。そのた
め、NPOと町会・自治会のマッチング、地域課題の共有を図るな
ど、今までにない活動も重要になる。
　地域のみで課題解決すること自体に、無理が生じていることも否
めない現状でもある。現状を打破するためにも、「げんき応援事業
助成金」の新コースの設計に加えて、多様な人材のコラボレーショ
ンを推進する新しい協創の取り組みを期待したい。

　指標①は、毎年、目標が達成できない状況が続いている。単身や少人数
世帯が増加し、相対的に加入率が減少した。単身者や賃貸入居者の町会・
自治会加入は、加入に伴うメリットを感じづらく、困難性があることは理解で
きる。しかし、現状の対策を維持しているだけでは、加入率の減少に歯止め
をかけることができない。加入をしない詳しい理由の把握や、加入時の魅力
を発掘するなど、区民の意識がどのように変われれば、加入数が増加に転
換するか、新しい発想や対策、PRの再検討を期待したい。
　指標②、③は、コロナ禍の影響により活動が自粛され、活動を支える助成
金の申請自体が減少しているため、目標が達成できなかった。コロナ禍で
の助成金活用事例などを積極的に広報し、活動の機運を逃さないように、
活用方法の周知をお願いしたい。
　指標④、⑤は、WEB会議、電話、メールなども活用し、複数の相談窓口を
設けたことで、概ね目標が達成できている。NPO支援のプラットフォームとし
ての役割も大きいため、今後も丁寧な支援、マッチングを継続していくことが
必要になる。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】

区
民
評
価
結
果

③ 主な内容 委託料（地域活動人材養成講座分） 金額

全体評価

反映結果 達成度 方向性

② 主な内容 町会・自治会会館整備事業助成 金額 17,533 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　令和２年度区民評価委員会評価対象外事業のため「反映結果
の評価」記載なし（令和３年度統合事業）。

0 0 0 0 -

4,970 千円

① 主な内容 町会・自治会活動助成金等 金額 101,072

税
外

収
入

国都負担金・補助金 4,487 7,933 6,934 6,124 -
受益者負担金

千円

-
人数 4.00 4.00 3.00 3.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 14,352 14,716

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 121,589 162,760 120,810 129,985 200,479

人件費(b)

総事業費(a+b)

8,874 -
人数 3.90 3.90 4.40 4.40 -

10,881 9,576 -

計 34,246 34,535 38,320

-

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709

170,187 212,011 170,011 178,607

48,598 49,251 49,201 48,622

200,479

39,046 -

29 30 31 2 3 【庁内評価委員会の評価】

≪評価結果≫

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①の町会・自治会の世帯加入率は、単身世帯が増える難しい状況の中
で前年度実績よりさらに低下した。いざというときのメリット以上に煩わしさの
イメージが忌避されている面もあり、様々なＰＲ活動を工夫をするも奏功しな
かったことは残念である。ＰＲ手法の改善に取り組んでほしい。指標③④⑤の
ＮＰＯ関連事業はコロナ禍においても、オンラインやＳＮＳの活用による事業継
続の工夫を図ったなかでの成果であり評価したい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　町会・自治会については、組織への帰属や役割が固定されることを嫌う層に
配慮して、まずは「ゆるいつながりや参加」によって「顔見知り」であることの安
心感を知ってもらような工夫も検討していただきたい。また、なぜ町会・自治会
に加入しないのか、区民の意識を捉える工夫をお願いしたい。ＮＰＯについ
て、団体単体の経済的支援だけでなく、協創につながるマッチングを強化する
方向性は妥当である。自由な発想で地域課題解決の担い手となりうるマンパ
ワーの発掘・育成・発展に資する環境整備と活発な事業展開に期待する。

　 町会・自治会加入率減少に歯止めをかけるため、令和３年８月に実施した世論調査の結果を基に分析し、他自治体の事例も参考にしなが
ら新たな対応を検討する。あわせて活動の情報発信や情報共有の方法としてデジタル化への取り組みを支援するとともに、これまで興味を抱
かなかった層を取り込めるようＳＮＳを通じてアピールする機会を増やしていく。また、町会・自治会への助成金の活用促進については、活用
事例や補助対象の説明を通知や地域を担当する区民事務所を通して実施していく。
   公益活動げんき応援事業助成金の活用を促進するため、コロナ禍でのオンライン利活用や子どもや高齢者を対象としたＩＣＴ支援などの採
択事業を協働パートナーサイトやＳＮＳで発信し周知するほか、区が提示する課題の解決に取り組む事業や、複数の団体が協働で取り組む事
業へ助成する新コースを設計する。また、NPO団体の紹介冊子を作成して町会・自治会が運営する住区センター等へ配布し、ＮＰＯと町会・自
治会のマッチングを進めていく。団体支援については、ＮＰＯと区民・企業・大学・町会・自治会等との交流の場を設け、事業ごとに各主体間を
丁寧につなげていくことで、協創の拡大を図っていく。
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庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

視点 行財政 再掲

重点目標
⑬多様な主体による協働・協創
を進める

重点項目
協働・協創による地域づくりの活性
化

記入所属
政策経営部あだち未来支援室
協働・協創推進課
協創推進担当

事業名 №３８　協創推進体制の構築
電話番号 03-3880-5748(直通)

E-mail kyoso@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

区が目指す将来像を実現するための仕組みである「協創」を推進するため、地域における人材を発掘する
とともに、多様な主体をつなぐコーディネートの機能を強化する。 庁内協働

庁内各部課

内
容

協創プラットフォーム(*)の運営/協創モデル事業（協創リーディング）の展開/情報発信
根拠
法令等

対応する予算事業名

3

① 「協創」の仕組み
を理解している
区民の割合

％

世論調査で「区民・団体・企業・NPO・大学など多様な主体
がつながり支えあい、自ら行動する、新たな仕組みである
協創」を「知っている」「聞いたことはある」と回答した区民
の割合【新規指標】

目標値

協働・協創推進事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 13.0 13.2 15.2

29 30 31 2

16.1

達成率 87% 88% 101% 64% -

15.0 15.0 15.0 25.0 20.0

活
動

実績値 5 37 63 29
② 協創に関する外

部への情報発信
回数

回
SNSやホームページ、あだち広報などの広報媒体を活用し
た情報発信の回数【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 50

成
果

実績値 - - - -

③ 協創プラットフォー
ムに参加したこと
で活動に活かせた
団体の割合

％
協創プラットフォームで行う交流会などに参加した団体に
対するアンケート調査において「活動に活かせた」と回答し
た団体の割合【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 100

活
動

実績値 - - 70 56

④ 協創プラット
フォームに参加
している団体数

団体
協創プラットフォームで行う交流会などに参加している団
体数【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 80

成
果

実績値 - - - -

⑤ 協創につながる
コーディネートの意
識が高まった受講
職員の割合

％
協創に関するワークショップの受講者アンケートにおいて
「協創につながるコーディネートの意識が高まった」と回答
した職員の割合【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 100

活
動

実績値 - - - -
⑥ 係長級職員を対象

としたワークショッ
プの受講人数

人

係長級職員を対象に実施する協創に関するワークショップ
の受講人数【新規指標】
※各年75人、令和3年度から令和6年度までの4年度計300
人受講予定

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 75

　 実績値

⑦ 目標値

達成率

　 実績値

⑧ 目標値

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

【指標①】　「協創」に関する区民の認知度を測る指標として新たに指標を設定
した。協創動画やホームページ等で協創の仕組みや協創プラットフォームの動
きなどを情報発信してきたことで、徐々に数値は上昇しているが、目標値を下
回った。協創についての具体的な事例など、情報発信が広く行き届いていない
ため、理解が進まないことが原因と考えられる。
【指標②】　「協創」に関する区民の認知度を高めるための取組みを測る指標と
して新たに指標を設定した。プラットフォームの動きなどをホームページやSNS
で情報発信に努めたが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のためイベント、
交流会等を中止し前年度に比べ回数は減少した。しかし、コロナ禍で協創プ
ラットフォーム参加団体が発信した情報を区ホームページで『「おうち時間」の
過ごし方』としてまとめ、区民にタイムリーな情報発信を行った。
【指標③】　協創プラットフォームに参加した団体の意識変化を測る指標とし
て、新たな指標を設定した。プラットフォーム参加者が他団体との交流を通じ
取組みの幅を広げ、活動に生かせるようコーディネートしていく。
【指標④】各プラットフォームの運営状況を測る指標として新たに指標を設定し
た。現在、協創プラットフォームとして「子どもの未来」「環境」「空き家」の３個を
設け、「空き家」については、団体・企業等により自主的に運営されている。新
型コロナウイルス感染拡大防止のため、集合型の交流会を中止したが、その
中でも「子どもの未来」では４回、「環境」では２回、オンラインで交流会を実施
し、５６団体が参加することができた。
【指標⑤】職員のコーディネートに関する意識変化を測る指標として、新たな指
標を設定した。職員一人ひとりが協創につながるコーディネートの意識を持っ
て各事業に取組んでいくよう、職員ワークショップの内容等を改善する。
【指標⑥】職員の育成に関する活動指標として新たな指標を設定した。各事業
において中心的役割を担う係長級が協創のリーダーシップを取れるよう、職員
ワークショップを実施していく。

　協創を推進していくうえで、協創に関する職員の認知度を高
めていくことが課題として挙げられる。そのためには、庁内体
制として各所管が持っている協創に関する情報を集約・共有
した上で、具体的な事例を通して協創の仕組みを浸透させて
いくことが必要である。
　加えて、区民・団体・企業・NPO・大学などの自主的な参画
意欲を高め、協創による活動を増やしていくことも重要であ
る。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
【短期】
　「環境」や「公園」など協創に馴染みやすい分野でプラット
フォームの展開を進め、課題の解決や魅力の創出につなげ
ていく。シティプロモーション課と連携し協創に関する情報の
データベース化を行い、協創の具体的な事例や身近な取組
みを区民、職員と共有していく。
【中・長期】
　庁内の各所管が、各事業において協創による取組みをコー
ディネートしていけるよう、協創の実践的な取り組みを通し職
員一人ひとりの育成を行っていく。また、各所管と連携してプ
ラットフォームを構築する中で、重点的に取り組む協創の創
出を図っていく。

達成率

101

Ⅳ　重点プロジェクト事業 事業別評価の反映結果



■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

4,393

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

13,283 13,064 8,874 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 17,562

計 17,562 13,283 13,064 8,874 -

-
人数 2.00 1.50 1.50 1.00 -

-
人数 0.00 0.00 0.00 0.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 0 0 0 0 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0 0 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　【指標①】は前年度比で微増したものの依然として低い水準である。
区民評価委員会からの意見を受けて、ほぼ全面的に指標を入れ替え
た結果、区民に協創を知ってもらうための活動に関する指標や、職員
研修に関する指標が設定された点は評価したい。こうした区民評価
委員およびその先にいる区民に活動状況を分かりやすく伝えるため
の工夫を積み重ねてほしい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　協創の認知度を高めるために、身近で分かりやすい協創の事例を
区民、職員と共有していく方向性は妥当である。庁内の情報を集約・
共有するだけでなく、それを可視化し、さらには多様な主体の参画意
欲につながるような「見せる化」に積極的に取組んでもらいたい。プ
ラットフォームの展開においては、コロナ禍で集合型の交流に制約は
あるが、参加する団体のニーズを十分に汲み取り、付加価値の高い
運営を行っていただきたい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 10,068 5,528 5,429 3,100 4,393
総事業費(a+b) 27,630 18,811 18,493 11,974

① 主な内容 協創プラットフォーム運営委託 金額 2,860 千円

0 0 0 0 -

③ 主な内容 足立区東京2020大会記念協創提案型事業補助金 金額 179 千円

② 主な内容 協働・協創PR動画製作委託 金額 61 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　情報発信は継続し、閲覧数も増加しているにも関わらず、協創
の仕組みを理解している区民の割合は伸び悩んでいる。活動主
体や関係者は、協創による活動と理解していても、利用者である
区民が協創の活動を認識できる機会や情報が乏しい現状があ
る。素晴らしい活動事例も、区民が認識できなければ意味がない
ため、情報の見せ方や発信方法を再検討し、様々なアイディアで
区民に発信をしてほしい。また、研修等を通じて、職員間でも協創
推進体制の理解を深め、人から人への相乗効果で情報発信力を
高めることを期待したい。
　なお、事業の性質上、活動を支援するコーディネートの役割が大
きく、直接的な活動は少ないが、コーディネートの意識を測る指標
も、初年度から目標値が100％というスピード感も素晴らしい。区と
して、区民に持ってほしい協創のイメージを作り、区民から区民へ
協創が広まるように、意欲と責任感を持ち対応に当たってほしい。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標①は、実績値が微増したが、目標とする約10％の増加に対して約1％の増
加にとどまっている。情報発信に課題があるため、ヒアリング時に話があった協
創のイメージマーク（キャラクター）の作成・活用など、区民の関心と理解を高め
るような大胆な工夫に挑戦することが期待される。
　指標②は、新規指標であるが、コロナ禍の影響を受けて実績値が激減してい
る指標である。協創プラットフォーム参加団体が発信した情報を「おうち時間の
過ごし方」としてまとめ、タイムリーな情報発信を実施した点は評価できる。
　指標④も、新規指標であるが、コロナ禍の影響を受けて実績値が減少している
指標である。対面での集合型交流会からオンライン交流会に変更し、柔軟に対
応した点は評価できる。
　指標③、⑤、⑥は現時点では達成度が把握できていない新規指標である。指
標③や⑤において、100％の目標値が設定され、その意気込みは評価できる。
総じて、前年度の評価を反映し、心機一転の如く、全ての指標を新規指標に変
更している。活動指標が増え、具体的かつ多角的に協創の進捗具合が把握でき
るようになったことは評価できる。設定した目標に責任を持ち、事業を強力に推
進することが期待される。

　コロナワクチン接種予約支援が協創として誕生し、他県他店舗
でも展開されるなど、協創のモデルになる事業が拡大している。ま
た、コーディネート役として、職員の研修や意識向上を図っており
素晴らしい。意識が高まった職員の割合からも、意気込みを感じ
ることができる。「環境」や「公園」など、プラットフォームの戦略的
な展開が進み、興味や関心がある区民への協創推進は図られつ
つある。
　協創の花が咲き始めており、種の収穫がこれから始まる。新しく
芽吹く協創の蕾を開花できるようにするためには、何よりも区民へ
の情報提供が重要になる。まずはヒアリングで話のあったイメージ
マーク（キャラクター）など、協創を大胆に「見える化」し、協創によ
る取り組みだと区民が判断できるように情報発信することを期待し
たい。

反映結果・反映状況

　令和３年度に行った情報発信の新たな取り組みとして、区民が協創を知り、行動を踏み出すきっかけになるよう、協創の具体的な活
動事例を「協創info」として分かりやすくまとめ、定期的にホームページ、ＳＮＳで紹介した。紙媒体による区民向け情報提供について
は、協創の仕組みや活動を紹介する「協創NEWS」を発行し、地域学習センター、住区センター等の区有施設や駅スタンド等で幅広く配
付した。加えて、包括連携協定を締結している足立成和信用金庫や明治安田生命のほか第一生命と連携し、各企業の営業職員が区
の発行物を顧客に配付するなど、企業と連携した情報発信の取組みを行った。
　また、職員の協創の理解促進を図るため、協創infoをベースに、職員が協創を推進するポイントを加えた「協創info（職員版）」を作成
し、職員掲示板に掲載した。
　今後の協創プラットフォームの展開としては、環境部と連携し、令和４年度中に環境プラットフォームの開催を目指す。環境プラット
フォームの立ち上げから職員が携わる中で、多様な主体とともに取り組んでいけるようコーディネート力を育成していく。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】
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庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

視点 行財政 再掲

重点目標
⑬多様な主体による協働・協創
を進める

重点項目 大学連携の推進 記入所属
政策経営部広報室
シティプロモーション課
大学連携担当

事業名 №３９　大学連携コーディネート事業
電話番号 03-3880-5840(直通)

E-mail city-pro@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

区内五大学および文教大学の特性を生かした連携事業を推進し、区と大学、区民と大
学の交流を深め、大学の持つ知識や技術を区民に還元する。 庁内協働

庁内各部課

内
容

これまで進めてきた五大学連携の一層の深度化と文教大学との新たな連携を推進する
ため、大学連携担当がコーディネート役となり、大学と庁内各部署の要望等を調整する
など、大学連携事業全体をまとめていく。 根拠

法令等
各大学との基本協定等

対応する予算事業名

3

①
連携事業の参加
者満足度

点
各連携事業の参加者満足度（５段階評価）の平均点
※参加者アンケートが可能な事業（講座、イベント等）を対
象とする。

目標値

大学連携推進事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 4.6 4.5 4.6

29 30 31 2

4.3

達成率 - 99% 99% 93% -

- 4.6 4.6 4.6 5

活
動

実績値 4 4 3 3
②

六大学学長会
議・実務者会議

回
足立区と六大学の学長との認識の共有を図り、連携・協働を推進
する会議と実務担当者との実務レベルでの意見交換と調整を行う
会議の合計開催数。

目標値 4

達成率 100% 80% 60% 75% -

5 5 4 4

活
動

実績値 183 192 197 96

③
六大学連携事業
数

事業
六大学と区が連携して行った事業数
※下記⑤大学リレー企画を含む。

目標値 150

達成率 122% 113% 109% 53% -

170 180 180 180

活
動

実績値 47,063 46,280 57,822 29,137

④
六大学連携事業
参加数

人
六大学と区が連携して行った事業に参加した延べ人数
※下記⑤大学リレー企画を含む。

目標値 45,000

達成率 105% 103% 128% 65% -

45,000 45,000 45,000 45,000

活
動

実績値 385 309 187 0

⑤
あだちの大学リ
レー企画

人

各大学の特長や強みを活かした講演会・ワークショップ等のイベントを、大
学から大学へリレーしていく企画に参加した総人数。
※実施大学数×１００人を目標値とする。
※令和３年度は電大、帝科大、文教大が実施予定。

目標値 200

達成率 193% 103% 62% 0% -

300 300 300 150

実績値

⑥ ※以下、放送大学を放大、東京藝術大学を藝大、東京未来大学
を未来大、帝京科学大学を帝科大、東京電機大学を電大、文教
大学を文教大と略して記載します。

目標値

達成率

　 実績値

⑦ 目標値

達成率

　 実績値

⑧ 目標値

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

【指標①】新型コロナウイルス感染症の影響により非対面で実施した企画も多
く、0.3ポイント減となったが、全体平均点として4.3点となり、オンライン形式に
よる実施でも一定の評価を得られた。
【指標②】学長会議は、テーマの提起や進行などをホスト校が実施する方法に
変更したことでディスカッションを活発にすることができた。また、コロナ禍を受
けオンライン開催に変更し、各大学の新型コロナへの対応や今後の動きなど
を共有することができた。実務者会議は、新型コロナの影響で年度当初の実
施を見送ったが、7月に学長会議の事前調整、3月に年度の振り返りや各校の
新型コロナウイルス感染症に対する具体策など、次年度の連携事業に反映す
るための情報を共有することができた。
【指標③④】事業数と参加者数の内訳は、放大7事業92人、藝大13事業25,885
人、未来大20事業363人、帝科大22事業1,311人、電大19事業1,043人、文教
大8事業292人、その他7事業151人となった。新型コロナによる事業の中止で
実績値が低減したが、事業によってはオンライン形式の実施に切り替えるな
ど、新たな生活様式の中でも、それぞれの大学が持っている専門的な知識な
どの資源を区民へ還元することができた。
【指標⑤】新型コロナウイルス感染症の影響で各大学（電大、帝科大、文教大）
ともに、講義がオンライン授業になってしまい学生が登校しなかったため、令和
２年度は実施することができなかった。しかし、子育てを支援するための保護
者向け講演会を放大、未来大と連携し、オンライン形式で実施。1,000回を超え
るアクセス数があったことや、チャット形式でリアルタイムの質問を受けるな
ど、オンライン開催での有効性を確認できた。また、「大学生地域活動プラット
フォーム」事業では、学生と企業の交流をきっかけに、学生と和菓子屋職人が
意見交換して、開発したどら焼き「密どら」を商品化・販売まで発展させること
ができた。※指標⑤「あだちの大学リレー企画」の令和3年度目標値（参加人
数）については、コロナ禍で人数制限での実施となることを想定し、１大学につ
き50名、合計150名とした。

　学長会議、実務者会議は、今後の新型コロナウイルス感染症の状
況によっては、オンラインでの開催も念頭に置き、ホスト校となる文
教大学と定期的に情報を共有し連携していくことが必要である。
　六大学連携事業の一つであるリレー企画は、オンラインを活用した
実施や、対面非対面を織り交ぜるなど、新しい生活様式に対応した
ハイブリッドな実施の検討が課題である。
　新型コロナウイルス感染症の影響により活動が制限され連携がと
りづらくなっているため、地域や団体、大学とさらに情報を共有でき
る場として「大学生地域活動プラットフォーム」を活用し推進していく
必要がある。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
【短期】
　「大学生地域活動プラットフォーム」は、新たな参画企業の発掘や文教大学
の参画を進めることで、プラットフォームの拡大や事業内容の充実を図ってい
く。
　また、連携事業のSNS配信回数を増やすことで、区内外への情報発信を強
化していく。また、新たに大学と関係する庁内各部署が集まる連絡会を開催
し、「事業の見える化」を進めることで、これまで連携していなかった部署をつ
ないだり、新規展開するきっかけを作ることで、庁内全体の拡がりを図ってい
く。
【中長期】
　文教大学とは、キャンパス開設を機に連携事業数を増やすことや、新キャ
ンパスを活用した地域との交流など、大学側と協議しながら推進していく。
　また、他の大学との連携事業においても、庁内各部署、区内企業、団体、
地域との調整を積極的に進めることで、多くの学生がボランティア等で参加で
きる機会を増やしていく。

達成率
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

6,113

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

11,512 17,418 17,748 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 11,415

計 11,415 11,512 17,418 17,748 -

-
人数 1.30 1.30 2.00 2.00 -

-
人数 0.00 0.00 0.00 0.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 0 0 0 0 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0 0 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　集合型・対面型の事業が行えず数値的には目標を達成できなかっ
たが、オンラインやチャットの活用など可能な限りの工夫をした努力を
評価したい。一連の取組みをコロナ禍の工夫にとどめることなく、集
合型、オンライン型それぞれの良さを組み合わせたコロナ禍後の新
たな事業展開へとつなげることを期待する。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　概ね妥当である。文教大学の開設を機に千住地区以外への地域的
な広がりにも期待したい。これまで積み重ねてきた連携事業を継続・
深化させることも大切であるが、基本に立ち返り、区民・大学（学生）・
区が「三方よし」となるような効果的なコーディネート機能を果たして
ほしい。そのために、事業の見える化をより一層進めるとともに、たと
えば「大学を身近に感じている区民の割合」といった視点の異なる成
果指標を加えることも検討していただきたい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 675 5,034 5,648 6,009 6,113
総事業費(a+b) 12,090 16,546 23,066 23,757

① 主な内容 大学生地域活動プラットフォーム負担金 金額 3,745 千円

0 0 0 0 -

③ 主な内容 金額 千円

② 主な内容 金額 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　新しい生活様式に呼応する形で、連携事業が非対面のオンライ
ンになっても、参加者の満足度がほとんど下がらなかったことは、
リアルタイムチャットの導入など、企画内容に十分な配慮や工夫
が行われていた結果だと評価できる。学長会議もホスト校の役割
を明確にして有効性を高めると同時に、オンラインの実施を実現
し、新しい生活様式に適した良実践が継続的に取り組まれてい
る。総じて、コロナ禍でも事業をブラッシュアップしている様子が伺
える。
　「大学生地域活動プラットフォーム」では、大学生と企業との連携
が商品化・販売まで発展し、新しい可能性を導いた。新型コロナウ
イルス感染症の感染拡大の収束が見通せない状況下において、
多様な世代間で知識を共有し、連携を図る経験を培えることは、
大学生と企業、そして区民にとってかけがえのない機会になると
思われる。今後も、堅実に事業を発展させてもらいたい。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標①は、目標を概ね達成できている。非対面におけるアンケートや満足
度の調査は工夫が必要ではあるが、非対面のオンラインへの切り替え後も
満足度に大きな変化が生じていない点は評価できる。対面と非対面のハイ
ブリッドな事業展開など、今後の更なる創意工夫に期待したい。
　指標②は、目標の達成はできなかった。しかしながら、オンラインで学長会
議を開催し、新型コロナウイルス感染症に対する具体策など喫緊の課題を
取り上げ、次年度の連携事業に反映するための情報を共有し、回数は少な
くとも効果的な会議を実施できている点は評価できる。
　指標③・④・⑤は、目標の達成はできなかった。新型コロナウイルス感染
症の感染拡大により実施困難であったが、オンラインへ切り替えなど、新し
い試みが実施された。新しい生活様式の中で、それぞれの大学が持ってい
る専門的な知識を区民に還元できた点は、実績値は低減していても評価で
きる。コロナ禍での1年間を糧とし、事業を新たな境地へと発展させる取組を
期待したい。

　対面から非対面へと切り替わり、オンライン開催が主軸となって
いる。新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による実施の
困難性は残るが、対面形式で開催する意義も再確認できたと考え
られる。対面や非対面を使い分け、ハイブリッドの開催や感染予
防の徹底等により、効果的な事業・企画の実施に期待したい。
　「大学生プラットフォーム」は、区民も巻き込み、大学生と地元企
業の両者にとって、貴重かつ有効的な経験の場になっている。参
画企業の発掘や文教大学の参画依頼など、事業を拡大し、内容
を充実することで専門的な知識および技術の共有を図ると同時
に、人と人の繋がりを深め、新しい試みへと発展することを期待し
たい。

反映結果・反映状況

■令和３年度の学長会議は対面で実施予定だったが、緊急事態宣言の発令と感染拡大により直前でオンラインに変更した。ホスト校（文教大学）
 との協議により、区・大学の共通課題である「ＳＤＧｓ」をテーマに、教育や環境面への配慮など、各大学の専門性を生かした具体的な取組み
 と展望を共有・議論でき、連携をさらに深める機会となった。
■東京電機大学と連携したリレー企画講座では、オンライン実施の満足度を高めるため、①理科好きの児童にターゲットを絞る②実験キットを自
  宅に送付③親子で参加できる④リアルタイムの実験・質疑応答、といった工夫をした。これにより、申込倍率４．２倍、当日の参加率約９６％、
　参加者の約９割が「とても満足・満足」と回答。オンライン講座の成功例となった。
■「見える化」の取り組みでは、大型商業施設（北千住マルイ・アリオ西新井）で区内六大学ＰＲパネル展とニーズアンケート調査を実施した。特に
　アリオ西新井では、２日間で２，６００件を超えるアンケートを集めることができ、全集計結果については、庁内関連所管や大学とも共有した。
　また、関連所管とは「事業の充実」に向けて、各課の成功事例を共有し、連携事業全体の充実を図っている。
■大学生地域活動プラットフォームでは、未来大学内で新たな授業（教授）が参加するなど広がりが出ている。また、新たに他大学の実務担当者
　や教授が見学できる取組みをはじめた。このほか、区内企業とのコラボ企画も進行中で、プラットフォーム事業のさらなる発展を目指していく。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

当該事業は新規事業のため、令和３年度から事業を実施し、令和４年度から
評価対象となる。
【指標②③】　令和３年度に構築する新オンライン申請システムを含めたオンラ
イン申請の普及度を図る指標として設定した。
現在のマイナポータル（ぴったりサービス）、東京電子共同体運営サービス、コ
ンビニのマルチコピー機による電子申請手続に加え、足立区独自のオンライン
申請システムにより、２４時間３６５日、好きな時間に申請できる区民に利便性
の高い行政手続のオンライン化を推進していく。
【指標④⑤】　令和３年度から導入する音声データテキスト化システムを使用し
たことによる業務効率向上の成果を測る指標として設定した。
ボイスレコーダーで録音した音声データを自動的にテキスト化することで議事
録作成の効率化を図り、削減できた時間を区民サービスの更なる向上につな
げていく。
【指標⑥⑦】　ＥＢＰＭ研修の実施状況と受講した職員の意識変容を測る指標
として設定した。
これまでの政策立案や施策評価に、より緻密なデータ分析を加えることで、さ
らに効果的な行政サービスを提供していけるよう、講義形式に加え、ワーク
ショップによる職員研修を実施する。
【指標①】　上記指標の２次成果を世論調査により区民の満足度を測る指標と
して設定した。

【ＩＣＴ利活用】
・電子申請サービスでは、本人確認や手数料等の納付、紙媒体での
書類の添付等の運用手順の見直しを検討する必要がある。
・行政手続における負担軽減や手数料・使用料の支払い方法の多
様な選択肢を用意し、区民の利便性向上を図る必要がある。
【データ利活用】
・データ利活用を進めるためのデータ加工、分析手法、手続等を具
体的に確立する必要がある。
・データ利活用の実践について、職員の啓発・教育を充実させていく
必要がある。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
【短期】
・令和3年10月末までに新オンライン申請システムを構築し、子育て世代
関連手続の充実を図る。また、書類等への押印廃止の推進、キャッシュ
レス化の導入状況を「オンライン申請等拡充検討委員会」にて進捗確認
を進め、年度内に約200の行政手続のオンライン化を目指す。
・個人情報を保護しながらデータ利活用を推進するため、庁内向けＥＢＰ
Ｍガイドラインや外部機関へのデータ提供ルールを策定する。
・職員に対してワークショップ形式の研修を実施し、ＥＢＰＭやデータ利活
用の考え方の普及・啓発を図る。
【中・長期】
窓口業務改革のコンセプトを「来ない（オンライン申請）」「書かない（事前
申請登録等・複数申請出力）」「待たない（電子データの各課連携）」とし、
行政サービスのデジタル化を進める。

達成率

　 実績値

⑧ 目標値

達成率 - - - - -

- - - 300

活
動

実績値 - - - -

⑦
EBPM研修受講
職員数

人

EBPMに関する職員研修の受講人数
※令和３年度の受講対象は、講演会270名（管理職170
名、係長級約100名）、ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ30名とし、以後、令和6年
度まで講演会270名、ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ30名を予定。

目標値 -
達成率 - - - - -

- - - 100

成
果

実績値 - - - -
⑥ EBPMの考え方を

身に付けた職員
の割合

％
研修後のアンケートで「データを使い、エビデンスに基づく
提案や資料作成する能力が身に付いた」と答えた職員の
割合

目標値 -
達成率 - - - - -

- - - 960

活
動

実績値 - - - -

⑤ 音声データテキスト
化システムを使用し
て議事録を作成した
会議の件数

件
職員が音声データテキスト化システムを使用して議事録を
作成した会議の件数(Ｒ3年度計算目標計算　８件/日×
120日（６カ月）

目標値 -
達成率 - - - - -

- - - 4,990

成
果

実績値 - - - 6,238

④
会議録作成に要
した作業時間数

時間
職員がテープ起こし又は音声データテキスト化システムを
使用して会議録を作成した作業時間数

目標値 -
達成率 - - - - -

- - - 200.0

活
動

実績値 - - 56 94

③ オンライン申請
が可能な事務手
続の数

件
区民等を対象とする事務手続きのうち、オンライン申請が
可能な事務手続の数（年度末時点における累計数）

目標値 -
達成率 - - - - -

- - - 5.0

成
果

実績値 - - - -
② オンライン申請が

可能な事務手続に
おけるオンライン
申請率

％
総申請件数（オンライン＋書面）に占めるオンライン申請件
数の割合

目標値 -

- - - - -

- - - - 35.0

3

① 業務の効率化や
区民サービスの向
上に対する満足度

％
世論調査でICTを活用した業務の効率化や区民サービス
の向上などについての満足度の質問に「満足」「やや満
足」と回答した人の割合

目標値

政策調整事務

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 - - -

29 30 31 2

-

達成率

政策経営部ＩＣＴ戦略推進担当課
ＩＣＴ戦略推進担当

事業名 №４０　ＩＣＴを活用した区民サービスおよび業務効率の向上
電話番号 03-3880-5648(直通)

E-mail ictsenryaku@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

ICTを活用し、区民サービスを時と場所を選ばず提供できるようにするとともに、事務の業務改革を行い、
業務効率化による行政サービスの更なる充実を図る。 庁内協働

全庁

内
容

区民が行政サービスを簡単・便利に受けられるように、オンライン申請システム等の整
備を進める。また、ＥＢＰＭ（証拠に基づく政策立案）を推進し、限られた資源を有効に利
用するため、職員研修を行い、能力の向上を図る。 根拠

法令等
対応する予算事業名

視点 行財政 再掲

重点目標
⑭戦略的かつ効果的な行政運
営を行う

重点項目 行政サービスのデジタル化 記入所属
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　 令和３年度新規事業。令和４年度から評価を行う。 　数多くのICTが身近で導入されていく中、行政サービスの効率化、人材の有効活

用、区民の負担軽減など、行政で取り入れる様々な利点がある。今後のシステム
構築と対象手続きの拡大を期待しているが、その際には、機械の扱いが苦手な区
民、特に高齢者にもわかりやすいシステムをお願いしたい。
　また、便利になる一方で、個人情報を扱うために、セキュリティには一層の注意を
払い、漏洩や消失等を防ぐことが求められる。情報に応じて、セキュリティのレベル
分けがなされ、外部委託に丸投げしない姿勢は期待ができる。利活用後の分析や
サイバー攻撃等の対策を講じ、有効かつ安全なサービスを提供してほしい。
　システム導入では一定の先行投資も必要となる。音声データシステムは、数年で
回収できる予定であり、職員の負担軽減や人件費削減に期待ができる。ディープ
ラーニングにより、効率はさらに向上するとのことで、実際の運用を踏まえて費用
対効果に期待したい。
　なお、EBPMやデータ利活用の職員研修は、根拠に基づいて区民にわかりやすく
伝えるスキルを高めることにもつながる。区民評価の仕組みにおいても有効に作
用するため、ぜひ「区民目線でどう活用するか・伝えるか」という視点を大事にして
もらいたい。

反映結果・反映状況

　R4.11月から保育施設入所のオンライン申請システムを稼働した。令和３年度内に220超の手続きのオンライン化に取り組むなかで、デジタル機器に
不慣れな方でも容易に操作できるよう申請フォームのデザイン、分かり易い説明文を記載するなど、誰もが迷わず簡単に利用できるよう配慮していく。
また、多くの区民にお使いいただけるよう、積極的に区ＨＰやＳＮＳ等による情報発信、各種窓口における案内に努めるほか、ポスター・チラシの掲出、
バス車内放送や各団体等へのアウトリーチにより申請率向上につなげていく。
　セキュリティ対策については、不必要な個人情報をインターネット上に置きすぎないこと、個人情報の管理が第三者機関の認証を得ている事業者の
サービスを利用するなど、基本的な対策を徹底していく。
　音声データテキスト化システムについては、半導体不足の影響によりサーバの調達が遅れたが、庁内の利用促進に努め、行政用語や地名につい
て、ＡＩの学習効果を高めながら費用対効果を得ていく。
　12月8日から4回にわたり開催したＥＢＰＭ研修（ワークショップ形式）では、各部から主任職員を選任し、ロジックモデルの演習・作成、グループ討議
を通して指標設定や評価手法を学び自らの業務に反映させていくとともに、より精度が高くかつ分かりやすい情報提供につなげていく。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】

－

【反映結果の評価】
　今年度から新規重点プロジェクト事業であるため「反映結果の評
価」の記載なし。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

③ 主な内容 金額 千円

② 主な内容 金額 千円

① 主な内容 金額 千円

0 0 0 0 -

0 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0 0 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
 令和３年度新規事業。令和４年度から評価を行う。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　コロナ禍での「新しい生活様式」を踏まえ、区民等ができるかぎり来
庁せずに安心・安全に行政手続きができるようにオンライン申請や
キャッシュレス決済の導入を進める必要がある。その前提となる押印
の廃止など業務全体を見直すことで区民サービスの向上に努めると
ともに、内部事務処理においても、紙を介する処理を改め、デジタル
データのまま処理する形を積極的に取り入れるなど業務の効率化を
進め、自治体DX（*）を実現してもらいたい。データの利活用について
は、それによってどんなことがわかるのか、どのように区民サービス
の向上につながるのか、具体的なイメージを職員や区民に提示して
ほしい。ＥＢＰＭに係る知識・スキルが職員に浸透・定着し、実践に結
びつく環境の整備をお願いしたい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a)
総事業費(a+b) 0 0 0 0

-

-
人数 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 0 0 0

0 0 0 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 0

計 0 0 0 0 -

-
人数

0

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

単位 指標の定義（算出根拠）

- - - 125

成
果

事故・ミス・懲戒処
分の件数

件

29

活
動

- - -

29 30 31

- - -

指標名

実績値

①

重点項目
区民からの信頼を高められる人材の
育成

目
的

リスク管理を徹底し、法令等が遵守された公正で正確な業務執行体制を確立・運用することにより、区政
に対する区民の信頼の向上を図る。

内
容

地方自治法に則った内部統制制度によるリスク管理を進めるとともに、発生した事故・ミ
スについては、真因を見つけ適切な対応策を講じることで、再発を防止する。また、公務
員としての倫理観や区民の満足度を高める接客を身につけるための研修を繰り返し実
施する。

対応する予算事業名

事
業
の
概
要

記入所属
ガバナンス担当課ガバナンス担当
区民の声相談課区民の声担当
人材育成課人材育成係

事業名 №４１　組織能力の向上と組織風土の改善
電話番号

視点 行財政 再掲

重点目標
⑭戦略的かつ効果的な行政運
営を行う

- - -

03-3880-5404(直通)

E-mail governance@city.adachi.tokyo.jp

年度中の事故・ミスの報告（発覚）件数及び懲戒処分の辞令発令
件数
目標値＝令和6年度までに[事故・ミス]99件（約▲6%／年）、[懲戒
処分]0件 （▲1～2件／年）　【低減目標】　　 【新規指標】

目標値

職員研修事業

32

-

-

-

達成率 - - - -

庁内協働

区政情報課

根拠
法令等

地方自治法第150条、足立区にお
ける内部統制基本方針、サービ
スアップ推進会議設置要綱

② ミス防止研修、公
務員倫理研修等
の実施回数

回
事故・ミスを防止するため、又は、公務員に必要な倫理観
を定着するために実施した区研修等の回数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【新規指標】

目標値 -

達成率 -
実績値 -

- - - -

- - - 242

- - -

目標値 70

- - - -

70 70 70 75

90 91⑤ 「来庁者アンケート
における職員の接
客態度に対する評
価」

点
窓口診断業者による来庁者アンケートで「職員の接客態
度」の評価の平均点
実績値：100点満点で平均値を算出

③ ガバナンス担当課
による「調査・分
析・提言等」の延
べ実施回数

回

事故・ミス発生時に、担当所管に対して、聞き取り調査や
分析結果に基づく提言等を行った回数
目標値＝事故・ミス件数の目標値×2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【新規指標】

目標値 -

成
果

実績値 65

活
動

実績値 -

達成率 -

④ 世論調査における
職員の接客態度
に対する満足度

％
「足立区政に関する世論調査」の中で「職員の接客態度」
について「満足」「やや満足」と答えた人の割合

67 75

達成率 98% 98% 100% 95% -

達成率 93% 90% 96% 107% -

目標値 90 90

実績値 88 88 90 86

⑥ 研修を受講して接
客への意欲が向
上したと答えた職
員の割合

％

受講者アンケートで接客への意欲が向上した（研修内容
を、接客に活かそうと思う）と答えた職員数/接客力向上研
修受講者数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【新規指標】

成
果

実績値

目標値 -

63

成
果

90

⑦
接客力向上研修
受講者数

人

接客力向上研修受講者数
目標値：よりよい区民の声対応のための指針研修計画で
毎年研修内容、対象者等を設定
実績値：年度内の研修受講者数

目標値 2,500

活
動

-達成率 - - - -

達成率 72% 85% 89% 139% -

実績値

2,385

1,804 1,875 2,093 2,090

2,205 2,354 1,507

85

- - - -

- - -

・重大な事故や懲戒事案が続けて起きており、区民の信頼回復や職
員の職場環境改善に向けた取組みが急務となっている。
・ソーシャルディスタンス、マスク着用やパネル設置といった相互のコ
ミュニケーションを阻む要素を考慮しつつ、来庁者が満足できる新し
い接客スタイルの確立と継続が必要である。
・接客に関し、職員の態度だけでなく、電話やITツールの活用による
非接触での相談や申請といったサービスに関する要望も増えていく
ことが想定される。
・研修について、開催回数や自席での動画配信による受講を増やす
など職員が安心して受講できる環境を整える必要がある。

【短期】
・事故・ミスの防止に向け、令和３年度から研修推進員（各課庶務担
当係長）を活用し、事例や対応策等の全庁展開を図る。
・来庁者アンケートで満足度が低い項目を、接客研修や接客あだち
推進月間の重点項目に反映し、接客力の底上げを図る。また、身だ
しなみ冊子やあいさつ励行動画を活用し、接客マインドを醸成する。
【中・長期】
・内部統制に関し、地方自治法に基づき、令和４年度から区の内部
統制に関して自ら評価し、議会へ報告することとなる。この厳格な運
用のもと、未然防止に主眼を置いた内部統制を進める。
・来庁者アンケートの結果を集計、分析できるよう仕様変更し、評価
の低い職場にフィードバックできるよう改善する。
・接客力向上に関する研修の時期・方法に関し、動画配信による自
席研修なども含め、受講者の感想も考慮しながら検討していく。

【指標④】「満足」21.5％、「やや満足」53.1％であり、前年度よりも8ポイントと大
きく上がった。モニター対象者は無作為抽出であり、標本数の男女・年齢・職
業等に前年度と比較しても偏りはなかった。職員の接客だけでなく、「情報提
供」「行政改革」などのすべての分野で区民満足度が顕著に上がっている。
【指標⑤】過去5年間で最低点となった。「話し方」「クロージング（お見送り）の
声かけがあったか」などの項目が低下している。新型コロナウイルス感染症対
策として行ったマスク着用や飛沫防止用パネルの設置などの影響が考えられ
る。一方で、「身だしなみ」については、継続的な研修での周知により上昇し
た。
コロナ禍にあっても、感染症拡大防止の視点も組み入れながら、接客を重点
的に取り組む「接客あだち推進月間」を実施したり、管理職による「あいさつコ
ラム」を電子掲示板に掲載するなど、あいさつの大切さの意識啓発に努めた。
【指標⑦】会計年度任用職員を対象にした研修を新たに実施したことで、目標
値を上回った。研修カリキュラムについては、マスク着用時の表情や声のトー
ンに関する注意点等を追加したことで、コロナ禍においても接客力向上につな
がる実用性の高い内容とした。
※指標①～③、⑥は新規指標のため、令和３年度分から成果分析を実施。

達成率

⑧ 目標値
実績値　

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

　事故・ミスの未然防止については、研修推進員を通じて発生傾向や適切な予防策の展開を図るとともに、庁内の掲示板等を活用して情報共
有しやすい環境の整備を進める。また、事故やミスが発生した場合に、該当所管への対応策の支援だけではなく、必要に応じて他課との横断
的な対応や全庁的な展開を行うことで、再発防止に努める。
　接客力については、引き続き研修（座学）と接客あだち推進運動（実践）の双方向からの取組みを進めることで、強化を図る。特に接客力向
上研修では、区民感覚を重視した接客スキル向上を図るため、区民の声に寄せられた接客に関する苦情の事例紹介を取り入れるとともに、コ
ロナ禍におけるマスク着用やアクリルパネル設置における対応も当面見込まれるため、これらを考慮した内容を継続して実施する。
　また、来庁者アンケートについては、満足度の低かった項目を洗い出し、職場ごとにフィードバックを行うことで、実態に即した具体的な改善
策を提案していく。さらに、アンケート結果を接客力向上研修や接客あだち推進運動に反映し、全庁的に共有することで、職員全体の接客意識
の向上を図っていく。

【目標・成果の達成度への評価】
　職員の接客について、世論調査と来庁者アンケートで逆の結果が
出た。来庁者の評価が下がったことを重く受け止めるとともに、仮に
新型コロナウイルス感染症の影響があったのであれば、コロナ禍に
おける接客のあり方を急ぎ工夫する必要がある。満足していただけな
かった方の回答の丁寧な分析をお願いしたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　「接客力の向上」と「事故・ミスの防止」の両輪で「区政に対する区民
の信頼の向上」を図る方向性は妥当である。どちらも、初歩的・基礎
的なことの地道な積み重ねになるが、研修によって「求められる職員
のあり方・姿」を徹底して根付かせていくことが重要であり、そのため
の環境整備をお願いしたい。内部統制については、ともするとチェック
表をつくることや評価することが目的になりがちであるため、職員一
人ひとりが「自分ごと」として考え、業務で実践できる実効性の高い運
用をお願いしたい。

-

【庁内評価委員会の評価】

≪評価結果≫

2,881 3,445 3,214
総事業費(a+b)

総
事
業
費
内
訳

-

計 7,025 7,084

9,965 10,412
29 30 31 2 3

8,874

4,530

人件費(b)

10,313

7,025 7,084 6,967 7,099

4,530

事業費(a) 4,614

常
勤

平均給与 8,781 8,855 -
人数 0.80 0.80 0.80 0.80 -

8,709

11,639

-

7,099 -
-

人数 0.00 0.00 0.00
非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 0 0 0 0

6,967

0.00

0 0 -税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0
0 0受益者負担金

　事故・ミスの防止のため、研修推進員を活用する方向性は妥当であ
る。引き続き事故・ミスの未然防止のため、ヒヤリ・ハット事例の共有
や内部統制を進めてほしい。
　接客あだち推進月間の取り組みと、身だしなみ冊子の活用は大変
評価できる。重点項目（来庁者アンケートの満足度の低い項目）を接
客力向上研修・接客あだち推進運動に反映させる方向性も妥当であ
る。コロナ禍における接客方法の在り方についてのマスク着用時の
声のトーン等の研修は、実用性の高い内容のため、継続していただ
きたい。
　内部統制による事故・ミスの防止と区民の立場に立った心に寄り添
うような気持ちで接客力を磨き、足立区職員の信頼の向上に努めて
ほしい。

　指標①～③、⑥は新規指標のため達成度の評価ができない。来年度
評価にて分析と評価を行うこととする。
　指標③の事故・ミスに対しての担当所管への働きかけ（調査、分析、
提言）とともに、指標②で公務員としての倫理観を定着させることで、指
標①の成果につながるため、指標の設定は妥当である。
　指標④はコロナ禍においても目標を達成した。前年度と比較し8ポイン
トも上昇した。好印象の回答が得られており、大変評価できる。
　指標⑦は目標値と比較して、大幅な目標達成であった。コロナ禍に合
わせた研修の実施や、会計年度任用職員に対しての新たな研修を取り
入れたことは大いに評価できる。
　接客研修、接客あだち推進月間を行うことにより、区民への接客態度
に対する満足度が向上しており評価できる。研修が職員の接客意欲向
上に確実につながっているため、今後も継続的実施し、接客スキルを向
上させていただきたい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】

0 0 -

【反映結果の評価】
　令和２年度区民評価委員会評価対象外事業のため「反映結果
の評価」記載なし。

方向性

① 主な内容 来庁者アンケート委託 金額 1,155

660

区
民
評
価
結
果

③ 主な内容 「会計年度任用職員」研修講座委託 金額

全体評価

反映結果 達成度

千円

② 主な内容 「新任１（接客～スキル～）」研修講座委託 金額

千円

660 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

達成率

　 実績値

【指標①②⑥】職員全体の能力向上のため、各職層に求められる役
割を意識し、職務への活用性が高い研修の企画が必要である。
【指標③】提言企画は、斬新なアイデアも重要だが、所管課に対する
現状分析に主眼を置くことで、実現可能性に考慮し取り組む。
【指標④⑦】職場における課題を明確にし、業務効率化の視点も取
り入れた実用性の高い支援や情報提供が必要である。
【指標⑤】専門職員の知識・ノウハウの活用のため在籍年数の長い
職員の分野内異動を進めるとともに、職場研修や勉強会の開催など
他職員への知識の継承や指導・育成を積極的に行うよう働きかけを
行う必要がある。

【短期】区民からの信頼の土台を築き、協創を推進するため、「公務
員倫理」「事務ミス防止」に関する研修について、対象を拡大して実
施する。また、入区１～３年目、主任、係長までの研修において、受
講後の理解度や活用性を測定し、上司からの行動変容の評価を確
認することで、研修内容の改善につなげる。複線型人事制度は、所
属長とのヒアリング等を通じて分野の拡充等を図るとともに情報誌を
継続的に発行し、専門職員の活躍状況等を公表していく。
【長期】人材の育成は各職場の重要な役割でもある。そのため、職
員同士が相互に成長を支えあう風土づくりを推進し、当事者意識を
もって自発的に職員を育成する意識を醸成する。複線型人事制度
は、プランニングシートを活用し、計画的に育成と支援を行い、安定
した組織運営に努めていく。

【指標①】受講者側の視点にたった効果測定を行い研修内容に反映させることで、
職務への意欲向上や活用につながる研修実施を目指すため、令和３年度より新規
指標として設定した。
【指標②】目標を達成した。各職層に必要な知識・スキルを意識したカリキュラム等
の実施により、２６の研修のうち２３の研修が基準点以上となった。
【指標③】新型コロナウイルスの影響により提言研修を中止したため、各所管への
提言はされなかった。
【指標④】目標を下回ったが、リモート研修の手法を各所属へ伝えたことにより、動
画等を活用した職場研修実施に繋げることができた。しかし、新型コロナウイルス
の影響等により、各所属で当初予定していた職場研修等の実施が見送られたこと
で、職場研修・学習会ともに令和元年度より減少した。【令和２年度　職場研修３１８
回、学習会４９２回】
【指標⑤】目標を達成した。ヒアリングにおいて所属長から実質的に専門職員の役
割を担っている職員への働きかけを依頼するとともに、複線型人事制度の情報誌
を年３回発行し、専門職員の活躍状況等の紹介や制度の周知を継続的に行うこと
で、専門職員・希望職員数は増加した。【令和３年度　対象分野10分野／専門職員
１２名／希望職員３０名（令和２年度：９分野／計２９名）】
【指標⑥】目標を下回った。新任研修については、コロナ禍においても実施可能な
動画視聴研修等の新たな手法を取り入れ、代替実施した。実施件数の多い入区２
～３年目セレクト研修を中止したため、令和元年度より減少した。
【指標⑦】テキスト等の自主学習ツールやリモート研修のノウハウを提供することで
職場研修を促進したが、例年実施されている外部研修の多くが中止等となり予算
上の支援機会が減少したため、目標を下回った。
※国都負担金・補助金の平成30年度額・令和元年度額を、0円からそれぞれ15千円、
113千円に修正した。

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

⑧ 目標値

60

活
動

実績値 34 60 50 36

達成率 170% 150% 83% 60% -

⑦ 職場研修支援の
ためのアプロー
チ

回
ＯＪＴ等の「職場における育成」の活性化のために実施した
支援の回数　（情報誌紹介・予算上の支援・ツール提供の
延回数）

目標値 20 40 60 60

25

活
動

実績値 21 25 25 11

達成率 131% 114% 100% 44% -

⑥ 入区１～３年目職
員対象の区研修
実施件数

件 入区１～３年目職員を対象に実施した区研修の件数

目標値 16 22 25 25

31

活
動

実績値 20 22 25 28

達成率 154% 110% 100% 100% -

⑤ 複線型人事制度
の定着・拡充を図
るアプローチ

回
専門職員を増やすために人事課・人材育成課が働きかけ
を行った回数　（説明会・情報誌紹介・ヒアリング・情報提
供・予算上の支援の延回数）

目標値 13 20 25 28

1,300

成
果

実績値 1,268 1,238 1,260 810

達成率 98% 95% 97% 62% -

④ 各職場で実施し
た職場研修・学
習会等の回数

回 各職場で実施した職場研修・学習会等の回数

目標値 1,300 1,300 1,300 1,300

75

成
果

実績値 84 67 67 0

達成率 140% 89% 89% 0% -

③ 提言研修におい
て実施可能とさ
れた提言

％
提言研修において、所管課検討の結果、実施可能（一部
実施含む）となった提言の割合　（実施可能提言数／全提
言数*１００）

目標値 60 75 75 75

85

成
果

実績値 80 81 85 88

達成率 114% 101% 100% 104% -

② 区実施研修の受
講者評価（研修目
的に対する効果）

％
研修目的に対する効果が得られたかについての評価点
が、基準点（４点満点中３．５点）以上であった研修の割合
（基準点を上回った研修数／研修数*１００）

目標値 70 80 85 85

目
的

多様化する区民ニーズに応えるため、協創を実践できる職員を育成する方策を実施するとともに、職員一
人ひとりの能力を活かすための人事制度を構築する。 庁内協働

昇任時の職層研修や実務関連の
希望研修等において、実践的な
内容とするために、関係所管の
職員に講師を依頼している。

内
容

-

達成率 - - - - -

-

視点 行財政 再掲

重点目標
⑭戦略的かつ効果的な行政運
営を行う

重点項目 協創を推進する人材の育成

成
果

実績値 - - -

29 30 31

区実施研修の受
講者評価（職務
への意欲）

％

職務への意欲が向上したか（研修内容を、職務に活かそうと思う
か）についての評価点が、基準点（４点満点中３．５点）以上であっ
た研修の割合　（基準点を上回った研修数／研修数*１００）
【新規指標】

目標値

職員研修事業

指標名

記入所属
総務部人事課人事計画担当
総務部人材育成課人材育成係

事業名 №４２　人材育成事務（職員研修事業、職員の能力を活かす人事）
電話番号 人材育成係　03-3880-5460(直通)

E-mail jinzai@city.adachi.tokyo.jp

単位 指標の定義（算出根拠）

- - - 85

協創の推進に力を発揮できる職員の育成のため、職層ごとに求められる役割意識と必
要な能力の向上を図る集合研修を実施するとともに、各職場の課題に対応する職場研
修の取組みや、自己啓発を図る職員を支援する。また、専門性の高い職員の育成のた
め、複線型人事制度の定着と拡充を図る。

根拠
法令等

地方公務員法/地方自治法/特別区
人事・厚生事務組合規約/特別区職
員研修規則/足立区職員研修規程/
足立区職員に関する条例・規則対応する予算事業名

3

①

2

事
業
の
概
要
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

　多様化する区民ニーズに応えるため、協創を実践できる職員の
育成、集合研修、職場研修、自己啓発を図る風土、複線型人事制
度による専門職員の育成の方向性は妥当である。コロナ禍で見
送られた研修もあったが、今回のような長期にわたる非常事態下
でも、実施できるような研修内容や方法の工夫を行い、継続的か
つ積極的に取り組んでいただきたい。また、昨年度研修が中止と
なってしまった職員へのフォローを丁寧におこなうとともに、今後オ
ンラインでの研修をストレスなく行えるよう、ネットワーク環境の整
備を進めてほしい。
　職場間の横のつながりを強め、互いに成長し、支えあう職場の
風土づくりのために、職員の「育成」にしっかりと向きあうことは、
区民の信頼へとつながるものである。足立区の手厚い人材育成
体制をもっと情報発信していただきたい。

　全体的にコロナ禍で達成率が下がったことはやむをえない。
　指標②は、各職層に求められる役割に対する知識研修の成果が
あらわれている。
　指標④は、職場研修を、コロナ禍でもリモート研修で実践したこと
は評価したい。
　指標⑤は、専門職員を増やすために新規開拓を進めており、評価
できる。対象所属の拡大も期待したい。
　指標⑥は、新任研修で動画視聴研修など今までにない方法を積
極的に用いており工夫が認められる。
　今後、協創を実践できる職員像を明確にし、指標の検討と成果の
見える化を行っていただきたい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】

区
民
評
価
結
果

③ 主な内容 研修関連消耗品 金額

全体評価

反映結果 達成度 方向性

② 主な内容 研修講座委託料 金額 5,869 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　コロナ禍において急遽開始したリモート研修は、ネット環境が良
好でないという要素もあったものの、同時ライブ配信形式や自席
PCで受講可能な研修方法を実施するなど、積極的に新しい方法
を用いた点が大いに評価できる。
　研修は対面の良さとリモートの利便性を状況により使い分けら
れるよう、アフターコロナにおいてもリモート研修を定着させてほし
い。
　「協創を支える職員」に求められる「発想力」と「コーディネート
力」そして「行動力」を兼ね備えた職員の育成については、今後も
積極的に取り組んでほしい。各種研修のみではなく職場風土の醸
成も重要ではなかろうか。
　引き続き、専門職員の育成、資質向上にも取り組んでいただき
たい。

-

518 千円

① 主な内容 共同研修事務分担金 金額 12,221

税
外

収
入

国都負担金・補助金 15 113 157 -
受益者負担金

千円

-
人数 0.00 0.00 0.00 1.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 0 0

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 27,885 30,261 30,702 20,009 31,856

人件費(b)

総事業費(a+b)

8,874 -
人数 6.89 6.89 6.89 5.89 -

0 3,192 -

計 60,501 61,011 60,005

-

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709

88,386 91,272 90,707 75,469

60,501 61,011 60,005 55,460

31,856

52,268 -

29 30 31 2 3

令和３年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【庁内評価委員会の評価】

≪評価結果≫

【目標・成果の達成度への評価】
【指標①】は、職務遂行の重要な要素となる「意欲」に対する研修効果を測る
指標を新たに設定したことは評価できる。【指標②】について目標は達成され
ており、研修の質は維持されているが、基準点を満たさなかった研修につい
ては原因を分析し、見直しをお願いしたい。【指標④】は、目標は達成できな
かったが、培ったリモート研修のノウハウを各所属へ伝え、実践させるなど、コ
ロナ禍においても職員の学びの歩みを止めないよう真摯に取り組んだ姿勢は

評価できる。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
今後の方向性は妥当である。研修については、各職場で実施している研修内
容も把握し適切なアドバイスを実施するとともに、人材活用の観点から、受講
履歴の「見える化」もお願いしたい。複線型人事制度の拡充については、これ
まで見えてきた課題も分析しながら、戦略的に実施してほしい。人材育成課だ
けでなく、様々な所管を巻き込みながら、「協創を推進する人材の育成」「相互
に成長を支えあう風土づくり」に向け、今後作成する新たな人材育成基本方
針に基づいて、組織をあげての取り組みに期待する。

アフターコロナにおけるリモート研修について、在宅勤務での動画視聴を含むオンライン研修の実施を続けていくとともに、各研修の内容や目
的を考慮し、庁内ネットワーク環境の整備に合わせて、ライブ視聴など、より研修効果の高い実施方法を提供する。
協創を支える職員の育成について、令和３年度内の人材育成基本方針の改定に伴い、協創を実践できる職員像や求められる役割を明示し、
職員全体の意識向上を図る。また、主任の提言研修では、庁内システムの職員アンケート機能等を有効活用し、現状分析に根ざした論理構
築に力を入れることで、協創の実践に必要な企画力・発想力・調整力・コミュニケーション力等を養成する。
複線型人事制度について、専門職員の昇任研修等への登壇や情報誌の継続的な発行で希望者を募集するほか、分野内所属間の異動によ
る専門職員の知識・経験のさらなる積み上げや計画的な後継の育成などにより、制度の拡充及び効果的な活用を目指す。
職場風土の醸成について、研修推進員を中心とした課内OJTの促進やメンター制度の活用を通じ、職場内の横のつながりを強める支援を
行っていく。また、改定後の人材育成基本方針において、職場におけるメンタルヘルス対策及びハラスメント対策の重要性を明記することで、
職員・管理職層の意識向上を図り、報告・相談しやすい組織風土づくりに取り組む。

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

【成果指標①】目標値を下回ったが数値は向上した。成果指標②と④が上昇し
たことが、区政への区民意見反映度にもプラスに働いたものと考えられる。
【成果指標②】目標値を下回っているが増加している。前年度に比べて、区政
満足度66.5%(+3.4ポイント）、回収率58.2％(+5.2ポイント）上昇したことにより、
世論調査の有効性が認められた割合が上昇したものと考えられる。
【活動指標③】既存の設問のブラッシュアップのほか、新型コロナ感染症関連
で急遽、日頃からの感染症予防策に関する設問を追加したため、担当所管と
協議した回数が増加した。
【成果指標④】新規指標である。目標には届かなかったが実績値は前年度より
12.1ポイント上昇した。満足度の高さは、要望が実現しただけではなく、区の対
応する姿勢によって高まる傾向がある。令和2年度より回答作成時のチェック
項目を設け、「申出者の気持ちへの共感や寄り添った表現か」などを意識して
回答を作成するようにした結果が、満足度の上昇につながったと考えられる。
【活動指標⑤】新規指標である。新型コロナ感染症の影響で前年度比2,268件
増の4,640.件の「声」を受理したが目標を達成できた。新型コロナ感染症対策
で全庁的に業務多忙の中での対応となったため、目標値とは別に最大14日以
内での回答を目指すよう取扱いを緩和したが、庁内の協力体制により、前年
度比+1日と影響を最小限度に抑えることができた。
【成果指標⑥】新規指標である。「多様な区民の意見」を区政に反映させていく
ため、実施した全ての事案で意見提出数を受けられるよう情報発信・周知活
動を徹底していく。
【活動指標⑦】新規指標である。年間予定件数を目標値として設定した。

世論調査は、区の施策や取組みに、区民の要望や意見を把握するための有
効なツールである。タイムリーな課題も設定し、調査結果が区政の改善につ
ながっていることを認識してもらう。
区民の声は、区民の生の意見を聴くことのできる重要な広聴制度である。コ
ロナ禍で刻々と生活環境が変化しているため、これまでにない意見や要望が
増えているが、庁内連携を強化し、回答までの日数を遵守することで区政へ
の信頼を確保する必要がある。
パブリックコメントは、制度自体の認知度も低く、意見をいただくことができな
かった事案もあった。実施した全ての事案に対して意見をいただけるよう、情
報発信・周知活動を改善していく必要がある。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
【短期】世論調査は、関係所管との相談回数をさらに増加し、世論調査結果
に基づく「施策への反映・活用状況」をＳＮＳやHPによる情報発信を充実させ
ていく。区民の声制度は、令和3年4月からHP上で『区長の「区民の声から
PICK UP!」』を新規に掲載することで、「区民の声」制度の周知を図っていく。
パブリックコメントは、HPや広報などの既存の媒体による情報発信に限らず、
関係機関・団体への周知を実施所属に働きかけ、パブリックコメントの「意見
提出数」を増やしていく。
【中・長期】世論調査は、集計数値だけでなく、詳細な分析結果を各種計画等
の指標として活用することで、事業の進捗管理や新たな政策の立案に役立
つ調査としていく。区民の声は、サービスアップ推進会議で、満足度や回答
実績を報告し、目標値の見直しやさらなる改善策を検討していく。パブリック
コメントは、「硬い・難しい」という印象を払拭し「こうすればともっとよくなるの
ではないかと思う意見」を手軽に数多くいただける制度となるように工夫をし
ていく。

達成率

　 実績値

⑧ 目標値

達成率 - - - - -

- - - 13

活
動

実績値 15 10 17 11

⑦
パブリックコメン
ト実施件数

件
パブリックコメントを実施した「計画案等」の件数（政策経営
課で集約）【新規指標】

目標値 -
達成率 - - - - -

- - - 650

成
果

実績値 821 308 1225 845
⑥ パブリックコメント

に寄せられた意
見の数

件
パブリックコメントに寄せられた意見の数（政策経営課で集
約）【新規指標】

目標値 -
達成率 102% 108% 158% 100% -

6.5 6.3 5.0 5.0

活
動

実績値 6.4 6.0 4.0 5.0

⑤
「区民の声」の平
均回答日数

日

「区民の声」の平均回答日数
目標値：よりよい区民の声対応のための指針により毎年
目標値を設定【新規指標】
実績値：年度内の平均回答日数

目標値 6.5
達成率 80% 87% 75% 90% -

80.0 80.0 80.0 80.0

成
果

実績値 63.6 69.2 60.0 72.1

④
「区民の声」に対
する満足度

％
「区民の声満足度アンケート」で「大変満足」「ほぼ満足」と
答えた人の割合（満足・不満を5段階で評価し、満足を
100、普通を50で算定）【新規指標】

目標値 80.0
達成率 - - 87% 90% -

- 30.0 30.0 30.0

活
動

実績値 - - 26.0 27.0

③ 世論調査の設問
について所管課と
協議した件数

件
区民意識を的確に把握するために、質問意図が明確に伝
わり、かつ、回答を選びやすい設問内容となるように区政
情報課が所管課と協議した件数

目標値 -
達成率 88% 87% 89% 92% -

70.0 70.0 70.0 70.0

成
果

実績値 61.7 60.8 62.1 64.6
② 世論調査を実施す

ることで、区政の
改善につながると
思う人の割合

％
世論調査において「質問内容は、区民のニーズや意識を
把握するうえで有効である」と回答した区民の割合

目標値 70.0

95% 82% 95% 98% -

30.0 30.0 30.0 30.0 30.0

3

① 区政に区民の意
見が反映されてい
ると思う区民の割
合

％
世論調査において「区政に区民の意見が反映されている
と感じている」と回答した区民の割合【新規指標】

目標値

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 28.4 24.6 28.6

29 30 31 2

29.4

達成率

政策経営課政策経営担当
区政情報課区政情報係
区民の声相談課区民の声担当

事業名 №４３　広聴機会の充実と区政への反映
電話番号 03-3880-5830(直通)

E-mail kusei@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

区民の意識や動向を的確に把握するために様々な手法によるきめ細やかな広聴活動を展開し区政へ反
映させる。 庁内協働

全庁
調査結果を各施策へ反映させる
とともに、今後の区政運営の基礎
データとして活用する。

内
容

世論調査、区政モニター、区民の声、区政を語り合う会、パブリックコメント
根拠

法令等

世論調査実施要綱
よりよい区民の声対応のための
指針

対応する予算事業名

視点 行財政 再掲

重点目標
⑭戦略的かつ効果的な行政運
営を行う

重点項目 的確な区民ニーズの把握 記入所属
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標①②③は未達ではあるが昨年よりも実績値が向上した点は評価
できる。コロナ禍に合わせた設問内容の追加・変更により、区民にとっ
て身近な内容になった。区民の意見・要望を把握する重要な場である
ので、目標達成に向けて引き続き着実に取り組んでいただきたい。
　指標④⑤はチェック項目を設けて、区民に寄り添った回答が出来てい
るか確認していることが評価できる。また、平均回答日数に関しては、
受付件数が２倍に増加したものの区民へ迅速かつ正確な回答をするべ
く１４日以内（目標値）に対応出来ていた点は大変評価できる。
　指標⑥⑦は新規事業のため、達成率を測ることができないが、情報発
信の強化とともに寄せられた意見の事業への活用を期待する。なお、区
の計画を事前に公表するパブリックコメントは認知度が低く、テーマに
よって差異はあるが、おしなべて高齢者からの回答が多いという現状を
踏まえ、若年層へのアプローチも考えていただきたい。

　区民の意識や動向を的確に把握するため、情報発信の充実な
ど制度のブラッシュアップを図る方向性は妥当である。
　「区民の声」をHP上に掲載する取り組みは、制度の周知に積極
的な区の姿勢が感じられた。
　世論調査、パブリックコメントのイメージは、一般的に「硬い」「難
しい」ではなかろうか。これらの印象を払拭させるため、例えばパ
ブリックコメントであれば手軽に意見を出せるような仕掛けと意見
がどう反映されたかの見える化をお願いしたい。
　若者層をはじめとする、幅広い年齢層・ターゲットを狙うには、年
齢層に合わせた回答方法を選択できるようSNS・HP等は有効であ
ろう。SNSのリーチ数を増やす為の工夫も今後期待したい。足立
区ならではの手厚い広聴をSNS、HPを使って広く・PR発信してい
ただきたい。

反映結果・反映状況

　より多くの区民の意見を区政に反映させていくため、広聴制度として、今まで以上に意見を寄せていただけるような工夫を凝らしていかなければならない。世
論調査については、回収率向上の一環として、インターネットを活用した回答方法の導入について、調査研究を進めていく。パブリックコメントについては、まず
「制度の認知度」を向上させるため、あだち広報に特集記事を掲載したり、PRチラシを新たに作成するなど、情報発信媒体の充実に取り組む。「硬い」「難しい」
のイメージを払拭していくため、世論調査においては若年層を含む幅広い年齢層にPRするため、SNSを活用したビュー坊からのお知らせを発信した。パブリッ
クコメントについては、各事案においてターゲットとなる層（例えば、子育てに関する施策については「子育て世代」）に効果的に情報発信できるよう、関係団体
への周知活動は継続しつつ、新たな手法についても調査研究を進める。
　また、広聴制度をより身近に感じていただくためにも、「意見がどう反映されたか」を見える化していくことが必要である。区民の声については、今年度４月より
新コンテンツとして、寄せられた意見を区長の視点で紹介する『区長の「区民の声からPICK　UP！」』を区HP上に開設した。世論調査は、調査結果の反映結果
について「施策への反映・活用状況」を区HPに通年で掲載し、パブリックコメントについては実装に向けて準備を進める。
　今後も、広聴制度が、多くの区民に利用され、区政への信頼の基礎になるよう区HP、SNSなど様々な媒体を通じて積極的に周知していく。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　令和２年度区民評価委員会評価対象外事業のため「反映結果
の評価」記載なし。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

③ 主な内容 アンケート返送用郵券 金額 29 千円

② 主な内容 区政モニター謝礼 金額 94 千円

① 主な内容 世論調査・モニター調査委託料 金額 5,474 千円

0 0 0 0 -

6,384 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0 0 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　達成率を測ることのできる指標については、いずれも概ね良好な数
値である。最終目標となる指標①へとつながるよう指標②～⑥の数
値向上に積極的に取り組んでもらいたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　方向性は妥当である。評価対象を広聴制度全般に拡大したことも
好ましい。各制度を知らない区民も多いと思われることから、周知活
動を強化し、区民が様々な手法で区に対して意見をあげることのでき
る場を充実させてほしい。また、集計データや区民からの意見を集約
するだけでなく、その読み解き方や事業への反映・活用について、積
極的に庁内各課に関与しリードするとともに、その結果をわかりやす
く区民に伝えることで事業効果を高めていただきたい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 5,745 5,535 5,639 5,651 6,515
総事業費(a+b) 37,596 37,776 37,365 36,971

-

-
人数 2.00 2.00 2.00 2.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 7,176 7,358 7,254

32,241 31,726 31,320 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 31,851

計 24,675 24,883 24,472 24,936 -

-
人数 2.81 2.81 2.81 2.81

6,515

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

視点 行財政 再掲 まち・行財政

重点目標
⑮区のイメージを高め選ばれる
まちになる

重点項目
区の魅力発掘・創出とプラスイメー
ジへの転換

記入所属
政策経営部広報室
シティプロモーション課
プロモーション係

事業名 №４４　シティプロモーション事業
電話番号 03-3880-5803(直通)

E-mail city-pro@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

区民・民間事業者・大学等との協働を進め、足立区の魅力を発掘・磨き・創造し、戦略的に発信することに
より、足立区を自慢できる誇れる街へと進化させる。 庁内協働

庁内各部課
鉄道事業者・大型商業施設等民
間事業者、地域団体・ＮＰＯ・大
学、区民　等

内
容

区の魅力発掘や新たな魅力創造、各所管課の情報発信能力向上支援等、事業をより効
果的かつ区民にわかりやすく伝えるための「磨く・創るプロモーション」「戦略的報道・広
報」の展開を進める。また、庁外の様々な人や組織とつながることで生まれるパワーを
源に、さらなる魅力を創造する「つなぐプロモーション」を展開する。

根拠
法令等

足立区シティプロモーション戦略
方針・足立区シティプロモーション
アクションプラン対応する予算事業名

3

①
足立区に誇りを
持つ区民の割合

％
世論調査において、足立区に誇りを持っていると答えた区
民の割合

目標値

シティプロモーション(*)事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 49.2 49.7 52.6

29 30 31 2

53.4

達成率 95% 94% 97% 97% -

52.0 53.0 54.0 55.0 56.0

成
果

実績値 - 52.3 52.8 54.0

② 足立区をよいまちに
するために何かした
いと思う区民の割合

％
世論調査において、足立区をよいまちにするために何かし
たいと思う区民の割合（区民参画総量）

目標値 -

達成率 - - 100% 100% -

- 53.0 54.0 55.0

成
果

実績値 - - - -

③ 足立区をよいまちに
するために何かの行
動をした区民の割合

％
世論調査において、足立区をよいまちにするために何か
の行動をした区民の割合（区民参画総量）
【新規指標】

目標値 -

達成率 - - - - -

- - - 15.0

活
動

実績値 451 458 446 325

④
ポスター・チラシ等
の作成支援件数

件
各所管課がポスターやチラシ等を作成する際のデザイン・
コピー等の支援件数およびそれに伴う企画や運営に関す
る支援案件数

目標値 350

達成率 129% 115% 112% 81% -

400 400 400 400

活
動

実績値 90 77 73 133

⑤ 職員等を対象と
したワークショッ
プの参加人数

人
編集・デザインの基礎、カメラの撮り方など、シティプロ
モーション課が主催またはサポートする研修・ワークショッ
プ等の参加人数

目標値 100

達成率 90% 77% 81% 148% -

100 90 90 140

活
動

実績値 - 98.1 97.0 95.4

⑥ 情報を伝えることに
対する意識が変わっ
た職員の割合

％ ワークショップ参加者等へのアンケート調査結果

目標値 -

達成率 - - 97% 95% -

- 100 100 100

活
動

実績値 - 127 125 118

⑦ 各所管事業や企業・
団体・区民活動のサ
ポート・コーディネー
ト件数

件
所管の事業支援、企業・団体・区民の活動支援や区と民
間を結んだコーディネート業務案件数

目標値 -

達成率 - - 96% 91% -

- 130 130 130

　 実績値

⑧ 目標値

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

指標①について、前年比0.8ポイント増となり、過去最高値を更新した。コロナ禍での“区
民に届く”事業展開や情報発信を強化したことや、刑法犯認知件数減による体感治安の
向上をはじめとしたボトルネック的課題に取り組んだ成果により、誇りを高めることがで
きた。　※情報番組など撮影支援件数：20件（問合せ：100件以上）※報道機関への情報
発信件数：266件（R1：428件、H30：511件）※「穴場だと思うランキング」：北千住が7年連
続1位
指標②について、「よいまちにするために何かしたい」割合が前年比1.2ポイント増とな
り、目標を達成。コロナ禍における共助の機運の高まりも一因と考えられる。
指標③について、３年度から新たに、「行動をした」区民の割合を加える。「何かしたい」
気持ちを「行動」につなげることで、「まちとの関わりを持つ」区民（区民参画総量）を増や
していく。
指標④について、各種イベントや事業が中止となり、支援件数は大幅に減少したもの
の、コロナ禍での新たな試みとして動画制作などに挑戦し、区ホームページやSNSで展
開した。また、10年に渡り蓄積した足立区流「伝わる」広報物制作のノウハウをまとめた
実用書が出版され、実例の掲載が話題となり、発売約1カ月で増刷となった。
指標⑤について、広報物制作やカメラの撮り方など既存の研修に加え、事業の成果を
上げるための思考やテクニックを学ぶ新研修を実施し、目標値を大きく上回った。
指標⑥について、これまでの希望制の研修に加え、各課の広報担当者を対象にした新
研修を行ったことで、昨年度を若干下回ったものの、若手職員からの反響が大きく、「意
識が変わった」と答えた職員が９割を超えた。
指標⑦について、企業や団体等の活動も減り、目標を下回った。しかし、休校が続く子ど
もたちのために、信用金庫、商工会議所、法人会、大型商業施設等との協創で夢のお
菓子を募集し、製品化から販売まで行う新企画をサポートするなど、コロナ禍での新た
な取組みに関する所管課や企業からの相談が増えたため、大幅に減少はしなかった。
また、足立の力を合わせて困難を乗り越える機運を高めるため、コロナ禍で新たな一歩
を踏み出した区内事業者や区民を紹介する「あだちから新聞」を緊急発行した。

　広報物制作・情報発信・事業のブラッシュアップなど職員の意識改革
や、区民、企業・団体など多様な主体と連携した様々な取組みで区のイ
メージアップ戦略を展開してきた。その結果、区民の２人に１人が「まち
を誇りに思う」ようになり、区民が持つ区に対するイメージは明らかに変
化してきた。
　しかし、まちのイメージは事実よりも印象に左右され、未だ区外からの
マイナスイメージは払拭できているとは言えない状況である。
　今後は、高まってきた区民の「誇りに思う気持ち」を「まちへの関わり」
につなげるとともに、区外への発信を強化することで、プラスのスパイラ
ルを生み出し、「さらに誇れる足立」をつくっていく必要がある。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
【短期】第３次戦略方針（令和３年６月改定）を策定し、これまでシティプロ
モーション専管組織の内規であった方針を全所管課が事業を展開する上で
の基本的方針とする。所管課が主体となり、プロモーションの視点を取り入れ
た事業展開ができるよう、区長と所管課との意見交換会を実施し、区のイ
メージアップ戦略を進める。また、これまでの区内・区民をメインターゲットに
したシティプロモーションに加え、単なる情報発信ではない、区外を意識した
戦略的シティセールスを展開するなど、足立区の「今」を広く区内外に発信す
るとともに、エリアデザイン地域を中心に地域の特色を生かしたエリアプロ
モーションを進めて、区内外からの評価を高める。
【中・長期】区民参画総量を増やしていくとともに、区内企業・団体のほか鉄
道事業者や大型商業施設など訴求力のあるパートナーと連携し、区内外に
向けた情報発信を強化していく。そして、オール足立の総力で、マイナスイ
メージからの完全脱却とプラスイメージへの転換を戦略的に進め、「さらに誇
れる足立区」の実現を目指していく。

達成率

113

Ⅳ　重点プロジェクト事業 事業別評価の反映結果



■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

22,560

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

52,656 54,426 48,264 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 52,035

計 41,271 41,619 43,545 35,496 -

-
人数 4.70 4.70 5.00 4.00 -

-
人数 3.00 3.00 3.00 4.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 10,764 11,037 10,881 12,768 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 8,750 0 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　指標④⑤⑥について、新型コロナウイルス感染症の影響はあったもの
の概ね目標を達成した。状況にあわせて柔軟に対応する意識の高さと行
動力を評価したい。指標①は何が好影響を与えているのか、何が誇りを
持てない原因となっているのか、詳細な分析がほしい。指標②③は協創
につながる指標であり注目したい。依然として根強く残る区外からのマイ
ナスイメージの払拭に向けて区外在住者の意識の変化を測る指標を工
夫してもらいたい。
【今後の事業の予定、方向性への評価】
　プロモーションの視点を全庁の基本方針として横断的に取り組んでいく
方向性は妥当である。今後は情報発信や事業の「見える化」に加えて事
業のブラッシュアップや「見せる化」へのさらなる意識改革が重要であり、
引き続きシティプロモーション課による庁内支援に期待する。区民参画総
量の増加は協働・協創推進課との連携を、区内外からのイメージアップ
のための情報発信は報道広報課との連携を密にするとともに、好事例の
横展開など全庁をリードしてもらいたい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 15,852 25,651 40,140 35,974 22,560
総事業費(a+b) 67,887 78,307 94,566 84,238

① 主な内容 音まち千住の縁負担金 金額 30,000 千円

0 0 0 0 -

③ 主な内容 金額 千円

② 主な内容 翻訳業務人材派遣経費 金額 3,883 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　昨年度、高い評価を得ている事業であり、評価された点につい
ては継続的に取り組まれている。一方で、「今後の事業の予定」
において期待された教育や文化・芸術を掲げたプロモーション等
については、令和2年度は具体化されていない。また、令和2年度
の反映結果報告書の「反映結果・反映状況」に記載された「協創
の視点で事業を設計できる体制づくり」「ICT先進自治体という新
たなプラスイメージを創出」といった点については、今後他の部署
とも連携した施策の具体的な検討及び実施を期待する。今後の
具体的な検討及び実行を期待する。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　成果指標①足立区に誇りを持つ区民の割合については、例年50％程度を
キープしており、高く評価できる。近年は50％を超えてきており、取組みの成
果があがってきていることが伺える。成果指標②足立区をよいまちにするた
めに何かしたいと思う区民の割合についても、ここ数年50％以上をキープし
ており、足立区をさらに良くしたいと思う区民の積極性が表れており、区の
取り組みが評価できる。
　一方、成果指標の目標値の設定自体に目を向けると、前年度実績等を踏
まえた数値で設定されており、目指すべき姿（事業のゴール）が具体化され
ていないため、より事業像を見据えた取り組みを今後期待したい。
　活動指標4つのうち3つは区役所内部の活動に着目されているが、課題分
析でも言及されているように外向きの取り組みにフォーカスした指標の設定
についても検討されたい。外的な評価が高まることにより、区民の誇りが高
まるといった効果も期待できる。

　成果指標からも見られるように区民の間には、足立区に対する愛着意
識はすでに一定程度定着していると思われる。今後、さらに足立区に住
むことを、周りに自慢できるまちとしていくためには、やはり、区外からの
評価を高めることが、不可欠である。そういった意味で、今後の事業予定
では、外からの視点も意識されたものとなっており一定の評価ができる
が、短期についての具体的な取り組みが示されていない。区長と所管課
の意見交換会は記載されているが、区民評価委員会に示す調書に記載
するのであれば、意見交換会を経てどのように具体的な取り組みにブ
レークダウンしていくのか、そのプロセスを記載するなどの工夫を求めた
い。
　第3次戦略方針がこの6月に策定され、これに基づき短中長期の事業が
設定されると見込まれることから、事業展開の拡充及び具体化を期待す
る。文化・芸術活動やスポーツを含めた教育・健康分野の区外に対する
情報発信では、区内の教育機関とも連携し、強力に推進することが、シ
ティプロモーションの面からも大変有効であると考える。

反映結果・反映状況

当事業のゴールは「区民の誇りを一層高める」ことであり、そのために①各施策・事業の成果と②区外からの評価のさらなる向上を目指している。
■①については、従前の広報物制作や事業のブラッシュアップの支援に加え、現在、各所管課が主体的にシティプロモーション及び協創の視点で事
業を進める体制づくりとして、各課へのヒアリング行い、イメージアップに寄与する重点事業の洗い出しと具体的な活動を考察し、区長との意見交換会
を経て実行に移す取組みに着手している。子育て世代に関心のある教育や文化・芸術分野、ICT先進自治体といった新たなプラスイメージの創出等に
ついても、担当所管課が効果的に事業を推進し、その成果を区内外に「伝わる」形で発信できるよう、庁内外のステークホルダー（協創の担い手）との
連携も深めながら支援していく。
■②については、令和３年度に区外へ向けた足立区イメージ調査を行い、現在のイメージとその要因について分析するとともに、区外プロモーション
の効果測定の起点数値として、指標への反映を検討している。また、令和４年度からWeb媒体等を活用した区情報の拡散と、民間企業のノウハウを取
り入れた、区外プロモーションの基礎となる広報・メディア戦略の構築を予定している。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

0

1

2

3

4

5

H29年度H30年度H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。 .

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

【指標①】　前年度から10ポイント以上増加し目標を初めて達成した。ホームページと
SNSを中心に、新型コロナウイルス感染症関連情報を広く・早く・正確に発信し続けたこ
とに対する区民からの評価の現れと考える。令和2年3月のホームページリニューアル
で、各課に直接メールが届く「お問い合わせフォーム」の運用を開始。問合せが簡単・手
軽になり、年間約5,000件の問い合わせにつながった。広聴力の強化も区民満足度向上
の要因のひとつと考える。第10回あだワングランプリでは、デジタル系大学の学生とのコ
ラボで若者向けの動画を制作。情報を届けづらい年代への新たなアプローチを展開し
た。
【指標②】　30年度の世論調査結果から3年連続で7割を超え、令和元年度から更に2ポ
イント増加で目標を上回った。庁内全体の情報発信力強化に加え、区公式LINEアカウン
トやスマートニュースでの区公式チャンネル開設など、新たなデジタルツールの導入によ
り、区民が「必要時に情報を確実に得られる」環境を整えてきた成果であると考える。
【指標③】　目標値を上げたが、さらに上回った。区民の関心が高い新型コロナウイルス
関連情報を発信し続けたことが要因のひとつと考える。文章の面白さ、ハッシュタグの活
用、読まれる投稿時間の工夫等、研修と実践で培ったテクニックが数多く見受けられる。
読み手の評価が職員のやる気や自信につながる「プラスのスパイラル」が指標③だけで
なく指標⑤の実績値にも表れており、さらなる向上を目指していく。
【指標④】　各所属ごとに、情報発信に関する課題把握と改善度合いを一覧表で管理し、
年１回の確認・評価を継続して実施している。コロナ禍で改善・実施できなかった課題・
取組みもあるが、各課が状況に応じて対策を考え、可能な手法を模索するなどして目標
を達成した。情報発信の重要性を多くの職員が理解し、挑戦的に取り組む姿勢が定着し
つつあると考える。
【指標⑤】　目標値を上げたが、さらに上回った。SNSの特徴や投稿テクニック等を学ぶ
広告代理店による研修の継続実施、繰り返しの投稿により扱いに慣れた職員の増、経
験した職員の異動先での活用等が増要因と考えられ、庁内全体での活用の広がりと定
着化が確実に見られる。
【指標⑥】　感染拡大防止のため対象者を絞って開催。回数は減少したが、令和2年度
はシティプロモーション課との合同研修に企画を変更し、二部制（第一部：ロジック研修/
第二部：SNS研修）で受講生の担当業務をテーマとして連動させ、より具体的・実践的な
内容にバージョンアップ。企画力、分析力、発信力の向上につなげた。

【電子広報媒体の更なる充実】　世論調査の項目である「区に関する情報の
入手手段」のうち「HP、A-メール、Twitter、Facebook」のいずれかを回答した
割合を算出すると42.7％となる。前回の「インターネット（全般）」の33.4％と比
較すると約10ポイント増加しており、電子媒体による情報発信の需要がさら
に高まっている。今後は、特に「LINE」の活用に重点を置きながら、さらなるデ
ジタル情報の発信強化、利用促進に取り組む必要がある。
【広報紙の内容充実とデジタル活用促進】　令和2年度東京都広報コンクール
で、「一枚写真部門」最優秀、「組み写真部門」2席、「広報紙部門」奨励賞を
受賞した。引き続き、区民の高い需要に応えつつ、外部からも評価される魅
力的な広報紙を目指していく。紙媒体とデジタル媒体と双方の良さを最大限
発揮しながら、情報弱者と言われる高齢者を含めたあらゆる世代の区民に、
正確かつ迅速に必要とする情報を届けていく。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
【短期】　オリンピック・パラリンピックの開会前・後に特集を予定。区民の機運
醸成を図りつつ、大会後に残る「レガシー」を紹介していく。現在は災害情報
と広報紙発行時に限定しているLINE配信について、さらなる登録者数と年齢
層の拡大のため、イベントや啓発情報等のポスターやチラシデータを新たに
配信する。災害発生時の高齢者への情報発信の課題把握のため、令和2年
度に約800人から「情報の入手手段」について聞き取り調査を実施（地域包括
支援センター協力）。携帯電話かスマートフォンを所持し、かつメールを利用
している高齢者のうち、約7割がA-メール未登録であった。世論調査結果でも
「情報が得られない」理由として「探し方がわからない」が多いため、各種広
報媒体の存在と使い方の周知を強化していく。一方、デジタルツールを持た
ない高齢者には、家族、友人、地域等からの情報伝達が確実に行われるよ
う、平時の広報活動に努めていく。
【中・長期】　課題解決や新たな魅力づくりに向かって、区民一人ひとりの行
動や区民参画量の増加につながる情報発信を積極的に展開していく。その
ために、区民に「伝わり・届く」情報を積極的に提案・発信することのできる職
員の育成を図っていく。

達成率
　 実績値
⑧ 目標値

達成率
　 実績値
⑦ 目標値

達成率 100% 83% 100% 80% -

18 5 5 5

活
動

実績値 5 15 5 4
⑥

情報発信の全庁
向け研修回数

回 情報発信力向上のために実施した全庁向け研修回数

目標値 5
達成率 98% 163% 122% 109% -

2,000 3,000 3,500 3,500

活
動

実績値 1,967 3,257 3,655 3,802

⑤ ツイッター・フェイ
スブックでの情
報発信数

件 ツイッター・フェイスブックでの情報発信件数

目標値 2,000
達成率 123% 113% 113% 108% -

75 75 75 75

成
果

実績値 74 85 85 81

④
情報発信に関す
る課題の解決率

％

情報発信に関連した全庁の課題のうち、課題を解決した
率　（課題解決数÷全課題数）
≪各課が解決率0,25,50,75,100%から選択し報告。75%と
100%を解決数としてカウント≫

目標値 60
達成率 298% 173% 189% 187% -

150 270 400 500

成
果

実績値 149 260 510 749

③ 閲覧者の行動につな
がったツイッター・
フェイスブックの投稿
記事件数

件
リアクション数が基準値（50件）を超えた投稿記事数（ツ
イッター：いいね+リツイート　+　フェイスブック：いいね+シェ
ア）

目標値 50
達成率 83% 103% 98% 101% -

70 73 73 75

成
果

実績値 58.4 72.4 71.9 73.9
② 必要なときに必要と

する区の情報が得ら
れていると思う区民
の割合

％ 区世論調査の結果

目標値 70

83% 83% 87% 101% -

75 75 75 75 78

3

① 広報やホームページ
などによる区政情報の
提供などに満足してい
る区民の割合

％ 区世論調査の結果

目標値

「あだち広報」製作等運営事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 62.4 62.1 65.3

29 30 31 2

76.1

達成率

政策経営部広報室
報道広報課広報係

事業名 №４５　情報発信強化事業（各種広報媒体の充実・情報発信力の向上等）
電話番号 03-3880-5815(直通)

E-mail kouhou@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

区の魅力や重点事業等をタイムリーかつ効果的にPRしていくとともに、ターゲットに合わせたきめ細やか
な情報発信を展開することにより、区政の透明化や区のイメージアップにつなげていく。 庁内協働

広報紙の紙面づくりや各種広報
電子媒体のコンテンツ制作等に
おいて、各所管との連携を緊密に
とっている。

内
容

①あだち広報（声の広報を含む）の製作・発行　②各種電子媒体（ホームページ・A-メー
ル(*)・SNS・デジタルサイネージ(*)・あだち安心電話等）の管理運営　③新たな広報媒体
の研究・導入に向けた調整　④庁内情報発信力の向上　等 根拠

法令等
足立区基本構想・基本計画等

対応する予算事業名

視点 行財政 再掲 まち・行財政

重点目標
⑮区のイメージを高め選ばれる
まちになる

重点項目
区の魅力発掘・創出とプラスイメージ
への転換

記入所属
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　成果指標①の広報やホームページなどによる区政情報の提供に
満足している区民の割合については、例年かなり高い目標値を設定
しており、広報やホームページが情報提供の基盤であるとの意識が
伺える。特に令和2年度の世論調査結果については、日々変化する
感染者数の確認など、区民側から情報にアクセスする必要性が高
かったことや、新型コロナウイルス感染症関係の情報があれば一定
程度の満足につながった背景もあったことが想定される。あだち広
報についても、常に内外から高い評価を受けており、その内容につ
いては、成熟の域に達していると思われる。
　世論調査を年代別に見てみると２０代３０代は標本数が少ないとい
う見方もできる。高い評価で推移してきている事業である事を踏まえ
れば、世論調査結果をベースとしながら、どういった点に満足や不
満を感じているかなど一歩踏み込んだリサーチを行なっていくことも
検討されたい。

　足立区においては、新たな大学が誘致され、さらなる若者の増
加が予想される。若者に対する情報発信の強化については、SNS
の活用などを検討されているが、情報媒体の充実のみならず、若
者がどのような区政情報を求めており、どのような形で、情報発信
していけば、若者たちの興味や関心をひくことができるのかなど、
若者に対する情報発信の在り方自体について、方針を固める必
要があるように思う。ヒアリングの際、事業目的にある「ターゲット
に合わせたきめ細やかな情報発信」はどの指標で計測するの
か？と質問したところ、このなかにはない、という回答であった。必
要な情報が必要な区民に届いているか確認することはなかなか
難しいポイントではあると思うが、具体的な取り組みを期待する。
　一定以上の評価がされている事業について、課題設定していく
ことは容易ではないが、引き続き不断の努力を継続されたい。

反映結果・反映状況

　3年度世論調査では、「区情報の入手手段」のうちﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、A-ﾒｰﾙ、ﾂｲｯﾀｰ、ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸの合計割合が42.7から45.4（+2.7）に上昇。また「必要とする
情報が得られる」は73.9から76.1（+2.2）、「区の情報提供に満足している」も76.1から76.9（+0.8）に上昇。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽやﾜｸﾁﾝ情報を継続してｲﾝﾀｰﾈｯ
ﾄで発信してきたことが区民満足度に繋がっていると考える。次年度は質問にＬＩＮＥを追加すると共に、あわせて指標についても検討する。デジタル情
報が届きにくい高齢者への情報発信対策について、高齢者に関わる課との調整を進めている。まずはA-メールやＬＩＮＥなど一度登録すれば情報が届
くﾂｰﾙの利用拡大に取り組んでいく。同じく世論調査の結果では、母数は少ないものの、20代の男（59人）女（92人）とも「区の情報を必要と思ったこと
がない」「区の情報に関心がない」（複数選択不可の問）が3割前後と高い傾向が見られる。いずれの対象者も、楽しい、面白いなどのアプローチがで
きれば一定の改善が可能だと考えられ、その方向性を探るためにも、何らかのﾘｻｰﾁ方法を検討していく。ﾋｱﾘﾝｸﾞでは若者が多く利用しているｲﾝｽﾀｸﾞ
ﾗﾑの活用について質問があった。写真や動画の発信に強い半面、拡散力が低いｲﾝｽﾀｸﾞﾗﾑの特性を踏まえた導入検討が必要と考える。現行ﾂｰﾙの
さらなる活用とｲﾝｽﾀｸﾞﾗﾑの導入による効果想定や職員の負担など総合的に検討していく。年齢層に関わらず入手できる広報紙は、行政情報を確実
に伝えつつ「自宅に届くのが楽しみ」と思われるような魅力ある紙面づくりに引き続き取り組んでいく。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　昨年度は取り組みに対して高い評価がなされており、継続的に
事業に取り組んでいることは確認できる。そうしたなかで、LINEの
重点的な活用が期待されていたが、指標化されなかったのは残
念である。今後、LINEの活用を具体的かつ重点的に取り組むこと
が掲げられているので、登録者数のみに留まらず、その内容につ
いても適切に評価できるよう適切な評価指標を設定されたい。
　特に電子媒体による情報発信の効果は、時勢や世代により大き
く異なる。柔軟な発信媒体の採用、発信媒体を活用しきれている
かといった点では、改善の余地が大きいように思われる。他自治
体等の先進的な事例研究などを行い、速やかに取り組みに反映
いただきたい。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

③ 主な内容 メール配信システム運用 金額 5,607 千円

② 主な内容 あだち広報配布 金額 63,590 千円

① 主な内容 あだち広報製作 金額 94,873 千円

12,510 13,109 12,582 13,321 -

9,576 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0 0 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　指標⑥のみ目標未達であったが、コロナ禍においても様々な工夫を行
い着実に成果に結びつけている点は素晴らしい。他の各指標に対する成
果分析も的確であり、常にレベルの高い目的意識を持って前向きな挑戦
を続ける姿勢を高く評価したい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　課題分析と今後の方針も適切である。日進月歩で進化する新しい電子
媒体を取り入れることは大切であるが、導入時に企図した効果が表れて
いるかどうか、事後の検証をしっかりと行うことで、区民の情報ニーズに
応えてほしい。情報弱者への配慮については、紙媒体とデジタル媒体の
バランスや、デジタルツールを持たない、使いこなせない高齢者の行動形
態にあった情報発信のあり方を検証してもらいたい。必要としている人に
必要としている情報を届けることのできる環境整備をお願いしたい。ま
た、情報がわかりづらいとの声も一定数あることから、誰でも理解できる
言葉、情報の見つけやすさなどたゆまぬ努力によって、区民に届く情報
発信力を一層磨いてもらいたい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 181,507 183,654 194,713 194,490 211,070
総事業費(a+b) 276,405 279,385 297,679 301,591

-

-
人数 2.00 2.00 2.00 3.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 7,176 7,358 7,254

95,731 102,966 107,101 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 94,898

計 87,722 88,373 95,712 97,525 -

-
人数 9.99 9.98 10.99 10.99

211,070

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度

116

Ⅳ　重点プロジェクト事業 事業別評価の反映結果



令和３年度重点プロジェクト事業評価調書（令和２年度事業実施分）

■活動指標・成果指標

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

視点 行財政 再掲

重点目標
⑯次世代につなげる健全な財
政運営を行う

重点項目 堅固な歳入基盤の確保 記入所属 区民部納税課納税計画係

事業名 №４６　４公金収納金の収納率向上対策（税・保険料）
電話番号 03-3880-5850(直通)

E-mail nouzei@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的

区政運営の根幹である４公金収納金の収納率を向上させる
庁内協働

国民健康保険課
高齢医療・年金課
介護保険課
特別収納対策課

内
容

特別区・都民税、軽自動車税、国民健康保険料、介護保険料、後期高齢者医療保険料
の徴収及び滞納整理事務（督促・催告・臨戸・交渉・差押・公売・換価・停止・欠損） 根拠

法令等

地方税法、国税徴収法、国民健
康保険法、介護保険法、高齢者
の医療の確保に関する法律等対応する予算事業名

3

① 収納率（特別区・
都民税、軽自動
車税）

％
収納金実収入額÷収納金調定金額
目標値：目標収納率

目標値

納税事務、各国民健康・後期高齢者医療・介護保険料徴収事務

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

成
果

実績値 94.65 95.77 96.20

29 30 31 2

96.59

達成率 100% 101% 100% 101% -

94.52 95.23 96.05 95.37 96.20

成
果

実績値 65.81 70.96 75.99 77.33
②

収納率（国民健
康保険料）

％
収納金実収入額÷収納金調定金額
目標値：目標収納率

目標値 67.37

達成率 98% 101% 104% 115% -

69.95 72.89 67.52 75.99

成
果

実績値 93.07 93.86 94.55 95.50

③
収納率（介護保
険料）

％
収納金実収入額÷収納金調定金額
目標値：目標収納率

目標値 92.79

達成率 100% 101% 101% 101% -

92.92 94.00 94.65 96.08

成
果

実績値 97.33 97.60 97.79 98.41

④ 収納率（後期高
齢者医療保険
料）

％
収納金実収入額÷収納金調定金額
目標値：目標収納率

目標値 97.98

達成率 99% 99% 100% 103% -

98.19 98.20 95.11 97.79

活
動

実績値 1,947 3,102 3,258 1,105

⑤
差押・公売実施
数

件
差押・公売実施回数
目標値：差押・公売実施目標回数

目標値 2,300

達成率 85% 132% 135% 49% -

2,350 2,420 2,245 1,440

活
動

実績値 36,432 18,815 18,068 16,571
⑥

停止・欠損処理
数

件
執行停止・即時欠損実施数
目標値：執行停止・即時欠損実施目標数
（国保料のみ世帯数、その他は延べ人数）

目標値 9,950

達成率 366% 188% 232% 127% -

10,000 7,780 13,000 14,700

　 実績値

⑦ 目標値

達成率

　 実績値

⑧ 目標値

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等） ■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

　指標①は、新型コロナウイルス感染症の影響により納付困難な方に対して
特例猶予制度の適用等を行った一方、資力がある滞納者に対しては差押等を
進めた結果、前年度実績を上回り、目標を達成した。
　指標②は、新型コロナウイルス感染症の影響により、滞納繰越分収納率は
低下した一方、第二次滞納対策アクションプランに基づき、現年度優先の滞納
整理に取り組んだ結果、現年度分収納率が向上し、合計収納率では前年度実
績を上回り、目標を達成した。
　指標③は、コロナ禍においても、資力のある方への財産調査等に力を入れ
たことにより、前年度実績を上回り、目標を達成した。
　指標④は、減免制度の創設などにより新型コロナウイルス感染症の影響が
限定的であったことや、口座振替の加入を強化したことにより、前年度実績を
上回り、目標を達成した。
　指標⑤、指標⑥は、ともに滞納整理の両輪である。差押や停止・欠損の判断
の根底となる財産調査を強化し、財産のある場合には差押を行う一方、生活
困窮等で徴収困難な案件に対しては適正な停止・欠損処理を行っている。指
標⑤は、新型コロナウイルス感染症の影響により、各課とも差押を抑制した結
果、前年度実績を大きく下回り、目標を達成することは出来なかった。指標⑥
は、生活困窮・無資産等の滞納者に適正に処理を進めた結果、前年度の実績
には及ばないが、目標を達成した。

　納税課、国民健康保険課では、アクションプランに取り組ん
でおり、区民税収納率順位は２３区中２０位となった。
　２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響があったもの
の、現年分滞納者に対する処理等に取り組んだ結果、各種
収納金の収納率はいずれも上昇している。
　更なる収納率向上のためには、主に現年分収納率を向上さ
せる必要がある。そのため、期限内納付の定着、現年分滞納
へ早期に着手する体制の構築が課題となっている。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
【短期】新型コロナウイルス感染症の影響等による納付困難
者に対しては、引き続き寄り添った対応を行う。また、社会情
勢や経済状況を踏まえながら徴収業務を進め、収入確保に
努める。口座振替やキャッシュレス決済等の利便性の高い納
付方法の周知・勧奨、高額案件を中心とした差押の実施と
いった基本的な処理方針は今後も維持していく。
【中・長期】国税ＯＢの徴収技術の活用、複線型人事制度によ
る専門職員の増加によって徴収体制は強化されつつある。今
後はより一層の人材育成を進め、滞納整理のノウハウを組織
全体に蓄積していく。また、特別収納対策課において４公金
の各所管課から重複滞納事案、及び高額・長期滞納といった
困難事案の移管を受け、一括した納付交渉などを行い、効率
的な滞納整理を行っていく。

達成率
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■投入資源 単位：千円

■令和２年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

1,037,454

≪評価結果≫

【庁内評価委員会の評価】29 30 31 2 3

753,398 787,733 833,400 -

常
勤

平均給与 8,781 8,855 8,709 8,874
人件費(b) 755,347

計 655,063 650,754 675,296 670,608 -

-
人数 74.60 73.49 77.54 75.57 -

-
人数 27.95 27.90 31.00 51.00 -

非
常
勤

平均給与 3,588 3,679 3,627 3,192

計 100,285 102,644 112,437 162,792 -
税
外

収
入

国都負担金・補助金 332,680 405,141 479,962 524,546 -
受益者負担金

【目標・成果の達成度への評価】
　新型コロナウイルス感染症の影響がある中、滞納者の実情に応
じた柔軟な対応により、収納率の向上に取り組んだ結果、指標①
②③④は目標に達成したことは高く評価する。納税課と国民健康
保険課で取り組んでいるアクションプランの推進により、区民税収
納率の２３区順位向上につなげて欲しい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　高額案件を中心とした差押や適正な停止・欠損処理により収納
率を向上させていく取り組みは成果が出ており、引き続き行って
ほしい。滞納整理等の困難事例を外部人材の登用により取り組
んでいるが将来を見据えた区職員へのノウハウ継承を確実に進
めていただきたい。今後、特別収納対策課において４公金の各所
管課から重複滞納事案、及び高額・長期滞納といった困難事案を
一括して納付交渉など行っていくとのことであり、効率的な滞納整
理に期待したい。

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 757,013 918,762 930,663 936,954 1,037,454
総事業費(a+b) 1,512,360 1,672,160 1,718,396 1,770,354

① 主な内容 過誤納還付金 金額 368,441 千円

0 0 0 0 -

③ 主な内容 郵送料 金額 50,272 千円

② 主な内容 納付案内センター 金額 52,804 千円

庁
内
評
価
結
果

全体評価 【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　令和２年度区民評価委員会評価対象外事業のため「反映結果
の評価」記載なし。

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　評価指標については、目標値の設定についても妥当であると考え
る。また達成率についても不足はない。指標①，②，③，④，⑥で目
標を上回っており評価できる。
　一方で、4公金共に現実的に目指すべき収納率等の方向性につい
てはやや見えづらい部分がある。収納率で２３区中１位を目指すな
ど、野心的な設定があっても良いのではないかと考える。フェアな区
であるというアピールにもつながるものと考える。コロナ禍の影響を
受けた差押・公売実績については、今後回復傾向になると思われる
が、徴税の公平性を周知する意味でも重要な取り組みであることか
ら、どのような状況下においても必要な取り組みが実施できるよう対
応策の検討が必要である。滞納繰越分の収納率についてはR2年度
は4公金共に50％を割り込む数字である。こちらについても収納率を
上げるような指標や取り組みの強化を検討いただきたい。

　キャッシュレス決済等、納付の利便性向上策にも取り組まれて
いる点は評価できる。今後の事業展開全体を見ても、施策につい
て不足はないものと考える。キャッシュレス決済は多様化の一途
であることから、可能な限り間口を広げる方向で取り組まれたい。
国税OBの導入等に取り組まれていることは評価できる。OJTに取
り組み、区職員への技術継承も図られたい。また、優秀職員の表
彰制度等も有効であり、区民としても表彰に値する職員が多くなる
ことは望ましい。

反映結果・反映状況

　4公金の令和2年度収納率、順位はいずれも前年度から上昇し、各公金における対策の成果が表れている。4公金の各課では、実績や他区
の動向等を踏まえ、アクションプラン等により目標収納率を定めており、納税課では課題や現状を分析した上で、令和3年度中に第3次アクショ
ンプランを新たに策定し、改めて目標設定を行う。今後も目標に向かってさらなる収納率、順位の向上を目指す。
　令和3年度の差押え実施件数は、新型コロナウイルスの影響を大きく受けた令和2年度から増加している。区民負担の公平性を確保するた
めにも、今後も滞納者の実態を正確に把握した上、資力がある滞納者に対しては差押えを進める一方、徴収が困難な案件については適切に
停止・欠損処理を実施し、メリハリをつけた対応を行い、滞納繰越分収納率向上にも繋げる。
　キャッシュレス決済については、今後PayPayによる納付を導入し、さらなる利便性向上を図る。
　職員のスキルアップについては、国税OB職員やベテラン職員による指導助言、実務研修や、複線型人事制度の活用等によって技術継承を
図る。さらに、区の職員褒賞制度等を活用して各職員の意識高揚を図り、組織一丸となって収納率向上対策に取り組んでいく。

達成度 方向性

【目標・成果の達成度への評価】

0

1

2

3

4

5

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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紙面構成の都合により、本ページ余白 
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Ⅴ 重点プロジェクト事業

反映結果一覧

◆ 各重点プロジェクト事業評価調書に記載した「評価の反映結
果」を簡潔に表記して一覧としてまとめました（※）。

◆ 各重点プロジェクト事業の「反映結果」について、令和４年度
予算案にどのように反映したか、を表しています。
金額については、評価対象となった令和２年度の事業予算額に
対して、令和４年度予算案ではどのように計上したか、を表記し
しています。

※指標の改善に関する反映結果は、予算案に影響がないことから、
この一覧には記載していません。
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№
事

業
名

今
後

の
方

針
区

民
評

価
委

員
会

の
指

摘
を

事
業

に
反

映
し

た
事

項
調

書
掲

載
Ｐ

1
幼

児
教

育
推

進
事

業
・

家
庭

教
育

推
進

事
務

現
状

維
持

①
オ

ン
ラ

イ
ン

型
研

修
は

１
２

月
に

実
施

し
、

オ
ン

ラ
イ

ン
と

対
面

の
ハ

イ
ブ

リ
ッ

ド
形

式
は

、
通

信
不

具
合

等
に

よ
る

講
師

負
担

増
の

懸
念

が
あ

る
た

め
、

オ
ン

デ
マ

ン
ド

型
に

て
実

施
し

た
。

オ
ン

デ
マ

ン
ド

型
は

、
一

方
的

な
講

義
が

続
く

こ
と

か
ら

対
面

型
再

開
を

希
望

す
る

声
も

あ
り

、
今

後
は

、
受

講
者

の
要

望
に

沿
っ

た
型

で
研

修
計

画
を

進
め

て
い

き
た

い
。

②
幼

児
教

育
の

取
り

組
み

の
情

報
発

信
は

,子
ど

も
た

ち
の

発
達

に
合

わ
せ

た
保

育
や

取
り

組
み

を
保

護
者

に
分

か
り

や
す

く
伝

え
る

こ
と

が
で

き
る

よ
う

、
動

画
作

成
を

検
討

し
て

い
く

。
③

4週
間

版
カ

レ
ン

ダ
ー

を
中

心
に

、
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
等

で
好

事
例

の
紹

介
を

す
る

な
ど

使
い

方
を

周
知

し
て

い
く

。

①
～
③
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

2
7

2
学

力
向

上
対

策
推

進
事

業
拡

充

①
I
C
T
機

器
活

用
の

推
進

に
つ

い
て

は
、

今
後

授
業

や
放

課
後

補
習

等
で

の
活

用
を

進
め

る
と

と
も

に
、

端
末

の
持

ち
帰

り
定

着
に

よ
る

家
庭

学
習

の
充

実
を

図
っ

て
い

く
。

②
健

康
被

害
等

に
よ

る
デ

メ
リ

ッ
ト

へ
の

対
応

と
し

て
、

引
き

続
き

タ
ブ

レ
ッ

ト
の

適
切

な
使

用
方

法
を

、
活

用
の

ル
ー

ル
等

の
冊

子
を

配
布

し
周

知
す

る
と

と
も

に
、

国
や

都
が

示
す

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

等
か

ら
情

報
収

集
し

な
が

ら
、

健
康

へ
の

影
響

に
つ

い
て

の
注

意
喚

起
を

継
続

し
て

い
く

。
③

教
員

へ
の

研
修

を
通

じ
た

ア
プ

リ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
活

用
促

進
に

よ
り

、
児

童
・

生
徒

の
相

互
理

解
を

深
め

、
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

力
を

高
め

る
授

業
を

実
現

し
て

い
く

。
④

Ｉ
Ｃ

Ｔ
機

器
を

活
用

し
、

子
ど

も
た

ち
が

ビ
ジ

ュ
ア

ル
を

共
有

し
な

が
ら

多
様

な
考

え
方

に
触

れ
る

こ
と

で
、

「
ア

ハ
体

験
」

の
よ

う
な

新
た

な
気

づ
き

を
得

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
、

足
立

ス
タ

ン
ダ

ー
ド

の
ブ

ラ
ッ

シ
ュ

ア
ッ

プ
と

良
い

取
組

事
例

の
横

展
開

を
行

っ
て

い
く

。
⑤

中
学

校
に

お
け

る
個

別
支

援
と

し
て

は
、

A
I
ド

リ
ル

の
活

用
な

ど
に

よ
り

、
個

々
の

つ
ま

ず
き

の
予

防
・

解
消

と
併

せ
て

、
学

力
の

底
上

げ
を

図
っ

て
い

く
。

⑥
受

容
的

な
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

に
関

す
る

研
修

に
つ

い
て

は
、

現
在

の
内

容
を

学
校

現
場

の
実

態
に

合
わ

せ
て

見
直

し
な

が
ら

実
施

し
て

い
く

。
⑦

情
報

発
信

に
つ

い
て

は
、

当
事

業
の

性
質

も
踏

ま
え

、
生

徒
の

心
情

に
細

や
か

に
配

慮
し

つ
つ

内
容

を
ブ

ラ
ッ

シ
ュ

ア
ッ

プ
し

て
い

く
。

⑤
Ａ
Ｉ
ド
リ
ル
の
全
校
展
開
に
伴
う

拡
充

①
～
④
、
⑥
～
⑦
は
予
算
へ
の
反
映

は
無
し

⑤
令
和
２
年
度
:
\
0
 
⇒
 
令
和
４
年
度
:
\
2
2
2
,
6
4
4
,
4
0
0

【
参
考
】
令
和
３
年
度
:
\
1
,
2
7
2
,
0
0
0

2
9

Ｖ
 重

点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
　
反
映
結
果
一
覧

予
算

へ
の

反
映

(
令

和
4
年

度
予

算
案

)
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№
事

業
名

今
後

の
方

針
区

民
評

価
委

員
会

の
指

摘
を

事
業

に
反

映
し

た
事

項
調

書
掲

載
Ｐ

予
算

へ
の

反
映

(
令

和
4
年

度
予

算
案

)

3
発

達
支

援
児

に
対

す
る

事
業

の
推

進
現

状
維

持
支

援
体

制
強

化
の

取
組

み
と

し
て

、
教

員
や

一
般

区
民

を
対

象
と

し
た

動
画

作
成

に
つ

い
て

検
討

中
で

あ
る

予
算
へ
の
反
映
は
無
し

3
1

4
不

登
校

対
策

支
援

事
業

現
状

維
持

登
校

サ
ポ

ー
タ

ー
連

絡
会

の
実

施
な

ど
フ

ォ
ロ

ー
体

制
を

充
実

さ
せ

る
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

3
3

5
小

・
中

学
校

給
食

業
務

運
営

事
業

（
お

い
し

い
給

食
の

推
進

）
改

善
・

変
更

①
タ

ブ
レ

ッ
ト

端
末

を
活

用
し

、
動

画
に

よ
る

  
「

あ
だ

ち
食

の
ス

タ
ン

ダ
ー

ド
」

の
定

着
、

  
向

上
に

向
け

た
啓

発
を

実
施

す
る

。
②

小
学

校
１

年
生

を
対

象
に

実
施

し
た

「
ひ

と
  

口
目

は
野

菜
か

ら
チ

ャ
レ

ン
ジ

シ
ー

ト
」

を
  

小
中

学
校

全
学

年
を

対
象

と
し

、
野

菜
摂

取
  

啓
発

の
拡

大
に

向
け

準
備

を
進

め
て

い
く

。

①
②
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

3
5

6
子

ど
も

へ
の

多
様

な
体

験
機

会
の

充
実

現
状

維
持

な
し

な
し

3
7

7
待

機
児

童
解

消
の

推
進

と
教

育
・

保
育

の
質

の
維

持
・

向
上

現
状

維
持

保
育

士
の

短
期

離
職

率
な

ど
具

体
的

な
数

値
を

把
握

す
る

た
め

、
各

園
の

勤
続

年
数

調
査

を
実

施
す

る
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

3
9

8
学

童
保

育
室

運
営

事
業

拡
充

①
待

機
児

童
対

策
の

取
り

組
み

を
着

実
に

進
め

  
る

。
②

学
童

保
育

室
、

放
課

後
子

ど
も

教
室

、
児

童
  

館
と

の
情

報
交

換
に

よ
る

連
携

を
図

る
。

③
学

童
保

育
に

お
け

る
質

の
保

証
を

推
し

進
め

  
る

。
④

学
童

保
育

室
の

Ｈ
Ｐ

に
、

写
真

等
を

掲
載

  
し

、
学

童
保

育
室

の
イ

メ
ー

ジ
が

湧
く

よ
う

  
な

工
夫

を
す

る
。

①
民
設
学
童
保
育
室
の
新
規
開
設

　
（
１
施
設
１
室
分
）
指
定
管
理
学

　
童
保
育
室
の
新
規
開
設
（
２
施
設

　
４
室
分
）

②
③
④
は
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

①
民
設
学
童
保
育
室
運
営
補
助
金

　
令
和
２
年
度
：
¥
3
4
,
6
8
8
,
0
0
0
⇒
令
和
４
年
度
：
\
1
7
,
3
6
4
,
0
0
0

　
【
参
考
】
令
和
３
年
度
：
\
3
1
,
1
5
4
,
0
0
0

　
指
定
管
理
学
童
保
育
室
運
営
補
助
金

　
令
和
２
年
度
：
¥
1
5
,
2
8
9
,
0
0
0
⇒
令
和
４
年
度
：
￥
6
7
,
5
2
2
,
0
0
0

　
【
参
考
】
令
和
３
年
度
：
な
し

4
1
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№
事

業
名

今
後

の
方

針
区

民
評

価
委

員
会

の
指

摘
を

事
業

に
反

映
し

た
事

項
調

書
掲

載
Ｐ

予
算

へ
の

反
映

(
令

和
4
年

度
予

算
案

)

9

あ
だ

ち
ス

マ
イ

ル
マ

マ
＆

エ
ン

ジ
ェ

ル
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
（

A
S
M
A
P
）

の
推

進
事

業
（

妊
産

婦
支

援
事

業
、

こ
ん

に
ち

は
赤

ち
ゃ

ん
訪

問
事

業
、

3
～

4
か

月
児

健
診

事
業

）

拡
充

①
子

育
て

世
代

へ
の

事
業

周
知

を
図

る
た

め
、

  
オ

ン
ラ

イ
ン

育
児

栄
養

相
談

関
連

情
報

の
  

SN
S発

信
頻

度
を

増
や

す
。

②
Tw

it
t
er

及
び

Fa
c
e
bo

o
k
に

よ
る

情
報

発
信

  
を

積
極

的
に

行
う

こ
と

で
、

求
め

る
情

報
を

  
使

い
慣

れ
た

言
語

で
受

け
取

る
こ

と
が

で
き

  
る

環
境

を
整

え
る

。
③

【
産

後
ケ

ア
】

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

型
の

実
施

回
  

数
を

増
や

す
と

と
も

に
、

宿
泊

型
の

令
和

４
  

年
度

実
施

に
向

け
て

準
備

を
行

う
。

①
②
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

③
【
産
後
ケ
ア
】
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
型

　
回
数
増
及
び
宿
泊
型
実
施
に
係
る

　
予
算
を
計
上

③
令
和
２
年
度
：
\
5
,
2
0
7
,
7
3
0
　
⇒
 
令
和
４
年
度
：
5
6
,
9
0
4
,
6
5
0

　
【
参
考
】
令
和
３
年
度
：
\
1
1
,
0
5
6
,
5
1
0

4
3

1
0
子

育
て

サ
ロ

ン
事

業
拡

充

①
心

理
士

や
保

健
師

、
栄

養
士

な
ど

　
の

専
門

相
談

の
実

施
②

イ
ベ

ン
ト

の
増

加
③

Tw
it

t
er

に
よ

る
イ

ベ
ン

ト
情

報
の

発
信

④
多

文
化

の
イ

ベ
ン

ト
実

施

①
～
④
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

4
5

1
1
養

育
困

難
改

善
事

業
（

児
童

虐
待

対
策

等
）

現
状

維
持

メ
ー

ル
配

信
や

SN
Sを

活
用

し
た

オ
ン

ラ
イ

ン
に

よ
る

情
報

発
信

を
行

っ
て

い
く

メ
ー
ル
配
信
シ
ス
テ
ム
保
守
委
託

令
和
２
年
度
：
\
1
5
0
,
0
0
0
　
⇒
 
令
和
４
年
度
：
\
1
5
0
,
0
0
0

【
参
考
】
令
和
３
年
度
：
\
1
5
0
,
0
0
0

4
7

1
2
ひ

と
り

親
家

庭
総

合
支

援
事

業
拡

充

①
就

労
支

援
制

度
周

知
に

力
を

入
れ

、
結

果
に

  
つ

な
げ

る
。

②
孤

立
世

帯
へ

の
情

報
発

信
、

面
談

等
か

ら
困

  
り

ご
と

解
消

①
就
労
支
援
制
度
の
対
象
者
等
拡
充

　
に
よ
る
予
算
増

②
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

①
令
和
２
年
度
￥
7
9
,
1
8
4
,
0
0
0
⇒
令
和
４
年
度
\
6
9
,
5
2
5
,
0
0
0

　
【
参
考
】
令
和
３
年
度
\
5
7
,
6
4
1
,
0
0
0

4
9
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№
事

業
名

今
後

の
方

針
区

民
評

価
委

員
会

の
指

摘
を

事
業

に
反

映
し

た
事

項
調

書
掲

載
Ｐ

予
算

へ
の

反
映

(
令

和
4
年

度
予

算
案

)

1
3

ビ
ュ

ー
テ

ィ
フ

ル
・

ウ
ィ

ン
ド

ウ
ズ

運
動

（
地

域
防

犯
力

の
向

上
・

防
犯

ま
ち

づ
く

り
事

業
）

拡
充

①
「

見
せ

る
防

犯
活

動
」

の
効

果
的

実
施

や
児

  
童

へ
の

声
か

け
や

付
き

ま
と

い
な

ど
の

緊
急

  
事

案
対

応
の

強
化

を
図

る
た

め
、

視
覚

効
果

  
の

高
い

青
パ

ト
に

よ
る

防
犯

パ
ト

ロ
ー

ル
を

  
拡

充
す

る
。

②
自

転
車

盗
防

止
対

策
を

強
化

す
る

た
め

、
チ

　
ラ

シ
・

警
告

札
・

ボ
イ

ス
セ

ン
サ

ー
の

ほ
か

　
に

目
に

と
ま

る
よ

う
な

駐
輪

場
貼

付
用

シ
　

ー
ル

を
作

成
す

る
な

ど
の

啓
発

方
法

の
工

夫
　

を
お

こ
な

っ
た

。
令

和
4
年

度
に

お
い

て
も

　
継

続
し

て
実

施
し

て
い

く
。

③
コ

ロ
ナ

禍
に

お
け

る
非

接
触

型
の

啓
発

方
法

　
の

強
化

策
と

し
て

、
有

名
声

優
に

よ
る

啓
発

　
ア

ナ
ウ

ン
ス

を
導

入
し

、
飽

き
ら

れ
な

い
工

　
夫

を
お

こ
な

っ
た

。
令

和
4
年

度
も

継
続

し
　

て
実

施
し

て
い

く
。

①
徒
歩
パ
ト
の
廃
止
及
び
青
パ
ト

　
（
24
時
間
36
5日

）
の
昼
間
の
運
行

　
台
数
を
増
や
す
た
め
の
委
託
経
費

　
の
増
額
計
上

②
自
転
車
盗
防
止
の
標
語
を
用
い
た

　
駐
輪
場
貼
付
用
シ
ー
ル
を
作
成
す

　
る
た
め
の
印
刷
製
本
費
の
増
額
計

　
上

③
防
災
行
政
無
線
等
の
ア
ナ
ウ
ン
ス

　
に
有
名
声
優
を
起
用
す
る
こ
と
に

　
よ
る
ラ
イ
セ
ン
ス
経
費
を
計
上

①
令
和
２
年
度
:
\
1
3
6
,
2
9
3
,
5
2
0
 
⇒
 
令
和
４
年
度
:
\
1
6
9
,
5
9
3
,
6
0
0

　
【
参
考
】
令
和
３
年
度
：
\
4
9
5
,
0
0
0

　
・
青
パ
ト
委
託

　
　
令
和
２
年
度
：
\
1
1
1
,
4
5
6
,
4
0
0
（
8
台
）

　
　
令
和
３
年
度
：
\
1
4
0
,
5
2
5
,
0
0
0
（
1
0
台
）

　
　
令
和
４
年
度
：
\
1
6
9
,
5
9
3
,
6
0
0
（
1
2
台
）

　
・
徒
歩
パ
ト

　
　
令
和
２
年
度
：
\
2
4
,
8
3
7
,
1
2
0
（
8
名
）

　
　
令
和
３
年
度
：
\
2
5
,
9
7
7
,
6
0
0
（
8
名
）

　
　
令
和
４
年
度
：
\
0

②
令
和
２
年
度
：
\
1
5
4
,
0
0
0
　
⇒
　
令
和
４
年
度
：
\
9
6
0
,
0
0
0

　
【
参
考
】
令
和
３
年
度
：
\
4
9
5
,
0
0
0

③
令
和
２
年
度
：
\
0
　
⇒
　
令
和
４
年
度
：
\
2
5
0
,
0
0
0

　
【
参
考
】
令
和
３
年
度
：
\
0

5
1

1
4

ビ
ュ

ー
テ

ィ
フ

ル
・

ウ
ィ

ン
ド

ウ
ズ

運
動

（
美

化
推

進
事

業
・

生
活

環
境

保
全

対
策

事
業

）

現
状

維
持

【
美

化
推

進
事

業
】

①
一

人
ひ

と
り

が
で

き
る

活
動

に
つ

い
て

、
Ｓ

　
Ｎ

Ｓ
や

展
示

を
通

じ
た

Ｐ
Ｒ

を
推

進
す

る
。

　
同

時
に

、
新

規
参

加
者

の
募

集
を

募
る

。
【

ご
み

屋
敷

対
策

・
不

法
投

棄
対

策
・

落
書

き
  

対
策

】
②

各
事

業
HP

の
修

正
や

通
報

啓
発

ポ
ス

タ
　

ー
、

事
業

周
知

チ
ラ

シ
の

作
成

及
び

Ｓ
Ｎ

Ｓ
　

や
展

示
を

通
じ

わ
か

り
や

す
い

Ｐ
Ｒ

を
図

　
る

。
【

放
置

自
転

車
対

策
】

③
自

転
車

の
廃

棄
処

分
単

価
上

昇
に

対
応

す
る

　
た

め
、

事
業

全
体

で
費

用
抑

制
を

進
め

て
い

　
く

。
街

頭
指

導
・

撤
去

活
動

に
つ

い
て

は
、

　
前

年
度

と
同

水
準

を
維

持
す

る
。

【
美
化
推
進
事
業
】

①
予
算
へ
の
反
映
は
無
し
。

【
ご
み
屋
敷
対
策
・
不
法
投
棄
対

  
策
・
落
書
き
対
策
】

②
予
算
へ
の
反
映
は
無
し
。

【
放
置
自
転
車
対
策
】

③
自
転
車
放
置
対
策
に
か
か
る
印
刷

　
製
本
費
の
減

【
放
置
自
転
車
対
策
】

③
令
和
２
年
度
:
\
2
,
3
3
6
,
0
0
0
 
⇒
 
令
和
４
年
度
:
\
1
,
7
0
0
,
0
0
0

　
【
参
考
】
令
和
３
年
度
:
\
1
,
9
5
4
,
0
0
0

5
3
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№
事

業
名

今
後

の
方

針
区

民
評

価
委

員
会

の
指

摘
を

事
業

に
反

映
し

た
事

項
調

書
掲

載
Ｐ

予
算

へ
の

反
映

(
令

和
4
年

度
予

算
案

)

1
5
感

染
症

対
策

の
充

実
拡

充

①
基

本
的

な
感

染
対

策
に

関
す

る
普

及
啓

発
は

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

や
広

報
を

活
用

す
る

と
と

も
に

結
核

予
防

週
間

等
を

利
用

し
て

そ
の

他
感

染
症

の
啓

発
活

動
を

行
う

。
②

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

対
応

に
お

け
る

保
健

所
体

制
に

つ
い

て
、

4段
階

の
フ

ェ
ー

ズ
を

設
け

て
全

庁
的

な
応

援
計

画
を

整
備

し
た

。
さ

ら
に

感
染

症
の

流
行

に
伴

う
保

健
所

業
務

の
継

続
計

画
（

B
C
P）

を
作

成
し

た
。

経
験

を
通

し
て

随
時

計
画

を
検

証
す

る
。

③
第

4
波

後
、

外
部

機
関

及
び

庁
内

の
連

携
に

よ
り

IC
Tを

活
用

し
た

情
報

管
理

、
情

報
共

有
の

シ
ス

テ
ム

を
開

発
し

効
率

化
を

図
っ

た
。

今
後

も
状

況
に

応
じ

た
シ

ス
テ

ム
改

修
を

行
っ

て
い

く
。

④
区

内
医

療
機

関
等

と
連

絡
会

を
定

期
的

に
開

催
し

、
情

報
共

有
及

び
技

術
向

上
を

図
る

。

①
結
核
及
び
そ
の
他
感
染
症
の
普
及

啓
発
物
品
作
成
の
た
め
の
予
算
を

計
上

②
③
④
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

①
感
染
症
啓
発
パ
ネ
ル
作
成
委
託

令
和
２
年
度
：
￥
0
⇒
令
和
４
年
度
：
￥
5
2
0
,
0
0
0

【
参
考
】
令
和
３
年
度
：
￥
0

5
5
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№
事

業
名

今
後

の
方

針
区

民
評

価
委

員
会

の
指

摘
を

事
業

に
反

映
し

た
事

項
調

書
掲

載
Ｐ

予
算

へ
の

反
映

(
令

和
4
年

度
予

算
案

)

5
7

1
6
エ

ネ
ル

ギ
ー

対
策

の
推

進
（

温
室

効
果

ガ
ス

排
出

削
減

）
改

善
・

変
更

【
情

報
発

信
】

①
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
導

入
に

つ
い

て
、

　
区

内
で

最
も

有
効

な
太

陽
光

発
電

シ
ス

テ
ム

　
の

導
入

メ
リ

ッ
ト

を
引

き
続

き
周

知
し

て
い

　
く

。
さ

ら
に

、
S
NS

や
HP

等
を

活
用

し
、

省
　

エ
ネ

・
創

エ
ネ

の
継

続
的

な
情

報
発

信
に

加
　

え
て

、
体

験
型

の
イ

ベ
ン

ト
や

出
前

講
座

、
　

環
境

ゼ
ミ

ナ
ー

ル
等

の
様

々
な

手
段

・
手

法
　

を
用

い
て

、
す

べ
て

の
世

代
の

環
境

意
識

の
　

向
上

と
行

動
変

容
に

つ
な

げ
て

い
く

。

【
省

エ
ネ

・
創

エ
ネ

補
助

金
】

②
Ｃ

Ｏ
２

排
出

量
削

減
対

策
と

し
て

、
新

た
に

 「
電

気
自

動
車

等
用

充
電

設
備

補
助

金
」

や
　

中
小

事
業

者
支

援
の

「
低

公
害

者
買

換
え

支
　

援
事

業
利

子
補

給
等

」
を

追
加

す
る

。
ま

　
た

、
「

電
気

自
動

車
等

購
入

費
補

助
金

」
を

　
拡

充
す

る
こ

と
で

区
内

の
Ｃ

Ｏ
２

排
出

量
削

　
減

を
推

進
し

て
い

く
。

　
な

お
、

節
水

型
ト

イ
レ

設
置

費
補

助
金

は
市

　
販

さ
れ

て
い

る
ト

イ
レ

の
ほ

と
ん

ど
が

補
助

　
要

件
で

あ
る

洗
浄

水
量

5
L以

下
と

な
っ

て
い

　
る

た
め

、
廃

止
す

る
。

【
情
報
発
信
】

①
補
助
金
制
度
周
知
に
つ
い
て
は
、

  
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

【
省
エ
ネ
・
創
エ
ネ
補
助
金
】

②
補
助
金
内
容

　
【
拡
充
】

・
気
候
変
動
適
応
対
策
エ
ア
コ
ン
購

  
入
費
補
助

・
電
気
自
動
車
等
用
購
入
費
補
助

 【
新
規
】

・
電
気
自
動
車
等
充
電
設
備
設
置
費

  
補
助
金

・
低
公
害
車
買
換
え
支
援
事
業
利
子

  
補
給
等

・
再
エ
ネ
１
０
０
電
力
導
入
サ
ポ

  
ー
ト
プ
ラ
ン

 【
継
続
】

・
太
陽
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
シ
ス
テ
ム

  
設
置
費
補
助

・
蓄
電
池
、
Ｈ
Ｅ
Ｍ
Ｓ
設
置
費
補
助

・
家
庭
用
燃
料
電
池
シ
ス
テ
ム
設
置

  
費
補
助

・
雨
水
タ
ン
ク
設
置
費
補
助

・
省
エ
ネ
リ
フ
ォ
ー
ム
補
助

・
集
合
住
宅
･事

業
所
等
Ｌ
Ｅ
Ｄ
照

  
明
設
置
費
補
助

　
【
廃
止
】

・
節
水
型
ト
イ
レ
設
置
費
補
助

②
補

助
金

見
直

し
内

容
【

拡
充

】
・

気
候

変
動

適
応

対
策

エ
ア

コ
ン

購
入

費
補

助
金

　
※

令
和

3
年

度
か

ら
の

新
規

事
業

　
令

和
4
年

度
\
1
6
,
8
0
0
,
0
0
0
（

2
4
0
件

）
　

【
参

考
】

令
和

3
年

度
：

\
1
5
,
5
0
0
,
0
0
0
（

2
2
0
件

）
・

電
気

自
動

車
等

購
入

費
補

助
金

　
令

和
2
年

度
：

\
1
0
,
0
6
0
,
0
0
0
（

1
0
3
件

）
⇒

 
令

和
4
年

度
：

1
0
,
2
0
0
,
0
0
0
（

1
1
0
件

）
　

【
参

考
】

令
和

3
年

度
：

\
9
,
0
6
0
,
0
0
0
（

9
3
件

）

【
新

規
】

・
電

気
自

動
車

等
用

充
電

設
備

設
置

費
補

助
金

　
令

和
4
年

度
\
1
,
5
0
0
,
0
0
0
（

1
1
件

）
・

低
公

害
車

買
換

え
支

援
事

業
利

子
補

給
等

　
令

和
4
年

度
\
4
2
7
,
0
0
0
（

1
0
件

）
・

再
エ

ネ
１

０
０

電
力

導
入

サ
ポ

ー
ト

プ
ラ

ン
　

令
和

4
年

度
\
1
0
,
0
0
0
,
0
0
0
（

5
0
0
件

）

【
継

続
】

・
太

陽
エ

ネ
ル

ギ
ー

利
用

シ
ス

テ
ム

設
置

費
補

助
金

　
令

和
2
年

度
：

\
3
9
,
7
0
0
,
0
0
0
（

1
8
1
件

）
⇒

 
令

和
4
年

度
：

\
3
9
,
7
0
0
,
0
0
0
（

1
8
1
件

）
　

【
参

考
】

令
和

3
年

度
：

\
3
9
,
7
0
0
,
0
0
0
（

1
8
1
件

）
・

蓄
電

池
・

Ｈ
Ｅ

Ｍ
Ｓ

設
置

費
補

助
金

　
令

和
2
年

度
：

\
1
0
,
0
0
0
,
0
0
0
（

2
0
0
件

）
⇒

 
令

和
4
年

度
：

\
9
,
1
0
0
,
0
0
0
（

1
8
2
件

）
　

【
参

考
】

令
和

3
年

度
：

\
9
,
0
0
0
,
0
0
0
（

1
8
0
件

）
・

家
庭

用
燃

料
電

池
シ

ス
テ

ム
設

置
費

補
助

金
　

令
和

2
年

度
：

\
5
,
0
0
0
,
0
0
0
（

1
0
0
件

）
⇒

 
令

和
4
年

度
：

\
2
,
5
0
0
,
0
0
0
（

5
0
件

）
　

【
参

考
】

令
和

3
年

度
：

\
2
,
5
0
0
,
0
0
0
（

5
0
件

）
・

雨
水

タ
ン

ク
設

置
費

補
助

金
　

令
和

2
年

度
：

\
1
5
0
,
0
0
0
（

1
5
件

）
⇒

 
令

和
4
年

度
：

\
1
5
0
,
0
0
0
（

1
0
件

）
　

【
参

考
】

令
和

3
年

度
：

\
5
0
,
0
0
0
（

5
件

）
・

省
エ

ネ
リ

フ
ォ

ー
ム

補
助

金
　

令
和

2
年

度
：

\
6
,
0
0
0
,
0
0
0
（

1
2
0
件

）
⇒

 
令

和
4
年

度
：

\
1
0
,
0
0
0
,
0
0
0
（

2
0
0
件

）
　

【
参

考
】

令
和

3
年

度
：

\
1
0
,
0
0
0
,
0
0
0
（

2
0
0
件

）
・

集
合

住
宅

･
事

業
所

等
Ｌ

Ｅ
Ｄ

照
明

設
置

費
補

助
金

　
令

和
2
年

度
：

\
1
8
,
2
1
8
,
0
0
0
（

1
0
0
件

）
⇒

 
令

和
4
年

度
：

\
2
1
,
0
0
0
,
0
0
0
（

1
0
0
件

）
　

【
参

考
】

令
和

3
年

度
：

\
2
1
,
0
0
0
,
0
0
0
（

1
0
0
件

）

【
廃

止
】

・
節

水
型

ト
イ

レ
設

置
費

補
助

金
　

令
和

2
年

度
：

\
6
,
0
0
0
,
0
0
0
（

2
0
0
件

）
　

【
参

考
】

令
和

3
年

度
：

\
4
,
8
0
0
,
0
0
0
（

1
6
0
件

）
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№
事

業
名

今
後

の
方

針
区

民
評

価
委

員
会

の
指

摘
を

事
業

に
反

映
し

た
事

項
調

書
掲

載
Ｐ

予
算

へ
の

反
映

(
令

和
4
年

度
予

算
案

)

1
7
ご

み
の

減
量

・
資

源
化

の
推

進
改

善
・

変
更

①
収

集
作

業
に

つ
い

て
は

様
々

な
感

染
対

策
を

　
十

分
に

行
い

、
安

定
的

に
事

業
を

継
続

し
て

　
い

く
。

②
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
分

別
収

集
の

実
施

に
つ

い
て

　
は

、
区

民
が

リ
サ

イ
ク

ル
の

メ
リ

ッ
ト

を
実

　
感

で
き

る
よ

う
周

知
を

工
夫

し
、

よ
り

一
層

　
効

果
を

高
め

て
い

く
。

③
フ

ー
ド

シ
ェ

ア
リ

ン
グ

サ
ー

ビ
ス

の
普

及
を

　
図

る
た

め
、

高
齢

者
の

操
作

に
つ

い
て

ア
プ

　
リ

運
営

事
業

者
と

意
見

交
換

を
行

う
と

と
も

　
に

、
Ｓ

Ｎ
Ｓ

や
広

報
等

に
よ

る
周

知
を

進
め

　
て

い
く

。
④

食
品

ロ
ス

削
減

に
向

け
て

、
具

体
的

な
行

動
　

に
つ

な
が

る
よ

う
、

啓
発

を
推

進
し

て
い

　
く

。
⑤

マ
イ

バ
ッ

グ
の

推
奨

を
コ

ロ
ナ

禍
で

の
生

活
　

変
化

を
踏

ま
え

つ
つ

啓
発

を
行

っ
て

い
く

と
　

と
も

に
、

次
な

る
対

策
と

し
て

マ
イ

ボ
ト

ル
　

の
普

及
を

位
置

づ
け

、
ペ

ッ
ト

ボ
ト

ル
の

削
　

減
に

向
け

て
啓

発
を

行
っ

て
い

く
。

①
～
⑤
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

5
9

1
8
地

域
包

括
ケ

ア
シ

ス
テ

ム
の

推
進

改
善

・
変

更

①
地

域
包

括
ケ

ア
シ

ス
テ

ム
の

中
核

を
担

う
地

　
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
Ｐ

Ｒ
を

強
化

す
　

る
。

②
多

職
種

連
携

と
し

て
区

内
5
ブ

ロ
ッ

ク
毎

に
医

　
療

・
介

護
関

係
者

の
代

表
者

に
よ

る
「

世
話

　
人

会
」

を
組

織
し

、
少

人
数

集
合

対
面

式
で

　
地

域
課

題
検

討
等

を
行

う
。

③
指

標
に

つ
い

て
は

、
新

し
い

調
書

に
基

づ
き

　
再

検
討

す
る

。

①
②
③
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

6
1
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№
事

業
名

今
後

の
方

針
区

民
評

価
委

員
会

の
指

摘
を

事
業

に
反

映
し

た
事

項
調

書
掲

載
Ｐ

予
算

へ
の

反
映

(
令

和
4
年

度
予

算
案

)

1
9

介
護

予
防

事
業

（
パ

ー
ク

で
筋

ト
レ

・
ウ

ォ
ー

キ
ン

グ
教

室
、

は
つ

ら
つ

教
室

、
は

じ
め

て
の

フ
レ

イ
ル

予
防

教
室

）

改
善

・
変

更

①
参

加
機

会
増

大
　

・
令

和
３

年
９

月
よ

り
、

緊
急

事
態

宣
言

下
　

　
で

も
介

護
予

防
事

業
を

再
開

。
　

・
「

パ
ー

ク
で

筋
ト

レ
」

、
周

知
を

工
夫

し
　

　
新

規
参

加
者

数
増

加
。

　
・

「
ウ

ォ
ー

キ
ン

グ
教

室
」

、
新

規
の

人
が

　
　

参
加

し
や

す
い

内
容

を
取

り
入

れ
た

。
　

・
民

間
施

設
利

用
「

体
力

測
定

会
」

、
当

日
　

　
参

加
を

実
施

。
　

・
公

園
遊

具
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
付

、
自

分
で

取
　

　
り

組
め

る
運

動
促

進
を

図
っ

た
。

②
自

主
グ

ル
ー

プ
化

の
取

組
／

「
元

気
ア

ッ
プ

　
サ

ポ
ー

タ
ー

養
成

研
修

」
で

、
コ

ロ
ナ

禍
で

　
実

施
で

き
な

か
っ

た
当

初
の

計
画

を
再

開
。

　
自

主
グ

ル
ー

プ
が

１
グ

ル
ー

プ
立

上
げ

予
　

定
。

③
６

５
～

７
０

歳
が

参
加

し
や

す
く

積
極

的
に

　
関

わ
れ

る
活

動
／

「
元

気
ア

ッ
プ

サ
ポ

ー
タ

　
ー

養
成

研
修

」
、

６
５

～
７

０
歳

の
参

加
者

　
が

、
地

域
の

担
い

手
の

魅
力

や
重

要
性

を
理

　
解

し
て

も
ら

え
る

よ
う

、
広

く
周

知
し

て
い

　
く

。

①
②
③
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

6
3

2
0
孤

立
ゼ

ロ
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
推

進
事

業
現

状
維

持

①
コ

ロ
ナ

禍
に

お
い

て
も

感
染

対
策

を
し

っ
か

　
り

と
行

い
、

町
会

・
自

治
会

に
よ

る
高

齢
者

　
実

態
調

査
を

実
施

し
て

い
く

。
特

に
２

回
目

　
調

査
未

実
施

団
体

を
優

先
し

て
い

く
。

②
コ

ロ
ナ

禍
で

も
自

主
的

な
見

守
り

活
動

（
わ

　
が

ま
ち

の
孤

立
ゼ

ロ
）

を
行

う
町

会
・

自
治

　
会

に
支

援
グ

ッ
ズ

を
提

供
し

、
見

守
り

活
動

　
を

支
援

し
て

い
く

。
③

感
染

症
対

策
を

し
た

絆
の

あ
ん

し
ん

ネ
ッ

ト
　

ワ
ー

ク
連

絡
会

な
ど

を
活

用
し

、
区

民
・

事
　

業
者

・
若

年
層

等
を

対
象

に
認

知
症

サ
ポ

　
ー

タ
ー

養
成

講
座

や
声

か
け

訓
練

な
ど

の
啓

　
発

を
継

続
的

に
実

施
お

よ
び

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

　
づ

く
り

の
強

化
に

力
を

入
れ

て
い

く
。

④
区

民
に

孤
立

ゼ
ロ

へ
向

け
た

意
識

を
高

　
め

、
見

守
り

活
動

に
取

り
組

ん
で

も
ら

え
る

　
よ

う
に

多
様

な
情

報
媒

体
で

発
信

し
、

関
心

　
を

高
め

て
い

く
。

①
高
齢
者
実
態
調
査
実
施
に
伴
う
感

染
対
策
物
品
購
入
費

②
～
④
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

調
査
用
手
指
消
毒
薬

　
令
和
2
年
度
：
\
0
　
⇒
 
令
和
4
年
度
：
\
2
6
4
,
0
0
0

　
【
参
考
】
令
和
3
年
度
：
\
1
3
2
,
0
0
0

6
5
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№
事

業
名

今
後

の
方

針
区

民
評

価
委

員
会

の
指

摘
を

事
業

に
反

映
し

た
事

項
調

書
掲

載
Ｐ

予
算

へ
の

反
映

(
令

和
4
年

度
予

算
案

)

2
1
生

活
困

窮
者

自
立

支
援

事
業

現
状

維
持

広
く

相
談

を
受

け
る

こ
と

が
で

き
る

体
制

を
構

築
す

る
た

め
、

オ
ン

ラ
イ

ン
相

談
を

導
入

し
て

い
く

。
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

6
7

2
2
デ

ー
タ

ヘ
ル

ス
推

進
事

業
改

善
・

変
更

①
全

国
健

康
保

険
協

会
東

京
支

部
に

加
入

し
て

　
い

る
区

民
の

健
診

デ
ー

タ
等

を
協

会
け

ん
ぽ

　
に

分
析

・
加

工
し

て
い

た
だ

き
、

そ
の

結
果

　
デ

ー
タ

を
提

供
し

て
も

ら
え

る
よ

う
に

協
議

　
し

て
い

く
。

②
区

民
の

健
康

課
題

や
生

活
習

慣
病

の
予

防
対

　
策

等
を

わ
か

り
や

す
く

説
明

す
る

ホ
ー

ム
ペ

　
ー

ジ
を

作
成

し
て

啓
発

を
行

っ
て

い
く

。
③

自
宅

で
継

続
的

に
む

し
歯

予
防

に
取

り
組

ん
　

で
も

ら
う

た
め

に
「

歯
み

が
き

チ
ャ

レ
ン

　
ジ

」
の

継
続

実
施

を
検

討
す

る
。

①
②
は
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

③
６
歳
臼
歯
健
康
教
室
印
刷
製
本
費

③
令
和
２
年
度
：
\
3
5
6
,
4
0
0
　
⇒
 
令
和
４
年
度
：
\
3
6
9
,
6
0
0

【
参
考
】
令
和
３
年
度
：
\
3
6
9
,
6
0
0

6
9

2
3
健

康
あ

だ
ち

2
1
推

進
事

業
（

糖
尿

病
対

策
）

拡
充

こ
れ

ま
で

進
め

て
き

た
「

野
菜

を
食

べ
や

す
い

環
境

整
備

」
を

最
大

限
に

活
か

す
た

め
に

、
自

分
の

カ
ラ

ダ
の

状
態

や
リ

ス
ク

に
つ

い
て

知
る

機
会

を
提

供
し

、
健

康
行

動
に

つ
な

が
る

動
機

づ
け

「
気

づ
き

」
を

新
た

に
展

開
す

る
。

①
野
菜
摂
取
測
定
機
器
の
導
入

②
２
０
歳
に
向
け
た
食
習
慣
調
査
及

　
び
啓
発

①
令
和
２
年
度
:
\
0
⇒
令
和
４
年
度
:
\
6
2
7
,
0
0
0

　
【
参
考
】
令
和
３
年
度
:
\
0

②
令
和
２
年
度
\
0
:
⇒
令
和
４
年
度
:
\
4
8
1
,
0
0
0

　
【
参
考
】
令
和
３
年
度
:
\
0

7
1

2
4
こ

こ
ろ

と
い

の
ち

の
相

談
支

援
事

業
現

状
維

持

若
年

層
や

女
性

に
向

け
て

、
2
4
時

間
つ

な
が

る
チ

ャ
ッ

ト
相

談
等

の
Ｓ

Ｎ
Ｓ

相
談

窓
口

の
啓

発
を

強
化

し
て

い
く

。
高

齢
者

に
は

、
身

近
に

接
す

る
介

護
支

援
専

門
員

等
へ

の
ゲ

ー
ト

キ
ー

パ
ー

研
修

と
相

談
カ

ー
ド

の
設

置
を

拡
大

し
て

い
く

。
引

き
続

き
生

き
る

支
援

と
し

て
の

自
殺

対
策

を
進

め
、

自
殺

者
数

の
減

少
を

図
っ

て
い

く
。

予
算
へ
の
反
映
は
無
し

7
3
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№
事

業
名

今
後

の
方

針
区

民
評

価
委

員
会

の
指

摘
を

事
業

に
反

映
し

た
事

項
調

書
掲

載
Ｐ

予
算

へ
の

反
映

(
令

和
4
年

度
予

算
案

)

2
5
震

災
に

対
す

る
防

災
力

向
上

事
業

（
防

災
訓

練
・

防
災

計
画

）
現

状
維

持
①

地
区

防
災

計
画

の
修

正
支

援
②

効
果

的
な

防
災

イ
ベ

ン
ト

、
防

災
公

講
演

等
　

の
普

及
啓

発
活

動

①
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

②
普
及
啓
発
イ
ベ
ン
ト
用
物
品
購
入

  
費
を
計
上

②
令
和
2
年
度
：
\
0
　
⇒
　
令
和
4
年
度
：
\
1
4
0
,
0
0
0

　
【
参
考
】
令
和
3
年
度
：
\
0

7
5

2
6
地

域
と

一
体

と
な

っ
た

水
害

対
策

現
状

維
持

①
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
タ

イ
ム

ラ
イ

ン
策

定
促

進
②

Ａ
Ｒ

を
用

い
た

水
害

体
験

訓
練

③
水

害
に

対
す

る
意

識
啓

発
①
②
③
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

7
7

7
9

2
7

震
災

や
火

災
な

ど
に

強
い

ま
ち

づ
く

り
の

推
進

【
密

集
事

業
】

①
不

燃
化

特
区

は
、

協
議

会
や

町
会

自
治

会
の

　
協

力
の

も
と

、
周

知
チ

ラ
シ

の
配

布
・

郵
　

送
、

個
別

相
談

会
の

開
催

、
区

Ｈ
Ｐ

な
ど

に
　

よ
り

、
地

区
内

外
の

関
係

権
利

者
・

事
業

者
　

へ
積

極
的

な
周

知
活

動
を

行
い

、
老

朽
建

築
　

物
の

解
体

・
建

替
え

促
進

を
図

っ
て

い
く

。
②

密
集

事
業

は
、

地
元

の
協

力
を

得
な

が
ら

防
  

災
生

活
道

路
の

拡
幅

や
公

園
の

整
備

を
行

  
い

、
防

災
ま

ち
づ

く
り

を
推

進
す

る
。

【
老

朽
家

屋
対

策
事

業
】

③
老

朽
家

屋
の

解
消

は
、

不
燃

化
特

区
制

度
、

  
耐

震
化

促
進

事
業

の
助

成
制

度
を

活
用

し
、

  
関

係
部

署
と

連
携

し
た

こ
と

に
よ

り
成

果
を

  
上

げ
る

こ
と

に
繋

が
っ

た
。

ま
た

、
高

齢
化

  
し

た
老

朽
家

屋
の

所
有

者
、

管
理

者
が

抱
え

  
る

相
続

問
題

や
経

済
的

負
担

を
関

係
各

課
の

  
事

業
や

関
係

団
体

と
連

携
し

、
粘

り
強

く
解

  
決

策
を

提
案

し
て

い
く

。
【

耐
震

化
促

進
事

業
】

④
緊

急
輸

送
道

路
沿

道
建

築
物

に
お

い
て

、
重

　
点

的
か

つ
積

極
的

に
働

き
掛

け
を

行
う

と
と

　
も

に
密

集
事

業
や

空
き

家
対

策
な

ど
、

防
災

　
対

策
を

セ
ッ

ト
で

関
係

部
署

と
連

携
を

図
　

り
、

耐
震

化
に

取
組

ん
で

い
く

。
ま

た
、

助
　

成
申

請
の

受
付

に
つ

い
て

、
多

数
の

添
付

書
　

類
を

ど
の

よ
う

に
対

応
す

る
か

な
ど

の
課

題
　

は
あ

る
が

、
コ

ロ
ナ

禍
で

の
助

成
申

請
を

増
　

や
す

た
め

の
手

法
と

し
て

、
オ

ン
ラ

イ
ン

申
　

請
を

研
究

し
て

い
く

。
さ

ら
に

、
民

間
関

係
　

団
体

等
と

の
協

働
に

よ
る

各
種

イ
ベ

ン
ト

、
　

広
報

・
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
で

の
PR

活
動

や
個

別
　

相
談

会
で

の
啓

発
活

動
を

実
施

し
、

効
果

的
　

な
取

組
み

を
実

施
す

る
。

現
状

維
持

①
～
④
予
算
へ
の
反
映
は
無
し
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№
事

業
名

今
後

の
方

針
区

民
評

価
委

員
会

の
指

摘
を

事
業

に
反

映
し

た
事

項
調

書
掲

載
Ｐ

予
算

へ
の

反
映

(
令

和
4
年

度
予

算
案

)

2
8

交
通

環
境

の
改

善
事

業
（

都
市

計
画

道
路

及
び

バ
ス

・
自

転
車

走
行

環
境

の
整

備
）

現
状

維
持

①
無

電
柱

化
は

都
市

計
画

道
路

整
備

と
合

わ
せ

て
必

ず
実

施
す

る
た

め
、

指
標

か
ら

削
除

す
る

。
ま

た
、

単
年

度
で

評
価

で
き

る
よ

う
に

、
近

年
改

善
に

取
り

組
ん

で
い

る
取

組
を

評
価

時
に

説
明

す
る

よ
う

に
努

め
る

。
②

自
転

車
関

連
事

故
デ

ー
タ

に
つ

い
て

は
、

事
業

を
評

価
す

る
指

標
に

す
る

こ
と

は
困

難
で

あ
る

と
考

え
て

お
り

、
引

き
続

き
、

マ
ナ

ー
に

関
す

る
指

標
を

成
果

指
標

と
す

る
。

ま
た

、
ナ

ビ
マ

ー
ク

な
ど

の
対

策
と

と
も

に
交

通
安

全
教

育
に

関
す

る
活

動
指

標
の

追
加

に
つ

い
て

検
討

す
る

。
③

交
通

不
便

地
域

の
解

消
を

図
る

た
め

、
オ

ン
デ

マ
ン

ド
型

な
ど

バ
ス

以
外

の
多

様
な

交
通

手
段

の
導

入
を

検
討

し
、

区
民

の
交

通
利

便
性

の
向

上
に

努
め

て
い

く
。

①
②
③
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

8
1

2
9
空

き
家

対
策

事
業

現
状

維
持

相
談

受
付

件
数

の
多

い
会

場
で

の
開

催
回

数
を

増
や

し
て

い
く

。
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

8
3

3
0
緑

を
守

り
、

育
む

人
づ

く
り

事
業

現
状

維
持

①
緑

の
協

力
員

に
よ

る
区

民
向

け
の

公
園

散
策

イ
ベ

ン
ト

等
を

実
施

し
て

い
る

。
②

子
ど

も
や

子
育

て
世

代
へ

の
ア

プ
ロ

ー
チ

と
し

て
、

あ
だ

ち
放

課
後

子
ど

も
教

室
や

豆
の

木
サ

ロ
ン

で
の

「
み

ど
り

の
あ

そ
び

ば
」

を
再

開
し

て
い

る
。

③
寄

付
に

よ
り

サ
ク

ラ
を

植
樹

し
た

綾
瀬

川
緑

地
・

毛
長

川
緑

地
に

お
い

て
、

寄
付

者
を

対
象

に
し

た
育

樹
イ

ベ
ン

ト
を

計
画

し
て

い
る

。

①
②
③
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

8
5
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№
事

業
名

今
後

の
方

針
区

民
評

価
委

員
会

の
指

摘
を

事
業

に
反

映
し

た
事

項
調

書
掲

載
Ｐ

予
算

へ
の

反
映

(
令

和
4
年

度
予

算
案

)

3
1
パ

ー
ク

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
の

推
進

現
状

維
持

①
プ

チ
テ

ラ
ス

の
計

画
づ

く
り

に
お

い
て

、
ワ

　
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

実
施

し
て

い
る

。
②

公
園

の
改

修
等

は
ア

ン
ケ

ー
ト

だ
け

で
な

　
く

、
エ

リ
ア

デ
ザ

イ
ン

地
域

の
ま

ち
づ

く
り

　
協

議
会

等
に

計
画

案
を

提
出

し
、

意
見

を
頂

　
い

て
い

る
。

③
健

康
づ

く
り

は
関

係
所

管
と

連
携

し
健

康
遊

　
具

の
使

い
方

に
つ

い
て

の
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
作

　
成

を
す

る
と

と
も

に
、

健
康

づ
く

り
を

テ
　

ー
マ

に
し

た
公

園
に

健
康

遊
具

を
設

置
し

　
た

。

①
②
③
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

8
7

3
2
自

然
環

境
・

生
物

多
様

性
の

理
解

促
進

事
業

拡
充

コ
ロ

ナ
禍

で
も

実
施

で
き

る
事

業
と

し
て

、
個

人
の

ス
マ

ー
ト

フ
ォ

ン
ア

プ
リ

を
活

用
し

た
区

民
参

加
型

調
査

「
あ

だ
ち

生
き

も
の

図
鑑

を
つ

く
ろ

う
」

を
実

施
す

る
。

※
令

和
３

年
度

は
あ

だ
ち

自
然

体
験

デ
ー

の
代

替
事

業
と

し
て

実
施

オ
リ
パ
ラ
を
除
く
夏
季
休
業
期
間

（
約
２
週
間
）
か
ら
、
春
期
と
夏
期

に
各
１
か
月
程
度
（
約
２
か
月
間
）

に
実
施
期
間
を
延
ば
す
。

・
「
あ
だ
ち
生
き
も
の
図
鑑
を
つ
く
ろ
う
」

　
　
※
令
和
３
年
度
か
ら
の
新
規
事
業

　
令
和
４
年
度
予
算
　
\
3
,
7
1
2
,
0
0
0

【
参
考
】
令
和
３
年
度
実
績
　
\
1
,
4
8
2
,
5
6
8

8
9

3
3

創
業

支
援

事
業

（
産

学
金

公
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
に

よ
る

起
業

・
創

業
支

援
）

現
状

維
持

足
立

区
の

特
徴

と
い

え
る

よ
う

な
事

業
を

構
築

し
て

い
く

。
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

9
1

3
4
販

路
拡

大
支

援
事

業
（

区
内

産
業

・
製

品
の

P
R
）

現
状

維
持

①
足

立
ブ

ラ
ン

ド
事

業
に

お
い

て
、

コ
ロ

ナ
禍

　
で

も
販

路
拡

大
を

行
う

た
め

、
令

和
４

年
３

　
月

に
オ

ン
ラ

イ
ン

を
活

用
し

た
バ

イ
ヤ

ー
と

　
の

商
談

会
の

実
施

を
予

定
し

て
い

る
。

②
国

内
・

海
外

販
路

拡
大

支
援

委
託

事
業

に
お

　
い

て
は

、
参

加
事

業
者

の
自

社
製

品
開

発
に

　
関

す
る

ノ
ウ

ハ
ウ

に
大

き
な

差
が

あ
る

　
中

、
商

品
作

り
や

改
良

の
ノ

ウ
ハ

ウ
、

バ
イ

　
ヤ

ー
と

の
接

点
づ

く
り

の
コ

ツ
等

を
オ

ン
ラ

　
イ

ン
、

オ
フ

ラ
イ

ン
両

面
で

よ
り

丁
寧

に
支

　
援

す
る

。

③
「

輝
く

お
店

セ
レ

ク
シ

ョ
ン

」
の

テ
ー

マ
に

　
つ

い
て

は
区

民
の

関
心

度
が

高
く

、
イ

ン
パ

　
ク

ト
の

あ
る

テ
ー

マ
を

設
定

で
き

る
よ

う
進

　
め

て
い

く
。

①
～
③
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

9
3
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№
事

業
名

今
後

の
方

針
区

民
評

価
委

員
会

の
指

摘
を

事
業

に
反

映
し

た
事

項
調

書
掲

載
Ｐ

予
算

へ
の

反
映

(
令

和
4
年

度
予

算
案

)

3
5
就

労
支

援
・

雇
用

安
定

化
事

業
（

区
内

企
業

の
人

材
確

保
支

援
等

）
改

善
・

変
更

区
内

中
小

企
業

人
材

確
保

支
援

事
業

に
お

い
て

、
令

和
４

年
度

の
委

託
事

業
者

は
プ

ロ
ポ

ー
ザ

ル
方

式
で

選
定

す
る

予
定

で
、

そ
の

選
定

の
要

素
に

企
業

の
魅

力
を

紹
介

す
る

動
画

配
信

や
企

業
が

求
め

る
人

材
の

オ
ン

ラ
イ

ン
で

の
ア

ピ
ー

ル
等

の
実

施
を

盛
り

込
み

、
求

職
者

の
区

内
企

業
に

対
す

る
関

心
を

高
め

る
取

り
組

み
を

行
っ

て
い

く
。

予
算
へ
の
反
映
は
無
し

9
5

3
6
ワ

ー
ク

・
ラ

イ
フ

・
バ

ラ
ン

ス
の

推
進

事
業

現
状

維
持

コ
ロ

ナ
禍

に
お

け
る

多
様

な
働

き
方

の
拡

大
を

踏
ま

え
、

リ
モ

ー
ト

ワ
ー

ク
等

働
き

方
改

革
の

推
進

に
向

け
た

講
座

の
実

施
や

オ
ン

ラ
イ

ン
講

座
等

を
活

用
す

る
等

、
企

業
や

区
民

に
対

し
、

WL
Bへ

の
意

識
の

醸
成

を
促

し
て

い
き

ま
す

。

予
算
の
反
映
は
無
し

9
7

3
7
町

会
・

自
治

会
、

Ｎ
Ｐ

Ｏ
の

活
性

化
支

援
改

善
・

変
更

①
町

会
・

自
治

会
へ

の
未

加
入

理
由

の
把

握
に

　
つ

い
て

は
、

令
和

３
年

８
月

に
実

施
し

た
世

　
論

調
査

の
結

果
を

基
に

分
析

し
、

他
自

治
体

　
の

事
例

を
参

考
に

し
な

が
ら

、
新

た
な

対
応

　
の

検
討

を
進

め
て

い
く

。
②

助
成

金
活

用
事

例
の

紹
介

や
補

助
対

象
の

説
　

明
を

引
き

続
き

行
っ

て
い

く
。

③
公

益
活

動
げ

ん
き

応
援

事
業

助
成

金
の

活
用

　
事

例
を

協
働

パ
ー

ト
ナ

ー
サ

イ
ト

や
Ｓ

Ｎ
Ｓ

　
を

活
用

し
て

発
信

し
、

区
が

提
示

す
る

課
題

　
に

取
り

組
む

事
業

や
複

数
の

団
体

が
協

働
で

　
取

り
組

む
事

業
へ

助
成

す
る

新
コ

ー
ス

の
設

　
計

を
進

め
て

い
く

。
④

Ｎ
Ｐ

Ｏ
団

体
の

紹
介

冊
子

を
作

成
し

、
住

区
　

セ
ン

タ
ー

な
ど

に
配

布
し

て
い

く
。

⑤
Ｎ

Ｐ
Ｏ

と
区

民
・

企
業

・
大

学
・

町
会

・
自

　
治

会
等

の
交

流
の

場
を

設
け

、
事

業
ご

と
に

　
各

主
体

間
を

丁
寧

に
つ

な
げ

て
い

く
。

①
～
⑤
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

9
9

3
8
協

創
推

進
体

制
の

構
築

拡
充

区
民

が
協

創
の

活
動

を
認

識
で

き
る

よ
う

、
協

創
の

活
動

事
例

を
「

協
創

i
nf

o
」

と
し

て
SN

Sで
発

信
す

る
と

と
も

に
、

協
創

を
知

る
機

会
を

増
や

す
た

め
、

企
業

や
施

設
等

と
連

携
し

情
報

提
供

の
拡

充
を

図
る

。

予
算
へ
の
反
映
は
無
し

1
0
1
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№
事

業
名

今
後

の
方

針
区

民
評

価
委

員
会

の
指

摘
を

事
業

に
反

映
し

た
事

項
調

書
掲

載
Ｐ

予
算

へ
の

反
映

(
令

和
4
年

度
予

算
案

)

3
9
大

学
連

携
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
ト

事
業

現
状

維
持

①
オ

ン
ラ

イ
ン

の
講

座
で

も
、

キ
ッ

ト
を

送
付

　
し

て
自

宅
で

実
験

で
き

る
よ

う
に

し
た

　
り

、
チ

ャ
ッ

ト
の

活
用

で
リ

ア
ル

タ
イ

ム
で

　
講

師
が

質
問

に
答

え
る

な
ど

、
実

施
方

法
を

　
工

夫
し

て
い

く
。

②
大

学
生

地
域

活
動

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

で
　

は
、

他
大

学
の

教
授

や
実

務
担

当
者

へ
も

参
　

加
を

呼
び

か
け

る
取

組
み

を
新

た
に

始
め

る
　

な
ど

、
事

業
の

さ
ら

な
る

発
展

を
目

指
し

て
　

い
く

。

①
②
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

1
0
3

4
0
I
C
T
を

活
用

し
た

区
民

サ
ー

ビ
ス

お
よ

び
業

務
効

率
の

向
上

拡
充

オ
ン

ラ
イ

ン
申

請
シ

ス
テ

ム
の

構
築

に
あ

た
り

、
機

械
の

扱
い

が
苦

手
な

区
民

や
高

齢
者

に
も

操
作

で
き

る
シ

ス
テ

ム
に

な
る

よ
う

配
慮

し
周

知
し

て
い

く
。

オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
Ｐ
Ｒ
経
費

バ
ス
車
内
放
送
委
託
、
ポ
ス
タ
ー
・
チ
ラ
シ
・
卓
上
の
ぼ
り
旗
等

【
新
規
】
\
9
5
3
,
0
0
0

1
0
5

4
1
組

織
能

力
の

向
上

と
組

織
風

土
の

改
善

現
状

維
持

①
事

故
・

ミ
ス

の
未

然
防

止
に

関
し

、
研

修
推

　
進

員
を

通
じ

た
適

切
な

予
防

策
の

展
開

を
図

　
る

と
と

も
に

、
リ

ス
ク

評
価

に
お

い
て

、
所

　
管

が
主

体
的

に
予

防
策

を
考

え
整

備
で

き
る

　
よ

う
支

援
す

る
。

②
職

員
の

さ
ら

な
る

接
客

ス
キ

ル
向

上
を

図
る

　
た

め
、

引
き

続
き

接
客

力
向

上
研

修
（

座
　

学
）

と
接

客
あ

だ
ち

推
進

運
動

（
実

践
）

の
　

双
方

向
か

ら
の

取
組

み
を

進
め

る
。

③
接

客
力

向
上

研
修

で
は

、
コ

ロ
ナ

禍
に

お
け

　
る

接
客

方
法

に
関

す
る

研
修

も
継

続
し

て
実

　
施

し
て

い
く

。
④

来
庁

者
ア

ン
ケ

ー
ト

に
お

い
て

、
満

足
度

の
　

低
か

っ
た

項
目

を
洗

い
出

し
、

職
場

ご
と

に
　

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
を

行
う

こ
と

で
、

実
態

に
　

即
し

た
、

具
体

的
な

改
善

策
を

提
案

し
て

い
　

く
。

①
～
④
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

1
0
7
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№
事

業
名

今
後

の
方

針
区

民
評

価
委

員
会

の
指

摘
を

事
業

に
反

映
し

た
事

項
調

書
掲

載
Ｐ

予
算

へ
の

反
映

(
令

和
4
年

度
予

算
案

)

4
3
広

聴
機

会
の

充
実

と
区

政
へ

の
反

映
拡

充

①
若

者
層

を
は

じ
め

と
す

る
、

幅
広

い
年

齢
層

　
を

タ
ー

ゲ
ッ

ト
に

狙
う

た
め

、
年

齢
層

に
合

　
わ

せ
た

回
答

方
法

を
選

択
で

き
る

よ
う

に
す

　
る

。
②

令
和

３
年

４
月

か
ら

寄
せ

ら
れ

た
区

民
の

声
　

を
わ

か
り

や
す

く
紹

介
す

る
コ

ン
テ

ン
ツ

を
　

新
た

に
創

設
し

た
。

③
制

度
の

認
知

度
を

向
上

さ
せ

る
た

め
、

あ
だ

　
ち

広
報

へ
特

集
記

事
を

掲
載

す
る

と
と

も
　

に
、

PR
チ

ラ
シ

を
新

た
に

作
成

す
る

。
ま

　
た

、
HP

上
に

「
意

見
が

ど
う

反
映

さ
れ

た
の

　
か

」
事

例
を

掲
示

す
る

ペ
ー

ジ
を

新
規

に
設

　
置

す
る

。

①
世
論
調
査
の
回
答
方
法
に
つ
い

　
て
、
従
来
か
ら
の
郵
送
方
法
に

　
加
え
て
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
活

　
用
し
た
回
答
方
法
を
追
加
す
る
。

②
③
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

①
令
和
２
年
度
：
\
5
,
5
4
6
,
0
0
0
　
⇒
 
令
和
４
年
度
：
\
6
,
7
9
8
,
0
0
0

　
【
参
考
】
令
和
３
年
度
：
\
5
,
7
4
6
,
0
0
0

1
1
1

1
0
9

①
ア

フ
タ

ー
コ

ロ
ナ

に
お

い
て

も
、

在
宅

勤
務

　
で

の
動

画
視

聴
を

含
む

オ
ン

ラ
イ

ン
研

修
の

　
実

施
を

続
け

て
い

く
と

と
も

に
、

各
研

修
の

　
内

容
や

目
的

を
考

慮
し

、
庁

内
ネ

ッ
ト

ワ
　

ー
ク

環
境

の
整

備
に

合
わ

せ
て

、
ラ

イ
ブ

視
　

聴
な

ど
、

よ
り

研
修

効
果

の
高

い
実

施
方

法
　

を
提

供
す

る
。

②
令

和
３

年
度

内
の

人
材

育
成

基
本

方
針

の
改

　
定

に
伴

い
、

協
創

を
実

践
で

き
る

職
員

像
や

　
求

め
ら

れ
る

役
割

を
明

示
し

、
職

員
全

体
の

　
意

識
向

上
を

図
る

。
ま

た
、

主
任

の
提

言
研

　
修

で
は

、
庁

内
シ

ス
テ

ム
の

職
員

ア
ン

ケ
　

ー
ト

機
能

等
を

有
効

活
用

し
、

現
状

分
析

に
　

根
ざ

し
た

論
理

構
築

に
力

を
入

れ
る

こ
と

　
で

、
協

創
の

実
践

に
必

要
な

企
画

力
・

発
想

　
力

・
調

整
力

・
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

力
等

　
を

養
成

す
る

。
③

複
線

型
人

事
制

度
に

つ
い

て
、

専
門

職
員

の
　

昇
任

研
修

等
へ

の
登

壇
や

情
報

誌
の

継
続

的
　

な
発

行
で

希
望

者
を

募
集

す
る

ほ
か

、
分

野
　

内
所

属
間

の
異

動
に

よ
る

専
門

職
員

の
知

　
識

・
経

験
の

さ
ら

な
る

積
み

上
げ

や
計

画
的

　
な

後
継

の
育

成
な

ど
に

よ
り

、
制

度
の

拡
充

　
及

び
効

果
的

な
活

用
を

目
指

す
。

④
職

場
風

土
の

醸
成

に
つ

い
て

、
研

修
推

進
員

　
を

中
心

と
し

た
課

内
OJ

T
の

促
進

や
メ

ン
タ

　
ー

制
度

の
活

用
を

通
じ

、
職

場
内

の
横

の
つ

　
な

が
り

を
強

め
る

支
援

を
行

っ
て

い
く

。
ま

　
た

、
改

定
後

の
人

材
育

成
基

本
方

針
に

お
い

　
て

、
職

場
に

お
け

る
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

対
策

　
及

び
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
対

策
の

重
要

性
を

明
記

　
す

る
こ

と
で

、
職

員
・

管
理

職
層

の
意

識
向

　
上

を
図

り
、

報
告

・
相

談
し

や
す

い
組

織
風

　
土

づ
く

り
に

取
り

組
む

。

人
材

育
成

事
務

（
職

員
研

修
事

業
、

職
員

の
能

力
を

活
か

す
人

事
）

4
2

拡
充

①
～
③
予
算
へ
の
反
映
は
無
し
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№
事

業
名

今
後

の
方

針
区

民
評

価
委

員
会

の
指

摘
を

事
業

に
反

映
し

た
事

項
調

書
掲

載
Ｐ

予
算

へ
の

反
映

(
令

和
4
年

度
予

算
案

)

4
4
シ

テ
ィ

プ
ロ

モ
ー

シ
ョ

ン
事

業
拡

充

区
外

か
ら

の
評

価
を

高
め

る
た

め
、

①
民

間
企

業
の

ノ
ウ

ハ
ウ

を
取

り
入

れ
た

区
外

　
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

の
基

礎
と

な
る

広
報

・
メ

　
デ

ィ
ア

戦
略

を
構

築
す

る
。

②
We

b媒
体

等
を

活
用

し
て

区
情

報
を

拡
散

す
　

る
。

①
足
立
区
外
へ
向
け
た
シ
テ
ィ
プ
ロ

　
モ
ー
シ
ョ
ン
支
援
業
務
委
託
を
実

　
施
予
定

②
We
b媒

体
等
で
の
情
報
発
信
業
務

　
委
託
を
実
施
予
定

①
令
和
２
年
度
：
\
0
　
⇒
 
令
和
４
年
度
：
\
1
1
,
0
0
0
,
0
0
0

　
【
参
考
】
令
和
3
年
度
：
\
0

②
令
和
２
年
度
：
\
0
　
⇒
 
令
和
４
年
度
：
\
1
,
0
5
6
,
0
0
0

　
【
参
考
】
令
和
3
年
度
：
\
0

1
1
3

4
5

情
報

発
信

強
化

事
業

（
各

種
広

報
媒

体
の

充
実

・
情

報
発

信
力

の
向

上
等

）

現
状

維
持

①
高

齢
者

に
対

す
る

デ
ジ

タ
ル

ツ
ー

ル
の

利
用

　
拡

大
の

取
組

み
②

若
年

者
が

関
心

を
持

つ
区

の
情

報
に

対
す

る
　

リ
サ

ー
チ

方
法

の
検

討

①
②
と
も
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

1
1
5

4
6
４

公
金

収
納

金
の

収
納

率
向

上
対

策
（

税
・

保
険

料
）

現
状

維
持

①
４

公
金

の
収

納
率

目
標

は
、

実
績

や
他

区
の

　
動

向
等

を
踏

ま
え

設
定

し
て

い
る

。
納

税
課

　
で

は
令

和
３

年
度

中
に

第
３

次
ア

ク
シ

ョ
ン

　
プ

ラ
ン

を
新

た
に

策
定

の
上

、
さ

ら
な

る
収

　
納

率
向

上
を

目
指

す
。

②
滞

納
者

の
実

態
の

正
確

な
把

握
に

努
め

、
資

　
力

あ
る

滞
納

者
に

対
し

て
は

差
押

え
を

進
め

　
る

一
方

、
徴

収
困

難
な

案
件

に
つ

い
て

は
停

　
止

・
欠

損
処

理
を

実
施

し
、

メ
リ

ハ
リ

の
あ

　
る

滞
納

整
理

を
行

い
、

滞
納

繰
越

分
収

納
率

　
向

上
に

も
繋

げ
る

。
③

Pa
yP

a
yに

よ
る

納
付

を
導

入
し

、
納

付
手

段
　

を
多

様
化

し
、

利
便

性
向

上
を

図
る

。
④

国
税

Ｏ
Ｂ

職
員

等
に

よ
る

指
導

助
言

や
、

複
　

線
型

人
事

制
度

の
活

用
に

よ
っ

て
技

術
継

承
　

を
図

る
。

ま
た

、
職

員
褒

賞
制

度
等

の
活

用
　

に
よ

っ
て

、
各

職
員

の
意

識
の

高
揚

を
図

　
り

、
組

織
一

丸
と

な
っ

て
収

納
率

向
上

対
策

　
に

取
り

組
む

。

①
～
④
予
算
へ
の
反
映
は
無
し

1
1
7
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Ⅴ　重点プロジェクト事業 反映結果一覧



 

紙面構成の都合により、本ページ余白 
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● 庁内評価、区民評価を実施した事業・・・・・・・・・・・・Ｐ１３９ 

● 庁内評価のみ実施した事業・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１６３ 

 

Ⅵ 一般事務事業 

  事業別評価の反映結果 

令和３年９月に報告された、区民評価委員会の一般事務

事業評価に対して、「評価の反映結果」をまとめました。 

 反映結果報告書は、事業ごとに「令和３年度事務事業評

価調書（令和２年度事業実施分）」と見開きで表示しまし

た。 

 評価は原則として予算上の事務事業単位で行います。 

ただし、事業の一部のみを評価対象とする場合や、複数

の事業をまとめて評価する場合もあります。 

※事務事業評価調書の「投入資源」欄にある金額は決算数値ですが、人件費算出のための 

平均給与（常勤、非常勤とも）のみ、調書の作成時期の関係で予算上の数値としていま 

す。 

※システムの都合上、「平成３１年度」の表記が残っている部分があります。 
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えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 29 30 31 2 3

貸出冊数 区政資料室における資料の年間貸出冊 目標値 4,000 4,000 4,000 4,500 4,500
指

数
実績値 4,152 4,020 5,133 4,272標

１
[単位] 冊 達成率 104% 101% 128% 95%

レファレンス件数 区政資料室におけるレファレンスの件 目標値 1,400 1,400 1,400 1,500 1,500
指

数
実績値 1,416 1,412 1,796 1,505標

２
[単位] 件 達成率 101% 101% 128% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 29 30 31 2 3

指標１：区役所庁舎内の職員だけではなく、他の地 総事業費 16,409 27,482 27,243 25,900
域図書館の代わりに利用する近隣住民や、別目的で 事 業 費 4,116 4,048 4,169 3,900 4,926
区役所に来庁した住民等による利用もある。

人 件 費しかし、新型コロナウイルス感染症拡大による緊急 総 12,293 23,434 23,074 22,000

事態宣言に伴い、区政資料室を閉鎖していた期間が 平均給与事 8,781 8,855 8,709 8,874
あるため減少した。 常

人　　数業 1.4 1.4 1.4 1.4指標２：指標１の減少に連動して、大きく数字を減 勤
らした。 計費 12,293 12,397 12,193 12,424

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,588 3,679 3,627 3,192非

・有償刊行物の頒布部数は約5,600部、合計販売額 人　　数訳 常 0 3 3 3
は約78万円であった。 勤 計 0 11,037 10,881 9,576
・刊行物別の頒布部数は、最近の台風被害の影響も

国庫支出金あって、洪水ハザードマップが、前年度1,584部か 0 0 0 0 0

ら3,156部に倍増したことが特徴である。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
・区政資料室の所蔵資料については、図書システム 財

受益者負担金 721 829 730 782 1,030による日々の適正管理に加え、年１回の蔵書点検を 源
令和３年１月に実施した。 その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 15,688 26,653 26,513 25,118 3,896

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
区政資料室が現に所蔵している資料について、ホームページや広報紙等でのＰＲを継続するとともに、区政情報を求める利用者の多
様なニーズにあわせた資料の収集や図書の購入を行っていく。

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号

庁事 目
務 的 内
事 の

協業 概 内
要 容 働

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和３年度事務事業評価調書(令和２年度事業実施分)

事務事業名 3443 区政資料室運営事業
施 策 名 14.3 効果的な情報発信と情報発信力の強化
記 入 所 属 政策経営部・広・区政情報課・区政情報係
電 話 番 号 03-3880-5830 E - m a i l kusei@city.adachi.tokyo.jp

区民に対して行政情報の提供を行い、住民参加の促進に資するとともに、情 庁事 目
報公開・個人情報保護制度における総合窓口として機能する。

務 的 内
事 の

区政資料室において、区政情報に関する相談案内、資料の閲覧、貸出及び写 協業 概 内
しの交付業務を行う。また、所蔵資料の充実に努め、他の自治体からの資料

要 容 働収集及び図書の選定購入等を行う。
根 拠 足立区行政資料の収集及び保管並びに提供に関する事務取扱規程
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替
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【別紙２】 一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：区政資料室運営事業　　　

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

ランク ランク

Ｂ Ｂ

Ｂ- －

Ｂ Ｂ

その他
意　見

補助金等の有効性

受益者負担の適切さ 予算計上の妥当性

　事務事業の目的「区民に対して行政情報の提供を行い、住民参加の促進に資する」、また
事務事業の内容「区政情報に関する相談案内、資料の閲覧、貸出及び写しの交付業務を行
う」となっているが、刊行物の販売も行っているのであれば、事務事業の概要の内容欄に刊
行物の販売ということを加えてはどうか。他に、書籍・雑誌の購買・貸出を行う区立図書館
もあることから、区政資料室の機能の明確化を行うことが望ましいと考える。また、レファ
レンスも、住民の参加の促進、区政情報の適切・迅速な紹介に、より集中したものにするこ
とが可能なのではないか。
　利用者は区職員や研究者など、ある程度限られた層であるが、一定のニーズがあり区政情
報管理は必要な事業である。地域の図書館には置くことが難しい資料もあるとの事で、差別
化になっている。図書館と共に、ICタグ化を進めているのは、区民及び区外利用者にとって
も利便性が高まる。
　指標2のレファレンス件数は、レファレンスの問い合わせ内訳別でも示した方が良い。件数
が多いことが利用者満足度に直結しているのか、指標2では明確ではない。
　非常勤職員(3名）が区の再任用職員との事。ベテラン再任用職員でなければ対応できない
問い合わせなのか、何か工夫できないのか、一般応募のスキルでは何故だめなのか、説明で
きるデータがあった方が良い。

オープンデータ化がなかなか進まないとの事。現状の指標は、受け身の指標なので、
「オープンデータ化率」「職員へのオープンデータ化推進勉強会活動」などを新たに指標に
加えてはどうか。
　発行部数で本の販売金額が変わってしまうので、受益者負担は妥当だと思う。評価項目で
はないが、事業目的の「区民に対して行政情報の提供を行い、住民参加の促進に資するとと
もに、情報公開 ・個人情報保護制度における総合窓口として機能する。」は達成されていな
いように考える。

部内評価、庁内評価、区民評
価を踏まえた
令和４年度予算、事業計画の
変更点

１　事業のPRについて
　利用者は、高齢者に加えて事業者や職員などが中心であるが、若年層や学生など幅広い

　層に利用してもらうようにホームページや広報紙で分かりやすいＰＲに努める。

２　窓口機能とレファレンスについて
　窓口の職員と体制については、多岐にわたる行政事務と公文書に不案内な利用者に対す

　るレファレンス機能を充実させる必要があるため、事務事業に詳しいベテラン再任用職員
　の配置が不可欠である。さらに、所蔵していない公文書については、情報公開請求の方法
　も案内している。

３　資料のデータ化について
　現在、資料作成時に、各事業の所管課が電子化（オープンデータ化）を進めている。
オープンデータに加えて電子図書館など他事業における推移や利用状況を注視し、利便性
向上を図る。また、既存の紙資料のデータ化については、費用対効果や優先順位について
検討する。

４　行政評価調書の記載と指標について
・事務事業の概要の内容欄に、刊行物を販売していることを追記する。
・指標２のレファレンス件数は、より具体的な利用者満足度を測れる指標に見直す。
・庁内の保有情報のオープンデータ化や職員への啓発は、報道広報課で推進しているた

め、区政資料室運営事業の活動指標として的確な指標なのか検討する。

担当課：区政情報課　　

・区政資料室に所蔵している資料について、インターネットで入手可能であったり、他の複数の図書館
で所蔵しているものもあるため、資料室の設置目的や需要に合った資料以外の所蔵について整理して
いく必要がある。

・貴重な紙ベース資料の保存も踏まえ、資料価値等が高い物は計画的に紙からデータ化を検討する必要
がある。

・利用が高齢者など一部に偏っているのは残念に感じた。
・電子化などを通じて、若年層にも関心を持ってもらい、区をより知ってもらうことは、足立区を誇れ

る住民増にも繋がるし、さらには職員採用にもつながると思われる。
・インターネットが普及した中でも貸出冊数は増えており、一定のニーズはあると考えるが、オープン

データ化など、区役所に来なくとも必要な情報が手に入るような工夫をされたい。
・引き続き所蔵資料のわかりやすいＰＲにも力を入れていただきたい。

区民評価意見

視点別
評　価

点検項目 点検項目

事業の必要性 事業の周知度

事業手法の妥当性
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隊の育成及び活動支援
根 拠 災害対策基本法　足立区基本計画　足立区災害対策条例　足立区地域防災計画
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 29 30 31 2 3

防災区民組織の結成率 結成町会・自治会／全町会・自治会 目標値 95 95 95 95 95
指

目標値：結成予定率
実績値 92 92 92 92標

実績値：結成率
１

[単位] ％ 達成率 97% 97% 97% 97%

中学生消火隊の結成校総数 目標値：結成予定校数 目標値 33 37 37 37 37
指

実績値：結成校総数
実績値 29 36 37 37標

２
[単位] 校 達成率 88% 97% 100% 100%

駅前滞留者・帰宅困難者等 目標値：訓練予定回数 目標値 2 2 2 3 3
指

対策訓練回数 実績値：訓練実施回数
実績値 2 2 0 0標

３
[単位] 回 達成率 100% 100% 0% 0%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 29 30 31 2 3

指標１：組織未結成の自治会等へ結成を働きかけた 総事業費 54,321 56,804 56,461 47,521
が、目標は達成できなかった。 事 業 費 35,984 36,484 34,726 25,854 39,888
指標２：区内すべての中学校で発隊済みであるが、

人 件 費令和2年度は新型コロナウイルス感染症の影響で活 総 18,337 20,320 21,735 21,667

動を支援することができなかった。 平均給与事 8,781 8,855 8,709 8,874
指標３：新型コロナウイルス感染症の影響、さらに 常

人　　数業 1.7 1.9 2.1 2.1は緊急事態宣言発出の影響で訓練が中止となり、目 勤
標を達成できなかった。 計費 14,928 16,825 18,289 18,635

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,588 3,679 3,627 3,192非

・区民消火隊の可搬消防ポンプ及びポンプ用格納庫 人　　数訳 常 0.95 0.95 0.95 0.95
について、訪問調査を行いながら更新を行った。 勤 計 3,409 3,495 3,446 3,032
・足立成和信用金庫との包括連携協定に基づき、竹

国庫支出金の塚支店にて消防訓練を実施した。 789 748 0 935 1,320

貢献度：地域住民による初期消火活動等は、地域防 都 支 出 金 0 0 0 0 0
災力の強化に繋がるため、貢献度は大きい。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0波及効果：地域住民による初期消火活動等は、まち 源
づくりの強化にも繋がり、上位施策や他事業（震災 その他特定財源 0 0 0 0 0
や火災などに強いまちづくりの推進）への波及効果 内

基　　金 0 0 0 0 0
は大きい。 訳

起　　債協働：東京消防庁や民間事業者等と連携した訓練を 0 0 0 0 0

実施している。 一般財源 53,532 56,056 56,461 46,586 38,568

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　中学生消火隊は、防災体験学習を実施しモチベーションの向上を図るとともに、学校へ訪問し停滞している活動の活性化を図る。
　帰宅困難者対策について、駅前滞留者対策協議会や訓練のあり方について検討し、実施する。
　区民消火隊、区民レスキュー隊について、個別訪問調査を実施し、可搬消防ポンプや救出救助資機材の整備を進めるとともに、定
期的な訓練実施を呼びかけていく。防災区民組織未結成または結成しているが区民消火隊、区民レスキュー隊未結成の団体に対し発
隊を働きかける。

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号

庁事 目
務 的 内
事 の

協業 概 内
要 容 働

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和３年度事務事業評価調書(令和２年度事業実施分)

事務事業名 17298 区民防災力向上推進事業
施 策 名 9.3 地域防災力の強化と区民意識の向上
記 入 所 属 危機管理部・防・災害対策課・災害対策係
電 話 番 号 03-3880-5836 E - m a i l saitai@city.adachi.tokyo.jp

大震災時は、同時多発の災害が発生する恐れがあり、防災機関の対応だけで 地域調整課への執行委任(防災区民組織庁事 目
は救助活動等は困難である。ついては、地域住民らが自分のまちを守る自主 活動助成金)17,618千円、人件費0.2人分

務 的 内的な活動が不可欠であるため、これらの活動を支援していく。 含む
事 の

（１）自主防災組織の活動支援　（２）防災組織指導者の育成及び意識啓発 協業 概 内
事業等の実施　（３）北千住駅前、綾瀬駅等滞留者対策推進協議会の運営、

要 容 働訓練実施補助　（４）中学生消火
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【別紙２】 一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：区民防災力向上推進事業　　

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

ランク ランク

Ａ Ｂ

Ｂ+ Ｂ+

－ Ｂ

その他
意　見

補助金等の有効性

受益者負担の適切さ 予算計上の妥当性

　防災区民組織の結成率がなかなか上昇しない状況ではあるが、まずは避難所運営会議に所
属していて区民防災力向上の必要性に理解があり、所属地域が未結成の参加者に対して働き
かけるという方法は、組織結成のために負担がかかることを考えれば、有効な方法であると
思われる。Ｒ１、Ｒ２とも、需用費、備品購入費において、予算と決算の乖離が大きい。需
用費については新型コロナの影響が大きかったかもしれないが、備品購入費の差額は、必ず
しも新型コロナの影響だけではないのではないか。より正確な予算編成が望まれる。
　駅前滞留者、帰宅困難者訓練についてはオンラインでの実施も検討すべきである。例えば
徒歩帰宅訓練についてはどのようなルートで帰宅するのがよいのか、一時滞在施設や帰宅支
援ステーションはどこにあるのか事前に把握しておく必要がある。また、北千住駅前の一時
滞在施設の再調査、民間一時滞在施設での受入訓練やマニュアルの作成、SNSツールを通して
の情報発信（デジタルサイネージ以外での情報伝達手段）等を検討すべきである。
　区民・駅利用者の生命・安全維持に関わる、不可欠な事業である。関係者が多く、訓練の
調整が難しい中、コロナ禍以前の訓練目標達成率は100%である。これは協議会運営者の意
識・責任感の高さの結果だろう。コロナ禍でＲ１、Ｒ２が訓練ゼロだが、コロナの緊張感は
続く気配のため、リモート、参加人数を決めての訓練など、コロナ禍の訓練方法の検討を期
待する。「北千住ルール」については、ルール作成経験のある会社や団体に委託を検討して
いるとのこと。更に実行性があるルールになるよう進めて頂きたい。周知は工夫の余地があ
ると思われるため、東京メトロ・JR・商店街と協力をし、区民・利用者への広い周知を続け
てほしい。
　事業者を変え新たに仕切り直すとのことだったので、特に特筆すべき点はない。業者選定
をし、事業が始まった後適切なタイミングでうまくいっているかの評価ができれば良いかと
思われる。

部内評価、庁内評価、区民
評価を踏まえた
令和４年度予算、事業計画
の変更点

◆予算編成（備品購入費）について
　・ 区民消火隊用の可搬消防ポンプ購入数について、実績に基づいた見直しを行い備品購
     入費（高額備品購入費）を減額する。
　　 令和４年度当初予算5,985千円、前年度比2,668千円削減。
◆駅前滞留者対策について
　・ 令和３年度からプロポーザル方式により新たな受託事業者を選定した。区が主体と
     なった新体制で協議会構成事業者等へのヒアリングを行いながら、有事の際の具体的
     行動指針、各々の役割を明確にした手順書等の素案を作成する。
　・ 令和４年度は作成した手順書案をもとに実践的な訓練を行うことで検証を重ね、手順
     書の詳細を決定していく。なお、訓練方法については、リモートや事業者の業種ごと
     の訓練にする等、コロナ禍を考慮した形での実施を検討していく。
　・ 令和３年１０月７日の地震に伴い、北千住駅で帰宅困難者が発生したため、一時滞在
     施設を一箇所開設した。今後、夜間の時間帯など協議会による対応が困難な場合での
     対応についても検討を進めていく。また、今回の地震の際には利用者のほとんどがSNS
     から情報を入手していたことから、SNSツールの活用は災害時に有効であることがわか
     る。デジタルツールの即時性・拡散性を活かせられるよう、情報発信のタイミングや
     媒体等について、協議会も交えて検討を進めていく。
　・ 駅前滞留者対策事業（協議会）の認知度向上を図るため、利用者の多い北千住駅前商
     業施設や駅構内等での防災イベント（周知啓発ブース出展）を実施できるよう関係事
     業者と協議していく。

担当課：災害対策課　　

・北千住駅の駅前滞留対策について、協議会はあるものの、現状、協議会の開催のみで対策が進んで
　いない状況である。
・区主導で進めることとし、提案ができる事業者へ委託を行うため、令和３年度６月補正でプロ
　ポーザル方式による委託料の増額を行う予定である。

・中学生から防災の意識付けを行える中学生消火隊は、良い事業だと思うが、中学生なので活動を継
　続させるための飽きない工夫は難しいと感じた。
・区主導のためのプロポーザル方式の委託は、あくまで委託なので、偽装請負にならないよう、十分
　にスキームの構築を検討する必要がある。
・新型コロナウイルス感染症の影響で、ここ２年、駅前滞留者・帰宅困難者対策訓練が実施できず、
　不測の事態に対応できるのか危惧するところである。
・他区の事例も踏まえ、帰宅困難者対策や訓練のあり方について早急に検討に取り組むべきと考え
　る。

区民評価意見

視点別
評　価

点検項目 点検項目

事業の必要性 事業の周知度

事業手法の妥当性
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。住民基本台帳全国ネットワークシステムの調整等。
根 拠 住民基本台帳法、足立区印鑑条例、足立区事務手数料条例
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 29 30 31 2 3

郵送請求による住民票の交 郵送住民票請求に対する交付通数 目標値 73,064 70,173 69,119 73,000 60,757
指

付通数 目標値＝前年度実績
実績値 70,173 69,119 67,063 60,757標

実績値＝郵送請求による交付通数
１

[単位] 通 達成率 96% 98% 97% 83%

住民票郵送請求書到達から 住民票郵送請求書到達から発送までの 目標値 1 1 1 1 1
指

発送までの日数 日数
実績値 1 1 1 1標

目標値＝郵送請求処理必要日数
２

[単位] 日 実績値＝郵送請求の処理日数 達成率 100% 100% 100% 100%

コンビニエンスストアでの 住民票等証明書の全発行枚数に占める 目標値 7 8 9 11 14
指

各種証明書の交付率 コンビニ発行数の割合
実績値 7.1 8.4 9.8 12.7標

目標値＝コンビニ交付の割合（見込）
３

[単位] パーセント 実績値＝コンビニ交付の割合（実績） 達成率 101% 105% 109% 115%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 29 30 31 2 3

指標１　目標値は新型コロナの影響により郵送請求 総事業費 328,909 340,608 331,010 318,517
需要数増を想定したが、緊急事態宣言等により、企 事 業 費 35,594 35,237 29,126 34,231 40,508
業からの郵送請求が大きく減ったため、実績値が減

人 件 費少した。 総 293,315 305,371 301,884 284,286

指標２　郵送請求は委託事業者による即日処理が行 平均給与事 8,781 8,855 8,709 8,874
われており、今後もこのペースを維持していく。 常

人　　数業 28.5 29.5 28 27指標３　コンビニ交付は常に前年度実績を上回って 勤
おり、令和３年度は更に増えると想定している。 計費 250,259 261,223 243,852 239,598

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,588 3,679 3,627 3,192非

年間交付数は、住民票446,338通、印鑑証明186,630 人　　数訳 常 12 12 16 14
通である。住民票の内訳は、区民事務所が75.5％、 勤 計 43,056 44,148 58,032 44,688
郵送が13.6％、コンビニが10.9％、印鑑証明は、区

国庫支出金民事務所が86.4％、コンビニが13.6％である。 0 0 0 0 0

なお、ＤＶやストーカー等の被害者の住民票等は、 都 支 出 金 1,196 1,196 1,175 1,166 1,166
警察や他自治体等と連携し、厳格に対応している。 財

受益者負担金 73,776 72,730 71,435 73,438 75,945【貢献度・波及効果】居住関係を公証する証明であ 源
り、社会生活への貢献度・波及効果は大きい。 その他特定財源 0 157 0 20 0
【民間への外部化】住民票の郵送業務委託は、効率 内

基　　金 0 0 0 0 0
的で安定した事務処理が行われている。また、各種 訳

起　　債証明書の発行をコンビニで行っている。 0 0 0 0 0

一般財源 253,937 266,525 258,400 243,893 △36,603

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
住民票郵送交付事務は、業務委託により受付日同日に処理が完了している。令和３年度から３年間の契約を締結し、引き続き安定的
で効率的な運営体制を整備した。また、マイナンバーカードの普及拡大により、コンビニ交付は順調な伸びを示しており、今後もさ
らに増えることが見込まれる。
社会情勢や家庭環境が複雑化し、ＤＶ、ストーカー等被害者へのきめ細かな対応が求められている。要綱に基づく被害者情報の保護
を徹底するため、組織体制を強化していく。

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号

庁事 目
務 的 内
事 の

協業 概 内
要 容 働

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和３年度事務事業評価調書(令和２年度事業実施分)

事務事業名 3573 住民基本台帳事務
施 策 名 14.1 効果的かつ効率的な区政運営の推進
記 入 所 属 区民部・戸籍住民課・住民記録係
電 話 番 号 03-3880-5724 E - m a i l koseki@city.adachi.tokyo.jp

住民基本台帳を整備し区民の住所・氏名などの正確な記録を行うことで、各 地域調整課庁事 目
種区民サービスを的確に行う基礎とする。また、住民票及び印鑑証明書など (各区民事務所：住民票、印鑑証明書の

務 的 内の諸証明を発行し、区民生活の便宜を図る。 届出書受理や証明書の発行）
事 の

住民基本台帳及び印鑑事務の指導、調整。郵送請求による住民票の写し等の 課税課（コンビニエンスストアでの課税協業 概 内
交付及び手数料の収納。戸籍通知等による住民基本台帳の記載処理。電算シ ・納税証明書発行）

要 容 働ステムによる住民記録
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【別紙２】 一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：住民基本台帳事務　　

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

ランク ランク

Ａ Ｂ+

Ｂ+ －

Ａ Ｂ+

その他
意　見

補助金等の有効性

受益者負担の適切さ 予算計上の妥当性

　コンビニエンスストアでの各種証明書の交付率、郵送請求による住民票の交付通数といった活動指
標達成のために、関係所管や民間の協力を得ての料金半額キャンペーン、チラシの作成等、効果的な
広報活動を行っている点は評価できる。
　住民票等の発行についてはオンライン申請、電子決済の具体的な導入を検討していることから、今
後の利用者ニーズにあった事業と評価できる。色々な立場・状況の人が、その時の最適な状況で、ス
ムーズな申請ができるよう、申請ツールの選択肢が増えるのはサービス向上になる。
　本庁舎が住民票等の申請と発行で混雑するため、各地域の区民事務所でも申請と発行が行えること
を、SNSや広報紙等で効果的に通知する必要がある。例えば、混雑する月の前の広報紙で紙面上に住民
票の申請は区民事務所でも利用可能であること、その場所の住所を示す等、そこを確認してもらう効
果的な方法を再度検討する必要がある。
　指標1は、受動的な指標であり、「郵送請求による住民票の交付通数」の数が、必ずしも区民の満足
に繋がっているとはいえない。住民票は足立区にあるが、東京以外の遠方の在住者のほか、役所や区
民事務所に行く時間のない方、コンビ二交付を利用できない方などから仕方なく、郵送依頼もあるか
もしれない。
　基本事業であるからか、関わる人数が多いのか、人件費が今回の他の事務事業評価調書に比べて高
いようだ。システム化を進め、優秀で貴重な人員をDV被害者、日本語がまだできない方、目や耳が不
自由な方などへのきめ細やかな対応やその勉強に充てられるようになる事を期待する。
　区民生活に直結する必要な事業である。特に問題もなさそうで、引き続き確実に行っていく必要の
ある事業だといえる。

部内評価、庁内評価、区民
評価を踏まえた
令和４年度予算、事業計画
の変更点

１　マイナンバーカードの普及で窓口の証明発行業務は軽減するが、転入・転居等の住所異動業務は
　変わらず、異動手続後のマイナンバーカードへの新住所書き込み及び署名用電子証明書の発行業務
　や、カードの暗証番号の設定等、マイナンバーカード関連業務が増えているため、窓口業務全体で
　は負担軽減に結びついていない。
２　コンビニ交付のＰＲは、すでに窓口でミニのぼり旗等で実施中。並行して、住民票や印鑑証明の
　提出を求める機会の多い金融機関等の事業者に、コンビニ取得や比較的すいている区民事務所の利
　用を案内するよう協力を依頼する。
３　マイナンバーカードをマイナポイントを目的として取得される方も多く、交付数は着実に増加し
　ている。カード交付数の増加に伴い、コンビニ交付数も増加している。
４　コンビニ交付手数料の割引は、他区では100円の減額である。足立区は半額（150円～220円減額）
　を23区唯一実施しており、マイナポイント普及拡大のため、引き続き実施していく。また、手数料
　だけでなく、土日や夜間でも取得できること、身近な店舗で取得できることをコンビニ交付の利点
　としてＰＲしていく。
５　手数料を電子決済で徴収する申請手続きのＩＣＴ化の仕組みを令和４年度稼働に向けて検討して
　いる。
６　来庁予約については、受付スペースや案内要員の確保等のハード的問題、国が定める住民基本台
　帳システム標準仕様書への準拠等の課題に加え、対象業務の範囲など住民基本台帳事務以外の業務
　との調整も必要であり、全庁的に検討すべきものと考える。
７　本庁舎の混雑緩和を図るため、あだち広報11月25日号で、本庁舎以外の手続方法をＰＲする。さ
　らに、不動産事業者等に最寄りの区民事務所での引越しの手続きを案内するよう協力を依頼する。
８　指標１の住民票郵送請求を増加は、直接区民満足に影響するものではないが、窓口請求の減を示
　すものであり、窓口来所の混雑緩和に寄与することにより区民満足の一助になっていると考えてい
　る。
９　本事務事業の人件費は、住所の異動、ＤＶ被害者や外国人対応、オンラインシステムの運用な
　ど、住民基本台帳の適正な管理にかかる業務を全て含んだもので、住民票の発行業務はその一部に
　過ぎない。区行政の根幹を支える住民基本台帳事務を今後も適正に運営していく。

担当課：戸籍住民課　　

・R2年度時点においては、交付方法は「窓口」「郵送」「コンビニ」の3種類である。
・R2年度は住民票等証明書のコンビニ交付率（住民票等証明書の全発行枚数に占める
　コンビニ発行数の割合）が12.7％となった（前年度は9.8％）。
・住民票の郵送交付数は年々減少している。
・現在の交付方法に加え、オンライン申請の導入についても検討を進めている。

・マイナンバー普及促進に伴い、窓口業務の負担軽減をより進めることはできないか。マイナンバー
　の作成の窓口だけでなく、証明書発行の窓口でコンビニ交付の情報をお知らせし、利便性向上を
　もっとPRしてもよいのではないか。
・マイナンバーカード発行増と同じくらいコンビニ交付利用数が増えて然るべきと思われる。
・コンビニ交付の利点は手数料の差別化にあると考えられる。既に現在も半額となっているが、収支
　バランスを見て可能であれば、コンビニ交付の料金をさらに５０円下げるなどの検討をされたい。
・法定事務のため工夫の余地が少ないとは思うが、コンビニ交付のさらなる啓発や申請手続きのICT
　化によるワンスオンリーの促進など、サービス向上に向けた余地は残っているのではないか。
・当日は触れなかったが、事前の来庁予約は庁内からも繰り返し要望がある。実現に向けた検討を進
　めてほしい。

区民評価意見

視点別
評　価

点検項目 点検項目

事業の必要性 事業の周知度

事業手法の妥当性
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値：年度内に設置、改良を実施す 目標値 15 10 4
指

設置、改良実施箇所数 る喫煙所の箇所数
実績値 3 6標

実績値：年度内に設置、改良を実施す
１

[単位] 箇所 る喫煙所の箇所数 達成率 0% 0% 20% 60%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 29 30 31 2 3

指標①当初、全１０箇所の設置、改良を目標として 総事業費 0 0 57,521 117,001
いたが、一部において設置スペースの確保、近隣住 事 業 費 0 0 40,974 99,253 53,000
民との合意形成が叶わなかった等の理由により、全

人 件 費６箇所での設置、改良に至った。 総 0 0 16,547 17,748

平均給与事 8,781 8,855 8,709 8,874
常

人　　数業 0 0 1.9 2
勤

計費 0 0 16,547 17,748

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,588 3,679 3,627 3,192非

喫煙所の設置、改良を行うにあたっては、設置スペ 人　　数訳 常 0 0 0 0
ースの確保、近隣住民との合意形成等、様々な課題 勤 計 0 0 0 0
がある。しかし、区民の健康増進を図るため、今後

国庫支出金も引き続き事業を推進していくことが肝要である。 0 0 0 0 0

【貢献度】区民の健康増進において、貢献度は大き 都 支 出 金 0 0 20,201 48,261 0
い。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【波及効果】受動喫煙防止、まちの美化推進につな 源
がり、波及効果は大きい。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【協働・協創】民間事業者との協働により、喫煙所 内

基　　金 0 0 0 0 0
の設計案作成、既設喫煙所の改良を行った。また、 訳

起　　債一部喫煙所の定期清掃、灰皿の寄付等を行っていた 0 0 0 0 0

だいた。 一般財源 0 0 37,320 68,740 53,000

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 ■ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
「東京都受動喫煙防止条例」が令和２年４月から全面施行となり、飲食店等での喫煙行為が制限されたことより、路上喫煙行為が増
加する中、受動喫煙被害、たばこのポイ捨て等を防止するため、公衆喫煙所の設置、改良は今後も継続して実施していかなくてはな
らない。今後も路上喫煙行為の状況、地域のニーズ等を多角的に検証し、事業を推進していく。

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号

庁事 目
務 的 内
事 の

協業 概 内
要 容 働

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和３年度事務事業評価調書(令和２年度事業実施分)

事務事業名 22253 駅前等公衆喫煙所整備事業
施 策 名 5.4 ビューティフル・ウィンドウズ運動のさらなる推進
記 入 所 属 地域のちから推進部・地域調整課・喫煙所整備
電 話 番 号 03-3880-5494 E - m a i l bikasuishin@city.adachi.tokyo.jp

「東京都受動喫煙防止条例」の全面施行を契機に、喫煙者のマナー向上、非 庁事 目
喫煙者に対する受動喫煙防止等を図る。

務 的 内
事 の

区内各所において、公衆喫煙所の整備、改良を実施する。 協業 概 内
要 容 働

根 拠 「足立区歩行喫煙防止及びまちをきれいにする条例」「東京都受動喫煙防止条例」
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 29 30 31 2 3

指定喫煙所／公衆喫煙所の 目標
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【別紙２】 一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：駅前等公衆喫煙所整備事業【投資】　　

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

ランク ランク

Ｂ Ｂ

Ｂ- －

－ Ｂ

その他
意　見

担当課：地域調整課　　

・R2年度は8か所整備し、R3年度は4か所整備する予定である。
・R3年8月以降の整備分から東京都補助金制度が廃止となる。
・維持管理経費が年々増加している（別の事務事業である「公衆喫煙所維持管理事業」が該当。R3
　年度は清掃・施錠管理等で約8千万円の予算計上）。
・地権者との調整等がネックになることが多く、予算計上のとおりに事業が進まないことが多い。
・所管課は東京都補助金制度廃止後も整備を続けていく方針である。

・指標が１つしかないが、「たばこのポイ捨て減少」や「肺癌減少」とか「喫煙パトロールで検挙し
　た件数の減少」とか、何か可視化された効果があると良いと考える。
・区内全域に整備が進むことで、清掃等の維持管理コストが増えることが見込まれる。補助金もR3で
　終了見込みであり、効率の良い維持管理方法と歳入確保策の検討をされたい。

区民評価意見

視点別
評　価

点検項目 点検項目

事業の必要性 事業の周知度

事業手法の妥当性 補助金等の有効性

受益者負担の適切さ 予算計上の妥当性

　区民の健康を守るという観点から、有益な事業と考える。一方、多くの喫煙所が駅近くに
設置されており、今後は、「駅前の美観」（たとえば、コンテナやパーテーションを置くこ
とによって、住宅街に近い駅前の美観が損なわれないか）という観点も設置基準においては
どうかと考える。また、駅前の土地は他の用途に有効利用できる可能性が高いので、できる
だけ鉄道会社や他の業者・団体と協調し、他の場所、既存の施設等を利用できないか検討す
る価値があると思われる。
　まちの美化、受動喫煙防止には、一定の効果がある事業である。しかしながら、根本的な
方向性に違和感を感じる。拡充ではなく、既設公衆喫煙所のメンテナンスで良いのではない
か。区が拡充に予算を計上するよりも、一人一人が携帯用灰皿を持ち歩き、周囲の迷惑にな
らないよう配慮の上、喫煙をする文化の方が進歩的である。理想論であるが、再検討を期待
する。
　指標は、設置・改良をした結果、どれだけ美化につながったのか、苦情が減少したのか、
設置の結果がわかる指標が望ましい。職員やパトロール隊の努力が見える指標が好ましい。
　評価指標から、事業を行ったことでの変化・費用対効果が判断できないと思う。公衆喫煙
所の設置はある程度必要だと思うが、今後どのくらいまで普及・増設する必要があるのかが
気になった。北千住駅前など一等地に設置することが多いため、駅の鉄道事業者などと交渉
を続け共同で場所を持つのが良いと思う（非喫煙者が喫煙者のコストを負担する構造に少し
疑問があるため）。

部内評価、庁内評価、区民
評価を踏まえた
令和４年度予算、事業計画
の変更点

・ 迷惑喫煙行為の減少、区民の健康増進等については、各事業を複合的に行った結果であ
   ると考える。本事業は、そのうちの一部をなすものであり、ご提案いただいた指標を加
   えることは難しいと考えるが、引き続き検討を行っていく。
・ 清掃費用、施錠開錠、電気代など、喫煙所の増加に伴う維持管理費の増についてはやむ
   を得ないものであるが、他自治体での維持管理方法を参考に、より効率の良い維持管理
　 方法についての検討を行うとともに、東京都に対し補助制度の実施について要請を行っ
 　ていく。
・ 喫煙所のデザインについては、現在も「美観」を意識したものとなっている。施設の特
   性上、全ての方々にご理解をいただくことは難しいものと承知しているが、より多くの
   方々にご理解をいただけるよう、今後も「美観」への配慮を行っていく。
・ これまでも、設置箇所の提供については、鉄道事業者等に対し協力を求めており、今後
   も引き続き協力を求めていく。また、喫煙所の整備にあたっては、喫煙者のみでなく、
   非喫煙者を受動喫煙被害から守ることを目的にしているため、公平性のある費用負担だ
   と考えている。
・ 喫煙者の多くは喫煙所の存在を認識しており、喫煙の際には喫煙所にてマナーを守り、
   喫煙を行っている。一方で、「東京都受動喫煙防止条例」等により喫煙可能な場所が限
   られている中、喫煙所がないことにより路上喫煙行為が増え、却って受動喫煙被害、た
   ばこのポイ捨て等が増えることが懸念されるため、喫煙所の設置基準を定めて整備して
   いくとともに、マナーの啓発やパトロールを行っていく。
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書館法　視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（読書バリアフリー法）、足立区
法令等 立図書館条例、足立区図書館計画

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 29 30 31 2 3

図書資料貸出数※令和元年 区立図書館の図書資料貸出数 目標値 604,471 606,838 3,117,865 2,937,701 2,353,179
指

度からは全15館に変更　　 目標値＝前年度実績値の2％増(地域館
実績値 594,940 549,605 2,937,701 2,307,038標

　　　 工事有。R2のみ目標値＝H31実績値)
１

[単位] 冊 実績値＝図書資料貸出数 達成率 98% 91% 94% 79%

視聴覚資料貸出数 中央図書館の視聴覚資料貸出数 目標値 138,098 128,105 120,697 105,308 55,824
指

目標値＝前年度実績値の3％増
実績値 124,374 117,182 105,308 54,199標

実績値＝視聴覚資料貸出数
２

[単位] 点 達成率 90% 91% 87% 51%

区内相互貸借貸出数 中央図書館の区内相互貸借貸出数 目標値 171,529 171,793 168,564 168,422 156,473
指

目標値＝前年度実績値の2％増
実績値 168,425 165,259 165,120 153,405標

実績値＝区内相互貸借貸出数のうち中
３

[単位] 冊 央図書館の所蔵によるもの 達成率 98% 96% 98% 91%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 29 30 31 2 3

指標共通事項として、コロナ禍における一部利用制 総事業費 84,253 86,366 224,684 225,127
限実施に伴い全体的に貸出数は減少している。 事 業 費 6,512 7,241 152,277 164,280 224,718
指標①：前年度比約22％の減。上記に関連し、年間

人 件 費を通じた外出控えも主な理由と考えられる。 総 77,741 79,125 72,407 60,847

指標②：近年減少傾向にある。電子媒体による収集 平均給与事 8,781 8,855 8,709 8,874
が普及したこと等も要因と考えられる。 常

人　　数業 3.95 3.95 2.9 2.9指標③：前年度比約15％の減。 勤
※指標①③31年度の実績に誤謬があり修正を行う。 計費 34,685 34,977 25,256 25,735

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,588 3,679 3,627 3,192非

全体的に貸出数は減少したが、そのような中でも下 人　　数訳 常 12 12 13 11
記のような特集ほか各種情報発信を積極的に実施し 勤 計 43,056 44,148 47,151 35,112
た。

国庫支出金今後は豊富な蔵書や電子書籍の導入により、多様化 0 0 0 0 0

する区民ニーズに応えられるよう努めていく。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
【貢献度】図書の貸出しや閲覧を行うことで、区民 財

受益者負担金 0 0 0 0 0の学習環境や教養を高めることに貢献している。 源
【波及効果】「健康特集」や「DV防止」など、地域 その他特定財源 0 0 0 0 0
の課題の解決に資する情報発信を行うことで、地域 内

基　　金 0 0 0 0 0
の絆づくりに貢献している。 訳

起　　債【協働】書店協同組合等に対し、区関係書籍の特設 0 0 0 0 0

コーナーの設置を依頼した。 一般財源 84,253 86,366 224,684 225,127 224,718

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 ■ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
足立区立図書館ホームページに「電子図書館」のサイトを設け、誰でも利用できるよう区民サービスの充実を図るとともに、感染拡
大防止に繋がる図書資料提供を行う。また、引き続きＩＣタグの導入に向けて資料の整理を進めていく。蔵書の収集についても計画
的に進めていく。

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号

庁事 目
務 的 内
事 の

協業 概 内
要 容 働

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和３年度事務事業評価調書(令和２年度事業実施分)

事務事業名 4174 図書館図書資料貸出・整備事業
施 策 名 3.2 生涯学習活動の充実と地域における学びの循環
記 入 所 属 地域のちから推進部・中央図書館・資料選定係
電 話 番 号 03-5813-3741 E - m a i l tosyokan@city.adachi.tokyo.jp

生涯学習環境の整備・充実を図り、学習機会を提供する。 区政情報課、多様性社会推進課、地域文庁事 目
化課(こども未来創造館)、企業経営支援

務 的 内 課、産業政策課、消費者センター：図書
事 の

図書資料、視聴覚資料、地方行政資料及びその他必要な資料を収集し、整理 館オンラインシステムによる情報の共有協業 概 内
や保存を行い閲覧に供するとともに、館外貸出や読書相談等のサービスを行 化とメールカーによる図書資料類の相互

要 容 働う。 活用を図っている。
根 拠 社会教育法第５条第４号　図
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【別紙２】 一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：図書館図書資料貸出・整備事業　　

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

ランク ランク

Ｂ+ Ｂ+

Ｂ+ －

－ Ｂ+

その他
意　見

補助金等の有効性

受益者負担の適切さ 予算計上の妥当性

　学校活動、地域書店と連携した取り組みは評価できる。蔵書構成、電子書籍導入におい
て、子ども、子育て世代を主なターゲットにしている理由についての説明も、納得のいくも
のだった。
　文化的な区民生活、これからのデジタル時代を考えると、進めるべき事業である。まだ電
子化されているタイトル（書籍）は多くはないとも聞くので（特に新刊）、もしそうであれ
ば、最初は満足度は低くなる可能性があるのかとも推測する。
　電子書籍は、既に導入をしている自治体が多くあると聞く。大きな予算になるため、効率
的に導入が進むよう、他区とも情報交換などしてほしい。
　認知度向上のため、区の広報、HPなど以外でも、学校掲示板へのポスター貼りなどを計画
されており、周知への工夫もしている。しかしながら、デジタルによる、子どもの学習能力
と健康に与える影響を懸念するニュースを聞いた事がある。
　今回のプレゼンテーションでは、導入のきっかけを「子どもの読書離れ解消」など「子ど
も」がメインとしていたが、個人的には、「読書が困難な方向けの図書の充実」、「読書の
バリアフリー化」をメインに持ってきた方が、文化的、納得感がある（図書館が遠くていけ
ない、入院中、外国語の本、点字音声・文字拡大ができるなど）。
　今まで図書館で本を借りたくても借りられなかった人たちが、広く利用できるよう、関係
各課が協力して進めてほしい。
　電子書籍の導入など、区民評価がなかったら知らなかったのでもう少しPRを工夫するとさ
らにリーチが広がるかと思われる。電子書籍化していく際に児童書をメインで取り扱ってい
く中で、家庭環境による格差が本よりも電子のほうが生まれやすいのでそこを拾っていくた
めの施策があっても良いと考える。

部内評価、庁内評価、区民
評価を踏まえた
令和４年度予算、事業計画
の変更点

１　電子書籍について
（１）他自治体との情報交換について
　　　既に導入している自治体の運営方法（コンテンツ収集の計画や傾向、特集等）を参考
　　にするため、積極的に情報交換を行っていく。
（２）導入のきっかけについて
　　　令和3年度はコンテンツ数が限られているため、メインターゲットを「子ども」に絞っ
　　てきたが、「読書が困難な方向けの図書の充実」もきっかけの一つである。今後タイト
　　ル数を増やしていく中で、「図書館に行かなくても読書が楽しめる」など、読書が困難
　　な方向けという側面も積極的にＰＲしていく。
（３）ＰＲについて
　　　これまではあだち広報やチラシ、区ＨＰなどの媒体で主にＰＲをしてきたが、今後は
　　学校、各種団体の研修会の場を借りるなど、より多くの方の目に触れるよう周知方法を
　　工夫していく。
（４）電子書籍の利用における、家庭環境による格差の解消について
　　　令和3年度に区立小中学校の全児童・生徒に１人１台のタブレットが配付されており、
　　こうした施策との連携を検討していく。
（５）ニーズの把握について
　　　利用登録情報と収入状況とのリンクは難しいが、利用登録情報で年齢の統計は管理し
　　ているので、引き続き電子書籍を利用する年代を分析していく。
２　デジタル資料の提供について
　　書籍、資料のデジタル化については、デジタルと紙のバランスに配慮しつつ、国や都の
　デジタル化の動向を注視しながら、実現にあたっての課題整理をしていく。

担当課：中央図書館　　

・R2年度はコロナ禍の影響により、各種資料の貸出数は大幅に減少した。
・R4年1月に新図書館システムが稼働する。それに合わせ紙書籍へのICタグ取付を実施している。
・R3年度は電子書籍の提供を開始する（児童書等を中心に約2,000タイトルからスタート）。
・経常経費が年々増加傾向にある。
・所管課は紙書籍・電子書籍ともに蔵書数を増加させていく方針である。

・コロナ禍において、新たに読み語りイベントができないため、動画提供を行ったとのこと、環境が
　変化する中で柔軟に新たなスタイルを模索してほしい。
・限られた財源をデジタルと書籍とのバランスのとれた配分で活用してほしい。
・電子書籍は、民間による安価なレンタルサービスが増えている。区立図書館の利点は無料貸出にあ
　るが、無料を望むような高齢層や生活困窮層は、そもそも電子書籍を利用する客層なのか、定期的
　なニーズの把握が必要と感じた。
・「学習環境の整備」を小中学生の調べ学習支援を念頭に置くならば、デジタル資料の提供は必須と
　なるため、蔵書や資料のデジタル化の推進をしてほしい。

区民評価意見

視点別
評　価

点検項目 点検項目

事業の必要性 事業の周知度

事業手法の妥当性
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行政強化交付金交付要綱、足立区消費者センター条例
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 29 30 31 2 3

消費者講座の開催回数 目標値＝前年実績値を参考に算出 目標値 32 28 28 28
指

実績値＝年間開催数
実績値 27 27 22 1標

令和２年度終了※指標見直しによる
１

[単位] 回 達成率 84% 96% 79% 4%

消費者教室(出前講座)の開 目標値＝前年実績値を参考に算出 目標値 63 60 60 60 60
指

催回数 実績値＝年間出前講座開催数
実績値 32 45 57 12標

２
[単位] 回 達成率 51% 75% 95% 20%

オンラインによる消費者講 目標値＝前年実績値を参考に算出 目標値 10
指

座・養成講座等の開催回数 実績値＝年間開催回数
実績値標

令和３年度新規※指標見直しによる
３

[単位] 回 達成率 0% 0% 0% 0%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 29 30 31 2 3

指標１は、密を避けるため集客による講座等を全て 総事業費 40,124 40,631 38,755 37,441
中止したが、オンラインでの生活の科学教室のみ開 事 業 費 5,000 5,211 3,919 1,945 5,253
催することができた。指標２は、団体からの依頼が

人 件 費減少した。今後も集客のみの講座開催では状況に左 総 35,124 35,420 34,836 35,496

右されるため、オンラインを活用した講座の実施を 平均給与事 8,781 8,855 8,709 8,874
検討していく必要があると考え、指標１を見直し、 常

人　　数業 4 4 4 4オンラインでの消費者講座・おたすけ隊養成講座等 勤
の実施回数を新たな指標３とする。 計費 35,124 35,420 34,836 35,496

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,588 3,679 3,627 3,192非

消費者が様々な契約トラブルに遭わないよう、正し 人　　数訳 常 0 0 0 0
い知識を習得するための支援が必要であるため、コ 勤 計 0 0 0 0
ロナ禍でも実施できるようにオンラインによる講座

国庫支出金実施を進めていく。また、悪質商法による消費者被 0 0 0 0 0

害や契約トラブルに関する知識の普及を図るため、 都 支 出 金 1,010 807 766 634 640
地域で啓発活動を行う「くらしのおたすけ隊（消費 財

受益者負担金 14 18 2 0 35生活啓発員）」の養成や向上のための講座を開催し 源
、情報提供などの支援を継続していく。【貢献度・ その他特定財源 20 0 0 0 0
波及効果・協働】講座による区民への消費者教育や 内

基　　金 0 0 0 0 0
消費者団体やおたすけ隊などの区民と協働し啓発す 訳

起　　債ることは、区民の消費者被害未然・拡大防止になる 0 0 0 0 0

とともに、悪質業者への抑止にも繋がっている。 一般財源 39,080 39,806 37,987 36,807 4,578

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
消費者被害を未然防止や拡大防止するためには、啓発周知だけでなく、様々な世代が様々な方法で学べるよう、オンライン環境の整
備を速やかに進める必要がある。また、くらしのおたすけ隊が地域で啓発しやすい環境を整えるために、スキルアップの講座や増員
を図るための養成講座を実施する。合わせて、相談事例集を活用した企業向けの消費者教室を実施し、企業との協働で更なる消費者
被害未然防止・拡大防止に努めていく。

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号

庁事 目
務 的 内
事 の

協業 概 内
要 容 働

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和３年度事務事業評価調書(令和２年度事業実施分)

事務事業名 3611 消費者支援事業
施 策 名 5.3 賢い選択・行動のできる消費者の育成守る
記 入 所 属 産業経済部・産業政策課・消費者センター
電 話 番 号 03-3880-5385 E - m a i l sho-cen@city.adachi.tokyo.jp

消費者教育、啓発事業等を行うことにより、安全安心な消費生活を確保する 庁内連携により「消費者情報連絡交換会庁事 目
。 」を開催する。交換会参加所属（区民の

務 的 内 声相談課、危機管理課、絆づくり担当課
事 の

各種講座・教室の実施、消費生活展開催、消費者団体・グループの助成、セ 、高齢福祉課、地域包括ケア推進課、障協業 概 内
ンターだより発行、図書・雑誌の貸出（通年）、展示ホールの展示替え がい福祉センター、権利擁護センターあ

要 容 働 だち、基幹地域包括支援センター他）
根 拠 消費者基本法、東京都消費者
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【別紙２】 一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：消費者支援事業[消費者団体活動助成・消費者グループ活動助成]　　

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

ランク ランク

Ａ Ｂ-

Ｂ Ｂ

Ｂ+ Ｂ

その他
意　見

補助金等の有効性

受益者負担の適切さ 予算計上の妥当性

　密を避けるという目的から、評価指標を「消費者講座の開催回数」から、「オンラインに
よる消費者講座・養成講座等の開催回数」に修正したことは、社会的情勢に沿ったものであ
り、評価できる。足立区の「消費生活情報」に、「くらしのおたすけ隊（消費生活啓発
員）」の募集をしていることは書かれているが、具体的な役割・活動内容や、区民がどのよ
うにくらしのおたすけ隊の援助を受けられるかが、明確に書かれていない。区民の利用につ
ながる、簡潔でわかりやすい説明があるほうがよい、と考える。また、「消費者センターだ
より」や「おたすけハンドブック」のような他の広報媒体にも、くらしのおたすけ隊の役割
についての言及があってもよいのではないか。
　補助金については、補助金団体（3団体）の活動内容が明確であり、継続的に活動を行い、
報告書と領収書も提出され、目的・手順に沿っている。
　講座開催については、今後オンラインを進めるとの事。新しい試みで良いと思う。ライブ
配信の方が講師と参加者がコミュニケーション（質疑応答など）を取れるが、オンデマンド
にし、動画deあだちなどにあげることもできる。
　消費者センターは、当事者にならなければなかなかコンタクトしないところである。本当
に必要になった時に、すぐ連絡先が見つかる、すぐ相談ができるなど、いざとなった時にス
ムーズに対応してもらえれば安心感につながる。業務上の理由で難しいかもしれないが、消
費者センター相談受付時間が平日日中のみでは利便性に欠ける。何か土日夜間対応のバック
アップがあると心強い。
　オンラインワークショップなど子育て世代向けなどいろいろ工夫されているが、広報・周
知などが少なく、おそらく認識しているよりもリーチが少ないため、もったいないと思われ
る。補助金などは妥当に使われていると考える。

部内評価、庁内評価、区民
評価を踏まえた
令和４年度予算、事業計画
の変更点

・ 令和３年度内に若者向けの相談事例集を作成し、若者が消費者被害に遭わないための啓発
   及び周知を図っていく。

・ くらしのおたすけ隊の具体的な役割・活動内容や、どのような援助が受けられるか明確に
   書かれていないことについては、ホームページの修正や啓発チラシ等でわかりやすい周知
   を行い、合わせておたすけ隊の意欲の向上に繋がる周知啓発を行う。

・ オンライン講座は、大人数であると質問がしづらい、作業があるものは待ち時間が多くな
   るなど参加者からの意見もあり、少人数で実施する方がより丁寧に対応でき、効果的・効
   率的である。しかし、講座参加は日中に限られるなど、令和４年度は実施方法や開催時間
   も含め、周知方法とともに検討して進めていく。

・ 土日の相談については、開所している相談先に繋がる「消費者ホットライン１８８」の利
   用を周知するとともに、様々な相談事例が検索できる国民生活センターのホームページや
   公式ＳＮＳの利用も勧める周知を行う。

・ 令和３年９月から消費生活相談受付の際、消費者センターを知った理由を尋ね、認知媒体
   を集計している。令和４年度は年齢等と照らし合わせ、それぞれの世代に合わせた情報と
   方法（紙・電子等）で的確な周知啓発ができるよう検討していく。

担当課：産業政策課　　

・消費者のための講座がコロナ禍のため開催できず、今後の開催方法について検討する予定である。
・消費生活啓発員を増員するための講座がコロナ禍でできなかったため、増員ができなかった。

・オンライン講座など新たな取り組みは評価できる。これによりこれまで接点があまりなかった新た
　なユーザーを獲得していってほしい。
・２０歳成人が１８歳成人になることから、チャンスととらえ若年層の消費者教育を推進してほしい。
・くらしのおたすけ隊の活動が区民に広く存在を知られているとは言い難い。さらなる周知や活動の見
　える化を行ってほしい。
・好事例の活動は積極的に横展開を図ってほしい。
・コロナ禍での新たな試みとして消費者講座をオンライン開催し、親子で参加できるよう工夫をされ
　たことを評価したい。
・消費者団体の助成については図書購入等に留まっており、活動実績の把握ができないため、会員数
　や活動実績に見合った助成基準に見直すことを検討されたい。

区民評価意見

視点別
評　価

点検項目 点検項目

事業の必要性 事業の周知度

事業手法の妥当性
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果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 29 30 31 2 3

保護雇用就労者 作業員として働いている障がい者数 目標値 27 26 26 26 25
指

実績値 27 26 26 26標

１
[単位] 人 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 29 30 31 2 3

　補助金の支出により、社会福祉協議会での知的障 総事業費 22,511 19,858 18,505 17,897
がい者２６名の就労継続に寄与した。（援助者１０ 事 業 費 18,120 15,430 14,150 13,460 13,460
名）令和２年度末、１名が定年を迎え退職し本人希

人 件 費望で就労継続Ｂ型へ移行した。作業員としての障が 総 4,391 4,428 4,355 4,437

い者雇用の目的は達成した。　 平均給与事 8,781 8,855 8,709 8,874
常

人　　数業 0.5 0.5 0.5 0.5
勤

計費 4,391 4,428 4,355 4,437

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,588 3,679 3,627 3,192非

　令和２年度で、東京都障害者施策推進市町村包括 人　　数訳 常 0 0 0 0
補助事業による、都補助金が終了となった。平成６ 勤 計 0 0 0 0
年から本事業がスタートしたが、事業目的であった

国庫支出金「障がい者雇用の促進と訓練」というニーズには十 0 0 0 0 0

分対応できている。現在作業員が固定化されている 都 支 出 金 9,060 7,715 7,075 6,730 0
ため、ステップアップというもう一つの目的はなく 財

受益者負担金 0 0 0 0 0なっている。今後個々の状況に合わせた取り組みを 源
行い、事業の方向性を検討していく必要がある。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【協働】社会福祉協議会に足立区として補助金によ 内

基　　金 0 0 0 0 0
る支援を行うほか、Ｊステップで働く障がい者、援 訳

起　　債助者、事務局と必要な情報の提供及び共有を行って 0 0 0 0 0

いる。 一般財源 13,451 12,143 11,430 11,167 13,460

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している ■ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ □ 妥当である ■ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　本事業は、知的障がい者の雇用を確保する意義と公的施設に訪れた区民が障がい者が働く姿を目にすることにより、障がい理解を
深める一助になっている。しかし、事業開始から２５年以上が経過した現在、区内外の障がい者雇用は多様化している。作業員に対
して将来への希望を含めた再評価を実施し、本事業のみならず個々の能力に適した場所への移行も丁寧に検討していく。

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号

庁事 目
務 的 内
事 の

協業 概 内
要 容 働

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和３年度事務事業評価調書(令和２年度事業実施分)

事務事業名 3741 Ｊステップ支援事業
施 策 名 7.2 障がい者が差別を受けることなく、ライフステージに応じた支援を受けられる体制の充実
記 入 所 属 福祉部・障がい福祉センター・就労促進係
電 話 番 号 03-5681-0133 E - m a i l assist@city.adachi.tokyo.jp

民間企業への就労が困難な障がい者に対して、適切な業務や援助者等の就労 足立区社会福祉協議会庁事 目
援助体制を整備し、障がい者就労の場を提供する。

務 的 内
事 の

社会福祉協議会が雇用主となって障がい者を援助者とともに雇用し、区内各 協業 概 内
施設の清掃業務を受託している。

要 容 働受託施設：足立区役所、障がい福祉センター等 5箇所
根 拠 ・障害者の雇用の促進に関する法律　　・雇用対策法　　・足立区障がい者保護雇用事業補助要綱　　・障害者総合支援法
法令等

事務事業の活動量･活動結
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【別紙２】 一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：Jステップ支援事業　　

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

ランク ランク

Ｂ+ Ｂ-

Ｂ- Ｂ

－ Ｂ

その他
意　見

補助金等の有効性

受益者負担の適切さ 予算計上の妥当性

④指標1の「保護雇用就労者数」は、受動的な目標値となっている。担当者の活動が見えな
い。能動的な指標が必要である。指標に、Jステップ支援事業の目的の一つである「ステップ
アップ」達成のため、どのような活動を行っているかを表すものを、追加したほうがよい。
特に、区による就業支援活動に関するものを追加してはどうか。
都の補助金が終了になったので、今後は区のほうで社会福祉協議会への補助金の支援を行う
ことが望ましい。
　就労機会にたどり着く事が容易ではない層の支援を行い、一定の金額を助成することは行
政の業務であると思う。余裕のある優しい社会であって欲しいと思う。
⑤現状が区の目的（ステップアップ）とずれていると認識しているにも関わらず、本人・家
族の感情を理由に事業としてそのままである。10年後もこのままの事業になり得る。民間の
就労支援事業所のレベルが低い等ある場合は、社会福祉協議会やあしすとが指導監督できな
いだろうか。民間に移った者を継続してサポートできないだろうか。就労できる企業や団体
を増やしていく支援は考えられないだろうか。ハローワークと協力できないだろうか。非常
にセンシティブで難しい事業である。
⑥検討の余地のある事業である。目的・意義について見直し、何か発想・角度を変えて考え
る必要があるように思う。専門家などの意見ももらい、三者(区・社会福祉協議会・あしす
と）の役割、できる事を再度考えてはどうだろうか。

部内評価、庁内評価、区民
評価を踏まえた
令和４年度予算、事業計画
の変更点

① 社会福祉協議会は定期面談を行い、本人・家族の意向を聞き取りあしすとに繋げる。あ
 しすとはその方の個別アセスメントを実施し、特性を把握した上で本人に合った就労支援
 を行う。社会福祉協議会の本人・家族面談は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、
 令和２年度は行われなかったが、令和３年度より面談を開始する予定。令和３年度末から
 令和４年度に向けてあしすとも個別アセスメントで関わっていく。
② 事業を縮小するには、拠点（清掃場所）を整理する必要がある。ステップアップする者
 が相当数出れば、事業規模は縮小されていく。
③ ステップアップ希望者や、希望がなくても社会福祉協議会があしすとが介入した方が良
 いと思う方については、あしすとも一緒に移行先の検討に関わっていく。移動した後のメ
 リット、デメリットについての説明は雇用主である社会福祉協議会が行うが、必要に応じ
 て社会福祉協議会のフォローをあしすとが行っていく。ステップアップ後は定着できるよ
 う「就労定着支援」や「相談支援」等の調整を行う。
④ 令和４年度より、ステップアップに向けて実施した事業数と参加人数を指標とする。就
 労に関わることを主に、生活の質を向上させるような活動内容も検討し表記する。
⑤ 社会福祉協議会やあしすとは民間事業所へ指導監督する立場ではない。ただし、あしす
 とは事業所支援という役割はあるので、Jステップ作業員が民間事業所に移った後ならば
 事業所からの相談があれば事業所へのサポートはできる。現状、一般就労で支援者付の農
 園作業、水耕栽培作業、特例子会社等が以前に比べて増えている。これらはすべてハロー
 ワークの障がい者雇用（専門援助第二）で求人検索できる。ハローワークとは既に連携し
 て支援を行っている。
⑥ 目的・意義の見直しは三者で検討していく。

担当課：障がい福祉センター　　

・H6から事業を開始している。
・社協が障がい者と援助者を雇用する事業に対する補助金を支出している。
・25名の雇用だが、固定化、ステップアップできていない。
・都補助1/2がR3から無くなった。

・一部の方のためのサービスになっている。
①就労条件が非常に良いので当事者も家族も満足しているが、当初の目的を達成していること、民間
　のサービスがすでにあること、東京都からの補助金も終了したことなどから期限(３年程度くらい）
　を定めて計画的に移行を促してほしい。
・民間の障がい者雇用法定化も進んでいること、社会情勢を理由に東京都の補助もなくなっている。
②民間への移行を促し、事業縮小を考えざるを得ないのでは。
③所管課でも問題意識をもっているように、利用者が固定化してしまい、ステップアップという目的
　からは外れてしまっている。他の作業所とのバランスを考慮し、一定の期間を設けるなどして利用
　者の状況に合った場所への移行を検討されたい。

区民評価意見

視点別
評　価

点検項目 点検項目

事業の必要性 事業の周知度

事業手法の妥当性
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務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 29 30 31 2 3

あだち環境マイスターの認 区民向け環境学習講座あだち環境ゼミ 目標値 66 77 91 103 124
指

定者数 ナールの過程を修了し、あだち環境マ
実績値 57 71 83 104標

イスターに認定された者（累計）
１

[単位] 人 達成率 86% 92% 91% 101%

環境審議会における審議・ 区の環境について調査・審議する環境 目標値 24 24 24 24 30
指

報告回数 審議会において、区の諮問事項を審議
実績値 25 31 26 38標

した回数と区の取組み等を報告した回
２

[単位] 回 数（令和２年度新規指標） 達成率 104% 129% 108% 158%

環境基金助成申請件数 区民・事業者・団体等の自主的な環境 目標値 5 5 5 8 9
指

貢献活動を支援する環境基金助成事業
実績値 5 1 7 9標

の申請件数（令和２年度新規指標）
３

[単位] 件 達成率 100% 20% 140% 113%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 29 30 31 2 3

　あだち環境ゼミナールを受講生24人のうち、21人 総事業費 39,921 42,198 21,499 30,046
をあだち環境マイスターに認定した。 事 業 費 7,431 8,549 1,325 14,960 37,765
　環境審議会を５回開催し、区長から諮問された環

人 件 費境基本計画の見直し、法律に基づく食品ロス削減推 総 32,490 33,649 20,174 15,086

進計画の策定等について審議した。 平均給与事 8,781 8,855 8,709 8,874
　環境基金助成には９件の申請があり、７件が採択 常

人　　数業 3.7 3.8 1.9 1.7されたが、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点 勤
から１件は活動を中止した。 計費 32,490 33,649 16,547 15,086

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,588 3,679 3,627 3,192非

　環境ゼミナールの申込者数は過去５年間で最多と 人　　数訳 常 0 0 1 0
なった。感染拡大防止のため、開始を８月に変更し 勤 計 0 0 3,627 0
11月からはオンラインでの受講も可能とした。

国庫支出金　環境審議会を５回、環境基金審査会を２回開催し 0 0 0 0 0

９月以降はオンライン併用で実施した。 都 支 出 金 0 0 0 550 2,079
　環境基金助成で採択された活動もコロナ禍で一部 財

受益者負担金 0 0 0 0 0の活動ができない状況が生じた。 源
【貢献度・波及効果】環境ゼミナールの人材育成と その他特定財源 0 0 0 0 0
環境基金助成を通じて、自主的な環境貢献活動が広 内

基　　金 634 577 421 8,302 30,000
がる効果が期待できる。 訳

起　　債【協働】ゼミの講師で大学、研究機関、政府機関と 0 0 0 0 0

協働・連携 一般財源 39,287 41,621 21,078 21,194 5,686

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である ■ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　引き続き環境基本計画の見直しと、法律に基づく地域気候変動適応計画、食品ロス削減推進計画の策定を環境審議会での審議をい
ただきながら計画的に実施し、令和３年度末に完成させる。
　コロナ禍で人と接触する活動が難しい状況もあり、環境基金助成の応募件数が減少することが見込まれる。オンライン申請できる
ように手続きの見直しを行う。
　あだち環境ゼミナールは、オンライン講義に変更したので、受講生の学びが深まるような実施方法を検討していく。 

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号

庁事 目
務 的 内
事 の

協業 概 内
要 容 働

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和３年度事務事業評価調書(令和２年度事業実施分)

事務事業名 3883 環境計画推進事業
施 策 名 6.1 地球温暖化対策の推進
記 入 所 属 環境部・環境政策課・計画推進係
電 話 番 号 03-3880-6049 E - m a i l kankyo-keikakutanto@city.adachi.tokyo.jp

第三次環境基本計画の目標達成に向け、様々な取組みを計画的・総合的に展 産業政策課：環境基金助成制度の周知庁事 目
開し、「地球にやさしいひとのまち」の実現につなげていく。 ごみ減量推進課：あだち環境ゼミナール

務 的 内 の講義
事 の

環境審議会・環境基金審査会・あだち環境ゼミナールの運営、環境基金助成 シティプロモーション課：環境基金助成協業 概 内
環境基本計画等の進行管理 制度の大学への周知

要 容 働

根 拠 環境基本法　都環境基本条例　区環境基本条例　区環境基金条例、あだち環境ゼミナール設置要綱
法令等

事
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【別紙２】 一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：環境計画推進事業〔環境基金助成〕　　

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

ランク ランク

Ｂ+ Ｂ-

Ｂ Ｂ

－ Ｂ

その他
意　見

担当課：環境政策課　　

・区民、非営利団体、事業者等が行う環境貢献活動に対して原則半額（限度額10,000千円）を助成し
　ている。
・2年度は30,000千円の予算計上に対し、6件9,341千円を助成した。

・様々な形で環境基金による助成が行われていることを評価する。
・新たな技術、取り組みが出てくる中で今後もフレキシブルな対応を望む。
・環境を切り口にした企業支援、創業支援に取り組んでほしい。
・設備投資などに資金が必要であれば環境基金の使い道拡充など､間口を広く対応を検討してほしい｡
・ファーストステップ助成を設けたことで小規模団体の活動実績も見られるようになった。現在見直
　し中の環境基本計画が目指す方向に合致する活動には一定期間助成額を上乗せするなど、施策の推
　進、環境に対する意識の向上につながる工夫を引き続き検討されたい。

区民評価意見

視点別
評　価

点検項目 点検項目

事業の必要性 事業の周知度

事業手法の妥当性 補助金等の有効性

受益者負担の適切さ 予算計上の妥当性

　国・区は、2050年二酸化炭素(CO2)排出実質ゼロを掲げている。環境問題に積極的に取り
組み、CO2排出実質ゼロ達成に貢献する企業、団体などを支援する事業は、将来の区民生活
に良い影響があるだろう。
  環境基金助成において、従来からある一般助成のほかに、元年度にファーストステップ助
成を加え、かつ、それぞれの助成の性格・要件を具体的に示している点は評価できる。
ファーストステップ助成は新たな活動のきっかけづくり等の支援で助成金額は少額である。
一方、一般助成は区が設定する課題に対応する活動への「課題対応型助成」か、先進性、環
境負荷の低減、あるいは公営性を求める「自由提案型助成」のいずれかに該当しなければな
らないが、複数年度・大型申請が可能となっている。このような複数の選択肢の設定が、環
境基金助成申請件数の増加につながっていると思われる。
  ファーストステップ助成でせっかく参加してくれている人たちが増えたので、そこから一
般助成に取り組みがつなげられたらさらに良いと考える。助成金の広報や、どう使うとよい
のかの事業例などがあると、個人からの申請がもう少し増えるのかもしれない。中小企業が
多い足立区で事業者からの応募がないのはもったいないので、もう少しそこにリーチを広げ
ると良さそうである。
　指標3に、助成金申請件数がある。申請件数がR2で9件と増加している。PR活動やファース
トステップ助成制度導入の工夫など、区の取り組みの結果と言えるだろう。
  助成先の活動に「商店街オリジナルエコバック作製」がある。エコバックも環境活動であ
るが、商店街活動支援、町会・自治会活動支援事業のような類似事業があるように思う。

部内評価、庁内評価、区民
評価を踏まえた
令和４年度予算、事業計画
の変更点

・ 設備の更新によるCO₂の削減等、企業の設備投資への基金の活用について今後検討を行
   う。その際、単なる企業の営利につながる設備投資への助成とならないよう、企業と
   してのCO₂削減への取組全体を評価対象とする等要件の設定に課題があると思われる。
・ 毎回、「課題対応型助成」においてテーマを設定しているが、環境基本計画の施策群や
   目標に沿ったテーマを設け、区の計画の方向性を示し募集を行っていく。
・ 過去にファーストステップ助成を活用し、環境活動に取り組んだ主体に対し、助成を
   受けた活動のステップアップには一般助成が活用できる旨案内し、それぞれの主体に
　 活動の継続や発展を促していく。
・ ホームページ、SNS等に活動事例を掲載し、基金助成の対象となる活動のイメージを
　 持ってもらうことで申請しやすい環境を整える。
・ 工業会連合会､商店街連合会､商工会議所等への案内により企業向けの周知を強化する｡
・ 商店街や町会・自治会のエコバック作製費用の助成については、単に配布して終わるも
   のではなく、近隣住民や顧客等を巻き込んだ環境活動のなかでエコバックが有効に活用
   されることを審査会により確認し採択している。今後も厳正な審査により環境保全や多
   くの人の意識啓発につながる活動であるということを重視し審査会を運営していく。
・ 令和４年度の第２期募集では、他課との連携により、募集時に類似する助成事業（新製
   品・新事業開発補助金）と案内を相互に行うことで､類似事業との棲み分けを明確にし､
   本来申請すべき助成事業に正確につながるよう配慮していく。
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再利用に関する条例、足立区廃棄物の処理及び再利用に関する条例施行規則等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 29 30 31 2 3

事業用大規模建築物（3,00 ごみの発生量に対する再利用量の割合 目標値 79.3 79.3 79.3 79.3 79.3
指

0㎡以上）の排出ごみの再 （再利用量／発生量）
実績値 74.9 74.8 74.1 74.1標

利用率 ※２７年度から２０年度達成の再利用
１

[単位] 率 率７９．３％を目標値に設定 達成率 94% 94% 93% 93%

事業用大規模建築物（1,00 事業用大規模事業所への立入調査・指 目標値 100 100 100 100 100
指

0㎡以上）の排出指導件数 導件数
実績値 117 94 76 59標

２
[単位] 件 達成率 117% 94% 76% 59%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 29 30 31 2 3

■指標１　ごみの発生量65,125ｔ（前年度比△27,9 総事業費 45,798 42,046 41,925 41,952
10ｔ）及び廃棄量16,868ｔ（同△7,255ｔ）は減少 事 業 費 5,405 1,313 1,864 1,132 2,508
したが、再利用率は横ばいとなった。

人 件 費■指標２　新型コロナウイルス感染拡大による緊急 総 40,393 40,733 40,061 40,820

事態宣言の発出に伴い、立入調査を自粛したため件 平均給与事 8,781 8,855 8,709 8,874
数が低下した。 常

人　　数業 4.6 4.6 4.6 4.6
勤

計費 40,393 40,733 40,061 40,820

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,588 3,679 3,627 3,192非

排出事業者の立入調査では、ごみの適正処理の周知 人　　数訳 常 0 0 0 0
と発生抑制や資源の分別などごみ減量への協力を促 勤 計 0 0 0 0
していく。一般廃棄物処理業では、許可更新等で19

国庫支出金件、苦情対応で1件の立入調査を実施。大規模建築 0 0 0 0 0

物の廃棄物保管場所では設置届を46件受理。なお、 都 支 出 金 0 0 0 0 0
平成29年度事業費は手数料改定、基準改定実施のた 財

受益者負担金 1,799 1,313 1,720 1,133 1,690め、周知経費が大幅増となった。 源
【貢献度】事業系ごみの分別や適正処理の推進はご その他特定財源 0 0 0 0 0
み減量への貢献度が高い。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【波及効果】ごみの保管状況や排出状況が改善され 訳

起　　債ると環境美化や公衆衛生の向上に効果がある。 0 0 0 0 0

【協働】ごみの減量は排出者の協力が必要である。 一般財源 43,999 40,733 40,205 40,819 818

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　事業所から排出されるごみについて、事業所への立入調査及び廃棄物管理責任者講習会の実施、排出物の再利用計画書作成等を通
じて適正処理と減量化を事業者に啓発する。また、廃棄物処理手数料が令和４年度に改定される場合は、排出事業者へ適切に周知す
る。一般廃棄物処理業については、区内に許可業者の施設、車両基地が多く、臭気や車両に関する苦情が多いため、２３区清掃協議
会や他区と連携して適切に業者指導を行っていく。なお、令和３年度は隔年発行の「事業系ごみ適正処理ハンドブック」「事業系ご
みの分別チラシ」を作成する。

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号

庁事 目
務 的 内
事 の

協業 概 内
要 容 働

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和３年度事務事業評価調書(令和２年度事業実施分)

事務事業名 3881 事業系廃棄物処理事務
施 策 名 6.2 循環型社会の構築
記 入 所 属 環境部・ごみ減量推進課・業務係
電 話 番 号 03-3880-5302 E - m a i l kankyo-gomigen@city.adachi.tokyo.jp

大規模建築物から排出される廃棄物の減量を図るため、再利用の促進及び適 都市建設部都市計画課庁事 目
正処理の向上のための普及啓発、排出指導、保管場所設置指導等に関する経 建築室開発指導課

務 的 内費を計上する。 足立保健所生活衛生課
事 の

事業用大規模建築物排出指導、大規模建築物保管場所設置指導、一般廃棄物 足立清掃事務所協業 概 内
処理業許可業者指導等に関する経費

要 容 働

根 拠 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行
法令等 規則、足立区廃棄物の処理及び
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【別紙２】 一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：事業系廃棄物処理事務　　

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

ランク ランク

Ａ Ｂ+

Ａ －

Ｂ+ Ｂ+

その他
意　見

補助金等の有効性

受益者負担の適切さ 予算計上の妥当性

　一般向けの広報に加えて、廃棄物管理責任者講習会の実施、チラシ・ハンドブック作成・
配布等、対象者に向けて効果的な広報・働きかけを行っている。
  適切な廃棄物処理は法律で定められており、環境面・衛生面などからも必要な事業であ
る。指標2でコロナ禍以前の指導件数は、達成率を上回る・ほぼ達成の素晴らしい数字であ
る。区内には対象事業所が1,000か所くらいあり、年間およそ100か所くらい指導に回るとの
ことで、1,000か所一周するのに10年かかる。指標の指導件数目標値を上げてはどうか。10
年あれば、新しい法律、事業所の担当者が変わったなどの変化もあり得るだろう。人材面な
どの課題があるだろうが、引き続き、積極的・効果的な活動を期待する。
　事業も必要なものであること、広報も対象業者に絞っていることで、予算計上も妥当だと
考える。

部内評価、庁内評価、区民
評価を踏まえた
令和４年度予算、事業計画
の変更点

【廃棄物の減量と再利用率の向上について】
　・ 排出指導や廃棄物管理責任者講習会開催時等に、雑紙含め排出物の再利用化に関する
　　 具体的な事例の提示及び再利用のメリット説明等、再利用化の働きかけを継続する。
　・ 隔年作成の「事業系ごみの適正処理・減量ハンドブック」へＳＤＧｓに関する説明を
　　 記載し、区ホームページ「事業系ごみの適正処理について」に環境省のＳＤＧｓ事例
　　 掲載ページのリンクを貼るなどして事業者への啓発に努める。
【大規模事業所排出指導について】
　・ 事業所への排出指導を３～４年に１度の間隔で実施することを目標に指導手法を見直
　　 し、年間１００件実施の目標値を２５０件から３００件に増やすことを目指す。
　・ 感染症等による接触制限がある状態での排出指導の実施及び指導件数の更なる増を実
　　 現する取り組みとして、事前に資料提出を受けたうえで電話による指導の実施を試行
　　 している。令和４年度以降は現地指導及び電話指導を併用し、指導件数の更なる増を
　　 目指す。
【許可業者指導について】
　・ 一般廃棄物処理事業者に対する指導は、２３区清掃協議会と２３区許可担当者が共同
　　 実施する許可更新前立入調査及び苦情に基づく調査・指導（随時）がある。今後も廃
     棄物の適正処理について、より効果的な指導方法を他区と協議し実施する。

担当課：ごみ減量推進課　　

・事業系廃棄物の減量を図るため延床1,000㎡以上の事業用大規模建築物への立入調査・指導を行って
　いる。
・一般廃棄物処理業許可業者への指導（苦情対応）も行っている。

・事業系の廃棄物の減量は、他部署の事業との協力でさらに実施の促進をしていくことはできないか
　検討してほしい。
・SDGsによる機運に乗っかり再利用率を上げたいところだが、コロナ禍による啓発の難しさがある。
　動画配信などを通じて、無関心事業者にいかに関心を持たせるかが鍵だと思われる。
・一般廃棄物処理事業者に対する苦情等が絶えない状況では、指導方法も工夫する必要がある。地道
　な啓発にはなると思うが、指導が届く方法を検討してほしい。
・資源再利用率を高めるために、雑紙の資源化を進めてほしい。食品ロスと違い、あまり注目されな
　い部分なので啓発方法には工夫が必要ではないか。

区民評価意見

視点別
評　価

点検項目 点検項目

事業の必要性 事業の周知度

事業手法の妥当性
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を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 29 30 31 2 3

公園・児童遊園面積 管理する公園・児童遊園・河川敷の面 目標値 2,321,581 2,323,541 2,322,734 2,332,021 2,334,309
指

積
実績値 2,314,371 2,325,301 2,327,665 2,330,381標

・目標値＝既存＋新設・拡張予定面積
１

[単位] ㎡ ・実績値＝年間管理面積 達成率 100% 100% 100% 100%

遊具点検におけるＥ判定以 遊具定期点検におけるＥ判定（利用上 目標値 100 100 100 100 100
指

外の遊具の割合 重大な劣化がある）以外の遊具の割合
実績値 100 100 100 100標

・実績値＝Ｅ判定以外遊具数÷対象遊
２

[単位] % 具数 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 29 30 31 2 3

 【指標1】実績数は、予定外の公園寄付と、江北の 総事業費 2,295,148 2,380,204 2,413,437 2,486,999
エリアデザインに伴い上沼田第六公園の一部の面積 事 業 費 1,958,295 2,042,902 2,090,564 2,150,870 2,250,590
増があった。しかし、目標値に含めていた中川緑地

人 件 費が、佐野六木区画整理の用地処理の遅れで告示がで 総 336,853 337,302 322,873 336,129

きなかったため実績値が低くなった。 平均給与事 8,781 8,855 8,709 8,874
 【指標2】毎月1回の維持管理作業での点検・補修 常

人　　数業 37.05 36.38 35.72 35.36により、対象遊具2,054基のうちＥ判定は無かった 勤
ので目標達成とした。 計費 325,336 322,145 311,085 313,785

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,588 3,679 3,627 3,192非

　公園の清掃、除草、樹木管理、補修工事等の維持 人　　数訳 常 3.21 4.12 3.25 7
管理を適正かつ効果的に実施した。また、公園維持 勤 計 11,517 15,157 11,788 22,344
管理作業委託による施設点検と専門業者による遊具

国庫支出金点検により、不具合の早期発見・補修を行い安全性 0 0 0 0 0

が損なうＥ判定の無い安全な施設を提供できた。 都 支 出 金 0 6,666 4,905 3,122 0
【貢献度】定期的な巡回・点検による予防管理に努 財

受益者負担金 66,263 64,669 61,582 56,804 65,986め、区民に安全・安心の場を提供できた。 源
【波及効果】公園や花壇の自主管理により地域コミ その他特定財源 243 881 996 3,033 912
ュニティが広がり、見守りなど犯罪防止効果につな 内

基　　金 18,326 18,939 18,222 8,180 9,509
がる。 訳

起　　債【協働】新たな担い手として老人クラブ等に公園・ 0 0 0 0 0

花壇管理のＰＲを行い、自主管理を進めていく。 一般財源 2,210,316 2,289,049 2,327,732 2,415,860 2,174,183

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　公園施設の維持管理において、予防管理や危機管理の視点による点検や修繕、樹木剪定等を実施するとともに、公園トイレの洋便
器化も平成27年度から取り組んでいる中で、公園面積増と労務単価の上昇により事業費が増額している。
　公園の整備や公園の修繕で、ユニバーサルデザインに基づき段差解消等に取り組んでいるが、まだ整っていない公園もあるので計
画的に改善を進めていく。
　新型コロナウイルス感染予防対策に取り組み、公園利用者に安心して利用して頂くよう努めていく。

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号

庁事 目
務 的 内
事 の

協業 概 内
要 容 働

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和３年度事務事業評価調書(令和２年度事業実施分)

事務事業名 3927 公園・親水施設等の維持管理事業
施 策 名 11.4 緑のある空間の創出や自然環境の保全
記 入 所 属 都市建設部・み・公園管理課・公園管理係
電 話 番 号 03-3880-5918 E - m a i l kouen@city.adachi.tokyo.jp

安心・安全・快適な公園・親水施設等を区民に提供する。 学校施設課　常勤0.03人庁事 目
生活衛生課　常勤0.20人、非常勤0.10人

務 的 内 みどり推進課　常勤1.50人、非常勤0.10
事 の

公園・親水施設等の樹木剪定や草刈、遊具・流れ・公園灯その他の施設の点 人協業 概 内
検・補修等の維持管理を実施する。 予算配付等を行った協働事業にかかる上

要 容 働 記分人件費は本件の総事業費に含む。
根 拠 都市公園法、足立区立公園条例、足立区立児童遊園条例、足立区プチテラス条例等
法令等

事務事業の活動量･活動結果
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【別紙２】 一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：公園・親水施設等の維持管理事業　　

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

ランク ランク

Ａ Ｂ

Ｂ- －

Ｂ Ｂ

その他
意　見

担当課：公園管理課　　

・公園・親水施設等の樹木剪定や草刈、遊具・公園灯等の点検・補修、トイレ等の維持管理を実施して
いる。
・公園等の管理形態は、園ごとに「個別委託」「包括的民間業務委託（清掃・樹木管理・設備点検など
の業務をまとめて委託）」「自主管理（地域協力）」のように分かれている。
・事業費は、主に労務単価アップが要因で年々増加している。

・公園の維持管理に関して、企業等を含むあらたな協働先を模索して欲しい。その際、公園の活用等に
ついて規制緩和も含め検討が必要と思われる。
・指標１の数値を再精査すること。
・新たな担い手が「老人クラブ」というのは心もとない（老人クラブ自体が新規参入者が不足している
ため）。例えば、企業と連携し、定年退職したばかりのアクティブシニアを狙って啓発するなどが必要
ではないか。さらに、そのシニアが老人クラブに参入してくれるとなお良い。
・公園の維持管理は従来の公園ごとの委託に加え、包括委託や住民の自主管理など広がりを見せてい
る。それぞれの管理方法の費用対効果を検証のうえ、地域にあった委託方法にシフトしていくなどの検
討をされたい。
・住民による自主管理は、防犯上や協創の観点からも拡充すべきと考える。

区民評価意見

視点別
評　価

点検項目 点検項目

事業の必要性 事業の周知度

事業手法の妥当性 補助金等の有効性

受益者負担の適切さ 予算計上の妥当性

　公園は区民の財産であり、誰もが自由に気持ちよく利用できるよう、管理と利用者のマ
ナー維持が必要である。
　維持管理の業務委託の方法には、費用や効率性への配慮が見られる。維持管理の不備に
よって大きな事故があった場合には、契約期間の途中であっても委託を打ち切ることを明示
した項目を契約に含める等、安全性の向上のために、さらに工夫を検討してはどうか。
　R3年6月に新田さくら公園で事故が発生した。安心安全、生命に関わる事である。区全体の
公園の検証結果、今後の対応対策など区民が安心する情報を公開すべきと考える。管理は万
が一がないように行うものなので、万が一の事故が起こってしまった後に管理の責任がどう
追及されるのかは知りたい。
　総事業費が年々増大しているが、面積増大、労働単価上昇、安全第一でもあるため、増大
は納得できる。その中でも、効率化できるものを考え、引き続き無理・無駄のないコスト管
理を探ってほしい。
　自主管理公園も大きな問題がなく、管理できているようである。思い切って、報償費を上
げてはどうか。地域交流活性、健康に結びつく場合がある。
　施設利用による受益者負担は適切だと言える。

部内評価、庁内評価、区民
評価を踏まえた
令和４年度予算、事業計画
の変更点

・ 公園の維持管理の活用等の規制緩和については、企業の協働として、キッチンカーの出
   店を許可できるよう庁内関係者と検討していく。
・ 指標１の数値については、令和４年度に管理業務の評価として見直す。
・ 新たな担い手としては、アクティブシニアとの仕組みを調査し取り入れ方を検討する。
   また、福祉団体数は増えており、１団体で複数個所を行なっている団体もあるので、福
   祉団体による個所数も増やしていきたいと考えている。
・ 公園の管理方法は、指定管理、包括委託など特色のある公園へすでに導入している。
   令和４年度から新しい組織になるため、今後の委託方法について検討していく。
・ 維持管理の業者が事故を起こした場合、契約時に取り交わす約款で解除する事ができる。
・ 新田さくら公園でおきた事故後の対応は、１２月の建設委員会で報告をする予定。今後、
   同様な事故があった際には、ホームページ等で公表していく。
・ 公園でおきた事故の責任は、管理瑕疵がある場合に区が責任を負う。しかし、工事によ
   る原因の場合は施工業者が責任を負う。
・ 自主管理の報償費は、公共の奉仕に対する謝礼として渡している。また、参加者のやる
   気と公園への愛着を高めるため、長い間に自主管理の作業に貢献した方へ、ビューティ
   フルパートナーとして個人表彰を検討していく。
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値 10,000 10,000 10,000 7,800 8,100
指

べ活動件数
実績値 10,595 8,404 7,536 5,153標

１
[単位] 件 達成率 106% 84% 75% 66%

学習支援ボランティアの登 各小・中学校における学習支援ボラン 目標値 500 500 500 452 464
指

録者数 ティアの登録者数
実績値 604 463 440 267標

２
[単位] 名 達成率 121% 93% 88% 59%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 29 30 31 2 3

【指標１】目標値を下回った。新型コロナウイルス 総事業費 16,349 14,343 13,561 9,636
感染症による、区立小中学校の臨時休業や感染症対 事 業 費 14,593 12,572 11,819 7,861 12,750
策のため、実績値が大幅に減少した。ただし、約2

人 件 費か月の臨時休業があった中で、前年比約68％の件数 総 1,756 1,771 1,742 1,775

であり、コロナ禍であってもボランティアの需要が 平均給与事 8,781 8,855 8,709 8,874
一定程度はあることが伺える。 常

人　　数業 0.2 0.2 0.2 0.2【指標２】目標値を下回った。上記と同様の理由で 勤
大学生、社会人ともに登録者数が減少した。 計費 1,756 1,771 1,742 1,775

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,588 3,679 3,627 3,192非

新型コロナウイルス感染症対策のため、外部の人材 人　　数訳 常 0 0 0 0
を受け入れることに慎重な学校が多く、活動回数、 勤 計 0 0 0 0
登録者数が伸びなかった。一方で、臨時休業により

国庫支出金授業の遅れを取り戻すことを目的として補習を積極 0 0 0 0 0

的に行うために、ボランティアを必要とする学校も 都 支 出 金 0 0 0 0 0
一定数あった。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0確かな学力定着に向けた個に応じたきめ細かな指導 源
を実現していくために、学習支援ボランティア事業 その他特定財源 0 0 0 0 0
が果たす役割は大きく、今後も事業の有効な活用が 内

基　　金 0 0 0 0 0
求められている。 訳

起　　債【協働】地域の方や大学生等の協力を得て実施して 0 0 0 0 0

いる。 一般財源 16,349 14,343 13,561 9,636 12,750

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　学生、社会人の人材確保が課題となっている。新型コロナウイルス感染症が落ち着き次第、学校に対し積極的な活用を促すととも
に、広報活動の充実や区内外の大学への直接訪問により、人材確保に向けた取組みを強化していく。

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号

庁事 目
務 的 内
事 の

協業 概 内
要 容 働

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和３年度事務事業評価調書(令和２年度事業実施分)

事務事業名 4129 学習支援ボランティア事業
施 策 名 1.2 確かな学力の定着に向けた就学前から義務教育期までの取組み
記 入 所 属 教育指導部・教育政策課・教育政策
電 話 番 号 03-3880-5962 E - m a i l k-seisaku@city.adachi.tokyo.jp

　授業の補助や放課後の補習を支援する、学習支援ボランティアを小中学校 庁事 目
に派遣し、児童・生徒の学力向上を図る。

務 的 内
事 の

１）学習支援ボランティアの派遣　２）図書カードの購入・配付 協業 概 内
要 容 働

根 拠 学習支援ボランティア実施要綱　
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 29 30 31 2 3

ボランティア活動件数 その年度に活動したボランティアの延 目標
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【別紙２】 一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：学習支援ボランティア事業　

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

ランク ランク

Ｂ Ｂ

Ｂ- －

－ Ｂ

その他
意　見

補助金等の有効性

受益者負担の適切さ 予算計上の妥当性

　授業内容の理解を補助する役割が期待される学習ボランティアに対して、需要が高いこと
は十分理解できるが、区立校での教育実習と連携した学習ボランティア応募には限界もあ
る。今後もニーズが高いならば、退職者への依頼など、他の働きかけの模索が必要となると
思われる。
　事務事業評価調書から、教員志望の学生も減少、交通が不便な学校には人材が集まりにく
いなどの問題点を数年前から認識されているようだが、「HP、区の広報、 SNSで呼びかけま
す」・「大学に直接訪問します」・「引き続き頑張ります」....というような現状維持の総
合評価。取り組み結果が低調であり残念である。
　事前資料のパワポの最後のページに、 R2学校の認識のアンケート結果があった。この結果
を深く掘り下げ、受け入れ学校やボランティアとヒアリングをし、より幅広い角度から解決
に向けて取り組んでほしい。交通が不便な地域にある学校には交通費を出してもよいのでは
ないか。
　今後、人材確保がますます難しくなっていくのが予想されるため、やり方を考える必要は
ありそうである。
　無償ボランティアにどこまで担ってもらうのかは難しいが、事業をやめる必要性はなさそ
うである。

部内評価、庁内評価、区民
評価を踏まえた
令和４年度予算、事業計画
の変更点

【人材の確保】
・ ＳＮＳ等のさらなる活用に加え、学生と社会人それぞれでターゲットを分けたＰＲの

方法を検討していく。
・ 教育実習生、学校ＯＢの活用やＰＴＡ、開かれた学校づくり協議会への呼びかけ強化

など、学校でのネットワークを活かしたボランティア確保の仕組みが浸透するよう学
校へ働きかけていく。

・ 人材不足の解消に向け、シニア世代の社会人への対象拡大等様々な方法について検討
していく。

【事業内容の精査】
・ アンケートやヒアリングを通して、学校やボランティアの声を聞き、課題やニーズの

掘り下げを行い、事業の改善に繋げていく。
・ 学校で学習補助を行う他の会計年度任用職員との役割分担も踏まえて、今後のボラン

ティア事業についてそのあり方も含めて再検討していく。

担当課：教育政策課　

・学生や社会人がボランティアとして学習補助を行っている
・ボランティア登録者数が30年度から大きく減少しており、同時に活動数も減少している。
・交通の便が悪い学校に人材が集まりにくいなど、環境の差がある。

・ボランティアは学生と社会人がいるので、ターゲット別にお知らせするチラシなどの媒体を分けて考
えてもよいのではないか。

・学生ボランティアの確保は、学生同士の横のつながりが重要であり、SNSでコミュニティを築かせる
など仕掛けが必要かと思われる。

・学生、社会人を対象とするだけでは、人材確保に限界がある。現在、要綱では対象となっていない、
定年退職者（アクティブシニア）には、十分に学習支援を行える人材も多くいるため、そこを狙う
のも良いと考える。

・日中時間帯が活動時間となるので、定職を持つ社会人のボランティア登録に期待するのは難しいの
ではないか。

・社会人リタイアした層など狙いを定めて募ることや、需要数を見極めてその数に応じた公募策を
練ってほしい。

区民評価意見

視点別
評　価

点検項目 点検項目

事業の必要性 事業の周知度

事業手法の妥当性
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育指導課・生涯学習振興
要 容 働の活動助成 公社

根 拠 足立区青少年問題協議会条例、足立区青少年対策事業活動補助金交付要綱、母の会事業活動補助金交付要綱、足立区立小・
法令等 中学校ＰＴＡ連合会補助金交付要綱、足立区立小・中学校ＰＴＡ連携事業活動に対する補助金交付要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 29 30 31 2 3

非行少年補導人数 警察に補導された非行少年の人数 目標値 400 400 400 400 348
指

【低減目標】
実績値 410 307 303 348標

１
[単位] 人 R3の目標はR2の実績値とした。 達成率 98% 130% 132% 115%

青少年対策地区委員会全体 各青少年対策地区委員会が補助金を活 目標値 140 130 130 130 108
指

の主催事業数 用して実施した主催事業数
実績値 121 121 108 41標

２
[単位] 回 R3の目標はH31の実績値とした。 達成率 86% 93% 83% 32%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 29 30 31 2 3

指標１　達成できた。しかし、前年度に比べ１割以 総事業費 41,364 42,958 39,814 25,027
上の増加となった。その一因として、新型コロナウ 事 業 費 26,436 27,904 25,009 9,941 28,368
イルス感染拡大防止対策として、青少年対策地区委

人 件 費員会（地区対）等による地域巡回や環境浄化活動を 総 14,928 15,054 14,805 15,086

自粛せざるを得なかったことが考えられる。 平均給与事 8,781 8,855 8,709 8,874
指標２　達成できなかった。上記同様、地域の音楽 常

人　　数業 1.7 1.7 1.7 1.7会やスポーツ事業等、多くの参加者が見込まれる行 勤
事を中止したことが主要因である。 計費 14,928 15,054 14,805 15,086

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,588 3,679 3,627 3,192非

　地区対をはじめ、各種団体による地域の青少年関 人　　数訳 常 0 0 0 0
連事業は、非行少年の発生抑制に重要な役割を果た 勤 計 0 0 0 0
している。未だ状況が見通せない中であるが、可能

国庫支出金な限り各種団体への活動支援を行っていく。 0 0 0 0 0

【貢献度】地区対は、地域の青少年健全育成対策の 都 支 出 金 0 0 0 0 0
中核として重要な役割を担っていることから、貢献 財

受益者負担金 0 0 0 0 0度は高い。 源
【波及効果】健全育成、環境浄化活動等を通じ、安 その他特定財源 0 0 0 0 0
全なまちづくりに繋がっている。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【協働・協創】町会自治会・保護者・青少年委員等 訳

起　　債が連携し、青少年を取り巻く環境の充実化に取り組 0 0 0 0 0

んでいる。 一般財源 41,364 42,958 39,814 25,027 28,368

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　コロナ禍の中でいかに効果的に青少年健全育成活動が行えるか、青少年対策地区委員会会長連絡協議会をはじめとした場での協議
や情報提供等、さらに連携強化を図っていく。また、各地区対の事業に適切に補助金を交付するとともに、有効な活動が行えるよう
支援を行う。

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号

庁事 目
務 的 内
事 の

協業 概 内
要 容 働

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和３年度事務事業評価調書(令和２年度事業実施分)

事務事業名 20850 青少年対策事業
施 策 名 1.5 子ども・若者社会と関わる力を育むための成長支援
記 入 所 属 子ども家庭部・青少年課・管理調整係
電 話 番 号 03-3880-5264 E - m a i l seishounen@city.adachi.tokyo.jp

地方青少年問題協議会法に基づく付属機関である青少年問題協議会で、関係 青少年対策関係会議及び事業計画作成依庁事 目
行政機関・団体等の青少年対策の総合施策の樹立を図るとともに、地域にお 頼所管・政策経営課・地域調整課・住区

務 的 内ける青少年健全育成団体等の活動を助成し、青少年の健やかな成長を図る。 推進課・福祉管理課・衛生管理課・企画
事 の

青少年問題協議会の運営 調整課・教育政策課・地域文化課・スポ協業 概 内
青少年対策地区委員会、母の会、小中学校ＰＴＡ、民間遊び場設置事業者等 ーツ振興課・教
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【別紙２】 一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：青少年対策事業[民間遊び場設置事業補助]　　

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

ランク ランク

Ｂ Ｂ-

Ｂ Ｂ

－ Ｂ

その他
意　見

補助金等の有効性

受益者負担の適切さ 予算計上の妥当性

　現在４か所ある民間遊び場は、区の公園に近接しているものもあり、中長期的には適切な
対応が必要である。
　すがわら(伊興)と舎人の子どもの広場は年間の利用者数が少ないことから、周りの公園を
利用している児童が多いのか、年少人口が減少しているからか、分析が必要であるが、減少
傾向であるのであれば広場の縮小や補助金の減額を検討すべきである。何れの広場も利用者
数が減少しているが、その場所を提供してくれた地域住民に返還しても、他の用途に転換が
進まなければ休閑地になることが予想される。今後その場所をどのように活用していくかが
課題である。
　子どもの広場が空き地になると、ごみの不法投棄や地域のイメージや地域の活力が低下す
る可能性もあるため、例えばそこに安価なコンテナ等を置いて地域住民にイベントや打ち合
わせスペースとして貸し出す等、空き地が放置されないよう広場の再利用の検討が必要であ
る。例えば、その空き地の提供者とその場所を利用したいと思っている住民や企業がいる可
能性もあるわけでそのニーズを調査した上で提供者と利用者をマッチングさせるアプリの開
発や何かしらのツールでの広報を試験的に実施してみてはいかがか。
　豊かな区民生活に一定の寄与をしている事業である。補助金の内訳も、除草費・ネット支
柱点検など運営管理に充当しており、使い道も妥当といえる。学校の校庭や公園でも代用で
きなくはないが、用途が若干違う場合があるようだった(ボール遊びができるなど)。たとえ
校庭で代用でき、利用者が減少傾向にあっても、景観、住宅密を避ける(防災の観点）、そこ
に集まって皆で避難などの場にもなり得る。
　土地があればマンション建設が進む中、子どもの遊び場にと提供してくれる土地所有者の
人としての気持ちを大事にしたいと思う。もし、昭和41年当初から運営ルールの見直しがさ
れていないのあれば、一度見直しはすべきと考える。
　公園や校庭など、ほかの空間との用途分けなどあまり理解できないが、金額が多くないの
で年間予算に対する利用の妥当性はあると思われる。一方、事業としては当時公園が無い時
代に必要とされ策定されたものなので、今の時代において必要性が減った事業であると思う
のでどこかで事業を終了しても良いのかもしれないと考える。

部内評価、庁内評価、区民
評価を踏まえた
令和４年度予算、事業計画
の変更点

１　事業の分析とあり方について
　　年間利用者数が少ない広場について、令和４年度を目途にその理由を分析し、広場の
　運用方法の見直しや、縮小について検討していく。
２　補助金の減額について
　　民間遊び場設置事業補助金は広場の面積に応じて補助金額を決定し、広場の維持・管
　理や賠償保険に使途を限定している。また、余った補助金は精算により返還してもらう
　ため、今後も要綱に従い補助金事務を継続していく。
３　空き地となった子どもの広場の再利用について
　　民間遊び場設置事業は、土地所有者が、子ども達が遊ぶための広場として提供してく
　れた私有地に対し、その維持管理に要する費用を補助するものである。地域に根差した
　ものであること、また空き地となった私有地の再利用については行政の範囲外であるた
　め、マッチングアプリ等によりその他の用途につなげることは検討できない。
４　運営ルールの見直しについて
　　４箇所ある子供の広場について、令和４年度を目途に実態調査を行う。調査の結果、
　運営ルールに問題がある場合は、管理運営委員会との協議により見直しを図っていく。

担当課：青少年課　　

・青少年対策事業は、青少年対策地区委員会、母の会、小中学校PTA、民間遊び場設置事業者等の活動
　助成を行っている。
・「民間遊び場設置事業補助金（約69万円）」、は公益性とその効果に対する評価が低い。

・区として「民間遊び場」の必要性について、子どもの居場所を含む庁内他事業との関連も精査が必
　要である。これまでの経緯も踏まえ、長期的な方針策定を検討する時期と思われる。
・地区対の事業は、ＢＷＭや子どもの貧困、学力向上など様々な視点で非行防止として重要な事業と
　思われる。
・非行に走らない、また抜け出すための居場所が不足しているにも関わらず、本事業がそこに繋がっ
　ていないのは残念に感じた。
・昭和40年代の公園整備が十分でない時代にできた制度であり、現在の利用状況や近隣の公園整備の
　状況も踏まえ、事業の継続が適切かどうか見直す時期にきていると考える。

区民評価意見

視点別
評　価

点検項目 点検項目

事業の必要性 事業の周知度

事業手法の妥当性
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24 826 793 789
指

目標値：前年度消費電気量
実績値 824 826 793 789標

実績値：年間消費電気量
１

[単位] 万KWH 達成率 106% 100% 104% 101%

庁舎水道使用量 本庁舎の年間水道消費量 目標値 35,334 32,879 33,738 33,090 35,986
指

目標値：前年度消費水道量
実績値 32,879 33,738 33,090 35,986標

実績値：年間消費水道量
２

[単位] ㎥ 達成率 107% 97% 102% 92%

庁舎ガス使用量 本庁舎の年間ガス消費量 目標値 331,318 343,522 366,934 363,536 391,629
指

目標値：前年度消費ガス量
実績値 343,522 366,934 363,536 391,629標

実績値：年間消費ガス量
３

[単位] ㎥ 達成率 96% 94% 101% 93%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 29 30 31 2 3

　令和２年度は年間電力使用量を除き、コロナ感染 総事業費 924,934 981,261 992,009 942,382
症拡大防止のために、庁舎水道使用量とガス使用量 事 業 費 792,698 850,465 857,778 816,775 946,038
が増加した。

人 件 費　水道量は手洗いの励行等が影響したためと考えら 総 132,236 130,796 134,231 125,607

、ガス使用量については、冷暖房設備を稼働させる 平均給与事 8,781 8,855 8,709 8,874
燃料として都市ガスを使用する為、窓開け等による 常

人　　数業 7.5 7.5 7.5 7.5換気の実施に伴い、その使用量が増加した。 勤
計費 65,858 66,413 65,318 66,555

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,588 3,679 3,627 3,192非

　総合案内窓口や駐車場・駐輪場の各案内は、来庁 人　　数訳 常 18.5 17.5 19 18.5
者が速やかにその目的を果たすうえで大きな役割を 勤 計 66,378 64,383 68,913 59,052
担っている。

国庫支出金　本庁舎の設備環境管理や警備等は専門的知識を持 0 0 0 0 0

つ各事業者に委託して運営することで、来庁者及び 都 支 出 金 0 0 0 0 0
職員に安全で快適な環境を安定して提供することが 財

受益者負担金 10,999 13,499 11,372 7,631 7,708出来ている。 源
　波及効果として、クールビス、ウォームビスの実 その他特定財源 14,074 14,877 14,450 10,348 12,685
施は職員、来庁者の省エネ意識の向上につながって 内

基　　金 0 0 0 0 0
いる。 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 899,861 952,885 966,187 924,403 925,645

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある □ 特にはない ■ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　本庁舎内を安全で快適な環境に維持していくことは、利用する区民、職員のために不可欠である。一方で区内最大の事業所として
電力使用量の削減など環境負荷の低減にも努めなければならない。今後も庁舎内の温度や照明などを適切に調整し、快適な環境を維
持するとともに、節電対策を推進し省エネ化を図っていく。
　また、本庁舎では、設備環境管理、庁舎案内、警備等の専門的知識を必要とする業務を委託して庁舎運営を行っている。各受託者
の業務遂行状況を踏まえ、更なる区民サービス向上を図っていく。

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号

庁事 目
務 的 内
事 の

協業 概 内
要 容 働

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和３年度事務事業評価調書(令和２年度事業実施分)

事務事業名 3553 庁舎管理事務
施 策 名 16.3 公有財産の活用と長寿命化の促進
記 入 所 属 施設営繕部・庁舎管理課・本庁管理係
電 話 番 号 03-3880-5824 E - m a i l chousha@city.adachi.tokyo.jp

庁舎の安全性・利便性の確保と効率的な執行を行う 庁事 目
務 的 内
事 の

庁中取締りに関すること、庁中施設の運営に関すること、庁用備品に関する 協業 概 内
こと。防火管理に関すること

要 容 働

根 拠 建築物における衛生的環境の確保に関する法律・建築基準法・消防法・省エネ法・都環境確保条例
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 29 30 31 2 3

庁舎電力使用量 本庁舎の年間電気消費量 目標値 877 8
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【別紙２】 一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

庁舎管理事務

担当課：庁舎管理課

・区内最大の事業所である本庁舎を維持していくため、建物管理や清掃をはじ
  め、様々な業務を委託している。
・昨今の財政状況に鑑み、南館と中央館は大規模改修を行わないこととしたた
  め、今後、必要な保全工事を実施していく必要がある（本庁舎改修事務）。
・多くの区民が利用する施設であるため、区民サービスの低下につながる見直
  しはできない。

・一時的に経費が掛かっても長期の維持管理のためにはやむを得ないと考え
  る。
・ＬＥＤ化によって電力消費の削減ができたことを評価するとともに機器の更
　新や新たな設備導入により効率的で効果的な管理運営を行ってほしい。
・ＣＯ２排出ゼロに向け方策を検討中とのことだが、早急に現実的な方針を明
  らかにしてほしい。
・第３次環境基本計画の策定でも環境部と連携しているとのことなので、連携
  する中で案を打ち出してほしい。
・ＬＥＤ照明など省エネ機器に取り換えたことで電気代は年々減少している
　が、事業所規模が大きく光熱水費も多額になることから、仕様の見直しや新
　たな契約手法の導入などを検討されたい。

部内評価、庁内評
価を踏まえた
令和４年度予算、
事業計画の変更点

・令和４年度以降も、引き続きエレベーターの改修や南館・中央館の個別空調
　機器改修など、大規模な工事を計画的に実施していくが、導入に際しては、
　省エネ効率の高い機器など、より環境負荷の低いものを選定していく。

・ＣＯ２排出ゼロに向けて、例えば電気供給契約にあたっては、ＣＯ２排出係
　数など環境性能を十分に考慮したうえで検討していく。

・電力供給は入札による単価契約（長期継続）である。令和５年度に契約更新
　を迎えることから、コスト面も含め、持続的・安定的な供給ルートが担保さ
　れているかなど、２４時間３６５日運用している本庁舎機能を電力供給面か
　ら支えるために必要不可欠な項目等を検討していく。

164

Ⅵ　一般事務事業 事業別評価の反映結果



成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 29 30 31 2 3

特定健診の受診率 目標値：足立区特定健康診査等実施計 目標値 60 47 50 53 55
指

画
実績値 44.3 43.6 42.6 38.7標

実績値：特定健診受診者／４０歳以上
１

[単位] ％ の国保加入者 達成率 74% 93% 85% 73%

特定健診の受診者数 目標値：４０歳以上の国保加入者×足 目標値 79,681 55,540 55,916 56,582 57,795
指

立区特定健康診査等実施計画の目標受
実績値 52,436 48,715 45,516 40,667標

診率
２

[単位] 人 実績値：当該年度の健診受診者数 達成率 66% 88% 81% 72%

重複服薬指導通知による服 目標値：対象者数の半数 目標値 200 77 50
指

薬状況改善者数 実績値：重複服薬の状況が改善した被
実績値 269 73標

【R3より定義変更】 保険者数（R3より単位を％に変更、実
３

[単位] 人 績値は改善者数／対象者数とする） 達成率 0% 0% 135% 95%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 29 30 31 2 3

指標１・２：２年度は緊急事態宣言の発令により、 総事業費 664,113 692,480 635,249 582,861
受診開始時期が一か月半程度延期された。また、宣 事 業 費 638,033 658,211 593,707 549,406 695,958
言解除後も受診を控える傾向が続き、さらに1月に

人 件 費再度、宣言が発令されたことから、受診者数、受診 総 26,080 34,269 41,542 33,455

率とも元年度を下回った。指標３：医療機関の受診 平均給与事 8,781 8,855 8,709 8,874
控えにより通知の抽出対象者数が減少したため、改 常

人　　数業 2.97 3.87 4.77 3.77善者数も元年度を下回った。 勤
計費 26,080 34,269 41,542 33,455

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,588 3,679 3,627 3,192非

指標１・２：元年度に未受診者への受診勧奨通知を 人　　数訳 常 0 0 0 0
２種類作成し、効果の大きかった通知に絞って２年 勤 計 0 0 0 0
度の受診勧奨を行った。受診者数の確定後に元年度

国庫支出金と比較検証し、さらに受診につながりやすい通知の 123,901 0 0 0 0

作成に取り組む。指標３：調剤レセプトの分析によ 都 支 出 金 139,019 269,396 425,432 485,900 245,075
り、指導対象者へ個別のアプローチを継続した。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0貢献度：疾病の早期発見による生活習慣の改善や早 源
期治療に、健診は貢献している。波及効果：健康の その他特定財源 225 216 208 204 210
維持増進や早期治療による重症化予防により、医療 内

基　　金 0 0 0 0 0
費の適正化に繋がっている。協働：足立区医師会と 訳

起　　債キャンペーン等で協働 0 0 0 0 0

一般財源 400,968 422,868 209,609 96,757 450,673

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　特定健診により自身の健診結果を把握することは、健康保持の為に不可欠である。特定健診の受診は、疾病予防と重症化防止のた
めの第一歩という重要な役割がある。引き続き受診率の低い若年層を対象としたキメの細かい啓発、受診勧奨を継続し、受診率の向
上に努める。また、健診結果から重症化ハイリスク者に指導を行うなど、生活習慣の改善による疾病予防と早期治療に重点を置いた
重症化予防策をデータヘルス推進課とともに推進していく。さらに、国保加入者の適正な受診、服薬を促進するため、国の実施する
保険者努力支援制度に則った重複服薬指導事業を継続して実施する。

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号

庁事 目
務 的 内
事 の

協業 概 内
要 容 働

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和３年度事務事業評価調書(令和２年度事業実施分)

事務事業名 10500 国民健康保険保健事業
施 策 名 8.3 国民健康保険・後期高齢者医療制度の安定的な運営
記 入 所 属 区民部・国民健康保険課・給付保健係
電 話 番 号 03-3880-5111(内線1795) E - m a i l kokuho@city.adachi.tokyo.jp

メタボリックシンドロームに着目した健診を行い、生活習慣病の予防につな 執行委任事業に係るデータヘルス推進課庁事 目
げ、医療費の適正化を図る。 の常勤2.77人分の人件費を含む。

務 的 内
事 の

保険者に義務付けられた特定健康診査と、この結果に基づく特定保健指導を 協業 概 内
実施する。

要 容 働

根 拠 国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律第１９条第１項、足立区特定健康診査実施要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達
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【別紙２】 一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

国民健康保険保健事業

担当課：国民健康保険課

・特定健康診査の受診率を向上することで、生活習慣病の予防につなげ、国民
  健康保険の医療費の適正化を図ることが事業の狙いである。
・データヘルス推進課に執行委任を実施して事業展開中である。
・R2年度はコロナ禍の影響で特定健康診査の受診率が低下したが、R1年度以前
　も受診率の低下傾向が見られていた。
・40歳代・50歳代の特定健康診査の受診率が低いことが課題となっている。
・特定健康診査の受診率を向上させるための情報発信（受診勧奨通知の発送・
　SNSを活用したお知らせ等）を実施中である。

・健診受診率の向上については、通知を見ない、アンケートにも答えない等課
　題はあるが、受診しない要因は検証が必要と思われる。
・重複服薬については、要因毎（医療依存、知識不足、悪意等）に効果的な対
　策を検討・実施し、医療費の削減に努めて欲しい。
・健診機会が周知されながら、受診率が向上しない一つの理由は、健康状態を
　毎年確認し、健康づくりにつなげる重要性が、我がごととして捉えられてい
　ないからではないか。
・例えば、内臓脂肪の蓄積が悪化して、生命に関わる事態となった事例など、
　具体的な内容の啓発も必要ではないか。
・特定健診の受診率が年々減少している。そのような中で、勧奨通知や封筒デ
　ザインの工夫など複数の受診率向上への取組みは評価したい。
・特に受診率の低い若年層に関心を持ってもらえるよう、これまでのSNS発信
　に加え、「受診したことで病気の早期発見につながった」など、受診のメリ
　ットを伝える工夫も検討されたい。

部内評価、庁内評
価を踏まえた
令和４年度予算、
事業計画の変更点

・ 国や他自治体の実施している特定健診未受診者を対象にしたアンケート
   調査結果は以下の通りであり、毎回同様の結果となる傾向がある。
   受診勧奨通知やチラシ等を作成する際は、調査結果をもとに未受診者の
   行動変容を促すメッセージを入れている。

　【参考】アンケート調査結果（未受診理由の上位５つ）
　　①　後回しにしていたら期限を過ぎてしまった
　　②　仕事、育児、介護等で時間が取れない
　　③　健康だから必要性を感じない
　　④　職場や人間ドックで受診した
　　⑤　通院して定期的に検査しているため必要ない

・ 令和３年度の特定健診受診勧奨通知は、受診のメリット、未受診の
　 デメリットについて、以下の内容を盛り込んだ。

　　①　毎年受診し、早期に身体の異変を発見することの重要性。
　　②　受診者のうち95％に何らかの異常が見つかっている事実。
　　③　12,000円の健診を無料で受けられる。

・ 重複服薬の対策として、対象者宛てに注意喚起の通知を送付している。
   令和４年度からは、併用禁忌、傷病禁忌、多剤投与に関する情報を
   掲載し、より強く重複服薬の危険性を訴える内容とする予定である。
   さらに、本通知を医師や薬剤師に見せることで、適切な調剤を行って
   もらい、健康被害防止と医療費適正化を図る。
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（３）足立
法令等 区ファクシミリ等設置事業要綱（４）足立区地域福祉推進事業運営費助成要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 29 30 31 2 3

緊急あずけあい事業実施回 目標値：前年度実績に基づく見込み 目標値 80 50 40 30 10
指

数
実績値 41 32 24 2標

１
[単位] 回 達成率 51% 64% 60% 7%

障がい児の放課後活動支援 補助団体の総利用者数 目標値 1,000 1,040 900 1,428 500
指

団体の利用者数
実績値 1,027 842 1,428 218標

２
[単位] 人 達成率 103% 81% 159% 15%

社会福祉協議会を通じて補 補助団体の総加入者数 目標値 1,800 1,750 1,750 1,800 1,800
指

助する福祉団体の加入人数 （令和2年度より対象団体を追加し、
実績値 1,719 1,722 1,710 1,714標

区からの直接補助とする）
３

[単位] 人 達成率 96% 98% 98% 95%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 29 30 31 2 3

【指標1】緊急あずけあい事業は、会員が利用を自 総事業費 6,437 6,439 6,353 7,345
粛した影響により、実施回数が大幅に減少した。 事 業 費 2,925 2,897 2,869 3,352 4,755
【指標2】障がい児の放課後活動支援団体は、活動

人 件 費できなかった期間があった影響により、総利用者数 総 3,512 3,542 3,484 3,993

が大幅に減少した。 平均給与事 8,781 8,855 8,709 8,874
【指標3】補助団体数は、5団体から8団体に増えた 常

人　　数業 0.4 0.4 0.4 0.45が、会員数が減少した団体もあり、総加入者数はほ 勤
ぼ横ばいだった。 計費 3,512 3,542 3,484 3,993

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,588 3,679 3,627 3,192非

　緊急あずけあい事業は、新型コロナウイルス感染 人　　数訳 常 0 0 0 0
症の感染のリスクがあることから、会員同士でのあ 勤 計 0 0 0 0
ずけあいを控える状況があった。

国庫支出金　障がい児の放課後活動支援団体は、活動を縮小せ 0 0 0 0 0

ざるを得なかったが、感染対策を徹底しながら、ダ 都 支 出 金 1,485 1,485 1,579 733 600
ンスを実施することができた。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【波及効果】障がい児者地域活動支援では、障がい 源
児者の週末の余暇活動が強化され、社会参加や居場 その他特定財源 0 0 0 0 0
所づくりに貢献できるものである。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【協働】障がい者団体・福祉団体との協働により障 訳

起　　債がい者の社会参加の促進と福祉の向上を図ることが 0 0 0 0 0

できる。 一般財源 4,952 4,954 4,774 6,612 4,155

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ □ 妥当である ■ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　新型コロナウイルス感染症の影響により、各事業とも実績値は減少したものの、各団体による事業は障がい者やその家族の地域生
活のために不可欠なものであり、引き続き、事業の適切な実施に努めていく。

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号

庁事 目
務 的 内
事 の

協業 概 内
要 容 働

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和３年度事務事業評価調書(令和２年度事業実施分)

事務事業名 4780 地域福祉団体助成事業
施 策 名 7.2 障がい者が差別を受けることなく、ライフステージに応じた支援を受けられる体制の充実
記 入 所 属 福祉部・障がい福祉課・福祉係
電 話 番 号 03-3880-5255 E - m a i l s-fukusi@city.adachi.tokyo.jp

　地域で活動する障がい者団体等に対して、活動費の一部を助成することで ①中央本町地域・保健総合支援課：執行庁事 目
団体活動の活発化と福祉の向上を図る。 委任に係る0.05人分の人件費を含む

務 的 内
事 の

(１)障がい福祉団体活動助成　(２)緊急あずけあい事業助成　(３）ファク 協業 概 内
シミリ等設置助成　(４)障がい児者地域活動支援団体助成

要 容 働

根 拠 （１）足立区障がい福祉団体活動助成金交付要綱（２）足立区心身障がい者（児）緊急あずけあい事業助成要綱
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【別紙２】 一般事務事業 ・ 行政評価意見 反映結果報告書

事務事業名：

現状・課題・
問題点等

庁内評価意見

地域福祉団体助成事業

担当課：障がい福祉課

・障がい者団体の事業費（上限30万円×8団体）、緊急あずけあい事業、ファク
　シミリ設置助成（ろう者協会のみ）、地域活動支援（1法人のみ120万円）へ
　の補助金事業である。
・緊急あずけあい事業は実績が右肩下がりとなっている。
・福祉団体加入人数もほぼ横ばいである。

１　緊急あずけあい事業について
　　・障がい者や障がいのある子どもに対するサービスについては、一般の
　　　様々なサービス拡大に伴い障がい者もサービスを享受できるようになっ
　　　てきているのではないか、そのため実績が減っているということもある
　　　のではないか。
　　・緊急あずけあい事業の実績はコロナの影響を考慮しても年々減少してい
　　　る。ニーズの変化を把握するとともに類似事業との統合などを検討され
　　　たい。

２　障がい児の放課後活動支援について
　　・障がい児の放課後活動は、放課後デイの充実はしているものの、日曜日
　　　にサービスの実施がないことから、隙間を埋める事業となっているので
　　　継続していってほしい。
　　・需給バランスは取れているとのことだが、潜在的な需要までは把握しき
　　　れていないようであり、疑問が残る。
　　・ニーズの有無を再確認し、その結果に基づく事業形態の見直しも必要で
　　　はないか。
　　・障がい児の活動支援についても、民間事業者が運営する放課後デイサー
　　　ビスにシフトしていけるよう土日対応の可否について現状把握をお願い
　　　したい。

部内評価、庁内評
価を踏まえた
令和４年度予算、
事業計画の変更点

１　緊急あずけあい事業について
　　・ 実績が減っている理由として、ショートステイや社会福祉法人が独自に
　　　 実施する一時預かり事業などのサービスを利用していることが考えられ
　　　 る。

　　・ 緊急あずけあい事業は年々実績が減少しているが、類似事業との統合が
　　　 可能かについては、実施団体から意見を聴いたうえで令和４年度中に検
　　　 討する。

２　障がい児の放課後活動支援について
　　・ 障がい児の放課後活動支援は、放課後等デイサービスなどの実施が少な
　　　 い日曜日の隙間を埋める役割を果たしており、今後も実施団体の支援を
　　　 継続していく。

　　・ 潜在的な需要については、障がい福祉関連計画のためのアンケート調査
　　　 結果から把握することができないか分析し、その結果から事業形態の見
　　　 直しの必要性があるか令和４年度中に検討する。

　　・ 土日に運営する放課後等デイサービスもあるが、障がい児の放課後活動
　　　 支援団体の実施内容（和太鼓、フライングディスク等）を理由として、
　　　 参加している利用者も多く、単純にそのままシフトできるものではない
　　　 と考える。

168

Ⅵ　一般事務事業 事業別評価の反映結果



 

 

≪用語解説≫  

用 語 解 説 

アウトリーチ 
積極的に支援やサービスの対象者が居る場所に出向いて働きかける

こと。 

アハ体験 

「わかったぞ」という体験を表す、英語圏で広く使われる言葉。 

※「ひらめいた時の大きなよろこびを感じる心の動きを体験すること

で、わからなくてもじっくりと考え、ひらめきを育むことの大切さ

を、楽しみながら学ぶことができる」と言われている。 

インクルーシブ遊具 体に障がいがある子も、ない子も一緒になって遊ぶことができる遊具 

オンライン 
コンピュータネットワークが接続され、サービスの享受が可能な状態

を示す。対義語はオフライン。 

協創 

区、区民、NPO、企業等、多様な主体が、互いの個性や価値観

を認めあい、ゆるやかにつながり支えあうことで、より一層力

を発揮する仕組み（参考資料：図１）。 

協創プラットフォーム 協創推進のために、公・民、様々な主体が自由に集える機会や場 

シティプロモーション 
まちの魅力を発掘・磨き・創造するとともに、戦略的に発信し、自

慢できる、誇れるまちへと進化させること。 

スクールカウンセラー

(SC) 

教育機関において心理相談業務に従事する心理職専門家の職業名、

および当該の任に就く者 

スクールソーシャルワ

ーカー(SSW) 

児童・生徒の問題に対し、保護者や教員と協力しながら問題の解決

を図る専門職の職業名、および当該の任に就く者 

デジタルサイネージ 電子看板（該当事業では災害用電子看板として活用） 

ニュー・ノーマル ビジネスや経済学の分野において、2007年から2008年にかけての

世界金融危機やそれに続く2008年から2012年にかけての大景気後

退（英語版）の後における金融上の状態を意味する表現。昨今では、

新型コロナウイルス感染症を感染拡大を契機に定着しつつある新

しい生活様式の事を指してニュー・ノーマルという。 

パークイノベーション 魅力ある地域の公園づくりと、持続可能な公園運営を目指す取組 

AI 人工知能 

AIドリル 
一人ひとりの解答状況からAI機能により理解度を判断し、つまずき

の原因となっている学習内容に遡って出題する学習教材 

A-メール 足立区のメール配信サービス。区政情報や子どもの安心情報など、

足立区についての様々な情報を、あらかじめ登録された携帯電話や

パソコンのメールアドレス宛に送る。 

DX(Digital 

Transformationの略) 

 

ビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用

して、社会のニーズを基に、サービス、ビジネスモデルを変革する

とともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変

革し、競争上の優位性を確立すること。 
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ICT(information and 

communication 

technology） 

情報通信技術 

MIM(Multilayer 

Instruction Model) 
多層指導モデル。通常の学級において、異なる学力層の子どものニ

ーズに対応した指導・支援をしようという指導モデル。子どもが学

習につまずく前に、また、つまずきが深刻化する前に指導・支援を

提供することを目指す。 

PDCAのマネジメントサ

イクル 
計画（プラン：P）、実施（ドゥ：D）、評価（チェック：C）、改

善・改革（アクション：A）という作業を継続的に循環させて業務

改善をしていくこと。 

SNS（ソーシャル・ネッ

トワーキング・サービ

ス） 

インターネット上の交流を通して社会的ネットワークを構築する

サービスのこと。LINE、Facebook、Twitterなど。 

 

（図１） 協働と協創の概念図 
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